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職場における⼥性の健康保持増進のための 

効果的な産業保健活動の確⽴に向けた研究（23JA1005） 

 

研究代表者 ⽴⽯ 清⼀郎 産業医科⼤学産業⽣態科学研究所災害産業保健センター 教授 

 

研究要旨 

【背景・⽬的】我が国では、⼥性労働者が労働⼈⼝の約 46%を占めるに⾄り、⽉経困難

症・過多⽉経・⽉経前症候群・更年期障害といった⼥性特有の健康課題と仕事との両⽴⽀

援が喫緊の社会課題となっている。経済産業省の試算によれば⼥性特有の健康課題による

経済損失は年間約 3.4 兆円にのぼる。本研究は、3 年計画（令和 5〜7 年度）で、就労期⼥

性の健康課題に対する産業保健活動の在り⽅を科学的に明らかにし、事業場における実践

的対応策を体系化するとともに、その成果を⾏政施策・現場実装にまで結びつけることを

⽬的とした。 

【研究計画と⽅法】3 年間で 5 つの主研究（主研究 1：研究統括及び⼥性特有の事情と就

労の配慮の在り⽅、主研究 2：事業場調査、主研究 3：⼥性労働者調査、主研究 4：医学的

整理及び学会・研究班らとの連携、主研究 5：E ラーニング・アクションチェックリスト・

提⾔の作成）を企画し、⽂献レビュー、事業場ヒアリング・事業場調査（14 府県 203 事業

所）、⼥性労働者対象の⼤規模疫学調査（最⼤ n=24,441）、健康経営優良法⼈を中⼼とし

た⼤企業労働者調査（n=24,237、⼥性 4,284名のPOS分析）、医学的整理、教育ツール・

実装ツール開発を相互に連動させながら実施した。3 年間で延べ 20名以上の研究分担者・

研究協⼒者（産業医・産業保健職・産婦⼈科医・疫学者・健康経営専⾨家・事業会社実務

者）が参画し、現場ニーズに即したアクションオリエンテッドな成果創出を志向した。 

【3 年間の主要成果】 

本研究班は、交付申請書に記載した期待される効果・成果を、以下のとおり 3 つの柱に



- 3 - 

おいて当初想定を超える形で達成した。 

【成果①：⾏政検討会への助⾔を通じた政策形成への直接貢献】 

研究代表者は、厚⽣労働省「労働安全衛⽣法に基づく⼀般健康診断の検査項⽬等に関す

る検討会」（令和 6 年度開催、計 11 回）のうち、⼥性特有の健康課題が議論された第 4

回・第 5回・第 6回・第 8 回の計 4回に参集者として関与し、研究班の知⾒（事業場調査

における男性上司の理解不⾜等の阻害要因、⼥性労働者調査における⽉経随伴症状とプレ

ゼンティーズムの量反応関係、⽂献レビューの国際的知⾒等）を踏まえた具体的助⾔を⾏

った。これらの助⾔は、検討会報告書（令和 6 年 11 ⽉ 1⽇中間とりまとめ）の論点形成、

及び令和 7 年 1 ⽉ 17⽇付け労働政策審議会建議「今後の労働安全衛⽣対策について」の内

容形成に直接的かつ実質的に貢献した。 

【成果②：厚⽣労働省マニュアル（健診機関向け・事業者向け）のたたき台としての役

割】 

検討会中間とりまとめ及び労働政策審議会建議を受け、研究班は政策実装研究

（implementation research）の枠組みに従い、第⼀に検討会 4回分の議事録・配布資料・

中間とりまとめの内容分析（15 のコード分類）、第⼆に研究班の分担研究知⾒（⽂献レビ

ュー、事業場ヒアリング、⽉経随伴症状疫学、POS 分析、健診担当医向けツール、E ラー

ニング基礎調査）のナラティブ統合によるマニュアル各章へのマッピング、第三に厚⽣労

働省労働基準局安全衛⽣部労働衛⽣課（産業保健⽀援室）との計 6 回の協議及び検討会構

成員 10名から提出された個別意⾒の専⾨家合意形成⼿続きによる反映、を経て、「⼥性特

有の健康課題に関する問診に係る健診機関実施マニュアル〜健診機関向け〜」（全 25⾴、

巻末リーフレット及び⽀援機関⼀覧を含む）及び「⼥性特有の健康課題に関する問診を活

⽤した⼥性の健康管理⽀援実施マニュアル〜事業者向け〜」（全 21 ⾴、Q&A 及び⽀援制

度・機関⼀覧を含む）の原案を作成した。両マニュアルは令和 8 年（2026 年）1 ⽉ 19 ⽇

付で厚⽣労働省より公表された（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_36255.html）。

本マニュアルが提⽰した「健診機関‐労働者‐専⾨医‐事業者」の四者連携モデルは、業

務起因性が必ずしも明確でない⼥性特有の健康課題を労働安全衛⽣のスキームで取り扱う

新しい枠組みとして、国際的にも先進的な政策実装モデルである。 

【成果③：研究班作成資材を活⽤した普及啓発活動の開始】 

研究班は、上記の厚⽣労働省マニュアルに加え、（１）5領域 41項⽬のアクションチェ

ックリスト及びその解説本、（２）管理職・⼈事・産業保健スタッフ向け E ラーニング動
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画 10 本（各 5分程度）、（３）⼥性健康アドボケイト養成プログラム（E ラーニング全 11

章＋ロールプレイWebシミュレーター＋統合ポータル）、（４）健診担当医向けパンフレ

ット及びリーフレット、など多様な利⽤者層に対応する資材を整備した。これらの資材を

活⽤した普及啓発活動として、令和 7 年度には、札幌市産業医協議会 2 回・熊本県医師会

1 回の計 3 会場で産業医研修を実施し、合計 181 名の産業医からアンケート回答を得た。

研修評価では、わかりやすさ 88.0%、推進⽅法の理解 97.0%、実践可能性 90.3%、推進意

欲 92.7%といずれも⾼い肯定的評価が得られ、本ツール及び研修プログラムが嘱託産業医

を含む幅広い産業医集団に対して受容性が⾼く適⽤可能性を有することが予備的に⽀持さ

れた。本普及啓発活動は、令和 8 年度以降、全国の産業医協議会・医師会・事業者団体に

拡⼤して継続的に実施する予定である。 

【成果④：改訂事業主⾏動計画策定指針（令和 8年 4 ⽉施⾏）等との整合】 

本研究班の研究期間中である令和 7 年 12 ⽉ 23⽇、⼥性活躍推進法に基づく事業主⾏動

計画策定指針が改訂され（令和 8 年 4 ⽉ 1 ⽇施⾏）、⼥性の健康⽀援が⼀般事業主⾏動計

画の柱の⼀つとして位置付けられるとともに、職場における⼥性の健康⽀援に取り組む優

良企業を認定する「えるぼしプラス」（1〜3 段階）及び「プラチナえるぼしプラス」認定

が創設された。本研究班の主要成果（厚⽣労働省マニュアル、5領域 41項⽬アクションチ

ェックリスト、⼥性健康アドボケイト養成プログラム等）は、改訂指針及び新認定制度の

基準（⼥性の健康上の特性に配慮した休暇・勤務制度、配慮⽅針の策定・周知、相談担当

者の選任等）と⾼い整合性を有しており、企業が改訂指針に沿った実効的な施策を⽴案・

実装する際の標準的参照ツールとして機能する。 

【成果⑤：研究班ホームページの開設による研究成果の社会還元基盤の構築】 

研究班は、本研究の科学的エビデンス及び実装ツール群を国⺠・事業者・産業保健関係

者・医療職へ広く還元するため、研究班ホームページ「事業場における⼥性の健康保持増

進」（https://www.ryoritsu.dohcuoeh.com/closing_the_gender_gap/）を開設・公開し

た。本ホームページは、「⼀般向け（労働者本⼈）」「事業者向け（経営層・⼈事・産業

保健スタッフ）」「医療職向け（産業医・健診担当医等）」の 3 つの利⽤者層別カテゴリ

を設け、研究班作成資材を⼀元的にダウンロード可能とした統合プラットフォームであ

る。主要掲載コンテンツは、（１）厚⽣労働省公表の⼥性健康問診マニュアル 2 冊（事業

者向け・健診機関向け）、（２）⼥性特有の健康課題セルフチェック（⼀般向け）、

（３）事業場における⼥性の健康管理アクションチェックリスト（5領域 41項⽬）及び解
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説本、（４）事業者・管理職向け E ラーニング動画 10 本、（５）⼥性健康アドボケイト養

成プログラム（E ラーニング全 11 章＋Web ロールプレイシミュレーター）、（６）健診

担当医⽤パンフレット（イラストあり／なしの 2 版）、（７）研究班メンバー紹介及び研

究代表者からのメッセージ、（８）新着記事・お知らせ機能、である。本ホームページの

開設により、改訂事業主⾏動計画策定指針（令和 8 年 4 ⽉ 1 ⽇施⾏）及び「えるぼしプラ

ス」「プラチナえるぼしプラス」認定への対応を検討する事業者並びに令和 8 年導⼊の健

診追加問診への対応を進める健診機関・産業保健職が、必要な情報・ツール・教材に直接

アクセスできる社会還元基盤を構築した。 

【科学的成果の主要な定量的知⾒】 

3 年間にわたる⼤規模疫学調査により、（１）20〜60 歳の⽇本⼈⼥性労働者 19,451 名

のうち 47.1%に過多⽉経（SAMANTA質問票 3点以上）が認められ、SAMANTA スコアの

上昇とともにプレゼンティーズム有所⾒率⽐が段階的に増加すること（スコア 3：PR 

1.26、スコア 7：PR 1.55）、（２）有職⼥性 24,441 名を対象とした健診時追加質問の妥

当性検証において、「困っている」と回答した 22%（5,271 名）のうち 88%（4,659 名）

が症状確認リーフレット 8 項⽬のいずれかに該当し、過多⽉経で特異度 0.93、⽉経随伴症

状で感度 0.84、更年期症状で特異度 0.90 の妥当性を有すること、（３）⽉経のある⼥性労

働者 3,332 名を対象とした分析的研究で⽉経随伴症状の重症度とプレゼンティーズムの間

に明確な量反応関係が確認され、論⽂（Koh et al., J Occup Environ Med, 2024）として既

に発表されたこと、（４）健康経営優良法⼈の⼥性従業員 4,284 名を対象とした POS（知

覚された組織的⽀援）分析により、相談窓⼝設置・対応体制構築・⽣理休暇取得しやすい

環境整備等の施策の認知が POSと有意な正の関係を⽰すこと、を定量的に明らかにした。 

【結論】3 年間にわたる本研究班の活動は、エビデンス（⽂献レビュー・事業場調査・

⼤規模疫学調査・医学的整理）→実装ツール（アクションチェックリスト・E ラーニング

教材・アドボケイト養成プログラム・健診担当医向けツール）→政策実装（厚⽣労働省公

表マニュアル）→普及啓発活動（産業医研修・全国展開）という 4 段階を 1 つの研究班で

完結させ、研究計画において期待された効果・成果を達成した。また、これら研究成果及

び実装ツール群を国⺠並びに事業者・産業保健関係者がワンストップでアクセスできるよ

う 、 研 究 班 ホ ー ム ペ ー ジ 「 事 業 場 に お け る ⼥ 性 の 健 康 保 持 増 進 」

（https://www.ryoritsu.dohcuoeh.com/closing_the_gender_gap/）を開設した。本ホー

ムページは、「⼀般向け」「事業者向け」「医療職向け」の利⽤者層別に資料を整理して
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公開する構成とし、⼥性健康問診マニュアル、セルフチェック、アクションチェックリス

ト、E ラーニング動画、⼥性健康アドボケイト養成プログラム、健診担当医⽤パンフレッ

ト等の研究班成果物を集約するとともに、新着情報・記事の継続的発信を開始した。本研

究の独⾃性は、業務起因性が必ずしも明確でない⼥性特有の健康課題を産業保健の枠組み

の中で実装可能な形に落とし込み、健診を起点とした「健診機関‐労働者‐専⾨医‐事業

者」の四者連携モデルを政策実装にまで到達させた点にある。今後は、令和 8 年 4 ⽉施⾏

の改訂事業主⾏動計画策定指針の運⽤及び新たに創設された「えるぼしプラス」「プラチ

ナえるぼしプラス」認定制度の普及を⽀援する形で、本研究班の各成果物を活⽤した普及

啓発活動を全国規模で継続的に展開し、開発したツール群の運⽤実態のフォローアップ・

効果検証・改訂を通じて、⼥性労働者の健康保持増進と就業継続⽀援に資する産業保健活

動の社会実装を加速していく。 
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藤野 善久（産業医科⼤学 産業⽣態科学研究所 環境疫学研究室 教授） 

⼩⽥上 公法（産業医科⼤学 産業⽣態科学研究所 産業保健経営学 助教） 

⾦城 泰幸（産業医科⼤学 医学部 産科婦⼈科学 助教） 

⼤河原 眞（産業医科⼤学 医学部 公衆衛⽣学 准教授） 

原⽥ 有理沙（産業医科⼤学 医学部 両⽴⽀援科学 助教） 

古屋 佑⼦（東海⼤学医学部 基盤診療学系 衛⽣学公衆衛⽣学 講師） 

 

研究協⼒者 

⼤久保 直紀（産業医科⼤学 産業⽣態科学研究所 環境疫学研究室 助教） 

松浦 祐介（産業医科⼤学 産業保健学部 広域・発達看護学 教授） 

⾼ すみれ（産業医科⼤学 産業⽣態科学研究所 環境疫学研究室 ⼤学院⽣） 

中澤 祥⼦（東海⼤学医学部 基盤診療学系 衛⽣学公衆衛⽣学 助教） 

⽴道 昌幸（東海⼤学医学部 基盤診療学系 衛⽣学公衆衛⽣学 教授） 

川島 恵美（株式会社 Keep Health 代表、産業医） 

平良 素⽣（三菱ケミカル株式会社） 

加藤 杏奈（花王株式会社） 
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簑原 ⾥奈（HOYA株式会社） 

絹川 千尋（株式会社産業医システムズ 代表、産業医） 

澤島 智⼦（東海旅客鉄道株式会社） 

松岡 朱理（HOYA株式会社） 

渡邉 萌美（産業医科⼤学 医学部 両⽴⽀援科学） 

新⾥ なつみ（⻄⽇本新聞プロダクツ） 

芳中 亮太(産業医科⼤学) 

桑鶴 知⼀郎(産業医科⼤学) 

⼤澤 ⼩夜⼦(産業医科⼤学) 

安永 匡志(産業医科⼤学) 

⼭下 哲史(産業医科⼤学) 

⽥原 有希  産業医科⼤学 

 
  



- 8 - 

Ａ．研究⽬的 

１．我が国における⼥性労働者の健

康課題と社会的背景 

持続可能な開発⽬標（SDGs）ではジ

ェンダー平等の実現が掲げられているが、

世界経済フォーラムの 2022 年ジェンダー

ギャップ指数において、我が国は教育・

健康分野では国際的に⾼得点である⼀⽅、

経済参画スコアは 121 位と就労上の不利

益な状況が継続しており、ジェンダーギ

ャップの解消が急務となっている。また、

急速な少⼦⾼齢化を背景に⽣産年齢⼈⼝

の減少が続いており、「⼥性を含めたよ

り多くの国⺠が経済活動に参加する」こ

とが経済安全保障の観点からも要請され

ている。 

2025 年時点で 15〜64 歳⼥性のうち

75%が就業しており、労働⼈⼝の約 46%

を⼥性が占める。こうした中、⽉経困難

症（有症率約 47.8%）・過多⽉経（有病

率 15-30%）・⽉経前症候群／⽉経前不

快気分障害・更年期障害（有症率 52-

63%）といった⼥性特有の健康課題は、

⼥性労働者の⽣活の質を損なうのみなら

ず、プレゼンティーズム（健康問題を抱

えながらの就労による⽣産性低下）、ア

ブセンティーズム、キャリア中断につな

がり得るため、個⼈の問題にとどまらず

職場全体で取り組むべき経営課題である。

経済産業省の試算によれば、⼥性特有の

健康課題による経済損失は年間約 3.4 兆

円にのぼる。 

 

２．政策動向と本研究の位置付け 

近年、⼥性活躍推進と⼥性の健康⽀援

に関する政策動向は急速に進展している。

「⼥性活躍・男⼥共同参画の重点⽅針

2023（⼥性版⾻太の⽅針2023）」（令和

5 年 6 ⽉ 13⽇）、「経済財政運営と改⾰

の基本⽅針 2023（⾻太の⽅針 2023）」

（令和 5 年 6 ⽉ 16 ⽇閣議決定）、続く

「⼥性活躍・男⼥共同参画の重点⽅針

2024（⼥性版⾻太の⽅針2024）」（令和

6 年 6 ⽉ 11 ⽇）において、事業者健診

（労働安全衛⽣法に基づく⼀般定期健康

診断）に係る問診に⽉経困難症、更年期

症状等の⼥性の健康に関連する項⽬を追

加することが盛り込まれた。 

これを受け、厚⽣労働省において「労

働安全衛⽣法に基づく⼀般健康診断の検

査項⽬等に関する検討会」（座⻑：髙⽥

礼⼦聖マリアンナ医科⼤学予防医学教室

主任教授）が開催され、令和 6 年 11 ⽉ 1

⽇に中間とりまとめが公表された。続い

て令和 7 年 1 ⽉ 17⽇付け労働政策審議会

建議「今後の労働安全衛⽣対策について」

でも同様の⽅針が⽰された。研究代表者
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は当該検討会の構成員（参集者）として

議論を主導した⽴場にあり、研究班の知

⾒を直接政策実装へと反映する機会に恵

まれた。 

さらに、本研究班の研究期間中である

令和 7 年 12 ⽉ 23⽇、⼥性活躍推進法に

基づく事業主⾏動計画策定指針が改訂さ

れ（令和 8 年 4 ⽉ 1 ⽇施⾏）、⼥性の健

康⽀援が⼀般事業主⾏動計画の柱の⼀つ

として位置付けられるとともに、職場に

おける⼥性の健康⽀援に取り組む優良企

業を認定する「えるぼしプラス」「プラ

チナえるぼしプラス」認定が創設された。

本研究班の成果は、これらの新しい政策

枠組みの中で、産業保健・労働安全衛⽣

の側からの実装基盤を提供する役割を担

う。 

 

３．本研究に期待される効果・成果 

本研究は、交付申請書において以下の

期待される効果・成果を提⽰し、3 年間

でこれを達成することを⽬標とした。 

・【期待される⾏政的効果】⼥性特有

の健康課題に対する産業保健活動の

標準的指針を提⽰し、厚⽣労働⾏政

（労働安全衛⽣法施⾏規則の改正検

討、定期健康診断問診票の⾒直し、

事業者向け対応マニュアルの整備

等）に資するエビデンスとツールを

提供すること。 

・【期待される学術的効果】我が国に

おける⼥性労働者の⽉経・更年期関

連症状とプレゼンティーズム・アブ

センティーズムとの関連を⼤規模デ

ータで定量的に明らかにし、職場に

おける⽀援策と知覚された組織的⽀

援（POS）との関係性を実証する科

学的エビデンスを国際誌に発信する

こと。 

・【期待される社会的効果】事業者

（特に中⼩企業）が現場で活⽤可能

なアクションチェックリスト、E ラ

ーニング教材、相談体制モデル等を

提供することにより、⼥性労働者の

就業継続⽀援を促進し、⼥性活躍推

進及び労働市場全体の⽣産性向上に

資すること。 

・【期待される現場実装効果】産業

医・産業保健職・健診担当医・管理

職・⼈事担当者・同僚（アドボケイ

ト）といった多層的なステークホル

ダーに対する教育プログラムを整備

し、現場の知識・スキル不⾜を解消

することで、健康課題を抱える⼥性

労働者が安⼼して相談・⽀援を求め

られる職場環境を実現すること。 

これらの期待された効果・成果を 3 年

計画の中でいかに達成したかについて、
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本報告書の C 節（研究結果）及び D 節

（考察）に詳細を記述する。結論として、

本研究班は当初の期待を上回る⽔準で全

ての効果・成果を達成し、特に⾏政検討

会への参集者としての関与、厚⽣労働省

マニュアル（健診機関向け・事業者向け）

の原案作成、研究班作成資材を⽤いた全

国規模での普及啓発活動の開始、改訂事

業主⾏動計画策定指針との整合という 4

つの柱において、研究班の知⾒を⾏政施

策・現場実装にまで結びつけることに成

功した。 

 

Ｂ．研究⽅法 

本研究は 3 年計画（令和 5〜7 年度）

で、以下の 5 つの主研究を企画した。 

・主研究 1：研究統括及び⼥性特有の

事情と就労の配慮の在り⽅について 

・主研究 2：事業場調査 

・主研究 3：⼥性労働者調査 

・主研究 4：⼥性労働者における医学

的問題点の整理及び学会・研究班ら

との連携 

・主研究 5：E ラーニングの作成およ

び事業場アクションチェックリスト

および産業保健活動の確⽴に向けた

提⾔の作成 

3 年間の各年度において、主研究を構

成する分担研究を以下のとおり実施した。 

 

１．令和 5 年度（初年度）：基盤構

築フェーズ 

初年度は、その後 2 年間の研究展開の

基盤を構築するため、主に以下の 5 つの

分担研究を実施した。 

・分担研究 1：更年期症状に対して職

場が取り組むべき⽀援や配慮に関す

る⽂献レビュー（主研究 1・2、原

⽥） 

・分担研究 2：事業場における⼥性の

健康管理に関する質的調査及び質問

紙調査票の作成（主研究 2、⽴⽯・

藤野） 

・分担研究 3：職場における⼥性の健

康保持増進に向けた基礎的疫学調査

（主研究 3、⼤河原・藤野）̶5,626

名の⼥性労働者を対象とした層化サ

ンプリング調査 

・分担研究 4：職場における⼥性の健

康保持増進に向けた⼤企業における

労働者調査（主研究 3、⼩⽥上）̶

健康経営優良法⼈を中⼼とした

24,237名（⼥性 5,005名）対象の予

備調査 

・分担研究 5：産婦⼈科受診のための

セルフチェックツールの開発（主研

究 4、⾦城）̶5疾患群対象、6 症状

分類、18 質問の原案作成 
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２．令和 6 年度（2 年度）：分析・

ツール開発フェーズ 

2 年度⽬は、初年度の調査結果の分析

的研究と、現場実装ツールの原案作成を

進めた。 

・分担研究 1：更年期症状に関する⽂

献スコーピングレビューの体系化

（原⽥）̶PubMed検索 1,128件か

ら 49件選抜、3テーマ分類（職場が

取るべき⽀援策、特に⽀援が必要な

症状、特に⽀援が必要な対象） 

・分担研究 2：事業場における⼥性の

健康管理に関する質的調査（⽴⽯・

藤野）̶複数企業の⼈事・産業保健

担当者へのヒアリング、4側⾯（施

策、阻害要因、促進要因、困難事

項）で整理 

・分担研究 3：⽇本の⼥性労働者にお

ける⽉経随伴症状とプレゼンティー

ズムとの関連（⼤河原・藤野）̶⽉

経のある 3,332名で量反応関係を確

認、論⽂発表（Koh et al., J Occup 

Environ Med 2024） 

・分担研究 4：職場における⼥性の健

康に関する施策と知覚された組織的

⽀援との関係性（⼩⽥上）̶9社

4,284名のマルチレベル分析 

・分担研究 5：健康診断の担当医に向

けた⼥性の健康課題に対する対応ツ

ールの開発（⾦城・松浦）̶4疾患

群対象、4要素構成のツール原案作

成 

・分担研究 6：⼥性の健康管理に関す

る職場の E ラーニングコンテンツ作

成に関する研究（古屋）̶情報サイ

ト調査と専⾨家ヒアリング、コンテ

ンツ作成⽅針の確定 

また、本年度に 5領域 41項⽬の⼥性の

健康管理アクションチェックリスト原案、

症状別職場配慮集（10 症状程度・約 5項

⽬）、更年期障害ケーススタディ（仮想

シナリオ案）の 3 つの実装ツール原案を

作成した。 

 

３．令和 7 年度（最終年度）：実

装・政策反映・普及啓発フェーズ 

最終年度は、これまでの知⾒を統合し

た実装ツールの完成と、⾏政施策への直

接反映、並びに普及啓発活動の開始を中

⼼とした。 

・分担研究 1：⼥性の健康課題につい

ての疫学調査の分析（⼤河原・藤

野・⼤久保）̶n=19,451 の過多⽉

経・プレゼンティーズム関連分析 

・分担研究 2：健診時に案内する⼥性

の健康課題についての質問と症状確
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認に関する分析（⼤河原・藤野・⼤

久保）̶n=24,441 のリーフレット

妥当性検証 

・分担研究 3：健康診断の担当医に向

けた⼥性の健康課題に対する対応ツ

ールの開発②（⾦城）̶健診担当医

向けパンフレット完成 

・分担研究 4：⼥性の健康管理に関す

る職場の E ラーニングコンテンツ作

成（古屋）̶管理職等向け動画 10

本完成 

・分担研究 5：同僚⼥性を⽀援する⼥

性健康アドボケイト養成プログラム

の開発（⽴⽯）̶E ラーニング全 11

章＋Webシミュレーター＋統合ポー

タル完成 

・分担研究 6：産業医を対象としたア

クションチェックリストを⽤いた⼥

性の健康管理研修プログラムの受容

性及び適⽤可能性の検討（⽴⽯）̶

3 会場・181名の産業医研修評価 

・分担研究 7：⼥性特有の健康課題に

係る健診機関及び事業者向け実施マ

ニュアルの作成に関する研究（⽴

⽯）̶厚⽣労働省マニュアル 2冊の

原案作成・公表 

・分担研究 8：事業場における⼥性の

健康管理に関する事業場調査（⽴

⽯・藤野・⼤久保）̶英国規格BS 

30416 を参考とした質問紙を⽤い、

機縁法により 14 府県 203 事業所を

対象に実態調査を実施（2024 年 12

⽉〜2025 年 3 ⽉） 

 

４．⾏政検討会への参集と政策反映

プロセス 

研究代表者は、厚⽣労働省「労働安全

衛⽣法に基づく⼀般健康診断の検査項⽬

等に関する検討会」（令和 6 年度開催、

計 11回）のうち、⼥性特有の健康課題に

関する議論が⾏われた 4 回（第 4 回：令

和 6 年 6 ⽉ 21⽇、第 5回：令和 6 年 7 ⽉

19 ⽇、第 6回：令和 6 年 8⽉ 21⽇、第

8 回：令和 6 年 10 ⽉ 18 ⽇）に参集者と

して関与し、研究班の知⾒を踏まえた助

⾔を⾏った。これら検討会での議論及び

中間とりまとめ（令和 6 年 11 ⽉ 1⽇）・

建議（令和 7 年 1 ⽉ 17⽇）を踏まえ、研

究班が中⼼となって厚⽣労働省マニュア

ルの原案（健診機関向け・事業者向け各

1 冊）を作成し、検討会事務局（厚⽣労

働省労働基準局安全衛⽣部労働衛⽣課）

との計 6回の協議及び検討会構成員 10名

からのフィードバックの専⾨家合意形成

⼿続きによる反映を経て完成させた（令

和 8年 1 ⽉ 19⽇厚⽣労働省より公表）。 

 

５．普及啓発活動の⽅法 

研究班作成資材（5領域 41項⽬アクシ
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ョンチェックリスト、解説本、管理職向

け E ラーニング動画 10 本、⼥性健康アド

ボケイト養成プログラム、健診担当医向

けパンフレット等）を活⽤し、令和 7 年

度に札幌市産業医協議会 2 回（令和 7 年

8⽉、令和 7 年 10 ⽉）及び熊本県（令和

7 年中、医師会研修 1 回）の計 3 会場で

産業医研修を実施した。研修は約 90分で

「講義（45 分）→アクションチェックリ

ストを⽤いたグループ討議（35 分）→年

間衛⽣計画への落とし込み（10 分）」の

3 部構成とし、合計 181 名の産業医から

アンケート（属性・研修評価 4 項⽬・チ

ェックリスト項⽬選択・⾃由記述）を収

集した。 

 

６．既往研究及び関連研究班との連

携 

本研究は、研究代表者らが蓄積してき

た治療と仕事の両⽴⽀援に関する⼀連の

研究（労災疾病研究「両⽴⽀援パスガイ

ドの作成」「復職ガイダンス」、厚⽣労

働科学研究「意⾒書研修（20JA0601）」、

労 災疾病研 究「中⼩企 業 の 両 ⽴ ⽀ 援

（19JA1004）」等）の知⾒を最⼤限に活

⽤した。とくに、症状別配慮集の作成に

おいては意⾒書研修の成果を基盤として

いる。また、厚⽣労働科学研究費・⼥性

の健康の包括的⽀援政策研究事業「性差

にもとづく更年期障害の解明と両⽴⽀援

開発の研究（22FB1001、研究代表者：

徳島⼤学・安井敏之）」とは継続的に連

携を⾏い、整合性のとれた知⾒の発信を

可能とした。 

 

７．倫理的配慮 

本研究のうち⼥性労働者調査（分担研

究 3）については、産業医科⼤学倫理委

員会の承認を受けて実施した（承認番

号：ER23-036、ER25-065）。事業場調

査（分担研究 2）についても、所属機関

の倫理委員会の承認を得たうえで実施し

た。マニュアル作成研究（分担研究 7）

は、公開された検討会資料及び議事録、

並びに研究班の既存分担研究知⾒を基に

⽂書を作成するものであり、新たな個⼈

情報の収集を伴わない。マニュアル本⽂

では、⼥性の健康問診の回答が個⼈情報

として保護されること、健診機関から事

業者への直接提供を⾏わないこと、集計

情報を提供する場合の本⼈意思確認⼿続

きを明記し、個⼈情報保護法及び労働者

の⼼⾝の状態に関する情報の適正な取扱

いのために事業者が講ずべき措置に関す

る指針（平成 30 年公⽰第 1号）の遵守を

⼀貫した⽅針とした。 

 

Ｃ．研究結果 
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3 年間の研究成果を、5 主研究の枠組み

ごとに以下のとおり統合的に報告する。

各分担研究の詳細は、別途作成された 5

本の分担総合研究報告書を参照されたい。 

 

１．主研究 1：研究統括及び⼥性特

有の事情と就労の配慮の在り⽅ 

（１）⽂献レビュー（スコーピングレ

ビュー） 

PubMed を⽤いた検索で 1,128 件の⽂

献を収集し、選抜により 49件を精査した。

研究の種類は横断研究20件、質的研究10

件、RCT 3件、RCT以外の介⼊研究 3件、

コホート研究 3 件、混合研究 3 件、その

他 7 件であった。更年期症状に対して職

場が取り組むべき⽀援や配慮に関する知

⾒を 3 つのテーマに分類した。 

・【職場が取るべき⽀援策】更年期ポ

リシーの策定または健康ポリシーへ

の包含、産業保健体制・メンタルヘ

ルス対策⽀援の強化、Presenteeism

の評価、休みを取りやすい勤務形態

や制度、騒⾳・換気等の作業環境改

善、トイレや更⾐室などのリフレッ

シュ空間の拡充、健康増進プログラ

ム、管理職教育、当事者教育、経験

を共有できるツールや研修、オープ

ンに議論できる雰囲気・組織⾵⼟。 

・【特に⽀援が必要な症状】重度な症

状、症状が多い、ホットフラッシ

ュ、疲労、激しい頭痛、メンタルヘ

ルス不調、神経多様性等。 

・【特に⽀援が必要な対象】⼥性管理

職、燃え尽き症候群リスク、ワーク

ライフバランスが悪い、健康に関す

る⾃⼰評価が低い、仕事への不安・

不満、経済的困窮、作業内容・職

種、交代制勤務、通勤時間、特定の

時期。 

（２）⾏政検討会への参集者としての

関与（令和 6年度） 

研究代表者は、厚⽣労働省「労働安全

衛⽣法に基づく⼀般健康診断の検査項⽬

等に関する検討会」（計 11回）のうち、

⼥性特有の健康課題が議論された第 4

回・第 5回・第 6回・第 8 回の 4回に参

集者として関与し、研究班の知⾒を踏ま

えた助⾔を⾏った。本研究の事業場調査

では、男性上司の理解不⾜や知識不⾜、

セクシュアリティへの配慮過剰によるコ

ミュニケーション困難が利⽤阻害要因と

して⽰され、労働者調査では⽉経随伴症

状や更年期症状の重症度がプレゼンティ

ーズムと強く関連することが定量的に⽰

された。これらの知⾒は、検討会報告書

（令和 6 年 11 ⽉中間とりまとめ）の論点

形成及び令和 7 年 1 ⽉の労働政策審議会
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建議「今後の労働安全衛⽣対策について」

の内容形成に直接的に貢献した。 

（３）厚⽣労働省マニュアル 2冊の作

成と公表（令和 7年度） 

検討会中間とりまとめ及び労働政策審

議会建議を踏まえ、研究班は政策実装研

究（implementation research）の枠組み

に従って 2 冊のマニュアル原案を作成し

た。 

「⼥性特有の健康課題に関する問診に

係る健診機関実施マニュアル〜健診機関

向け〜」（全 25⾴）の構成： 

・マニュアルのねらい、基本情報（4

疾患群：⽉経困難症、過多⽉経症、

⽉経前症候群（PMS／PMDD）、更

年期障害） 

・対応⽅法（全体像・基本的考え⽅・

実施体制・当⽇の流れ・受診者への

情報提供・受診勧奨・事業者への相

談に係る助⾔） 

・Q&A（受診者向け及び健診機関スタ

ッフ向け計 15問） 

・巻末資料（受診者に⼿交するリーフ

レット例（症状チェックリスト 8 項

⽬）、参考になる⽀援機関等の⼀

覧） 

「⼥性特有の健康課題に関する問診を

活⽤した⼥性の健康管理⽀援実施マニュ

アル〜事業者向け〜」（全 21 ⾴）の構

成： 

・マニュアルのねらい、基本情報（4

疾患群の概要） 

・基本的な考え⽅（共通フローチャー

ト、留意事項：健康課題への正しい

理解、労働安全衛⽣上の位置付け、

⾃発的な健康管理の促進、個⼈情報

の保護） 

・⽅針決定から相談体制の整備まで

（基本⽅針表明、衛⽣委員会等での

労使話し合い、管理職・全従業員研

修、相談体制の整備、⽀援制度の整

備） 

・専⾨医を受診した労働者からの相談

対応（3段階：相談・申出、業務上

の⽀障と配慮の検討、⽀援の実施と

フォローアップ） 

・職場環境の改善（健診機関との連

携・集計情報の活⽤、職場改善、症

状群別配慮選択肢） 

・Q&A（計 8 問）、参考資料（労働

者・事業者が利⽤できる⽀援制度・

⽀援機関・⽀援サイトの⼀覧） 

両マニュアルは令和 8 年（2026 年）1

⽉ 19 ⽇付で厚⽣労働省より公表された

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage

_36255.html）。本マニュアルは「健診

機関‐労働者‐専⾨医‐事業者」の四者

連携モデルを政策実装の枠組みとして提

⽰し、業務起因性が必ずしも明確でない
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⼥性特有の健康課題を労働安全衛⽣のス

キームで取り扱う新しい枠組みを構築し

た。 

 

２．主研究 2：事業場調査 

複数企業の⼈事・産業保健担当者を対

象とした半構造化インタビューを実施し、

その内容を施策・阻害要因・促進要因・

困難事項の 4側⾯で整理した。 

・【施策】⽣理休暇（運⽤に差、有休

で代替も）、啓発活動（E ラーニン

グ、セミナー）、相談窓⼝（⼥性産

業医による窓⼝の⽀援姿勢効果）、

休憩スペース、その他配慮（⽣理⽤

品常備、時間単位年休等）。 

・【阻害要因】男性上司の理解不⾜・

コミュニケーション困難（知識不

⾜、セクハラ懸念）、制度認知度不

⾜・利⽤への⼼理的抵抗、業務特性

や⼈員不⾜による制約、⽣理休暇無

給等の経済的負担、健康情報のプラ

イバシーと収集困難、既存の私傷病

扱いや評価との整合性。 

・【促進要因】DEI推進・⼥性活躍へ

の意識向上、経営層・⼈事の理解と

協⼒、個別状況への配慮（相談窓

⼝、在宅、介護等柔軟対応）、外部

情報・他社事例からの刺激、啓発活

動による知識向上、有休制度のセー

フティネット機能、プレゼンティー

ズム改善への着⽬。 

・【困難事項】⼥性特有不調に特化し

た休暇や⼿厚い配慮の制度化（公平

性・⼈員懸念）、健康診断での詳細

問診と事後措置の義務化（プライバ

シー、効果疑問）、製造現場等の作

業⼯程・⼈員配置の抜本的⾒直し

（コスト、効率）、男性向け詳細教

育の義務化（デリケートさ、価値観

介⼊の限界）。 

また、これらの知⾒をもとに、その後

の⼥性労働者調査における質問項⽬を確

定させた。本知⾒は、⾏政検討会におけ

る助⾔の主要根拠の⼀つとなり、また厚

⽣労働省マニュアル（特に事業者向けマ

ニュアルの「⽅針決定から相談体制の整

備まで」「相談対応」「職場環境の改善」

の各章）の論拠としても活⽤された。 

令和 7年度：14府県 203 事業所を対象

とした事業場調査 

上記ヒアリング調査の結果及び開発し

た質問紙を踏まえ、令和 7 年度には英国

規 格 協 会 （ BSI ） BS 30416

「Menstruation, menstrual health and 

menopause in the workplace」を参考と

した事業場向け質問紙を作成し、機縁法

を⽤いて健康診断機関の協⼒のもと、14

府県 203 事業所を対象とした紙⾯個別記



- 17 - 

⼊式の事業場調査を実施した（調査期

間：2024 年 12 ⽉〜2025 年 3 ⽉）。調査

項⽬は、相談・教育体制、服装・制服、

体温管理、更⾐・休憩のための施設・設

備、⽣理⽤品の準備状況等の多⾯的な実

態把握を⽬的とした。 

・【調査対象の概要】事業所規模は

100〜999⼈が 52.2%、10〜99⼈が

36.0%、1,000 ⼈以上が 9.9%、10 ⼈

未満が 2.0%と中⼩規模事業所が中

⼼。⼥性従業員の職務内容はデスク

ワークが 52.2%と最多。健康経営に

取り組んでいると回答した事業所は

46.3%、制服を採⽤している事業所

は 68.0%。 

・【相談・教育体制】健康全般に関す

る相談窓⼝を設置している事業所は

70.9%と整備が進む⼀⽅、⼥性労働

者向けの⼥性の健康に関する教育を

実施している事業所は 39.4%、男性

労働者向けは 24.6%、管理職向けは

17.7%にとどまり、特に管理職教育

の遅れが顕著。⼥性の健康を話し合

う会議や委員会を設置している事業

所も 19.7%と低⽔準。 

・【服装・制服】制服を採⽤している

事業所のうち、ゆったりとして通気

性・伸縮性のある制服の採⽤は

75.4%、寒暖差に応じた調整（カー

ディガン・ブランケット使⽤許可

等）は 89.9%、季節に応じた制服の

種類の準備は 79.7%と体温調整⾯の

配慮は進む⼀⽅、汗や経⾎が⽬⽴た

ない素材・⾊調への配慮は 58.0%、

汚損時に備えた予備の制服の準備は

62.3%にとどまり、突発的な体調変

化への対応に課題。 

・【施設・設備】⼥性専⽤の更⾐室を

設置している事業所は 84.2%と⾼⽔

準であった⼀⽅、⼥性専⽤の休憩で

きる場所を設置している事業所は

45.8%にとどまった。⼥性労働者数

の規模を問わず（10 ⼈未満 42%、

10〜100 ⼈未満 48%、100 ⼈以上

44%）、⼥性専⽤休憩スペースの整

備が遅れている実態が明らかとなっ

た。 

・【⽣理⽤品】⽣理⽤品を社内の売店

等で購⼊できる事業所は 12.8%、社

内で備蓄している事業所は 17.7%に

とどまり、⽉経に伴う突発的な状況

への⽀援は⼗分ではない実態が明ら

かとなった。 

これらの結果は、事業場における⼥性

の健康管理について、相談窓⼝や⼥性専

⽤更⾐室等の基本的設備の整備は概ね進

む⼀⽅で、教育体制（特に管理職教育）、

⼥性専⽤休憩スペース、予備の制服、⽣

理⽤品の備蓄等、国際的基準（BS 30416

等）と⽐較しても包括的⽀援に課題が残
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ることを定量的に⽰している。本知⾒は、

本研究班開発の 5領域 41項⽬アクション

チェックリストにおける優先施策設定の

根拠の⼀つとなるとともに、厚⽣労働省

事業者向けマニュアルの「職場環境の改

善」章の論拠としても活⽤された。なお、

本研究成果は第 35回産業衛⽣学会全国協

議会において学会発表した。 

 

３．主研究 3：⼥性労働者調査 

（１）令和 5年度：基礎的疫学調査

（5,626 名解析） 

インターネット調査会社のパネルモニ

ターを⽤い、就業中の 18〜69歳の⼥性労

働者を対象とした層化サンプリング調査

を実施した。基本属性・家族構成・仕事

の状況・作業内容と頻度・職業性ストレ

ス簡易調 査票（BJSQ） ・ 健 康状態 ・

WFun・K6・MDQ に基づく⽉経随伴症

状・医療機関受診状況・雇⽤への影響等

を評価した。 

・⽉経のある 3,332名のうち 36.4%が

⽉経困難症や⽉経前症候群を経験。 

・プレゼンティーズム（5⽇以上）

9.8%、WFun 21点以上の労働機能障

害 16%、K6 13点以上の重度ストレ

ス 14%。 

・「⽀援や配慮が必要だが受けられて

いない」と回答：介護との両⽴、こ

ころの健康、不妊治療がそれぞれ 3

割強で最多。 

・⽉経関連の医療機関受診（過去含

む）24%、定期受診 10%。更年期関

連（40歳以上）受診 12%、定期受診

4%にとどまる。 

（２）令和 6年度：⽉経随伴症状とプ

レゼンティーズムの分析的研究（3,332

名） 

⽉経のある⼥性労働者を対象とした分

析で、6 項⽬の⽉経随伴症状すべてにお

いて、症状の重症度とプレゼンティーズ

ム（WFun ≥21）との間に明確な量反応

関係が確認された（年齢調整解析・多変

量解析のいずれも p for trend < 0.001）。

例：集中⼒・判断⼒・注意⼒低下が「と

てもひどい」群では多変量調整済 PR 

2.95（95%CI: 2.12-4.11）。重度症状群

におけるプレゼンティーズム発⽣率は

36%で、⽇本⼈労働者全体平均（約 20%）

を⼤きく上回った。本研究成果は Journal 

of Occupational and Environmental 

Medicine に 発 表 さ れ た （ Koh S, 

Okawara M, Hirashima K, Kuwazuru T, 

Yamashita S, Ohkubo N, Tateishi S, 

Fujino Y. Association of Menstrual-

related Symptoms and Presenteeism: A 

Cross-sectional Study of Working 

Women in Japan. doi: 
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10.1097/JOM.0000000000003340）。 

（３）令和 7年度：過多⽉経・健診時

追加質問の検証研究 

【過多⽉経分析（n=19,451）】20〜60

歳の⽇本 ⼈ ⼥ 性 労 働 者 を 対 象 に 、

SAMANTA 質問票（⽇本語版）を⽤いて

過多⽉経（HMB）とプレゼンティーズム

（WFun ≥21）との関連を評価した。

47.1%にHMBが認められ、SAMANTA ス

コアの上昇とともにプレゼンティーズム

有所⾒率⽐が段階的に増加した（スコア

3：PR 1.26、95%CI 1.18-1.34；スコア

7：PR 1.55、95%CI 1.44-1.67）。本知⾒

は、HMBが⼥性労働者の⽣産性に与える

影響を国内⼤規模データで定量的に⽰し

た初の報告であり、職場介⼊の必要性に

関する強固な根拠となる。 

【健診時追加質問・リーフレット妥当

性検証（n=24,441）】2025 年 12 ⽉実施

の有職⼥性 27,480 名（除外後解析対象

24,441 名）対象のウェブ匿名横断調査に

より、令和 8 年導⼊の健診追加質問及び

リーフレット症状確認票（8 項⽬）の妥

当性を検証した。「困っている」と回答

した 5,271 名（22%）のうち 4,659 名

（88%）がリーフレット 8 項⽬のいずれ

かに該当した。リーフレット項⽬の感

度・特異度は、過多⽉経（SAMANTA 3

点以上）：感度 0.53・特異度 0.93、⽉経

随伴症状：感度 0.84・特異度 0.64、更年

期症状（MRS中等度以上）：感度 0.46・

特異度 0.90 であり、健診の場における簡

便なスクリーニングとして有⽤性が確認

された。 

（４）⼤企業労働者調査 

【令和 5 年度：予備調査（24,237 名、

⼥性 5,005 名）】健康経営優良法⼈を中

⼼とした⼤企業の労働者を対象に、K6・

ワー ク ・エンゲイジメン ト （UWES-

3）・知覚された組織的⽀援（POS）・

WFun を評価。年代別 POS 分析では、男

性の POSは年代によって⼤きく変化しな

いが、⼥性の POSは年代が増す毎に低下

し、40 代以降は男性より低い傾向を⽰し

た。 

【令和 6 年度：POS分析（4,284名、9

社）】マルチレベル分析（線形混合効果

モデル）により、⼥性の健康関連施策の

うち以下の施策の認知が POSスコアと有

意な正の関係を⽰した。 

・従業員や保健師等による⼥性の健康

専⾨の相談窓⼝の設置（係数 0.15、

p<0.001） 

・⼥性特有の健康関連課題に対応可能

な体制の構築（係数 0.22、

p<0.001） 
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・妊婦健診等の⺟性健康管理のための

サポートの周知徹底（係数 0.17、

p<0.001） 

・⽣理休暇を取得しやすい環境の整備

（係数 0.23、p<0.001） 

・婦⼈科健診・検診の受診に対する就

業時間認定や有給特別休暇付与（係

数 0.11、p=0.01） 

これらは、職場が単に施策を整備する

だけでなく、それを従業員に認知させ・

利⽤しやすい環境とすることが、組織へ

の信頼感や安⼼感の醸成につながること

を⽰唆する。 

 

４．主研究 4：⼥性労働者における

医学的問題点の整理及び連携 

3 年間にわたり、就労世代⼥性の健康

課題に対応する医学的⽀援ツール群を段

階的に開発した。 

・【令和 5 年度】産婦⼈科受診のため

のセルフチェックツール原案（労働

者本⼈向け、5疾患群対象、6 症状

分類、計 18 質問）。臨床産婦⼈科

医 9 名へのインタビューに基づき、

⾮医療職が⽤いることを想定して平

易な⾔葉で構成。 

・【令和 6 年度】健診担当医向け対応

ツール原案（4疾患群：⽉経困難

症・過多⽉経症・⽉経前症候群・更

年期障害）。産婦⼈科医 2名・健診

医 4名へのインタビューに基づき、

4要素構成（症状確認の問診、想定

疾患群の提⽰、対処・治療⽅法の概

略、相談窓⼝情報）で開発。 

・【令和 7 年度】健診担当医向け事前

学習パンフレット完成。「⼥性特有

の健康課題を健康診断で扱う背景」

「健診担当医の役割」「⼥性特有の

健康課題とは？」「対応時の注意

点」の 4項⽬構成。⽉経周期とホル

モン分泌の図、年齢によるエストロ

ゲン・プロゲステロン変動の図、症

状から想定される病態のフローチャ

ートを盛り込んだ。健診担当医の役

割を「診断や紹介状発⾏」ではなく

「気づきの促進と医療機関へのアク

セス⽀援」と明確化することで、産

婦⼈科を専⾨としない医師の現場負

担を軽減した。 

これらのツールは、令和 8年（2026 年）

から導⼊される⼀般健康診断問診票への

⼥性の健康課題に関する質問追加と直接

連動する形で整備されており、健診を起

点とした⼥性労働者の早期気づき・受診

勧奨・職域連携モデルの基盤となる。 

また、関連研究班との連携として、厚

⽣労働科学研究費・⼥性の健康の包括的

⽀援政策研究事業「性差にもとづく更年

期 障 害 の解明 と 両 ⽴ ⽀ 援開発の 研 究



- 21 - 

（22FB1001、研究代表者：徳島⼤学・

安井敏之）」と継続的に情報共有を⾏い、

整合性のとれた知⾒の発信を可能とした。 

 

５．主研究 5：E ラーニング・アク

ションチェックリスト・提⾔の作成 

（１）⼥性の健康管理アクションチェ

ックリスト（5領域 41項⽬） 

英国規格協会（BSI）のガイドライン

PAS 6553、国際的なスコーピングレビュ

ー、及び国内のエキスパートオピニオン

を基盤として、5領域 41項⽬の⼥性の健

康管理アクションチェックリストを開発

した。5 領域の内訳は、（１）組織⽂

化・啓発（8 項⽬）、（２）⽅針・制度

（15 項⽬）、（３）相談・⽀援体制（4

項⽬）、（４）職場環境整備・物理的調

整（8 項⽬）、（５）働き⽅・柔軟性（6

項⽬）である。本チェックリストは、産

業医が安全衛⽣委員会で「何を、どの順

で提案するか」を⽀援する具体的ツール

として機能する。 

（２）管理職向け Eラーニング動画 10

本 

管理職・⼈事労務担当者・産業保健ス

タッフを対象とした研修コンテンツとし

て、1 本 5分程度の E ラーニング動画 10

本を作成した。9 項⽬（①なぜ事業場で

⼥性の健康管理を⾏うのか？、②⼥性健

康課題に関する医学的な基礎知識、③健

康課題が業務パフォーマンスに与える影

響、④関連する法令と企業の安全配慮義

務、⑤利⽤可能な会社制度や相談窓⼝に

関する情報、⑥相談体制の整備、⑦事業

場内の連携、⑧医療機関との連携、⑨⾃

企業の現状の把握のススメ）について、

興味のない労働者にも視聴してもらえる

よう短時間化を徹底した。 

（３）⼥性健康アドボケイト養成プロ

グラム 

これまでの調査で「同僚⼥性に対する

相談のしやすさ・解決のしやすさは、専

⾨医・産業医・産業保健師による⽀援よ

りも⾼い」との知⾒を踏まえ、同僚⼥性

を「⼥性健康アドボケイト」として位置

付け養成する⾰新的プログラムを開発し

た。 

・E ラーニング教材：Chapter 0「な

ぜ、今必要なのか」から Chapter 10

「繋ぎ先と最初の⼀歩」までの全 11

章。各章は約 5分程度、講座全体で

1時間程度。アドボケイトの役割を

「傾聴」と「情報提供」に明確に限

定し、診断や抱え込みを避けて専⾨

職へ確実につなぐことを徹底。無意

識の偏⾒への気づきを促す内容を含

む。 
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・ロールプレイWebシミュレータ

ー：相談場⾯を模した対話シナリオ

の中で、傾聴・情報提供・専⾨職へ

のつなぎといったアドボケイトの⾏

動を選択し、⾃⾝の対応の適切性に

ついてフィードバックを得られる仕

組み。 

・YouTube プレイリスト公開：

https://youtube.com/playlist?list=

PL9kRdyPoJLJmv5-7H_ai-

OWUcpvQbW97n 

・シミュレーター公開 URL：

https://manopause-adobocate-

sim-v2.netlify.app/ 

・統合ポータル：研究班運営の⼥性健

康管理ホームページ内にアドボケイ

トトレーニング専⽤ページを設置。 

（４）症状別配慮集・更年期障害ケー

ススタディ 

令和 6 年度に、両⽴⽀援カードを参考

に、⼥性の健康問題に関する職場での具

体的配慮内容を症状別（更年期症状、

PMS、⽉経困難症等 10 症状）に整理し

た症状別配慮集（各症状について約 5 項

⽬）を作成した。例：ホットフラッシュ

への対応として服装⾃由化や空調の柔軟

運⽤、集中困難への対応として業務の分

割・在宅勤務の許容など。本配慮集のベ

ースは厚⽣労働科学研究「意⾒書研修

（20JA0601）」の成果である。さらに、

更年期症状を抱えた⼥性が産業保健職や

上司と連携して就業継続を実現した⽀援

プロセスを再構成した仮想シナリオ（更

年期障害ケーススタディ）も作成した。 

（５）産業医研修プログラムの開発と

評価 

5領域 41項⽬アクションチェックリス

トを⽤いた産業医向け研修プログラム

（約 90分、講義＋グループ討議＋年間衛

⽣計画への落とし込みの 3 部構成）を開

発し、令和7年度に札幌市産業医協議会2

回・熊本県医師会研修 1 回の計 3 会場で

実施した。合計 181 名の産業医からアン

ケート回答を得た。 

研修評価では、わかりやすさ 88.0%、

推進⽅ 法 の 理解 97.0% 、 実 践可能性

90.3%、推進意欲 92.7%といずれも⾼い

肯定的評価が得られた。アクションチェ

ックリストの選択率上位項⽬（多様性の

尊重 49.4%、休憩環境の整備 49.4%、⼥

性の健康専⾨の相談窓⼝の設置 48.9%）

は 3 会場で類似した構成を⽰し、本ツー

ルが地域・対象を超えて⼀定の適⽤可能

性を有することが予備的に⽀持された。

参加者は医師歴中央値 33 年・産業医歴中

央値 8 年と嘱託産業医を多く含む集団で

あった可能性が⾼く、嘱託産業医を経由

した中⼩規模事業場への普及戦略の有効
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性を⽀持する所⾒が得られた。 

（６）研究班ホームページの開設と統

合プラットフォームの構築 

本研究班で開発した実装ツール群（厚

⽣労働省マニュアル 2冊、5領域 41項⽬

アクションチェックリスト及び解説本、

管理職等向け E ラーニング動画 10 本、⼥

性健康アドボケイト養成プログラム（E

ラーニング全 11 章＋Web ロールプレイ

シミュレーター）、健診担当医⽤パンフ

レット、⼥性特有の健康課題セルフチェ

ック等）を、利⽤者がワンストップでア

クセス・ダウンロードできる統合プラッ

トフォームとして、研究班ホームページ

「事業場における⼥性の健康保持増進」

（ URL ：

https://www.ryoritsu.dohcuoeh.com/clo

sing_the_gender_gap/）を開設・公開し

た。サイト構成は、トップページに研究

班からのメッセージ及び主要コンテンツ

への導線を配置し、資料セクションを

「⼀般向け」「事業者向け」「医療職向

け」の 3 つの利⽤者層別カテゴリに整理

した。さらに、新着情報・記事機能によ

り、研究成果の更新・追加・関連政策動

向（改訂事業主⾏動計画策定指針、「え

るぼしプラス」認定、令和 8 年導⼊の健

診追加問診等）を継続的に発信する運⽤

基盤を構築した。本ホームページの開設

は、研究班作成資材の社会還元・普及啓

発の中核チャネルとして機能し、産業医

研修等のオフライン普及啓発活動と相補

的にカバレッジを拡⼤する役割を担う。

本ホームページの運⽤は研究期間終了後

も継続し、運⽤実態（アクセス数、ダウ

ンロード数、利⽤者層）のモニタリング

を通じて、令和 8 年度以降の全国規模で

の普及戦略の基盤となる。 

 

Ｄ．考察 

１．交付申請書記載の期待される効

果・成果の達成度評価 

本研究班は、3 年間にわたる活動を通

じ、交付申請書に記載した期待される効

果・成果を達成した。以下、4 つの観点

から達成度を整理する。 

（１）期待される⾏政的効果の達成 

当初、本研究は「⼥性特有の健康課題

に対する産業保健活動の標準的指針を提

⽰する」ことを期待される⾏政的効果と

して掲げた。実際には、これを⼤きく超

える成果として、以下を達成した。 

・研究代表者が厚⽣労働省「労働安全

衛⽣法に基づく⼀般健康診断の検査

項⽬等に関する検討会」の参集者と

して、⼥性特有の健康課題が議論さ

れた 4回（第 4〜6回、第 8回）に
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関与し、研究班の知⾒をもとに具体

的助⾔を⾏ったこと。 

・検討会報告書（令和 6 年 11 ⽉中間

とりまとめ）及び令和 7 年 1 ⽉の労

働政策審議会建議の内容形成に直接

的かつ実質的に貢献したこと。 

・検討会及び建議を受けて研究班が作

成した「健診機関向け実施マニュア

ル」（全 25⾴）及び「事業者向け

実施マニュアル」（全 21⾴）が、

令和 8年 1 ⽉ 19 ⽇付で厚⽣労働省

より公表されたこと。 

・両マニュアルが「健診機関‐労働者

‐専⾨医‐事業者」の四者連携モデ

ルを政策実装の枠組みとして提⽰

し、業務起因性が必ずしも明確でな

い⼥性特有の健康課題を労働安全衛

⽣のスキームで取り扱う新しい枠組

みを構築したこと。 

これらは、研究班の知⾒が「指針」レ

ベルにとどまらず、厚⽣労働省が公表す

る具体的な実施マニュアルとして政策実

装にまで到達したことを意味し、当初の

期待を⼤きく上回る達成である。 

（２）期待される学術的効果の達成 

当初、本研究は「我が国における⼥性

労働者の⽉経・更年期関連症状とプレゼ

ンティーズム・アブセンティーズムとの

関連を⼤規模データで定量的に明らかに

する」ことを学術的効果として掲げた。3

年間で以下の知⾒を得た。 

・⽉経のある⼥性労働者 3,332名にお

ける⽉経随伴症状とプレゼンティー

ズムの量反応関係の確認（Koh et 

al., J Occup Environ Med 2024 とし

て発表）。 

・20〜60歳の⽇本⼈⼥性労働者

19,451名における過多⽉経有病率

47.1%、SAMANTA スコアとプレゼ

ンティーズム有所⾒率⽐の段階的関

係（スコア 3：PR 1.26、スコア 7：

PR 1.55）の解明。 

・有職⼥性 24,441名を対象とした健

診時追加質問・リーフレット症状確

認票の妥当性検証。 

・健康経営優良法⼈の⼥性従業員

4,284名を対象とした⼥性健康関連

施策と POSとの関係性のマルチレベ

ル分析。 

これらは、⼥性労働者の健康課題と就

業パフォーマンスの関連に関する我が国

最⼤規模のエビデンスであり、引き続き

国際誌への論⽂発表を進めていく予定で

ある。 

（３）期待される社会的効果の達成 

当初、本研究は「事業者が現場で活⽤

可能なアクションチェックリスト、E ラ

ーニング教材、相談体制モデル等を提供
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すること」を社会的効果として掲げた。3

年間で以下を達成した。 

・5領域 41項⽬のアクションチェック

リスト及び解説本（全項⽬に詳細解

説・実装ヒント・エビデンスを付

記）の完成。 

・管理職・⼈事・産業保健スタッフ向

け E ラーニング動画 10 本（各 5分

程度）の完成・公開。 

・⼥性健康アドボケイト養成プログラ

ム（E ラーニング全 11章＋ロールプ

レイWebシミュレーター＋統合ポ

ータル）の完成・公開。 

・健診担当医向け対応ツール（パンフ

レット）の完成。 

・症状別職場配慮集（10 症状程度）及

び更年期障害ケーススタディの作

成。 

・これらの資材を活⽤した産業医研修

の 3 会場・181名規模での実施と⾼

い肯定的評価（理解度 97%、推進意

欲 93%）の獲得。 

特筆すべきは、研究期間中に普及啓発

活動を開始し、現場のニーズに即した形

で資材の有⽤性を確認できたことである。

これは、当初の期待であった「ツールの

提供」を超えて、「ツールの提供＋実装

＋評価」までを研究期間内に達成したこ

とを意味する。 

（４）期待される現場実装効果の達成 

当初、本研究は「産業医・産業保健

職・健診担当医・管理職・⼈事担当者・

同僚（アドボケイト）といった多層的な

ステークホルダーに対する教育プログラ

ムを整備する」ことを現場実装効果とし

て掲げた。3 年間で以下を達成した。 

・産業医向け：5領域 41項⽬アクショ

ンチェックリスト＋研修プログラム

（90分、3部構成） 

・健診担当医向け：4疾患群対応ツー

ル＋事前学習パンフレット 

・管理職・⼈事向け：E ラーニング動

画 10 本（5分×10） 

・同僚（アドボケイト）向け：E ラー

ニング全 11章＋ロールプレイWeb

シミュレーター 

・労働者本⼈向け：セルフチェックツ

ール（5疾患群対象、18 質問） 

・事業者向け：厚⽣労働省マニュアル

（全 21⾴） 

・健診機関向け：厚⽣労働省マニュア

ル（全 25⾴） 

当初想定された全ての対象者層につい

て教育プログラムを整備するとともに、

「同僚（アドボケイト）」という新たな

役割を発掘し、養成プログラムを開発し

た点は、研究計画当初には明⽰されてい

なかった⾰新的成果である。 
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これらの情報を、広く国⺠・事業者・

産業保健関係者が容易にアクセスできる

ことが重要である。このことを踏まえ、

研究班ホームページ「事業場における⼥

性の健康保持増進」を開設し、ワンスト

ップでのアクセスが可能な統合プラット

フォームを構築した。本ホームページは、

「⼀般向け（労働者本⼈）」「事業者向

け（経営層・⼈事・産業保健スタッフ）」

「医療職向け（産業医・健診担当医等）」

の 3 つの利⽤者層別カテゴリで研究班作

成資材を体系的に整理・公開する構成と

し、⼥性健康問診マニュアル 2 冊（事業

者向け・健診機関向け）、⼥性特有の健

康課題セルフチェック、5領域 41項⽬ア

クションチェックリスト、事業者・管理

職向け E ラーニング動画 10 本、⼥性健康

アドボケイト養成プログラム（E ラーニ

ング全 11 章＋Web ロールプレイシミュ

レーター）、健診担当医⽤パンフレット

等を⼀元提供する。さらに、新着情報・

記事機能を通じて、研究成果の追加・関

連政策動向（改訂事業主⾏動計画策定指

針、「えるぼしプラス」認定、令和 8 年

導⼊の健診追加問診等）を継続的に発信

する運⽤基盤とし、研究期間終了後も⻑

期的に研究成果を社会へ還元する仕組み

を 整 備 し た 。 URL ：

https://www.ryoritsu.dohcuoeh.com/clo

sing_the_gender_gap/ 

 

２．本研究の独⾃性と政策実装モデ

ルとしての意義 

本研究の独⾃性は、以下の 3 点に集約

される。 

第⼀に、業務起因性が必ずしも明確で

ない⼥性特有の健康課題を、産業保健の

枠組みの中で実装可能な形に落とし込ん

だ点である。従来、職場における健康課

題への対応は、業務起因性が明らかな疾

患（職業病）と、業務との関連が乏しい

⼀般的な疾病（私傷病）の⼆分法で整理

されてきた。しかし、⼥性特有の健康課

題は、業務起因性が明確でない⼀⽅で就

業上の⽀障は確実に存在し、この⼆分法

に収まらない領域である。本研究は、業

務起因性の有無に関わらず就業上の⽀障

への対応は産業保健の重要な役割である

との⽴場に⽴ち、本⼈の⾃発的な健康管

理を中核としつつ、専⾨医の診断書を介

在させることで個⼈情報保護と職場配慮

を両⽴させた。これは「治療と就業の両

⽴⽀援指針」の枠組みを応⽤しつつ、健

診機関を起点とした気づきの仕組みを組

み合わせた新しいモデルである。 

第⼆に、エビデンス（分担研究 1〜4）

→実装ツール（分担研究 5）→政策実装

（厚⽣労働省公表マニュアル）→普及啓

発活動（産業医研修）という 4 段階を 1
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つの研究班で完結させた点である。これ

は、厚⽣労働科学研究費補助⾦による研

究としての社会的意義を最⼤化する成果

モデルであり、今後の他研究領域におけ

る政策実装研究の参考となりうる。 

第三に、国際的にも先進的な政策実装

モデルを提⽰した点である。国際的には、

英国の更年期ポリシー、英国規格協会

PAS 6553、⼀部の⾃治体・企業の取組は

あるが、健診を起点とした全国的な実装

スキームは類例が少なく、本研究班が提

⽰した「健診機関‐労働者‐専⾨医‐事

業者」の四者連携モデルは国際的にも先

進的である。今後、本モデルを国際誌に

発表することで、⽇本発の⼥性労働者の

健康⽀援モデルとして世界に情報発信し

ていく予定である。 

 

３．関連研究及び関連研究班との連

携の成果 

本研究は、研究代表者らが蓄積してき

た治療と仕事の両⽴⽀援に関する⼀連の

研究（労災疾病研究「両⽴⽀援パスガイ

ドの作成」「復職ガイダンス」、厚⽣労

働科学研究「意⾒書研修（20JA0601）」、

労 災疾病研 究「中⼩企 業 の 両 ⽴ ⽀ 援

（19JA1004）」等）の知⾒を最⼤限に活

⽤した。とくに、症状別配慮集の作成及

び事業者向けマニュアルの「専⾨医を受

診した労働者からの相談対応」章の構成

においては、意⾒書研修の成果を直接基

盤としている。 

また、厚⽣労働科学研究費・⼥性の健

康の包括的⽀援政策研究事業「性差にも

とづく更年期障害の解明と両⽴⽀援開発

の研究（22FB1001、研究代表者：徳島

⼤学・安井敏之）」とは継続的に連携を

⾏い、整合性のとれた知⾒の発信を可能

とした。安井班は更年期障害の医学的解

明と両⽴⽀援の開発を担当しており、本

研究班は産業保健の視座から健診を起点

とした実装を担うという相補的な役割分

担のもと、両班の成果が重複や⽭盾なく

社会に届く形を実現した。 

さらに、健康経営の専⾨家を研究班に

含めることにより、⼥性健康管理を企業

の投資⾏動・経営課題として位置付ける

視座が強化された。労働者調査では、⼥

性の健康関連施策の認知が POSと正の相

関を⽰すことが明らかとなっており、⼥

性健康⽀援策が単なる福利厚⽣にとどま

らず、組織エンゲージメントや⽣産性向

上に寄与する戦略的要素であることが⽰

唆された。これは、健康経営優良法⼈認

定や⼥性活躍推進法に基づく企業評価と

も親和性が⾼く、政策と企業実践をつな

ぐ橋渡し的成果である。 
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４．改訂事業主⾏動計画策定指針

（令和 8 年 4 ⽉施⾏）等との整合 

本研究班の研究期間中である令和 7 年

12 ⽉ 23 ⽇、⼥性の職業⽣活における活

躍の推進に関する法律（⼥性活躍推進法）

に基づく事業主⾏動計画策定指針及び関

係省令が改正され、令和 8 年 4 ⽉ 1 ⽇か

ら施⾏された（令和 7 年内閣官房・内閣

府・総務省・厚⽣労働省告⽰第 1 号及び

令和 7 年厚⽣労働省令第 125 号）。改訂

の中⼼的内容は以下の 3点である。 

・⼥性の健康⽀援を⼀般事業主⾏動計

画の柱の⼀つとして明確に位置付け

たこと。 

・職場における⼥性の健康⽀援に取り

組む優良企業を認定する「えるぼし

プラス」（1〜3段階）及び「プラチ

ナえるぼしプラス」認定を創設した

こと。 

・これらの認定の共通基準として、

（１）⼥性の健康上の特性に配慮し

た休暇制度・柔軟な勤務制度の整

備、（２）⼥性の健康上の特性への

配慮に関する⽅針の策定・周知、

（３）相談担当者の選任・周知等を

求めたこと。 

本研究班の主要成果は、これらの改訂

指針及び新認定制度の要件と⾼い整合性

をもつ。具体的には： 

・本研究班が原案作成を担った厚⽣労

働省マニュアル（健診機関向け・事

業者向け、令和 8年 1 ⽉ 19 ⽇公

表）は、認定基準の中核である「⼥

性の健康上の特性への配慮に関する

⽅針の策定・周知」に係る具体的な

実装⼿順を⽰すものであり、改訂指

針施⾏と整合した実装ガイドとして

機能する。 

・本研究班開発の 5領域 41項⽬アク

ションチェックリスト及びその解説

本は、認定基準①（休暇・勤務制

度）、②（⽅針策定）、③（相談担

当者選任）のいずれにも対応する具

体的施策を網羅しており、事業主が

改訂指針に沿った⾏動計画を策定す

るための実⽤的選択肢を提供する。 

・本研究班が開発した⼥性健康アドボ

ケイト養成プログラム（E ラーニン

グ全 11章＋ロールプレイWebシミ

ュレーター）は、認定基準③が要請

する「相談担当者を選任し、労働者

からの⼥性の健康上の特性に関する

相談に応じさせる措置」の実装を⽀

援する標準的⼈材育成ツールとして

位置付けられる。 

また、改訂指針及び⼥性活躍推進法の

延⻑（令和 7 年法律第 63号、令和 7 年 6

⽉公布）により、⼥性の健康⽀援に係る

企業の取組は今後 10 年間にわたって中⼼
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的な政策課題として位置付けられること

となった。本研究班の成果は、この⻑期

的政策枠組みのもとで、産業保健・労働

安全衛⽣の側からの実装基盤を提供する

ものであり、労働安全衛⽣法に基づく健

診の枠組み（専⾨医受診勧奨）と⼥性活

躍推進法に基づく職場整備の枠組み（配

慮⽅針・休暇制度・相談体制）を相互補

完的に接続する役割を果たす。 

 

５．本研究の限界と今後の課題 

本研究には以下の限界がある。 

・各研修プログラムの効果は、研修直

後の⾃⼰記⼊式評価（受容性、理解

度、⾏動意図）にとどまっており、

実際の事業場での実装状況や⻑期的

効果は未検証である。 

・研究参加者には選択バイアスが存在

する可能性があり、研修への参加⾃

体が⼥性の健康管理への関⼼の⾼さ

を反映している可能性がある。 

・アクションチェックリストの選択率

分析は 3 会場の産業医集団に基づく

ものであり、本ツールの⼀般化可能

性についてはより多様な地域・対象

での追加検証が必要である。 

・マニュアルは政策実装の起点として

作成されたものであり、運⽤過程で

得られる知⾒を踏まえた改訂を前提

としている。 

・男性の更年期障害については、業務

起因性等の知⾒が乏しく、現時点で

は事業者健診への追加は抑制的とさ

れたが、男⼥共通の枠組みでライフ

ステージに応じた健康課題に対応す

る産業保健の枠組みの構築は今後の

課題である。 

今後の課題としては、（１）開発した

各ツールの全国規模での普及戦略の確⽴

と効果検証、（２）厚⽣労働省マニュア

ルの普及状況のモニタリングと運⽤上の

課題のフォローアップ、（３）各都道府

県の産業医協議会・医師会・産業医研修

会と連携したアクションチェックリスト

研修の全国展開、（４）改訂事業主⾏動

計画策定指針及び「えるぼしプラス」

「プラチナえるぼしプラス」認定制度の

運⽤⽀援、（５）「⽅針・制度」領域に

ついては嘱託産業医が経営層を説得する

ための補助ツール（費⽤対効果資料、好

事例集等）の開発、（６）事業場におけ

る実装研究の⼿法（RE-AIM フレームワ

ーク等）を⽤いた効果検証、（７）男⼥

共通の枠組みでライフステージに応じた

健康課題に対応する産業保健の枠組みの

構築、が挙げられる。 
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Ｅ．結論 

本研究班は 3 年計画（令和 5〜7 年度）

の研究期間を通じ、職場における⼥性の

健康保持増進のための効果的な産業保健

活動の確⽴に向け、エビデンス・実装ツ

ール・政策実装・普及啓発の 4 段階を 1

つの研究班で完結させた。 

 
本研究の主要な結論は以下のとおりで

ある。 

 
【⾏政施策への直接貢献】 

研究代表者は、厚⽣労働省「労働安全

衛⽣法に基づく⼀般健康診断の検査項⽬

等に関する検討会」（計 11回）のうち、

⼥性特有の健康課題が議論された 4 回

（第 4〜6回、第8回）に参集者として関

与し、研究班の知⾒を踏まえた助⾔を⾏

った。これらの助⾔は、検討会報告書

（令和 6 年 11 ⽉中間とりまとめ）及び労

働政策審議会建議（令和 7 年 1 ⽉）の内

容形成に直接的に貢献した。 

 
【厚⽣労働省マニュアルのたたき台とし

ての役割】 

研究班は、検討会及び建議を踏まえた

「⼥性特有の健康課題に関する問診に係

る健診機関実施マニュアル〜健診機関向

け〜」（全 25⾴）及び「⼥性特有の健康

課題に関する問診を活⽤した⼥性の健康

管理⽀援実施マニュアル〜事業者向け〜」

（全 21⾴）の原案を作成し、厚⽣労働省

労働基準局安全衛⽣部労働衛⽣課との計

6回の協議及び検討会構成員 10名からの

フィードバックの専⾨家合意形成⼿続き

による反映を経て完成させた。両マニュ

アルは令和 8 年（2026 年）1 ⽉ 19 ⽇付

で厚⽣労働省より公表された。本マニュ

アルは「健診機関‐労働者‐専⾨医‐事

業者」の四者連携モデルを政策実装の枠

組みとして提⽰し、業務起因性が必ずし

も明確でない⼥性特有の健康課題を労働

安全衛⽣のスキームで取り扱う新しい枠

組みを構築した。 

 
【研究班作成資材を活⽤した普及啓発活

動の開始】 

研究班は、上記マニュアルに加え、5

領域 41項⽬アクションチェックリスト及

び解説本、管理職向け E ラーニング動画

10 本、⼥性健康アドボケイト養成プログ

ラム（全 11 章＋Web シミュレーター）、

健診担当医向けパンフレット等の多様な

資材を整備した。これらを活⽤した産業

医研修を札幌市産業医協議会 2 回・熊本

県医師会 1 回の計 3 会場で実施し、合計

181 名の産業医から肯定的評価（わかり

やすさ 88.0%、推進⽅法の理解 97.0%、

実践可能性 90.3%、推進意欲 92.7%）を

得た。本普及啓発活動は、令和 8 年度以
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降、全国の産業医協議会・医師会・事業

者団体に拡⼤して継続的に実施する。さ

らに、これら研究成果及び実装ツール群

を国⺠・事業者・産業保健関係者・医療

職に広く還元するため、研究班ホームペ

ージ「事業場における⼥性の健康保持増

進」を開設し、ワンストップでのアクセ

スが可能な統合プラットフォームを構築

した。本ホームページは、「⼀般向け」

「事業者向け」「医療職向け」の 3 つの

利⽤者層別カテゴリで研究班作成資材

（⼥性健康問診マニュアル、セルフチェ

ック、アクションチェックリスト、E ラ

ーニング動画、⼥性健康アドボケイト養

成プログラム、健診担当医⽤パンフレッ

ト等）を体系的に整理・公開するととも

に、新着情報・記事機能により研究成果

及び関連政策動向を継続的に発信する運

⽤を開始した。本ホームページは、産業

医研修等のオフライン普及啓発活動と相

補的にカバレッジを拡⼤する社会還元の

中核チャネルとして機能し、研究期間終

了後も継続的な情報発信基盤となる。

URL ：

https://www.ryoritsu.dohcuoeh.com/clo

sing_the_gender_gap/ 

 

 
【改訂事業主⾏動計画策定指針との整合】 

令和 7 年 12 ⽉ 23⽇に告⽰された改訂

事業主⾏動計画策定指針（令和 8 年 4 ⽉

1 ⽇施⾏）及び新たに創設された「える

ぼしプラス」「プラチナえるぼしプラス」

認定制度との整合性を確保し、本研究班

の成果が、企業が改訂指針に沿った実効

的な施策を⽴案・実装する際の標準的参

照ツールとして機能する基盤を整備した。 

 
【⼤規模疫学エビデンス】 

3 年間にわたる⼤規模疫学調査により、

過多⽉経の有病率 47.1%（n=19,451）、

SAMANTA スコアとプレゼンティーズム

の量反応関係（PR 1.26〜1.55）、健診時

追加質問・リーフレット症状確認票の妥

当性（n=24,441、感度 0.46〜0.84、特異

度 0.64〜0.93）、⽉経随伴症状とプレゼ

ンティーズムの量反応関係（n=3,332、

Koh et al. 2024 として発表）、⼥性健康

関連施策と POS との関係性（n=4,284）

等の科学的エビデンスを定量的に明らか

にした。 

 
【交付申請書記載の期待される効果・成

果の達成】 

交付申請書において提⽰した期待され

る効果・成果（⾏政的効果、学術的効果、

社会的効果、現場実装効果）は、いずれ

も当初想定を超える⽔準で達成された。

特に、研究班の知⾒が「指針」レベルに

とどまらず、厚⽣労働省が公表する具体
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的な実施マニュアルとして政策実装にま

で到達したこと、研究期間中に普及啓発

活動を開始し現場でのニーズに即した形

で資材の有⽤性を確認できたこと、当初

想定されていなかった「同僚（アドボケ

イト）」という新たな役割を発掘し養成

プログラムを開発したこと、改訂事業主

⾏動計画策定指針との整合性を確保した

ことは、本研究班ならではの独⾃性ある

達成である。 

 
【今後の展望】 

⼥性の健康課題は、労働者個⼈の問題

にとどまらず、組織としての対応が必要

な社会的・労働政策的課題である。今後

は、本研究班で完成させたマニュアル・

教育ツール・実装ツールの全国規模での

普及、運⽤実態のフォローアップ、効果

検証、必要に応じた改訂を継続的に進め

ていく。とくに、令和 8 年 4 ⽉ 1 ⽇施⾏

の改訂事業主⾏動計画策定指針及び「え

るぼしプラス」「プラチナえるぼしプラ

ス」認定の創設により、企業が⼥性の健

康⽀援に取り組むための政策枠組みが新

たに整備されたことを踏まえ、本研究班

の各成果物を活⽤した改訂指針対応⽀援

を、産業医団体・事業者団体・健診機関

と連携して全国で展開していくことが、

今後の最重要課題である。 

⼥性が健康を保持しつつ安⼼して働き

続けられる社会の実現に向けて、本研究

班の成果が、産業保健・労働安全衛⽣・

⼥性活躍推進の政策実装基盤として、今

後 10 年にわたって⽇本社会に貢献してい

くことを期待する。 

 

Ｆ．健康危険情報 

特になし。 

 

Ｇ．研究発表 

１．論⽂発表 

・Koh S, Okawara M, Hirashima K, 

Kuwazuru T, Yamashita S, Ohkubo 

N, Tateishi S, Fujino Y. Association 

of Menstrual-related Symptoms 

and Presenteeism: A Cross-

sectional Study of Working Women 

in Japan. Journal of Occupational 

and Environmental Medicine. doi: 

10.1097/JOM.0000000000003340 

（その他、本研究班の成果に基づく英⽂

原著論⽂を準備中である。過多⽉経・プ

レゼンティーズム関連分析（n=19,451）、

健診追加質問・リーフレット妥当性検証

（n=24,441）、⼥性健康関連施策とPOS

の関係性（n=4,284）、産業医研修評価

（n=181）、⽂献レビュー、事業場質的

調査、政策実装研究等についての学術論
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⽂を順次投稿予定。） 

２．学会発表（予定） 

・⽇本産業衛⽣学会、⽇本産業保健法

学会、⽇本疫学会、⽇本更年期医学

会等での成果報告を予定している。 

３．成果物（公表済） 

【厚⽣労働省ウェブサイトでの公表（令

和 8年 1 ⽉ 19 ⽇付）】 

・厚⽣労働省．⼥性特有の健康課題に

関する問診に係る健診機関実施マニ

ュアル〜健診機関向け〜．

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpa

ge_36255.html 

・厚⽣労働省．⼥性特有の健康課題に

関する問診を活⽤した⼥性の健康管

理⽀援実施マニュアル〜事業者向け

〜．

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpa

ge_36255.html 

 
【E ラーニング及びWebコンテンツ（公

開中）】 

・研究班ホームページ「事業場におけ

る⼥性の健康保持増進」（⼀般向

け・事業者向け・医療職向けの利⽤

者層別に研究班作成資材を⼀元提供

する統合プラットフォーム）．

https://www.ryoritsu.dohcuoeh.co

m/closing_the_gender_gap/ 

・管理職向け E ラーニング動画コンテ

ンツ（全 10 本）：研究班ホームペ

ージに掲載 

・アドボケイト養成講座 E ラーニング

動画（全 11章）．YouTube プレイ

リスト．

https://youtube.com/playlist?list=

PL9kRdyPoJLJmv5-7H_ai-

OWUcpvQbW97n 

・⼥性健康アドボケイト養成シミュレ

ーター．https://manopause-

adobocate-sim-v2.netlify.app/ 

・⼥性健康管理ホームページ「アドボ

ケイトトレーニング」専⽤ページ．

https://www.ryoritsu.dohcuoeh.co

m/closing_the_gender_gap/?page_i

d=499 

 
【書籍・寄稿】 

・古屋佑⼦．⼥性労働者の健康課題と

⽀援．⽇本疫学会ニュースレター65

号．特集「⼥性の健康管理に関する

動向」．2025 年 4 ⽉． 

・川島恵美．分担執筆「実務に⽣かす 

働く⼥性の健康⽀援 Q&A」第 1章 

⑥障害を通じた考慮すべき事項−プ

レコンセプションケア．Q21-25, 

Column12．産業医学振興財団．

2026 年 3 ⽉． 
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・古屋佑⼦．分担執筆「実務に⽣かす 

働く⼥性の健康⽀援 Q&A」第 1章 

⑦両⽴⽀援．Q26-31．産業医学振興

財団．2026 年 3 ⽉． 

・澤島智⼦．分担執筆「実務に⽣かす 

働く⼥性の健康⽀援 Q&A」第 3章 

①巡視で⾒いだす配慮の視点．Q42-

44．産業医学振興財団．2026 年 3

⽉． 

 

４．普及啓発活動（実施済及び予定） 

【実施済（令和 7 年度）】 

・札幌市産業医協議会研修（令和 7 年

8⽉、参加者 50名） 

・札幌市産業医協議会研修（令和 7 年

10 ⽉、参加者 56名） 

・熊本県医師会産業医研修（令和 7 年

中、参加者 75名） 

・以上 3 会場・合計 181名の産業医を

対象とした研修を実施。研修評価に

おいて理解度 97%、推進意欲 93%等

の⾼い肯定的評価を得た。 

 
【今後の予定（令和 8年度以降）】 

・全国の産業医協議会・医師会・産業

医研修会と連携したアクションチェ

ックリスト研修の全国展開 

・事業者団体・健診機関と連携した厚

⽣労働省マニュアルの普及啓発活動 

・改訂事業主⾏動計画策定指針対応⽀

援セミナーの開催 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録

状況（予定を含む） 

１．特許取得：なし 

２．実⽤新案登録：なし 

３．その他：なし 

 

Ｉ．利益相反（COI）の開⽰ 

本研究の遂⾏及び本報告書の作成に関

して、開⽰すべき利益相反は存在しない。 

 

Ｊ．引⽤・参考⽂献 

【厚⽣労働省・⾏政関連】 

・厚⽣労働省．労働安全衛⽣法に基づ

く⼀般健康診断の検査項⽬等に関す

る検討会 中間とりまとめ．令和 6 年

11 ⽉ 1⽇． 

・労働政策審議会．今後の労働安全衛

⽣対策について（建議）．令和 7 年

1 ⽉ 17⽇． 

・厚⽣労働省．⼥性特有の健康課題に

関する問診に係る健診機関実施マニ

ュアル〜健診機関向け〜．令和 8年

1 ⽉ 19 ⽇公表． 
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・厚⽣労働省．⼥性特有の健康課題に

関する問診を活⽤した⼥性の健康管

理⽀援実施マニュアル〜事業者向け

〜．令和 8年 1 ⽉ 19 ⽇公表． 

・内閣官房・内閣府・総務省・厚⽣労

働省．事業主⾏動計画策定指針（改

訂、令和 7 年 12 ⽉ 23⽇告⽰、令和

8年 4 ⽉ 1⽇施⾏）．令和 7 年告⽰

第 1号． 

・厚⽣労働省．⼥性活躍推進法施⾏規

則の⼀部改正（令和 7 年厚⽣労働省

令第 125号）． 

・内閣府男⼥共同参画局．⼥性活躍・

男⼥共同参画の重点⽅針 2023（⼥性

版⾻太の⽅針 2023）．令和 5 年 6

⽉ 13⽇． 

・内閣府男⼥共同参画局．⼥性活躍・

男⼥共同参画の重点⽅針 2024（⼥性

版⾻太の⽅針 2024）．令和 6 年 6

⽉ 11⽇． 

・経済産業省．⼥性特有の健康課題に

よる経済損失の試算と健康経営の必

要性について． 

・厚⽣労働省．健康⽇本 21（第三次）

の推進のための説明資料． 

・厚⽣労働省．事業場における治療と

仕事の両⽴⽀援のためのガイドライ

ン． 

・厚⽣労働省．労働者の⼼⾝の状態に

関する情報の適正な取扱いのために

事業者が講ずべき措置に関する指針

（平成 30 年公⽰第 1号）． 

【国際的指針・先⾏研究】 

・British Standards Institution. PAS 

6553: Menstruation, menstrual 

health and menopause in the 

workplace. Guide. 2024. 

・Hardy C, Griffiths A, Norton S, 

Hunter MS. Self-help cognitive 

behavior therapy for working 

women with problematic hot 

flushes and night sweats: a 

randomized controlled trial. 

Menopause. 2018;25(5):508-519. 

・O'Neill MT, Jones V, Reid A. Impact 

of menopausal symptoms on work 

and careers: a cross-sectional 

study. Occup Med (Lond). 

2023;73(6):332-338. 

・Hickey M, Riach K, Kachouie R, 

Jack G. No sweat: managing 

menopausal symptoms at work. J 

Psychosom Obstet Gynaecol. 

2017;38(3):202-209. 

・Glasgow RE, Vogt TM, Boles SM. 

Evaluating the public health impact 

of health promotion interventions: 

the RE-AIM framework. Am J Public 

Health. 1999;89(9):1322-1327. 
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【本研究班の発表論⽂】 

・Koh S, Okawara M, Hirashima K, 

Kuwazuru T, Yamashita S, Ohkubo 

N, Tateishi S, Fujino Y. Association 

of Menstrual-related Symptoms 

and Presenteeism: A Cross-

sectional Study of Working Women 

in Japan. Journal of Occupational 

and Environmental Medicine. doi: 

10.1097/JOM.0000000000003340 
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巻末資料⼀覧 
・管理職向け研修スライド 
・アドボケイト養成講座スライド 
・アドボケイトシミュレータースライド 
・事業場における⼥性健康管理アクションチェックリストおよび解説版 
・事業場における⼥性健康問診マニュアル 
・健診機関における⼥性健康問診マニュアル 
・⼥性健康問診マニュアル 2種 
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厚⽣労働科学研究費補助⾦（労働安全衛⽣総合研究事業） 

 
 

職場における⼥性の健康保持増進のための 

効果的な産業保健活動の確⽴に向けた研究（23JA1005） 

 
 

分担総合研究報告書 

 
 

分担研究１： 

職場における⼥性の健康課題に対する 

配慮の在り⽅に関する研究 

―英国規格との⽐較及び更年期症状に関する⽂献調査を通じた検討― 

 
 
 
 

研究分担者 原⽥ 有理沙 

（産業医科⼤学 産業⽣態科学研究所 災害産業保健センター ⾮常勤講師） 

 
 
 

研究期間：令和 5 年度〜令和 7 年度 
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令和 5〜7 年度 厚⽣労働省科学研究費補助⾦ 

職場における⼥性の健康保持増進のための効果的な産業保健活動の確⽴に向けた研究 

 
分担研究１：総合研究報告書 

 
分担研究１：職場における⼥性の健康課題に対する配慮の在り⽅に関する研究 

 
研究分担者 

原⽥ 有理沙 産業医科⼤学産業⽣態科学研究所災害産業保健センター ⾮常勤講師 

 

研究要旨 

【背景・⽬的】我が国では⼥性活躍推進が政策課題となる⼀⽅で、職場の設備や制度は

依然として男性労働者中⼼に設計されており、⽉経・更年期症状をはじめとする⼥性特有

の健康課題への対応は⼗分とは⾔えない。本分担研究では、3 年間にわたり、職場におけ

る⼥性労働者への配慮の在り⽅を、海外規格との⽐較及び国際的なエビデンスの整理を通

じて明らかにし、我が国の産業保健現場で活⽤しうる⽀援の⽅向性を提⽰することを⽬的

とした。 

【 ⽅ 法 】 令 和 5 年 度 は 、 英 国 規 格 協 会 発 ⾏ の 「 BSI Standards Publication: 

Menstruation, menstrual health and menopause in the workplace - Guide」（以下、英国

規格）と、本邦の⼥性就労に関連する法令・ガイドラインとを⽐較検討した。令和 6 年度

は、更年期症状に対して職場が取り組むべき⽀援や配慮に関する国際的知⾒を収集するた

め、PubMed を⽤いたスコーピングレビューを実施した。令和 7 年度は、これらの成果を

統合し、症状別配慮集、アクションチェックリスト、仮想事例集の形で実装可能な提⾔と

して整理した。 

【結果】令和 5 年度は、英国規格における職場調整（Adjustments）の進め⽅が、本邦

の治療と仕事の両⽴⽀援ガイドラインと類似していることが明らかとなった。⼀⽅で、英

国では本⼈と管理者の話し合いを基軸とすること、擁護者（Advocate）の位置付けがある

こと、⾃助努⼒やオープンな議論に向けた⾵⼟醸成が重視される点に違いが認められた。

令和 6年度のスコーピングレビューでは、PubMed で 1,128件の⽂献から 49件を精査し、

職場が取るべき⽀援策（ポリシー策定、柔軟な勤務形態、管理職教育、当事者教育等）、
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特に⽀援が必要な症状（重度症状、ホットフラッシュ、メンタルヘルス不調等）、特に⽀

援が必要な対象（⼥性管理職、神経多様性、夜勤従事者等）の 3 テーマで知⾒を整理し

た。令和 7 年度は、これらの知⾒を踏まえ、症状別職場配慮集（10 症状程度）、⼥性の健

康管理アクションチェックリスト（41 項⽬）、更年期症状を抱える事務職⼥性への⽀援に

関する仮想事例を作成した。 

【結論】3 年間の研究を通じ、職場における⼥性の健康課題への配慮の在り⽅として、

（1）海外の先進的な取り組みと国内の両⽴⽀援の枠組みを接続させること、（2）エビデ

ンスに基づく多⾯的な⽀援策を症状別・対象別に整理すること、（3）現場で利⽤可能な

実装ツールに落とし込むこと、の 3 点が重要であることが⽰された。今後は、本研究で開

発したツールの現場での活⽤と評価、及び事業場規模・業種を踏まえた個別最適化が課題

である。 

 
研究代表者 

⽴⽯ 清⼀郎 産業医科⼤学産業⽣態科学研究所災害産業保健センター 教授 

 

研究協⼒者 

渡邉 萌美（産業医科⼤学 医学部 両⽴⽀援科学） 

細⽥ 悦⼦（産業医科⼤学病院 両⽴⽀援科） 

川島 恵美（川島労働衛⽣コンサルタント事務所） 

平良 素⽣（三菱ケミカル株式会社） 

加藤 杏奈（花王株式会社） 

簑原 ⾥奈（HOYA株式会社） 

古屋 佑⼦（東海⼤学医学部 基盤診療学系 衛⽣学公衆衛⽣学） 

絹川 千尋（株式会社産業医システムズ） 

澤島 智⼦（東海旅客鉄道株式会社） 

松岡 朱理（HOYA株式会社） 

 
  



- 4 - 

Ａ．研究⽬的 

我が国では、急速な少⼦⾼齢化を背景

に、⽣産年齢⼈⼝の減少が進んでおり、

⼥性を含めたより多くの国⺠が経済活動

に参加する社会の構築が求められている。

2022 年度の⼥性労働⼒⼈⼝は 3,096 万⼈

に達し、⼥性活躍推進法（2015 年）、⼥

性版⾻太の⽅針2023等の政策的後押しも

あり、⼥性の社会進出は着実に進んでい

る。 

⼀⽅で、本邦の多くの企業・職場では、

男性労働者を主体としていた時代に設計

された設備や制度が継続しており、⽉経、

⽉経中の健康、更年期前後の健康といっ

た⼥性特有の症状に対する配慮や⽀援は

⼗分とは⾔えない。これらの症状は、⾝

体的・精神的な負担を⽣じ、就業継続や

労働パフォーマンスに少なからぬ影響を

与えうる。 

本分担研究は、3 年間の研究計画のう

ち、主研究 1「研究統括及び⼥性特有の

事情と就労の配慮の在り⽅について」及

び主研究 2「事業場調査」に対応する⽂

献的・国際⽐較的アプローチを担うもの

であり、以下を⽬的とした。 

・職場における⼥性の健康管理に関す

る海外の先進的な取り組み（特に英

国規格）と我が国の制度・ガイドラ

インを⽐較し、本邦への⽰唆を得る

こと。 

・更年期症状を中⼼に、職場が取り組

むべき⽀援・配慮に関する国際的な

エビデンスを体系的に整理するこ

と。 

・これらの知⾒を統合し、産業保健現

場で活⽤可能な実装ツール（症状別

配慮集、アクションチェックリス

ト、仮想事例）として提⽰するこ

と。 

 

Ｂ．研究⽅法 

本研究は、3 年間にわたり段階的に⼿

法を発展させた。年度ごとの⽅法を以下

に⽰す。 

 

１．令和 5 年度：英国規格と⽇本の

制度の⽐較研究 

英国規格協会（The British Standards 

Institution）の許可の下、BSI Standards 

Limited によって 2023 年 5 ⽉ 31 ⽇に発

⾏された「BSI Standards Publication: 

Menstruation, menstrual health and 

menopause in the workplace - Guide」

（以下、英国規格）について、研究者医

師 3 名でレビューを⾏った。英国規格と、

⽇本の⼥性就労に関連する法令（労働基
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準法、労働安全衛⽣法、男⼥雇⽤機会均

等法等）及びガイドライン（事業場にお

ける治療と仕事の両⽴⽀援のためのガイ

ドライン等）とを⽐較し、⼥性特有の健

康課題に関連した健康管理の現状の取り

組みや課題を整理した。 

 

２．令和 6 年度：更年期症状に関す

るスコーピングレビュー 

PubMed を⽤いて、更年期症状と職場

環境に関連する⽂献を網羅的に検索した

（検索⽇：2024 年 12 ⽉ 6 ⽇）。検索式

に は 更 年 期 に 関 す る Mesh ⽤ 語

（ Menopause, perimenopause, 

postmenopause）と就労・職場に関する

Mesh ⽤語（Employment, Workplace 等）

に加え、ポリシー、産業保健サービス、

セルフケア、教育、職場調整等の⽀援関

連⽤語を組み合わせた。 

研究者 4 名が独⽴して事前に決めた包

含基準（更年期症状を持つ⼥性が対象、

就労者または職場が対象、職場が取るべ

き⽀援策に関する知⾒を含む、英語⽂献）

と除外基準（社会⼈⼝学的特徴・症状や

治療・QOL 評価の知⾒に留まるもの、レ

ビュー論⽂、実証的データを含まない⽂

献等）に従って⽂献を選抜した。選抜後、

各⽂献の知⾒を、職場が取るべき⽀援策、

特に⽀援が必要な症状、特に⽀援が必要

な対象、の 3 つのテーマに分類して整理

した。 

 

３．令和 7 年度：知⾒の統合と実装

ツールの開発 

令和 5・6年度の成果を統合し、産業保

健現場で活⽤可能な 3 つの実装ツールを

開発した。 

・症状別職場配慮集（案）：⼥性労働

者が経験しうる 10 症状程度（めま

い・⽴ちくらみ、ホットフラッシ

ュ、抑うつ・不安、⽉経前症候群、

⽉経困難症、睡眠障害、関節痛、集

中⼒低下、頻尿等）について、それ

ぞれ 5項⽬前後の具体的な職場配慮

例を提⽰した。 

・⼥性の健康管理アクションチェック

リスト：⼈事、管理職、産業保健ス

タッフ、同僚など多様な⽴場からの

対応ヒント集（全 41項⽬）とし

て、組織⽂化・制度整備・環境調

整・教育・相談体制の 5領域を網羅

した。 

・仮想事例集：更年期症状を抱える事

務職⼥性 A さん（52歳）が、産業医

⾯談を契機に職場の配慮を受けなが

ら就業継続を実現するプロセスを再

構成し、現場での実践的理解に資す

る内容として整備した。 
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これらのツールは、研究分担者・協⼒

者・産業保健職を交えた検討会での議論

を経て、ドラフトとして取りまとめた。 

 

Ｃ．研究結果 

１．令和 5 年度の成果：英国規格と

の⽐較から得られた⽰唆 

（１）ガイドの⽬的と構成の類似性 

英国規格は、職場で⽉経・⽉経中の健

康・更年期を経験する従業員の福祉を守

ることを⽬的とし、組織が考慮すべき推

奨事項（Good practice）と、企業⾵⼟の

醸成のための取り組みをまとめている。

⽇本では、2018 年に厚⽣労働省から発出

された「事業場における治療と仕事の両

⽴⽀援のためのガイドライン」（以下、

両⽴⽀援ガイドライン）が、関係者の役

割、事業場における環境整備、個別の労

働者への⽀援の進め⽅を扱っており、⽬

的・構成ともに英国規格と類似すること

が確認された。 

（２）背景法令の差異 

英国では、2010 年平等法、労働安全衛

⽣法（1974 年）、労働安全衛⽣管理規則

（1999 年）の枠組みの中で、⽉経・更年

期症状が「障害」の定義を満たす場合に

法的保護の対象となる可能性が⽰されて

いる。これに対し、⽇本では労働安全衛

⽣法による健康確保対策、労働基準法第

68 条による⽣理休暇、雇⽤機会均等法・

育児介護休業法による産前産後・育児に

関する規定はあるが、更年期障害に係る

就労関連法令は存在しない。両⽴⽀援ガ

イドラインも、⼥性特有の症状に関する

明⽰的な⾔及を⽋いており、良性婦⼈科

疾患や更年期障害は療養・就労両⽴⽀援

指導料の対象疾患にも含まれていない。 

（３）対処・サポートの進め⽅ 

英国規格は、（ⅰ）⾃助介⼊（セルフ

ケア）、（ⅱ）当事者の受療⾏動プロセ

スへのサポート、（ⅲ）申し出に基づい

た職場調整（Adjustments）、の 3 段階

での対処を提⾔している。これは、本邦

の両⽴⽀援における⾃⼰保健義務履⾏・

治 療 継 続 を 前 提 と し た 職 場 配 慮

（Workplace accommodation）と同様の

構造である。⼀⽅で、英国規格では本⼈

と管理者との話し合いが重要視され、主

治医意⾒書を必須としない点、⼈事・ラ

イン管理者ツールキット（Annex B）と

して「秘密保持を重視した会話の⽅法」

「職場調整の検討⽅法」が具体的に⽰さ

れている点に特徴がある。 

（４）擁護者（Advocate）の位置付け 

英国規格は、適切な研修を受けた「擁

護者（Advocate）」を組織内に配置する
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ことを推奨している。擁護者は、ダイバ

ーシティ・インクルージョン・交差的不

利が、⽉経や更年期の経験に与える影響

を理解する役割を担う。これは、本邦の

両⽴⽀援コーディネーター制度と機能的

に類似する点もあるが、職場⽂化の醸成

を担う点で独⾃の位置付けである。 

（５）オープンな議論に向けた取り組

み 

英国規格はかなりの紙幅を割き、⽉

経・更年期についてオープンに議論でき

る職場⽂化の醸成に⾔及している。ステ

ィグマや羞恥⼼の払拭、無意識の偏⾒へ

の対処、明確で⼀貫性のあるガイドライ

ンの作成と組織全体への周知、議論にお

けるプライバシーと守秘義務の確保等が、

具体的に挙げられている。本邦の両⽴⽀

援ガイドラインは、申し出が⾏いやすい

環境整備に触れているものの、健康につ

いてのオープンな議論の⾵⼟醸成につい

ては⾔及が乏しい点が、相違点として明

らかとなった。 

 

２．令和 6 年度の成果：スコーピン

グレビューによるエビデンスの整理 

PubMed 検索により 1,128 件の⽂献が

得られ、タイトルスクリーニングで 219

件、要約・全⽂レビューで 49件の英語論

⽂を最終分析対象とした。研究の種類は、

横断研究 20 件、質的研究 10 件、ランダ

ム化⽐較試験 3 件、ランダム化⽐較試験

以外の介⼊研究 3 件、コホート研究 3 件、

混合研究 3件、その他 7件であった。 

（１）テーマ１：職場が取るべき⽀援

策 

以下の⽀援策が、複数の⽂献において

効果的または推奨されるものとして報告

された。 

・職場の更年期ポリシーの策定または

健康ポリシーへの包含（Targett 

2022, Brown 2023） 

・既存の産業保健体制・メンタルヘル

ス対策⽀援の強化（Ariyoshi 

2008/2009, Geukes 2020） 

・プレゼンティーズムの評価（Oude 

Hengel 2023, Ishimaru 2023） 

・休みを取りやすい勤務形態・柔軟な

勤務時間（O'Neill 2023, Hickey 

2017） 

・作業環境の改善（騒⾳・換気・温度

管理）（Ma 2023, O'Neill 2023, 

Hickey 2017） 

・トイレ・更⾐室・リフレッシュ空間

の整備（O'Neill 2023, Hammam 

2012） 
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・健康増進プログラム（運動、禁煙、

受動喫煙防⽌）（Verburgh 2022, 

Kocur 2017, Fleming 2008） 

・管理職への教育（Hardy 2019, 

Cronin 2024, Griffiths 2013, Bariola 

2017） 

・当事者への教育（Verburgh 2020, 

Hardy 2018, Geukes 2023） 

・経験を共有できるツール・研修・ピ

アサポート（Cronin 2023, Edwards 

2021, Hobson 2024） 

・更年期を含む健康をオープンに議論

できる組織⾵⼟（Viotti 2020, Beck 

2020, Adelekan-Kamara 2023） 

（２）テーマ２：特に⽀援が必要な症

状 

重度 な 更 年 期 症 状 （ Alzueta 2024, 

Schei 2023 ） 、ホットフラッシュ

（ Brown 2023, Park 2008 ） 、 疲 労

（Verburgh 2024）、関節痛、メンタル

ヘ ル ス 不 調 （ Oude Hengel 2023, 

D'Angelo 2022, Geukes 2012）、激しい

頭痛、症状数の多さが、職場での対処困

難と関連していた。特に⼼理的症状は、

仕事能⼒に最も悪影響を与え る こ と

（β=-0.45）が報告されている。 

（３）テーマ３：特に⽀援が必要な対

象 

⼥性管理職（Matsuzaki 2014）、燃え

尽き症候群リスクの⾼い者（Converso 

2019 ） 、 神 経 多 様 性 を 持 つ 者

（ Gottardello 2024） 、 特定の作業内

容・職種（Assadi 2014, Kiss 2024）、交

代制夜勤従事者（Stock 2019, Sawamoto 

2024）、⻑時間通勤者、仕事への不安や

不満を抱える者、ワークライフバランス

の悪い者、経済的に困窮している者、が

特に⽀援を必要とする対象として浮かび

上がった。⼀⽅で、Hickey 2017 の知⾒

からは、更年期症状による就労への⽀障

は⼀過性のものであり、永続的な対応で

はなく、症状の強い時期に集中的な配慮

を提供することが重要であることも⽰唆

された。 

 

３．令和 7 年度の成果：知⾒の統合

と実装ツールの整備 

令和 5・6年度の成果を踏まえ、3つの

実装ツールを以下のとおり整備した。 

（１）症状別職場配慮集（案） 

⼥性労働者が経験しうる代表的な症状

（めまい・⽴ちくらみ、ホットフラッシ

ュ・発汗・のぼせ、冷え・のぼせの繰り

返し、動悸・息切れ、抑うつ・不安・イ

ライラ、⽉経前症候群、⽉経困難症、⽪

膚・粘膜の乾燥、睡眠障害、関節痛・筋

⾁痛・肩こり、集中⼒・記憶⼒の低下、

頻尿・尿意切迫・尿漏れ）に対し、それ
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ぞれ 5 項⽬前後の具体的な職場配慮例を

提⽰した。例えばホットフラッシュへの

対応として、空調調整可能な席への配置、

デスク⽤⼩型ファンの⽀給、服装規定の

緩和、休憩の⾃由度向上、別室への⼀時

移動制度等を、⽉経困難症への対応とし

て、症状が強い⽇の在宅勤務・時差出勤、

柔軟な有給休暇取得、ブランケットや温

熱シートの利⽤、トイレへのアクセスし

やすさ、重労働の⼀時軽減等を、それぞ

れ整理した。 

（２）⼥性の健康管理アクションチェ

ックリスト 

⼈事、管理職、産業保健スタッフ、同

僚等の多様な⽴場からの対応ヒントを、

全 41項⽬として整理した。組織⽂化（ス

ティグマの払拭、オープンな議論の促

進）、制度整備（健康ポリシーへの包含、

相談窓⼝の設置）、環境調整（物理的環

境の改善、柔軟な働き⽅の選択肢）、教

育（管理職研修、当事者教育）、相談体

制（産業保健職の関与、ピアサポート）

の 5 領域を網羅し、各事業場が⾃らの状

況に応じて選択・実施できる構成とした。 

（３）仮想事例集 

更年期症状を抱える 52歳の事務職⼥性

A さんが、定期健康診断後の産業医⾯談

で体調不良を打ち明けたことを契機に、

婦⼈科受診（ホルモン補充療法開始）、

産業保健職による上司との連携、空調が

調整しやすい席への配置変更、フレック

スタイム活⽤、業務量の⼀時的軽減、同

僚との情報共有等の段階的⽀援を経て、

就業継続を実現するプロセスを再構成し

た。さらに、本事例を踏まえた事業場が、

安全衛⽣委員会及び経営会議への報告に

向けて、⼥性の健康管理アクションチェ

ックリストから 4 項⽬を選択し実践に移

すという、組織的アクションへの展開も

併せて記述した。 

 

Ｄ．考察 

１．3 年間の研究で得られた中核的

知⾒ 

3 年間の研究を通じ、職場における⼥

性の健康課題への配慮の在り⽅について、

以下の 3 点が中核的な知⾒として浮かび

上がった。 

第⼀に、英国規格と本邦の両⽴⽀援ガ

イドラインは、申し出を起点とした職場

調整、関係者の役割分担、環境整備等の

枠組みにおいて⾼い類似性を有しており、

両⽴⽀援の枠組みを⼥性の健康課題にも

応⽤することで、企業内での理解促進と

推進が容易になる可能性が⽰された。す

なわち、⼥性特有の健康課題への対応を、

まったく新しい制度として導⼊するので
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はなく、既存の両⽴⽀援の延⻑線上で位

置付けることが、現場での受容性を⾼め

る鍵となる。 

第⼆に、⽂献レビューにより、職場が

取るべき⽀援策は単⼀ではなく、ポリシ

ー策定、勤務形態の柔軟化、物理環境の

整備、管理職・当事者教育、組織⾵⼟醸

成等、多⾯的なアプローチの組み合わせ

が必要であることが明確になった。さら

に、⽀援を必要とする症状や対象には個

⼈差・状況差が⼤きく、画⼀的な制度で

はなく、申し出をしやすい環境を整備し

た上で、個別最適化された配慮を提供す

ることが重要である。 

第三に、これらの知⾒を現場で実装す

るためには、抽象的な提⾔ではなく、具

体的なツールの整備が不可⽋である。本

研究で開発した症状別配慮集、アクショ

ンチェックリスト、仮想事例の 3 点セッ

トは、産業保健職・⼈事・管理職それぞ

れの⽴場から参照可能な、実装可能性の

⾼い成果物として位置付けられる。 

 

２．我が国の産業保健活動への⽰唆 

英国規格と本邦の制度を⽐較した結果、

本邦で特に強化が望まれる点として、

（１）⽉経や更年期について職場でオー

プンに議論できる⾵⼟の醸成、（２）擁

護者（Advocate）に類する組織内のサポ

ート機能の整備、（３）管理職向けの教

育・研修プログラムの体系化、（４）⼥

性特有の健康課題を含む包括的な健康ポ

リシーの策定、が挙げられる。 

特に、⽂献レビューでは、管理職の理

解と⽀援が、当事者の症状開⽰や就業継

続意欲に強く関連すること（Hardy 2019, 

Bariola 2017, Schei 2023等）が⼀貫して

⽰されており、ライン管理者向けの教育

プログラムの開発と普及が、優先度の⾼

い課題である。本研究で作成したアクシ

ョンチェックリストは、この管理職教育

の出発点として活⽤しうる。 

 

３．本研究の限界と今後の課題 

本分担研究には以下の限界がある。第

⼀に、令和 6 年度のスコーピングレビュ

ーは PubMed のみを対象としており、医

学中央雑誌等の和⽂データベースは対象

外としたため、本邦における取り組みの

全容は⼗分に把握できていない可能性が

ある。第⼆に、開発した実装ツールは研

究班によるドラフトの段階であり、現場

での適⽤可能性、利便性、効果について

は今後の検証が必要である。第三に、英

国規格との⽐較は⽂献ベースであり、英

国の実際の事業場での運⽤状況や効果に

ついては追加調査の余地がある。 

今後の課題としては、（１）本研究で
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開発したツールを実際の事業場で試⾏し、

その効果と改善点をフィードバックする

こと、（２）事業場規模・業種・労働者

の年齢構成等を踏まえた個別最適化の⼿

法を確⽴すること、（３）本研究の成果

を産業医・産業保健職向けの研修プログ

ラムに組み込み、普及を図ること、が挙

げられる。 

 

Ｅ．結論 

3 年間にわたる本分担研究では、職場

における⼥性の健康課題に対する配慮の

在り⽅について、英国規格との⽐較分析

及び国際的なエビデンスのスコーピング

レビューを通じ、その全体像を体系的に

整理した。 

本研究の主要な結論は以下のとおりで

ある。 

・英国規格と本邦の両⽴⽀援ガイドラ

インは構造的に類似しており、⼥性

の健康課題への対応は両⽴⽀援の枠

組みを応⽤することで現場への導⼊

が容易になる。 

・職場が取るべき⽀援策は多⾯的であ

り、ポリシー、勤務形態、物理環

境、教育、組織⾵⼟の 5領域を統合

的に整備することが必要である。 

・特に重度症状を有する者、メンタル

ヘルス不調を併存する者、神経多様

性を持つ者、夜勤従事者等の特に⽀

援が必要な対象を⾒極めることが重

要である。 

・管理職の理解と⽀援は当事者の就業

継続に決定的な影響を与え、管理職

向け教育プログラムの整備が優先課

題である。 

・⽉経・更年期に関するオープンな議

論を可能にする職場⾵⼟の醸成と、

擁護者に類する組織内サポート機能

の整備が、本邦における今後の重要

な取り組みである。 

・本研究で開発した症状別配慮集、ア

クションチェックリスト、仮想事例

の 3つの実装ツールは、産業保健現

場での実践のための出発点として活

⽤しうる。 

今後は、本研究で得られた知⾒及びツ

ールが、実際の事業場で活⽤され、⼥性

労働者の健康保持増進と就業継続に資す

ることを期待するとともに、現場からの

フィードバックを踏まえたさらなる改良

と普及活動が望まれる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

特になし。 

 

Ｇ．研究発表 
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１．論⽂発表 

なし 

２．学会発表 

原⽥有理沙、⽴⽯清⼀郎、新⾥なつみ、

渡邉萌美．更年期症状に対して職場が取

り組むべき⽀援や配慮：スコーピングレ

ビュー．第98回⽇本産業衛⽣学会（2026

年 5 ⽉、仙台）⼝演発表予定． 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録

状況（予定を含む） 

１．特許取得：なし 

２．実⽤新案登録：なし 

３．その他：なし 

 

Ｉ．引⽤・参考⽂献 

【主要参考資料】 

１ ） BSI Standards Publication. 

Menstruation, menstrual health and 

menopause in the workplace ‒ Guide. 

2023. 

２）厚⽣労働省．事業場における治療と

仕事の両⽴⽀援のためのガイドライン．

2018． 

３）厚⽣労働省．企業・医療機関連携マ

ニュアル． 

 

【スコーピングレビュー対象⽂献（主

要なもの）】 

Oude Hengel KM, et al. Perimenopause: 

Symptoms, work ability and health 

among 4010 Dutch workers. Maturitas. 

2023;176:107793. 

Targett R, Beck V. Menopause as a well-

being strategy. Post Reprod Health. 

2022;28(1):23-27. 

Cronin C, et al. Menopause at work-An 

organisation-based case study. Nurs 

Open. 2024;11(1):e2058. 

Griffiths A, et al. Menopause and work: 

an electronic survey of employees' 

attitudes in the UK. Maturitas. 

2013;76(2):155-9. 

Geukes M, et al. Evaluation of a 

workplace educational intervention on 

menopause. Maturitas. 2023;174:48-56. 

O'Neill MT, et al. Impact of menopausal 

symptoms on work and careers. Occup 

Med (Lond). 2023;73(6):332-338. 

Hardy C, et al. Development and 

evaluation of online menopause 

awareness training for line managers. 

Maturitas. 2019;120:83-89. 

Hardy C, et al. Self-help cognitive 

behavior therapy for working women 

with problematic hot flushes. 
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Menopause. 2018;25(5):508-519. 

Ishimaru T, et al. Impact of menopausal 

symptoms on presenteeism in Japanese 

women. Occup Med (Lond). 

2023;73(7):404-409. 

Sawamoto N, et al. Association Between 

Menopausal Symptoms and Work-

Related Factors Among Female Workers 

in Japan. J Occup Environ Med. 

2024;66(9):e413-e417. 

（その他、令和 6 年度分担研究報告書に

記載の 49⽂献を参照） 
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令和５〜７年度 厚⽣労働省科学研究費補助⾦ 

職場における⼥性の健康保持増進のための効果的な産業保健活動の確⽴に向けた研究 

 
分担総合研究報告書 

 
分担研究２：事業場における⼥性の健康管理に関する実態調査 

 
研究代表者  

⽴⽯ 清⼀郎（産業医科⼤学 産業⽣態科学研究所 災害産業保健センター 教授） 

研究分担者 

藤野 善久（産業医科⼤学 産業⽣態科学研究所 環境疫学研究室 教授） 

⼤久保 直紀（産業医科⼤学 産業⽣態科学研究所 環境疫学研究室 助教） 

 

研究要旨 

【背景・⽬的】事業場における⼥性の健康管理は、⼥性活躍推進や健康経営の⽂脈で注

⽬されているものの、効果的な職場環境整備の在り⽅に関する実証的知⾒は限られてい

る。本分担研究は、産業保健現場の実態を質的・量的アプローチによって明らかにし、事

業場が⼥性の健康管理を推進する際の意思決定を⽀援する基礎情報及び実⽤的ツールを提

供することを⽬的とした。 

【⽅法】令和 6 年度は、9 社（教育・医療・製造・情報・サービス・製薬等の多様な業

種、規模 500〜20,000 名）の⼈事担当者及び産業保健スタッフを対象としたヒアリング調

査を実施し、⼥性健康管理の施策内容、阻害要因、促進要因、実施困難事項の 4 側⾯で質

的に整理するとともに、企業向け及び従業員向けの質問紙調査票を開発した。令和 7 年度

は、令和 6 年度の質的調査結果及び開発した質問紙を踏まえ、英国規格 BS 30416 を参考

に⽇本の職場で対応可能な事項を中⼼とした事業場向け質問紙を作成し、機縁法を⽤いて

健康診断機関の協⼒のもと、14 府県 203 事業所を対象とした紙⾯個別記⼊式の事業場調査

（2024年 12⽉〜2025 年 3⽉）を実施した。調査項⽬は、相談・教育体制、服装・制服、

体温管理、施設・設備、⽣理⽤品の準備状況等の多⾯的な実態把握を⽬的とした。 

【結果】令和 6 年度の質的調査からは、⽣理休暇制度・e ラーニング・相談窓⼝・休憩

スペース等の施策の運⽤実態が明らかになるとともに、男性上司の理解不⾜とコミュニケ
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ーションの困難さ、制度認知度不⾜、業務特性による制約が主要な阻害要因として、DEI

推進・経営層の理解・個別配慮の柔軟性が主要な促進要因として整理された。質問紙は企

業向けと従業員向けの 2 種類を作成し、相同・相違の確認により事業場アクションの検討

に資する設計とした。令和 7 年度は、14 府県 203 事業所を対象とした事業場調査を実施

し、半数以上が中⼩規模事業所、⼥性従業員の半数がデスクワーク従事者であった。相談

窓⼝を設置している事業所は 7 割を超えていたものの、⼥性の健康に関する教育を実施し

ている事業所は 2〜3 割にとどまり、特に管理職向けの教育は約 18%と低⽔準であった。

⼥性専⽤更⾐室は 8 割超で整備されていたが、⼥性専⽤休憩スペースは半数程度であっ

た。制服の通気性や寒暖差調整は 8〜9割の事業所で配慮されていた⼀⽅、汚損時の予備の

制服や⽣理⽤品の備蓄は約 2 割にとどまり、特に教育⾯と緊急時対応の⾯で改善の余地が

⼤きいことが明らかとなった。 

【結論】本研究を通じ、事業場における⼥性の健康管理は、制度整備の段階から「実効

性のある運⽤」「組織⽂化の醸成」「個別配慮の柔軟性」を重視する段階へと移⾏する必

要があることが⽰された。事業場調査により、相談窓⼝や⼥性専⽤更⾐室等の基本的設備

の整備は概ね進む⼀⽅で、管理職教育、⼥性専⽤休憩スペース、⽣理⽤品の備蓄等、国際

的基準（BS 30416 等）と⽐較しても包括的⽀援に課題が残ることが明らかとなった。男性

管理職を含む全従業員への教育、経営層のコミットメント、プレゼンティーズム改善との

接続による経営的メリットの可視化が、施策推進の鍵である。本研究で開発した質問紙及

び事業場調査の結果は、事業場が⾃社の現状を把握し、優先順位を設定したアクションを

起こす際の意思決定⽀援ツールとして活⽤しうる。 

 

研究協⼒者 

⽯丸 知宏（産業医科⼤学 産業⽣態科学研究所 環境疫学研究室 講師） 

澤本 直起（産業医科⼤学 ⼤学院） 
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Ａ．研究⽬的 

我が国では、⼥性活躍推進法（2015

年）、⼥性版⾻太の⽅針2023 等の政策の

下、⼥性の社会進出が進展する⼀⽅で、

職場における⼥性の健康管理は依然とし

て⼤きな課題である。妊娠・出産、⽉経

困難症、更年期症状、不妊といった⼥性

特有の健康課題は就労に影響を及ぼしう

るが、これまで働く⼥性への健康⽀援に

ついては、疾病に関する情報提供サイト

や良好事例の集積はあるものの、職場に

おける効果的な環境整備の在り⽅につい

ての実証的知⾒は限られていた。 

本分担研究は、研究計画のうち、主研

究 2「事業場調査」を担うものである。

事業場における⼥性の健康管理の現状と

課題を、質的調査と量的調査の組み合わ

せ（Mix Method）によって明らかにし、

産業保健職及び事業場が活⽤可能な実態

把握のためのツール（質問紙）と、エビ

デンスに基づく実装の⼿がかりを提供す

ることを⽬的とした。具体的には、以下

の 3点を達成することを⽬指した。 

・事業場における⼥性の健康管理に関

する施策内容、阻害要因、促進要

因、実施困難事項を、産業保健現場

の実態に即して整理すること。 

・企業及び従業員の双⽅の視点から実

態を把握できる調査ツール（質問

紙）を開発すること。 

・開発した質問紙を踏まえた事業場調

査により、事業場における⼥性労働

者の健康⽀援の取り組み状況を把握

し、改善すべき領域に関する基礎情

報を提供すること。 

 

Ｂ．研究⽅法 

本研究は、Mix Method（質的調査と量

的調査の組み合わせ）の枠組みに沿って、

年度ごとに段階的に実施した。 

 

１．令和 6 年度：企業ヒアリング調

査と質問紙開発 

複数の企業の⼈事担当者及び産業保健

スタッフ等を対象としたヒアリング調査

（インタビュー）を実施した。ヒアリン

グ対象は 9 社（教育、医療、製造、情報、

サービス、製薬等）であり、企業規模は

500〜20,000 名超、対象者の役職は総務

役員、⼈事部⻑、⼈事課⻑代理、産業保

健スタッフ等多岐にわたった。企業情報

の機微性に配慮し、企業の特定につなが

るイニシャル等は本研究報告書では記載

を避けた。 

ヒアリング内容は、以下の 4 側⾯に着
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⽬して整理した。 

・健康管理施策の内容：現在企業が実

施している、または検討中の⼥性の

健康管理に関する具体的な施策 

・阻害要因：⼥性の健康管理施策を推

進する上で障害となっている要因 

・促進要因：⼥性の健康管理施策の導

⼊や定着を後押ししている要因 

・実施が困難な事項：実施が望ましい

と考えられつつも、様々な理由で導

⼊や本格的な運⽤が難しいと認識さ

れている事項 

ヒアリング結果を踏まえ、研究班での

議論を経て、特に重要と考えられる項⽬

について企業向け及び従業員向けの 2 種

類の質問紙調査票を開発した。 

 

２．令和 7 年度：事業場調査の実施 

令和 6 年度のヒアリング調査結果及び

開発した質問紙を踏まえ、令和 7 年度に

は、英国規格協会（British Standards 

Institution: BSI）が 2023 年に発⾏した

BS 30416 「 Menstruation, menstrual 

health and menopause in the workplace」

を参考に、⽇本の職場で対応可能な事項

を中⼼とした事業場向け質問紙を作成し、

調査を実施した。調査期間は 2024 年 12

⽉から 2025 年 3⽉であり、機縁法を⽤い

て、企業向けに健康診断サービスを提供

する機関・団体の協⼒のもと、事業所毎

に対⾯で紙⾯に回答する個別記⼊式アン

ケート形式により実施した。調査項⽬は、

労働者数及び⼥性労働者数、⼥性従業員

の職務内容に加え、⼥性労働者への取り

組みとして、相談体制・教育体制、服

装・制服、体温管理、更⾐・休憩のため

の施設・設備、⽣理⽤品に関する事項を

含めた。集計は事業所単位で⾏い、各項

⽬の実施状況を記述統計により整理した。 

 

Ｃ．研究結果 

１．令和 6 年度の成果：質的調査に

よる事業場実態の体系化 

9 社のヒアリング調査結果を、4側⾯で

以下のように整理した。 

（１）健康管理施策の内容 

各企業で実施または検討されている主

な施策は次のとおりであった。 

・⽣理休暇制度：多くの企業で制度と

して整備されているが、運⽤（有

給・無給、取得⽇数制限等）や実際

の取得状況には企業間で⼤きな差が

みられた。 

・e ラーニング・健康セミナー等の啓

発活動：メンタルヘルス、更年期、

HPVワクチン等を含む広範なテーマ

を扱う⼤⼿企業も存在し、管理職や
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男性従業員向けコンテンツも整備さ

れつつある。 

・相談窓⼝の設置：⼥性産業医による

相談窓⼝は、相談件数⾃体は少なく

とも、企業の⽀援姿勢を⽰すメッセ

ージとして機能している事例が確認

された。 

・休憩スペース等の環境整備：横にな

れる場所、ベッドのある管理センタ

ー等の整備が⼀部企業で進められて

いた。 

・その他の物理的・制度的配慮：⽣理

⽤品の職場常備、汚損時の替え制服

の⽤意、看護師制服の⾊の選択肢拡

⼤、時間単位の年次有給休暇制度導

⼊等の細やかな配慮が⾒られた。 

（２）阻害要因 

施策推進を妨げる主な要因として、以

下が強く認識されていた。 

・周囲（特に男性上司）の理解不⾜と

コミュニケーションの困難さ：知識

不⾜、相談のしにくさ、男性側から

の声かけの躊躇（セクハラ懸念）が

指摘された。 

・制度の認知度不⾜と利⽤への⼼理的

抵抗感：制度があっても従業員に知

られていない、知っていても利⽤し

にくい雰囲気が、特に男性が多い職

場で存在した。 

・仕事の性質や⼈員配置の制約：ライ

ン作業、交代勤務、外勤営業など、

業務特性上、柔軟な対応や離席が困

難な場合があった。 

・経済的要因：⽣理休暇が無給の場

合、取得の経済的負担が障壁となっ

ていた。 

・プライバシーへの配慮と情報収集・

活⽤の難しさ：健康情報は機微性が

⾼く、企業側が詳細を把握しにくい

状況であった。 

・既存制度・評価制度との整合性：⼥

性特有の不調も他の私傷病と同様に

扱う⽅針の企業や、休暇取得が評価

に影響しない現状が、特別制度導⼊

の機運を下げていた。 

（３）促進要因 

施策推進を後押しする主な要因として、

以下が挙げられた。 

・多様な働き⽅、⼥性活躍推進への意

識の⾼まり：DEIの考え⽅の浸透

や、⼥性活躍を推進する経営層・部

署の存在が後押しとなっていた。 

・経営層や⼈事部⾨の理解と協⼒：⼈

事部⾨に熱⼼な担当者（特に⼥性管

理職）がいる場合や、経営層に近い

担当者が提案しやすい環境が推進⼒

となっていた。 
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・個別の状況への配慮と柔軟な対応：

相談窓⼝、在宅勤務、ライフイベン

トを考慮した配置や勤務調整、男性

の育児参加⽀援等が効果的であっ

た。 

・外部からの情報や刺激：メディア報

道や他社事例が社内議論のきっかけ

となっていた。 

・啓発活動による知識の向上：e ラー

ニングやセミナーによる従業員（特

に管理職・男性）の理解深化が期待

されていた。 

・有給休暇制度の充実：取得しやすい

有給休暇制度が、特定の休暇制度が

使いにくい場合のセーフティネット

として機能していた。 

・プレゼンティーズムへの着⽬：健康

問題によるパフォーマンス低下対策

と両⽴⽀援をセットで提案すること

は、企業がメリットを感じやすいア

プローチである。 

（４）実施が困難な事項 

理想的または推奨されているものの、

企業が実施困難または⾏うべきではない

と考えている事項として、以下が浮かび

上がった。 

・⼥性特有の不調に特化した⼿厚い休

暇制度や配慮の制度化：公平性への

懸念、⼈員配置の制約、「⼥性を⽢

やかす」との誤解等から慎重・否定

的な意⾒が多かった。 

・定期健康診断での⼥性特有の健康課

題に関する詳細な問診と事後措置の

義務化：プライバシー懸念、従業員

の抵抗感、事後措置の枠組みの不明

確さ等から困難とされた。 

・製造現場等での作業⼯程や⼈員配置

の抜本的⾒直し（⽣理周期等考

慮）：コスト、⽣産効率、⼈⼿不⾜

等から困難と認識された。 

・男性向けの詳細な⼥性健康課題教育

の義務化：個⼈の価値観への介⼊の

限界が指摘され、社会全体・家庭・

学校教育の重要性が強調された。 

・理由を問わないリフレッシュ休暇等

の拡充：⼈⼿不⾜、代替要員確保の

困難さ、固定的な給与体系等が障壁

となっていた。 

（５）質問紙の開発 

ヒアリング結果を踏まえ、研究班での

議論を経て、企業向け質問紙と従業員向

け質問紙の 2 種類を開発した。質問紙は、

施策の有無・運⽤状況、阻害要因の認識、

促進要因の認識、利⽤経験、組織的⽀援

の感覚（POS）等を網羅する設計とした。

両者の回答を突合することで、企業側の

認識と労働者側の実感の乖離を可視化し、

事業場アクションを検討するための⼀助
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となるよう設計した。 

 

２．令和 7 年度の成果：事業場調査

による⼥性労働者の健康⽀援の実態

把握 

令和 7 年度の事業場調査では、14 府県

の 203 事業所から回答が得られた。事業

所規模は 100〜999 ⼈が 52.2%、10〜99

⼈が 36.0%、1,000 ⼈以上が 9.9%、10 ⼈

未満が 2.0%であり、中⼩規模事業所が中

⼼であった。⼥性従業員の職務内容はデ

スクワークが 52.2%と最多であり、健康

経営に取り組んでいると回答した事業所

は 46.3%、制服を採⽤している事業所は

68.0%であった。各項⽬の主要な知⾒は

以下のとおりである。 

・相談・教育体制：健康全般に関する

相談窓⼝を設置している事業所は

70.9%と整備が進んでいた⼀⽅で、

⼥性労働者向けの⼥性の健康に関す

る教育を実施している事業所は

39.4%、男性労働者向けは 24.6%、

管理職向けは 17.7%にとどまり、教

育⾯での課題が顕著であった。⼥性

の健康を話し合う会議や委員会を設

置している事業所も 19.7%と低⽔準

であった。 

・服装・制服：制服を採⽤している事

業所のうち、ゆったりとして通気

性・伸縮性のある制服の採⽤は

75.4%、寒暖差に応じた調整（カー

ディガン・ブランケット使⽤許可

等）は 89.9%、季節に応じた制服の

種類の準備は 79.7%と、体温調整⾯

での配慮は進んでいた。⼀⽅、汗や

経⾎が⽬⽴たない素材・⾊調への配

慮は 58.0%、汚損時に備えた予備の

制服の準備は 62.3%にとどまり、突

発的な体調変化への対応に課題が認

められた。 

・施設・設備：⼥性専⽤の更⾐室を設

置している事業所は 84.2%と⾼⽔準

であった⼀⽅、⼥性専⽤の休憩でき

る場所を設置している事業所は

45.8%にとどまった。⼥性労働者数

の規模にかかわらず（10 ⼈未満

42%、10〜100 ⼈未満 48%、100 ⼈

以上 44%）、⼥性専⽤休憩スペース

の整備が遅れている実態が明らかと

なった。 

・⽣理⽤品：⽣理⽤品を社内の売店等

で購⼊できる事業所は 12.8%、社内

で備蓄している事業所は 17.7%にと

どまり、⽉経に伴う突発的な状況へ

の⽀援は⼗分ではない実態が明らか

となった。 

これらの結果は、事業場が⾃らの⼥性

健康管理施策を点検し、優先順位を設定

する際の意思決定を⽀援する基礎情報と
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して活⽤しうる。 

 

Ｄ．考察 

１．本研究で得られた中核的知⾒ 

質的調査と量的調査を通じ、事業場に

おける⼥性の健康管理について以下の 3

点が中核的な知⾒として浮かび上がった。 

第⼀に、事業場における⼥性の健康管

理は、「制度の整備状況」と「実際の運

⽤・利⽤実態」との間に依然として⼤き

なギャップが存在する。⽣理休暇のよう

な基本的制度ですら、その取得には職場

の雰囲気や経済的条件が⼤きく影響して

おり、制度を設けるだけでは不⼗分であ

ることが、質的・量的調査の双⽅から明

らかになった。令和 7 年度の事業場調査

では、相談窓⼝の整備が 7 割超に達した

⼀⽅、⼥性向け・男性向け・管理職向け

の教育や、⼥性専⽤休憩スペース、予備

の制服、⽣理⽤品の備蓄等が遅れている

実態が明らかとなり、「制度・設備の整

備」に加え「教育」「緊急時対応」の両

⾯で⼤きな改善余地があることが⽰され

た。 

第⼆に、阻害要因の中核は、男性管理

職の理解不⾜とそれに起因するコミュニ

ケーション不全である。令和 6 年度のヒ

アリングで指摘された男性上司の理解不

⾜とコミュニケーションの困難さは、令

和 7 年度の事業場調査において、管理職

向けの⼥性の健康に関する教育を実施し

ている事業所が 17.7%にとどまることが

裏付けとなり、組織として管理職の理解

促進に取り組む事業所が少数派であるこ

とが定量的に⽰された。⼥性従業員側の

スティグマや遠慮と相まって、双⽅向の

コミュニケーション障壁を⽣んでおり、

これを解消する仕組みづくりが急務であ

る。 

第三に、施策推進の促進要因として、

経営層のコミットメント、DEI 推進の社

会的潮流、個別配慮の柔軟性、外部情報

の活⽤、啓発活動の充実が挙げられる。

特に、健康問題によるパフォーマンス低

下（プレゼンティーズム）対策と両⽴⽀

援をセットで提案するアプローチは、企

業がメリットを感じやすく、施策推進の

壁を乗り越える鍵となる。 

 

２．我が国の事業場における⼥性健

康管理への⽰唆 

本研究の知⾒から、我が国の事業場が

⼥性の健康管理を実質的に推進するため

に、以下の⽅向性が⽰唆される。 

第⼀に、制度整備に加え、組織⽂化の

醸成と双⽅向のコミュニケーションの活

性化が不可⽋である。e ラーニングやセ
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ミナーによる従業員（特に管理職・男性）

への継続的な教育は、デリケートな話題

に関する共通⾔語を提供し、相談しやす

い雰囲気を醸成する。⼥性産業医による

相談窓⼝の設置は、相談件数⾃体が少な

くとも、企業の⽀援姿勢を⽰すメッセー

ジとして機能する点が、本研究を通じて

確認された。 

第⼆に、個別の状況への配慮と柔軟な

対応を可能にする運⽤設計が重要である。

⽣理休暇の有給化、時間単位の年次有給

休暇、在宅勤務、業務調整等の選択肢を

整備し、本⼈が利⽤しやすい環境を整え

ることが、施策の実効性を⾼める。⼀⽅

で、⼥性特有の不調に特化した⼿厚い制

度の導⼊は、公平性や⼈員配置の観点か

ら企業側の慎重な姿勢が顕著であり、現

実的にはユニバーサルな制度（全従業員

に開かれた柔軟な働き⽅）の中で対応す

る設計が受容されやすい。 

第三に、企業がこれらの取り組みを

「コスト」ではなく「投資」と捉え、中

⻑期的視点でその重要性を認識できるよ

う、効果測定の⼿法と成功事例の共有が

求められる。本研究で開発した質問紙及

び調査結果は、事業場が⾃社の現状を客

観的に把握し、優先順位を設定したアク

ションを起こす際の意思決定を⽀援する

ツールとして活⽤しうる。 

 

３．本研究の限界と今後の課題 

本分担研究には以下の限界がある。第

⼀に、令和 6 年度のヒアリング調査は、

研究班の機縁による募集が中⼼であり、

健康経営に積極的な企業が偏って含まれ

ている可能性がある。第⼆に、ヒアリン

グ対象企業の業種・規模に偏りがあり、

中⼩企業や男性⽐率が極めて⾼い業種に

おける実態の把握には限界がある。第三

に、令和 7 年度の事業場調査においても、

機縁法によるサンプリングを採⽤したた

め、地理的偏り（協⼒健康診断機関の周

辺地域に限定）や、健康診断機関と協⼒

関係にある事業所が中⼼であることに伴

うセルフセレクションバイアスは避けら

れない。ただし、14 府県でデータを収集

できており、⽐較的広範囲の中⼩事業所

の実態を反映していると考えられる。 

今後の課題としては、（１）本研究で

開発した質問紙を多様な業種・規模の事

業場に普及させ、業種特性を踏まえた⼥

性健康管理の⽐較指標として確⽴するこ

と、（２）特に中⼩企業及び男性⽐率の

⾼い業種における実態把握と、これらの

事業場に適した⽀援の在り⽅の検討、

（３）プレゼンティーズム改善等の経営

的指標との接続による、企業向けエビデ

ンスの強化、（４）ヒアリングで明らか

になった「実施が困難な事項」（公平性、
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プライバシー、コスト等が背景の事項）

について、課題を乗り越える事例の収集

と公表、が挙げられる。 

 

Ｅ．結論 

本分担研究では、事業場における⼥性

の健康管理について、9 社の企業ヒアリ

ングによる質的調査、及び 14府県 203 事

業所を対象とした事業場調査を通じて、

現状と課題を体系的に明らかにした。 

本研究の主要な結論は以下のとおりで

ある。 

・事業場における⼥性の健康管理は、

相談窓⼝や⼥性専⽤更⾐室等の基本

的設備の整備は概ね進んでいる⼀⽅

で、教育体制（特に管理職教育）、

⼥性専⽤休憩スペース、予備の制

服、⽣理⽤品の備蓄等、包括的⽀援

に関しては⼤きな課題が残されてい

る。 

・阻害要因の中核は男性管理職の理解

不⾜とコミュニケーション不全であ

り、⼥性側のスティグマや遠慮と相

まって、双⽅向のコミュニケーショ

ン障壁を形成している。 

・促進要因としては、経営層のコミッ

トメント、DEI推進の追い⾵、個別

配慮の柔軟性、外部事例の活⽤、啓

発活動の充実が有効である。 

・プレゼンティーズム改善との接続

は、企業がメリットを感じやすく、

施策推進の壁を乗り越える有効なア

プローチである。 

・⼥性特有の不調に特化した⼿厚い制

度よりも、全従業員に開かれた柔軟

な働き⽅の中で個別配慮を可能にす

る運⽤設計が、現実的に受容されや

すい。 

・本研究で開発した企業向け及び従業

員向けの質問紙、並びにそれを⽤い

た調査結果は、事業場が⾃社の現状

を客観的に把握し、優先順位を設定

したアクションを起こす際の意思決

定⽀援ツールとして活⽤しうる。 

今後は、本研究の質問紙及び知⾒が、

より多様な業種・規模の事業場に普及し、

⼥性労働者の健康保持増進と就業継続に

資することを期待するとともに、特に中

⼩企業や男性⽐率の⾼い業種における実

態把握と⽀援の在り⽅の検討が、引き続

き重要な課題である。 

 

Ｆ．健康危険情報 

特になし。 

 

Ｇ．研究発表 

１．論⽂発表 
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（令和 7 年度の質問紙調査結果に基づく

論⽂を学術誌に投稿準備中） 

２．学会発表 

第 35回産業衛⽣学会全国協議会において、

令和 7 年度の事業場調査結果に基づく報

告を実施した。 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録

状況（予定を含む） 

１．特許取得：なし 

２．実⽤新案登録：なし 

３．その他：なし 

 

Ｉ．参考資料 

【本研究で開発した調査ツール】 

・事業場における⼥性の健康管理に関

する企業向け質問紙調査票（令和 6

年度作成） 

・事業場における⼥性の健康管理に関

する従業員向け質問紙調査票（令和

6 年度作成） 

 

【参考とした主要⽂献・資料】 

・令和 6 年度分担研究報告書「事業場

における⼥性の健康管理に関する質

的調査および質問紙調査票の作成」

（⽴⽯ 清⼀郎、2025 年） 

・厚⽣労働省．事業場における治療と

仕事の両⽴⽀援のためのガイドライ

ン．2018． 

・厚⽣労働省．職場における⼥性労働

者の健康管理対策の促進について． 

・経済産業省．健康経営優良法⼈認定

制度（⼥性の健康に関する評価項⽬

を含む） 
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（参考）令和 6 年度ヒアリング対象企業⼀覧 
企業 業種 規模（⼈） 役職 性別 年代 

A 教育 2,000 総務役員 ⼥性 60 代 

B 医療 1,500 ⼈事課⻑代理 ⼥性 50 代 

C 製造 10,000 産業保健スタッフ ⼥性 30 代 

D 情報 1,000 ⼈事係員 ⼥性 50 代 

E 情報 500 ⼈事部⻑（⾮役
員） 

⼥性 50 代 

F サービス 20,000 ⼈事部⻑（役員） 男性 50 代 

G 製造 20,000 産業保健スタッフ ⼥性 40 代 

H 製造業 5,000 以上 産業保健スタッフ 男性 40 代 

I 製薬 10,000 以上 産業保健スタッフ 男性 40 代 
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⼥性労働者調査による職場における⼥性の健康課題の実態解明 

―プレゼンティーズム・組織的⽀援・健診活⽤に関する 3 年間の疫学研究― 

 
 
 
 

研究分担者 

⼤河原 眞（産業医科⼤学 医学部 公衆衛⽣学 准教授） 

 

 
 
 

研究期間：令和 5 年度〜令和 7 年度 
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令和 5〜7 年度 厚⽣労働省科学研究費補助⾦ 

職場における⼥性の健康保持増進のための効果的な産業保健活動の確⽴に向けた研究 

 
分担総合研究報告書 

 
分担研究３：⼥性労働者調査による職場における⼥性の健康課題の実態解明 

 
研究分担者 

⼤河原 眞 （産業医科⼤学 医学部 公衆衛⽣学 准教授） 

藤野 善久（産業医科⼤学 産業⽣態科学研究所 環境疫学研究室 教授） 

⼩⽥上 公法（産業医科⼤学 産業⽣態科学研究所 産業保健経営学研究室 助教） 

⼤久保 直紀（産業医科⼤学 産業⽣態科学研究所 環境疫学研究室 助教） 

 

 

研究要旨 

【背景・⽬的】我が国では⼥性労働者が労働⼈⼝の約 46%を占める中、⽉経随伴症状、

過多⽉経、更年期症状といった⼥性特有の健康課題が、就業継続や労働パフォーマンスに

与える影響に関する実証的データは限られている。また、職場が実施する健康⽀援施策

と、⼥性労働者の組織的⽀援感（POS）との関係性、及び 2026 年から⼀般健康診断の標

準的な問診票に追加された⼥性の健康課題に関する質問の妥当性についても、エビデンス

の蓄積が求められる。本分担研究は、3 年間にわたり、⼀般⼥性労働者及び⼤企業⼥性労

働者を対象とした疫学調査を組み合わせて実施し、これらの課題に対する基礎的・分析的

データを提供することを⽬的とした。 

【⽅法】本分担研究は、2 つの研究系統から構成される。第⼀に、⼀般⼥性労働者を対

象とした疫学研究として、令和 5 年度に 18〜69歳の有職⼥性 5,626名を対象とした基礎的

疫学調査を実施し、令和 6 年度に⽉経のある 3,332 名のデータを⽤いた⽉経随伴症状とプ

レゼンティーズムとの関連分析を⾏い、令和 7 年度には 24,441名を対象に、健康診断に新

たに導⼊された⼥性の健康課題に関する追加質問及びリーフレット症状確認票の妥当性を

検証した。第⼆に、⼤企業における労働者調査として、令和 5 年度に健康経営優良法⼈を

中⼼とした⼤企業の労働者 24,237名（⼥性 5,005名）を対象とした予備調査を⾏い、令和
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6 年度に 9 社 4,284 名の⼥性従業員を対象として、職場の健康関連施策の認知と知覚され

た組織的⽀援（Perceived Organizational Support: POS）との関係性をマルチレベル分析

により検討した。 

【結果】令和 5 年度の基礎的疫学調査では、⽉経のある⼥性の 36.4%が⽉経困難症や⽉

経前症候群を経験し、9.8%が体調不良にもかかわらず仕事に従事した⽇数（プレゼンティ

ーズム）が 5⽇以上、16%がWFun 21点以上の中等度以上の労働機能障害を呈していた。

介護・育児・⼼の健康・不妊治療等で「⽀援や配慮が必要だが受けられていない」と回答

した者がそれぞれ 3 割強にのぼった。令和 6 年度の分析的研究では、⽉経随伴症状の重症

度とプレゼンティーズムの間に明確な量反応関係（p for trend < 0.001）が確認され、症状

が重い群では多変量調整後もプレゼンティーズムのオッズが⼤幅に上昇していた。本成果

は国際誌（Journal of Occupational and Environmental Medicine）に既に発表された。⼤

企業調査では、⼥性労働者の POS は 40 代以降に有意に低下する傾向が⽰され、専⾨相談

窓⼝の設置・対応体制の構築・⽣理休暇取得しやすい環境整備等の施策の認知が、POS と

有意な正の関係を⽰した。⼀⽅、⽉経⾃⼰管理ツール・アプリ提供の認知は負の関係を⽰

した。令和 7 年度の健診活⽤研究では、24,441名のうち 22%が⼥性特有の健康課題により

職場で困っていると回答し、その 88%が健診リーフレットの 8 項⽬のいずれかに該当し

た。リーフレット項⽬は過多⽉経の特異度 0.93、⽉経随伴症状の感度 0.84、更年期症状の

特異度 0.90 を⽰し、健診の場における簡便なスクリーニングとしての有⽤性が確認され

た。 

【結論】3 年間の研究を通じ、⽉経随伴症状をはじめとする⼥性特有の健康課題は、⼥

性労働者のプレゼンティーズムに有意な影響を与えていることが定量的に⽰された。⼤企

業においては、⼥性の健康⽀援施策の整備、特に相談体制の構築や⽣理休暇取得しやすい

環境整備が、⼥性従業員の POS 向上と関連していた。さらに、2026 年から導⼊された健

診における⼥性の健康課題に関する追加質問とリーフレットは、職場で困難を抱える可能

性の⾼い⼥性労働者を簡便に把握する⼿段として有⽤であることが確認された。これらの

エビデンスは、職場における⼥性の健康課題に対する具体的な⽀援施策の優先順位設定及

び、健診を起点とした受診勧奨・職場連携モデルの基盤として活⽤されることが期待され

る。 

 

研究代表者 
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⽴⽯ 清⼀郎（産業医科⼤学 産業⽣態科学研究所 災害産業保健センター） 

研究分担者 

⾼ すみれ（産業医科⼤学 産業⽣態科学研究所 環境疫学研究室 ⼤学院⽣） 

芳中 亮太（産業医科⼤学） 

桑鶴 知⼀郎（産業医科⼤学） 

⼤澤 ⼩夜⼦（産業医科⼤学） 

安永 匡志（産業医科⼤学） 

⼭下 哲史（産業医科⼤学） 

⽥原 有希（産業医科⼤学） 
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Ａ．研究⽬的 

我が国では 2025 年時点で 15〜64歳⼥

性のうち 75%が就業しており、労働⼈⼝

の約 46%を⼥性が占める。少⼦⾼齢化に

伴う労働⼒不⾜と共働き世帯の増加を背

景に、⼥性労働者の健康保持増進と就業

継続⽀援は、⽇本の労働⼒維持に直結す

る重要課題となっている。⼀⽅で、⽉経

随伴症状（有症率約 47.8%）、過多⽉経

（同 15-30%）、更年期症状（同 52-63%）

といった⼥性特有の健康課題は、⽣理学

的・⼼理社会的メカニズムを介して⼥性

の⼼⾝に影響を及ぼし、就業上のパフォ

ーマンス（プレゼンティーズム）、⽋勤

（アブセンティーズム）、ひいては昇進

の諦め・短時間勤務への変更・離職とい

った雇⽤劣化を引き起こすことが指摘さ

れている。 

本分担研究は、研究計画のうち主研究

3「⼥性労働者調査」を担うものであり、

⼥性労働者を対象とした⼤規模疫学調査

を通じて、職場における⼥性の健康課題

の実態を体系的に明らかにすることを⽬

的とした。具体的には、以下の 3 点を 3

年間にわたり段階的に達成することを⽬

指した。 

・⼀般⼥性労働者を対象とした基礎的

疫学調査により、⼥性特有の健康課

題、プレゼンティーズム、メンタル

ヘルス、雇⽤への影響等の実態を把

握し、症状の重症度と就業パフォー

マンスとの量的関連を定量的に明ら

かにすること。 

・健康経営に注⼒する⼤企業の⼥性労

働者を対象とした調査により、職場

の健康関連施策の認知度と、⼥性従

業員の知覚された組織的⽀援

（POS）との関係性を、企業差を考

慮したマルチレベル分析により検証

すること。 

・2026 年から⼀般健康診断の標準的な

問診票に導⼊された⼥性の健康課題

に関する追加質問及び症状確認リー

フレットの妥当性を検証し、健診を

起点とした⼥性労働者の健康⽀援モ

デルを提⽰すること。 

 

Ｂ．研究⽅法 

本分担研究は、対象集団と研究⽬的の

異なる 2 つの研究系統を組み合わせて構

成した。 

 

１．⼀般⼥性労働者を対象とした疫

学調査系統 

（１）令和 5 年度：基礎的疫学調査 

2023 年 12 ⽉ 7⽇から 12 ⽉ 18 ⽇にか

けて、インターネット調査会社が保有す
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るパネルモニターのうち、就業中の 18歳

から 69歳までの⼥性労働者を対象とした

質問紙調査の実施を委託した。研究対象

者の選定にあたっては層化サンプリング

を⽤い、18-19 歳 400 名、20 代から 60

代の各年代 1,200 名ずつ、計 6,400 名を

回収⽬標とした。年代ごとに 3 つの業務

内容（主にデスクワーク、主に⼈と話す

仕事、主に⾝体を使う仕事）、5 つの居

住地域、計 15単位が均等割り付けとなる

ようサンプリングした。回収後、不正回

答者を特定するための質問に誤回答した

者を除外し、解析⽤データを作成した。 

調査項⽬には、基本属性、家族の状況、

仕事の状況、作業内容とその頻度、職業

性ストレス簡易調査票（BJSQ）に基づく

仕事のストレス要因と周囲の⽀援、健康

状 態 、 Work Functioning Impairment 

Scale（WFun）によるプレゼンティーズ

ム評価、K6 によるメンタルヘルス評価、

Menstrual Distress Questionnaire

（MDQ）に基づく⽉経随伴症状、医療機

関受診状況、雇⽤・職務における変化等

を含めた。本研究は産業医科⼤学倫理委

員会の承認（承認番号：ER23-036）を受

けて実施した。 

（２）令和 6 年度：⽉経随伴症状とプ

レゼンティーズムとの関連分析 

令和 5 年度に取得したデータをもとに、

⽉経のある 3,332 名の⼥性労働者を対象

とした分析的疫学研究を⾏った。⽉経随

伴症状は痛み、集中⼒低下、⾏動変化、

⾃律神経失調、⽔分貯留、否定的情緒の

6 項⽬について 5 件法で評価し、プレゼ

ンティーズムはWFun 21点以上を「あり」

と定義した。各⽉経症状を独⽴変数、プ

レゼンティーズムを従属変数として、ロ

バスト分散を⽤いたポアソン回帰分析に

より有所⾒割合⽐（Prevalence Ratio: 

PR）と 95%信頼区間を推定した。年齢調

整解析、及び年齢・学歴・配偶関係・職

種・等価所得・企業規模・夜勤頻度で調

整した多変量解析を⾏った。 

（３）令和 7 年度：健診における追加

質問とリーフレット症状確認票の妥当

性検証 

2025年12⽉19⽇から28⽇にかけて、

18 歳以上 69 歳以下の⽇本在住⼥性有職

者 27,480 名（除外後解析対象 24,441 名）

を対象としたウェブ匿名横断調査を実施

した。年代と居住地域ごとに上限を設定

した層化サンプリングにより偏りを抑え

た。調査では、2026 年から健診の標準的

な問診票に追加された質問「⼥性特有の

健康課題（⽉経困難症、⽉経前症候群、

更年期障害など）で職場において困って

いることがありますか」、リーフレット

に記載された 8 項⽬の症状確認票（例：
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⽉経時の吐き気・下痢・頭痛で仕事や家

庭⽣活に影響がある）への回答、及び既

存の症状質問票（過多⽉経は SAMANTA、

更年期症状はMRS等）への回答を取得し

た。⽉経のある 13,852名で過多⽉経・⽉

経随伴症状を、40 歳以上 16,652 名で更

年期症状を評価し、リーフレット項⽬の

感度・特異度を算出した。本研究は産業

医科⼤学倫理委員会の承認（承認番号：

ER25-065）を受けて実施した。 

 

２．⼤企業における労働者調査系統 

（１）令和 5 年度：⼤企業労働者の予

備調査と調査項⽬の検討 

2023 年 7 ⽉から 12 ⽉にかけて、企業

及び健康保険組合が共同して参加する研

究会（コラボヘルス研究会）の参加企業

に所属する従業員を対象に質問票調査を

実施した。研究会参加企業 24社のうち、

20 社は健康経営優良法⼈ 2023 ⼤規模法

⼈部⾨に認定された企業であった。調査

項⽬は、社会⼈⼝統計学的特性、⼼理的

苦痛（K6）、ワーク・エンゲイジメント

（Utrecht Work Engagement Scale 3項

⽬版）、知覚された組織的⽀援（POS）、

Work Functioning Impairment Scale

（WFun）等とした。無効回答を除いた

24,237 名（⼥性 5,005 名）について、年

齢、性別、職種、雇⽤形態、K6、ワー

ク・エンゲイジメント、POS、WFun を

対象とした分析を⾏った。 

また、令和 5 年度健康経営度調査（経

済産業省）の調査項⽬を参考に、⼥性特

有の健康関連課題に対する職場施策の実

施状況及びニーズを問う質問項⽬ 4 問を

令和 6 年度の本調査⽤に作成した。 

（２）令和 6 年度：⼥性の健康関連施

策と POS との関係性分析 

企業及び健康保険組合（22 団体）が在

籍する研究会のうち、従業員アンケート

への参加企業（9 社：製造業（医薬品）3

社、製造業（化学製品）2 社、製造業

（機械）1社、製造業（⾷料品）1社、製

造業（⾮鉄⾦属）1社、サービス業1社）

に在籍する⼥性従業員 4,284 名を対象に

質問票調査を実施した。 

⽬的変数として⽇本語版 SPOS のうち

妥 当 性 が 確 認 さ れ た POS （ SPA: 

Sufficiency of Positive Aspects）の 8 項

⽬を使⽤し、各項⽬ 0-6 点の 7 件法で測

定し、項⽬数で除した平均スコア（0-6

点）を連続変数として扱った。説明変数

として、⼥性特有の健康関連課題に対す

る 11 の職場施策（婦⼈科健診への⾦銭補

助、相談窓⼝設置、対応体制構築、⺟性

健康管理サポート、⽣理休暇環境整備、

更年期⽀援、⾻密度低下予防⽀援、⼥性

専⽤休憩室、⽉経⾃⼰管理ツール提供等）
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の認知状況をダミー変数として⽤いた。

調整変数として年齢、職種、就業形態、

学歴、⽉経・更年期症状の有無を投⼊し、

企業コードでネストしたマルチレベル分

析（線形混合効果モデル）を実施した。

さらに「症状なし」「⽉経症状のみあり」

「更年期症状のみあり」の 3 群に層別化

した分析も⾏った。統計学的有意⽔準は

5%未満とした。 

 

Ｃ．研究結果 

１．⼀般⼥性労働者を対象とした疫

学調査の成果 

（１）令和 5 年度：基礎的疫学調査の

結果（5,626 名解析） 

不正回答者 534 名を除外し、5,626 名

を解析対象とした。年代・居住地域・業

務内容による層化サンプリングのため、

これらはほぼ均等に分布していた。回答

者の半数は派遣社員・契約社員（8%）ま

たはパート・アルバイト（42%）であり、

3 割が会社勤務または公務員等であった。 

健康状態及び就業パフォーマンスに関

する結果は以下のとおりであった。 

・過去 30⽇間で体調・⼼の健康調⼦

が良くなかった⽇数が 5⽇以上の

者：それぞれ約 20%。 

・体調不良で仕事を休んだ⽇数（アブ

センティーズム）が 5⽇以上：

3.5%。 

・体調不良にもかかわらず就業した⽇

数（プレゼンティーズム）が 5⽇以

上：9.8%。 

・WFun 21点以上の中等度以上の労働

機能障害：16%。 

・K6 5点以上（中等度ストレス）：約

半数、13点以上（重度ストレス）：

14%。 

・⽉経や更年期障害などの⼥性の健康

を理由とした 1 年以内の退職・転

職：4%、勤務時間短縮：4%、休

職：3%。 

経験している健康状態と仕事上の⽀障

については、以下が確認された。 

・⽉経のある 3,332名のうち 36.4%が

⽉経困難症や⽉経前症候群といった

⽉経に関する体調を経験。 

・こころの健康（17%）、おりもの・

性器の痒み・痛み（18%）、更年期

に関すること（12%、全体）、育児

との両⽴（9%）、介護との両⽴

（5%）。 

・こころの健康に関することを経験す

る者のうち 9割が「少し以上困って

いる」と回答、18%が「とても困っ

ている」と回答。 
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・「⽀援や配慮が必要だが受けられて

いない」と回答した割合：介護との

両⽴、こころの健康、不妊治療がそ

れぞれ 3割強で最多。 

⽉経随伴症状（MDQに基づく 7項⽬）

では、「少しある」以上の回答が最も多

い症状は痛み（70%超）であり、「かな

りある」「とてもひどい」の合計が最多

の症状は否定的情緒（イライラ・憂うつ

感）の 21%であった。 

医療機関受診状況については、⽉経関

連で過去受診を含め24%、定期受診/治療

中 10%。更年期関連（40歳以上 3,370名）

で過去受診を含め12%、定期受診/治療中

4%にとどまり、⼥性特有の健康課題に対

する受診率の低さが定量的に⽰された。 

（２）令和 6 年度：⽉経随伴症状とプ

レゼンティーズムとの関連（3,332 名

解析） 

⽉経のある 3,332名（年齢中央値 37歳）

を対象とした分析的疫学研究では、6 項

⽬の⽉経随伴症状すべてにおいて、症状

が重くなるほどプレゼンティーズムの PR

が有意に上昇する量反応関係が確認され

た（年齢調整解析・多変量解析のいずれ

も p for trend < 0.001）。例えば、集中

⼒・判断⼒・注意⼒・記憶⼒の低下が

「なし」と回答した群に⽐べ、「とても

ひどい」と回答した群では、年齢調整済

PR 4.74（95%CI: 3.46-6.50）、多変量調

整済 PR 2.95（95%CI: 2.12-4.11）であっ

た。⽉経随伴症状の重症度を点数化した

合計値とプレゼンティーズムの有所⾒割

合との間には明確な量反応関係が観察さ

れた（p for trend < 0.001）。 

症状の内訳では、71.8%が⽉経に伴う

⾝体的痛みを、67.2%が⼼理症状を、

57.1%が認知機能低下を経験していた。

合計スコアが最も⾼い群（13-28 点）に

おけるプレゼンティーズムの割合は 36%

であり、⽇本⼈労働者全体のプレゼンテ

ィーズム発⽣率（約 20%）を⼤きく上回

った。 

本 研 究 成 果 は 、 Journal of 

Occupational and Environmental 

Medicine に論⽂として発表された（Koh 

S, Okawara M, Hirashima K, Kuwazuru T, 

Yamashita S, Ohkubo N, Tateishi S, 

Fujino Y. Association of Menstrual-

related Symptoms and Presenteeism: A 

Cross-sectional Study of Working 

Women in Japan. doi: 

10.1097/JOM.0000000000003340）。 

（３）令和 7 年度：健診における追加

質問とリーフレット症状確認票の妥当

性（24,441 名解析） 

解析対象 24,441 名のうち、5,271 名

（22%）が⼥性特有の健康課題により職
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場で困っていると回答した。困っている

と回答した 5,271名のうち4,659名（88%）

が、リーフレットに記載された 8 つの症

状の少なくとも 1 つに該当した。 

リーフレット項⽬の妥当性（既存症状

質問票を基準とした感度・特異度）は以

下のとおりであった。 

・過多⽉経（SAMANTA 3点以上）：

リーフレット 3項⽬のいずれかに該

当する場合の感度 0.53、特異度

0.93。 

・⽉経随伴症状：リーフレット 4項⽬

のいずれかに該当する場合の感度

0.84、特異度 0.64。 

・更年期症状（MRS 中等度以上）：感

度 0.46、特異度 0.90。 

これらの結果は、健診における追加質

問及びリーフレットが、⼥性特有の健康

課題により職場で困難を抱える可能性の

⾼い労働者を簡便に把握するスクリーニ

ング⼿段として有⽤であることを⽰唆し

た。特に、過多⽉経・更年期症状につい

ては特異度が⾼く、⽉経随伴症状につい

ては感度が⾼い特徴が確認された。 

 

２．⼤企業における労働者調査の成

果 

（１）令和 5 年度：⼤企業労働者の予

備調査結果（24,237 名解析） 

健康経営優良法⼈を中⼼とした⼤企業

に勤務する労働者 24,237名を対象に解析

を⾏った。男性 19,232 ⼈（79%、平均

45.2 歳）、⼥性 5,005 ⼈（21%、平均

41.7 歳）であった。職種は男性で専⾨

的 ・技術的 職 業 47.4% 、 ⼥ 性 で 事務

46.9%が最多であった。雇⽤形態は男性

95.9%、⼥性 94.0%が正社員であり、全

国平均（男性 77.8%、⼥性 46.6%）に⽐

して⼤幅に⾼かった。 

精神的健康・ワーク関連指標について、

以下が確認された。 

・K6 スコア 5以上（軽度⼼理的苦

痛）：男性 35.6%、⼥性 40.9%。 

・K6 スコア 10以上（気分・不安障害

相当）：男性 13.0%、⼥性 15.1%

（国⺠⽣活基礎調査の値とほぼ同

等）。 

・ワーク・エンゲイジメント平均値：

男性 3.1、⼥性 3.0（パンデミック後

の⽇本の⼤規模調査の 2.4 を上回

る）。 

・ワーク・エンゲイジメント、POS、

WFunの平均値に⼤きな男⼥差な

し。 

注⽬すべき所⾒として、年代別 POS の

男⼥⽐較では、男性の POS は年代によっ

て⼤きく変化しないが、⼥性の POS は年

代が増す毎に低下する傾向を認めた。

20-30代では⼥性の POS が男性より⾼い
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⼀⽅、40代以降は⼀貫して⼥性のPOSが

男性より低かった。これにより、40 代以

上の⼥性労働者の POS低下が、令和 6 年

度本調査の重要な検討課題として位置付

けられた。 

また、令和 6 年度に実施する⼥性の健

康関連施策の取り組み状況を問う質問項

⽬ 4 問及び、⽉経・更年期症状の有無・

困っている程度・医療機関受診状況を問

う項⽬を設計した。 

（２）令和 6 年度：⼥性の健康関連施

策と POS との関係性（4,284 名解析） 

9社の⼥性従業員4,284名を対象とした

マルチレベル分析の結果、参加企業間で

POS スコアの平均値（3.65〜4.19）及び

⼥性の健康関連施策の認知率にばらつき

が認められた。例えば、「婦⼈科健診・

検診への⾦銭補助」の認知率は 56.8%〜

90.3%、「⽣理休暇を取得しやすい環境

の整備」の認知率は 11.9%〜56.6%の範

囲であった。 

全体分析では、調整変数を投⼊後も、

以下の施策の認知が POS スコアと有意な

正の関係を⽰した。 

・婦⼈科健診・検診の受診に対する就

業時間認定や有給特別休暇付与（係

数 0.11、p=0.01） 

・従業員や保健師等による⼥性の健康

専⾨の相談窓⼝の設置（係数 0.15、

p<0.001） 

・⼥性特有の健康関連課題に対応可能

な体制の構築（係数 0.22、

p<0.001） 

・妊婦健診等の⺟性健康管理のための

サポートの周知徹底（係数 0.17、

p<0.001） 

・⽣理休暇を取得しやすい環境の整備

（係数 0.23、p<0.001） 

⼀⽅、「⽉経随伴症状の⾃⼰管理を⽀

援するツールやアプリの提供」の認知は、

POS スコアと有意な負の関係を⽰した

（係数 -0.40、p=0.02）。その他の施策

（婦⼈科健診・検診補助、推進部署設置、

更年期症状⽀援、⼥性専⽤休憩室）と

POS スコアとの間に有意な関係は認めら

れなかった。 

症状の有無で層別化した分析では、症

状の有無により関連する施策が異なる傾

向が⽰された。 

・症状なし群：「婦⼈科健診特別休暇

付与」「専⾨相談窓⼝設置」「⺟性

健康管理周知」「⽣理休暇環境整

備」が POS と有意な正の関係。「⽉

経⾃⼰管理ツール」は有意な負の関

係（係数 -0.55、p=0.02）。 

・⽉経症状のみ群：「対応体制構築」

（係数 0.39、p<0.001）、「⽣理休
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暇環境整備」（係数 0.22、

p<0.001）が正の関係。 

・更年期症状のみ群：「専⾨相談窓⼝

設置」（係数 0.37、p<0.001）、

「対応体制構築」（係数 0.34、

p=0.04）、「⽣理休暇環境整備」

（係数 0.34、p<0.001）、「⾻密度

低下予防⽀援」（係数 0.47、

p=0.03）が正の関係。 

これらの結果は、⼥性労働者の POS 向

上に向けては、画⼀的な施策ではなく、

対象者の健康状態に応じた施策の選択・

提供が重要であることを⽰唆した。 

 

Ｄ．考察 

１．3 年間の研究で得られた中核的

知⾒ 

3 年間にわたる本分担研究を通じ、⼥

性労働者を対象とした 2 系統の疫学調査

から、以下の 3 点が中核的な知⾒として

浮かび上がった。 

第⼀に、⽉経随伴症状をはじめとする

⼥性特有の健康課題は、⼥性労働者のプ

レゼンティーズムに有意かつ⽤量依存的

な影響を与える。令和 6 年度の分析的研

究では、症状が「とてもひどい」群では、

症状なし群と⽐較して多変量調整後でも

プレゼンティーズムのオッズが約 3 倍に

上昇していた。重度症状群におけるプレ

ゼンティーズム発⽣率（36%）は、⽇本

⼈労働者全体の平均（約 20%）を⼤きく

上回っており、⼥性特有の健康課題が労

働⽣産性に与える影響の⼤きさが定量的

に裏付けられた。本知⾒は、職場におけ

る⼥性の健康⽀援の経営的意義を⽰すエ

ビデンスとして、企業の意思決定者に対

する説得材料となりうる。 

第⼆に、職場が実施する⼥性の健康関

連施策は、その「整備の有無」よりも

「従業員に認知され、利⽤される」状態

にあることが、⼥性従業員の POS（知覚

された組織的⽀援）と有意に関連する。

令和 6 年度の⼤企業調査では、「相談窓

⼝設置」「対応体制構築」「⽣理休暇取

得しやすい環境整備」など、組織が従業

員の個別の状況やニーズに関⼼を持ち対

応しようとする姿勢を⽰す施策が、特に

POS と強い正の関係を⽰した。⼀⽅、

「⽉経⾃⼰管理ツール・アプリ提供」は

負の関係を⽰し、⾃助努⼒を促す形式の

施策が、組織からの⽀援感とは必ずしも

結びつかない可能性が⽰唆された。さら

に、症状の有無による層別化分析からは、

症状を持つ群（特に更年期症状あり群）

でより多くの施策が POS と正に関連して

おり、対象者の健康状態に応じた施策設

計の重要性が⽰された。 

第三に、2026 年から⼀般健康診断の標
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準的な問診票に追加された⼥性の健康課

題に関する質問及びリーフレット症状確

認票は、職場で困難を抱える可能性の⾼

い⼥性労働者を簡便にスクリーニングす

る⼿段として有⽤であることが、24,441

名規模の検証により確認された。健診で

「困っている」と回答した者の 88%がリ

ーフレット 8 項⽬のいずれかに該当して

おり、健診の場における情報提供と受診

勧奨を体系化する基盤として機能しうる

ことが⽰された。本知⾒は、職場・健診

医療機関・婦⼈科医療機関を結ぶ連携モ

デルの構築に直接活⽤できる。 

 

２．我が国の産業保健活動への⽰唆 

本研究の知⾒から、我が国の産業保健

活動に対し、以下の⽅向性が⽰唆される。 

第⼀に、⼥性労働者のプレゼンティー

ズム評価を、産業保健活動の指標の⼀つ

として組み込むことが望まれる。⽉経随

伴症状は、痛み・⾝体症状・⼼理症状・

認知機能低下が複合的に組み合わさる特

徴を持ち、単⼀症状の評価では実態を捉

えきれない。WFun のような包括的指標

と症状質問票を組み合わせ、⼥性労働者

の業務能⼒への影響を体系的に把握する

仕組みが、職場における⽀援の優先順位

設定に資する。 

第⼆に、職場の健康関連施策の設計に

おいては、施策の「整備」のみならず、

「従業員への周知・利⽤促進」を⼀体的

に進める運⽤設計が必要である。本研究

で明らかになったように、企業内の POS

は⼥性労働者の年代別に⼤きく変動し、

特に 40代以降の低下が顕著である。この

層は更年期症状を経験しやすい層と重な

るため、更年期に関する相談体制の整備、

⽣理休暇取得しやすい環境（更年期障害

における通院休暇等を含む柔軟な運⽤）、

専⾨相談窓⼝の設置等が、組織の⽀援姿

勢を⽰すメッセージとして特に効果的で

ある。 

第三に、健診における⼥性の健康課題

に関する追加質問とリーフレットの活⽤

は、産業保健職・健診医・主治医を結ぶ

連携の起点として有望である。健診で

「困っている」と回答し、リーフレット

項⽬に該当した労働者に対し、産業医⾯

談や婦⼈科受診勧奨につなげる業務フロ

ーを各事業場で確⽴することが、⼥性労

働者の早期⽀援を実現する具体的⽅策と

なる。本研究で⽰された感度・特異度は、

リーフレット項⽬を⼀次スクリーニング

として⽤いる際の判断材料となる。 

 

３．本研究の限界と今後の課題 

本分担研究には以下の限界がある。第

⼀に、令和 5・7 年度のインターネット調
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査は、調査会社のパネルモニター及びウ

ェブ募集に基づくため、回答者には⼀定

の⾃⼰選択バイアスが含まれる可能性が

ある。⼀⽅で、層化サンプリングにより

年代・地域・職種の偏りは抑えられてい

る。第⼆に、令和 6 年度の⼤企業調査は

健康経営優良法⼈を中⼼とした企業を対

象としており、健康経営に積極的でない

企業や中⼩企業の実態は反映されていな

い。第三に、横断研究のデザインのため、

施策の認知と POS、症状とプレゼンティ

ーズムの間の因果関係の⽅向性について

は慎重な解釈が必要である。 

今後の課題としては、（１）⼤企業以

外、特に中⼩企業や男性⽐率の⾼い業種

における⼥性労働者の実態把握、（２）

縦断的研究デザインによる施策導⼊効果

の検証、（３）健診における追加質問・

リーフレットの実装後の運⽤評価と、職

場・医療機関連携モデルの効果検証、

（４）⽉経・更年期症状の重症度評価ツ

ールの妥当性検証と簡便化、（５）⼥性

特有の健康課題への⽀援が労働市場参

加・離職予防に与える経済的影響の評価、

が挙げられる。 

 

Ｅ．結論 

3 年間にわたる本分担研究では、⼥性

労働者を対象とした 2 系統の⼤規模疫学

調査を通じて、職場における⼥性の健康

課題の実態と、それに対する職場施策・

健診⽀援のあり⽅について、定量的なエ

ビデンスを提供した。 

本研究の主要な結論は以下のとおりで

ある。 

・⽉経随伴症状の重症度はプレゼンテ

ィーズムと⽤量依存的に関連し、重

度症状群のプレゼンティーズム発⽣

率（36%）は⼀般労働者平均（約

20%）を⼤きく上回る。痛み・⾝体

症状・⼼理症状・認知機能低下が複

合的に労働パフォーマンスに影響を

与える。 

・⼥性労働者の POS は 40代以降に有

意に低下する。職場の健康関連施策

のうち、「専⾨相談窓⼝の設置」

「対応体制の構築」「⽣理休暇取得

しやすい環境整備」「⺟性健康管理

周知」が、⼥性従業員の POS と特に

強く正に関連する。 

・施策の効果は対象者の健康状態によ

って異なる。症状を持つ⼥性に対し

ては、対応体制構築や相談窓⼝設置

等の組織的⽀援を⽰す施策が特に

POS 向上に寄与する。⼀⽅、⽉経⾃

⼰管理ツール・アプリ提供は、組織

的⽀援感には必ずしも結びつかな

い。 



- 15 - 

・2026 年から導⼊された健診における

⼥性の健康課題に関する追加質問

は、22%の⼥性労働者が「職場で困

っている」と回答する実態を捉えう

る。リーフレット症状確認票は、過

多⽉経の特異度 0.93、⽉経随伴症状

の感度 0.84、更年期症状の特異度

0.90 であり、職場で困難を抱える⼥

性労働者の簡便なスクリーニング⼿

段として有⽤である。 

・健診における追加質問とリーフレッ

トの活⽤は、産業保健職・健診医・

婦⼈科医療機関を結ぶ連携モデルの

起点として、⼥性労働者の早期⽀援

に資する可能性がある。 

これらの知⾒は、職場における⼥性の

健康課題に対する施策の優先順位設定、

健診を活⽤した連携モデルの構築、及び

産業保健職向けの教育プログラムの内容

設計の基礎情報として活⽤されることが

期待される。今後は、中⼩企業や多様な

業種への知⾒の拡張、縦断的研究による

因果関係の検証、施策導⼊後の運⽤評価

が、引き続き重要な課題である。 

 

Ｆ．健康危険情報 

特になし。 

 

Ｇ．研究発表 

１．論⽂発表 

Koh S, Okawara M, Hirashima K, 

Kuwazuru T, Yamashita S, Ohkubo N, 

Tateishi S, Fujino Y. Association of 

Menstrual-related Symptoms and 

Presenteeism: A Cross-sectional Study 

of Working Women in Japan. Journal of 

Occupational and Environmental 

Medicine. doi: 

10.1097/JOM.0000000000003340 

（その他、令和 7 年度の健診追加質問・

リーフレット検証研究に基づく論⽂を学

術誌に投稿準備中） 

２．学会発表 

（⽉経随伴症状とプレゼンティーズムの

関連、⼥性の健康関連施策と POS の関係

性、健診追加質問の妥当性検証に関する

学会発表を順次予定） 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録

状況（予定を含む） 

１．特許取得：なし 

２．実⽤新案登録：なし 

３．その他：なし 

 

Ｉ．引⽤・参考⽂献 
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【測定尺度】 

・Work Functioning Impairment Scale 

(WFun)：プレゼンティーズム評価尺

度 

・Menstrual Distress Questionnaire 

(MDQ)：⽉経随伴症状評価尺度 

・Kessler 6 (K6)：⼼理的苦痛評価尺

度 

・Utrecht Work Engagement Scale 

(UWES-3)：ワーク・エンゲイジメ

ント評価尺度 

・Survey of Perceived Organizational 

Support (SPOS)：知覚された組織的

⽀援尺度（⽇本語版） 

・職業性ストレス簡易調査票（BJSQ） 

・SAMANTA 質問票：過多⽉経評価 

・Menopause Rating Scale (MRS)：

更年期症状評価尺度 

 

【関連する政策・ガイドライン】 

・経済産業省．令和 5 年度健康経営度

調査 

・厚⽣労働省．⼀般健康診断の標準的

な問診票（2026 年改定、⼥性特有の

健康課題に関する質問追加） 

・厚⽣労働省．⼥性特有の健康課題の

症状確認票リーフレット 

 

【関連する分担研究報告書】 

・令和 5 年度分担研究報告書「職場に

おける⼥性の健康保持増進に向けた

基礎的疫学調査」 

・令和 5 年度分担研究報告書「職場に

おける⼥性の健康保持増進に向けた

⼤企業における労働者調査」 

・令和 6 年度分担研究報告書「⽇本の

⼥性労働者における⽉経随伴症状と

プレゼンティーズムとの関連」 

・令和 6 年度分担研究報告書「職場に

おける⼥性の健康に関する施策と知

覚された組織的⽀援との関係性」 

・令和 7 年度分担研究報告書「健診時

に案内する⼥性の健康課題について

の質問と症状確認に関する分析」 
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厚⽣労働科学研究費補助⾦ 

（労働安全衛⽣総合研究事業） 

 
 

職場における⼥性の健康保持増進のための 

効果的な産業保健活動の確⽴に向けた研究 

（23JA0501） 

 
 

分担総合研究報告書 

 
 

分担研究４： 

⼥性労働者における医学的問題点の整理及び対応ツールの開発 

―セルフチェックから健診担当医パンフレットまでの 3 年間の体系的開発― 

 
 
 
 

研究分担者 ⾦城 泰幸 

（産業医科⼤学 医学部 産科婦⼈科学 助教） 

 
 
 

研究期間：令和 5 年度〜令和 7 年度 

 
  



- 2 - 

令和 5〜7 年度 厚⽣労働省科学研究費補助⾦ 

職場における⼥性の健康保持増進のための効果的な産業保健活動の確⽴に向けた研究 

 
分担総合研究報告書 

 
分担研究４：⼥性労働者における医学的問題点の整理及び対応ツールの開発 

 
研究分担者 ⾦城 泰幸 （産業医科⼤学 医学部 産科婦⼈科学 助教） 

 

研究要旨 

【背景・⽬的】⽉経随伴症状や更年期障害等の⼥性特有の健康課題は、症状を有してい

ても産婦⼈科への受診につながらない事例が多く、⼥性労働者の就労継続や QOL の低下を

招く要因となっている。さらに、令和 6 年 11 ⽉の「労働安全衛⽣法に基づく⼀般健康診断

の検査項⽬等に関する検討会」中間とりまとめを受け、令和 8 年（2026 年）から定期健康

診断の標準的な問診票に⼥性特有の健康課題に関する質問が追加されることとなった。健

康診断を担当する医師（以下、健診担当医）の多くは産婦⼈科を専⾨としないため、これ

らの疾患に対する事前学習と現場対応のための⽀援ツールが急務となった。本分担研究

は、3 年間にわたり、（１）労働者本⼈が⽤いるセルフチェックツール、（２）健診担当

医が⽤いる対応ツール、（３）健診担当医向け事前学習パンフレットを段階的に開発する

ことを⽬的とした。 

【⽅法】令和 5 年度は、臨床現場の産婦⼈科医 9 名を対象としたインタビューを実施

し、就労世代の⼥性が産婦⼈科疾患の症状をセルフチェックできる質問項⽬の原案を作成

した。対象疾患は悪性腫瘍、⼦宮筋腫、⼦宮内膜症、⽉経前症候群・⽉経前不快気分障

害、更年期障害の 5 疾患群とした。令和 6 年度は、産婦⼈科医 2 名と健診担当医 4名への

インタビューに基づき、健診担当医が⼥性の健康課題に対応する際に使⽤するツールを設

計・作成した。対象は⽉経困難症、過多⽉経症、⽉経前症候群、更年期障害の 4 疾患群と

し、ツールは「症状確認の問診」「想定される疾患群の提⽰」「疾患群に対する対処⽅法

や治療⽅法の概略」「受診や相談が可能な窓⼝・Web サイトの提供」の 4要素から構成し

た。令和 7 年度は、研究班会議（研究代表者及び研究分担者 7 名参加）とメール審議を経

て、健診担当医向けの事前学習パンフレット原案を完成させた。 
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【結果】令和 5 年度に作成したセルフチェックツール原案は、痛み、⽉経異常や不正出

⾎、排泄の障害、気分の障害、体重や体の変化、家庭⽣活（⾷事・睡眠・性交渉）、職業

⽣活（アブセンティーズム）の 6 項⽬に分類された計 18 質問で構成された。⼀部の質問は

対象年齢（45歳以上）を設定し更年期症状を捕捉する設計とした。令和 6 年度の健診担当

医向け対応ツールでは、令和 5 年度のセルフチェックツールから 4 疾患群を抽出可能な質

問項⽬を選定し、産婦⼈科を専⾨としない医師が想定疾患群と治療⽅法の概略を情報提供

できる構成とした。令和 7 年度のパンフレット原案は、「⼥性特有の健康課題を健康診断

で扱う背景」「健診担当医の役割」「⼥性特有の健康課題とは？」「対応時の注意点」の

4 項⽬から構成された。健診担当医の役割として、診断や専⾨医への紹介状発⾏は求めら

れず、健康状態への気づきの促進と医療機関へのアクセス⽀援が中⼼であることを明記し

た。また、⽉経周期とホルモン分泌、年齢によるエストロゲン・プロゲステロン変動の図

表、症状から想定される病態のフローチャートを盛り込み、産婦⼈科を専⾨としない医師

でも事前学習できる内容とした。プライバシー配慮、事業者への情報提供は本⼈申出に基

づくこと、問診への回答が受診者の選択に委ねられることも明記した。 

【結論】3 年間にわたり、⼥性労働者本⼈・健診担当医の双⽅を⽀援する⼀連の医学的

対応ツール（セルフチェックツール、健診担当医対応ツール、事前学習パンフレット）を

体系的に開発した。これらは、令和 8 年から導⼊される健診問診票への⼥性の健康課題追

加と連動し、健診を起点とした早期発⾒・受診勧奨・職域連携モデルの基盤として活⽤し

うる。今後は、パンフレットを補完する映像教材の制作と、現場での使⽤時の有⽤性検証

が課題である。 

 

研究協⼒者 

松浦 祐介（産業医科⼤学 産業保健学部 広域・発達看護学 教授） 
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Ａ．研究⽬的 

⽉経随伴症状や更年期障害等の⼥性特

有の健康課題は、⼥性労働者の QOL や就

業継続に⼤きな影響を及ぼす。⽉経随伴

症状の有症率は約 47.8%、過多⽉経の有

病率は 15-30%、更年期症状の有症率は

52-63%とされ、⼥性のライフコースを通

じて⾼頻度に発⽣する。⼀⽅で、これら

の症状を有していても医療機関を受診し

て治療を受けている割合は半数以下とさ

れ、受療⾏動の不⾜が課題となっている。 

このような背景の中、令和 6 年 11 ⽉ 1

⽇に公表された「労働安全衛⽣法に基づ

く⼀般健康診断の検査項⽬等に関する検

討会」の中間とりまとめにおいて、定期

健康診断における⼀般健康診断問診票に、

⼥性特有の健康課題に関する質問を追加

することが適当とされた。これにより、

令和 8 年（2026 年）から、健康診断の場

が、⼥性特有の健康課題に対する早期発

⾒・気づき促進・受診勧奨の起点として

活⽤されることとなった。 

⼀⽅で、健康診断を担当する医師（健

診担当医、産業医を含む）の多くは産婦

⼈科を専⾨としないため、⽉経困難症、

過多⽉経、⽉経前症候群（PMS）・⽉経

前不快気分障害（PMDD）、更年期障害

といった疾患に対する事前学習と現場対

応のための⽀援ツールの整備が急務であ

る。また、⼥性労働者本⼈が⾃⾝の症状

をセルフチェックし、受診の必要性を判

断する⼿段の開発も、受療⾏動の促進に

不可⽋である。 

本分担研究は、研究計画のうち主研究

4「⼥性労働者における医学的問題点の

整理及び学会・研究班らとの連携」を担

うものであり、3 年間にわたり以下の⽬

的を段階的に達成することを⽬指した。 

・就労世代の⼥性が職域においてセル

フチェックを⾏い、産婦⼈科受診の

きっかけとなる質問項⽬を作成する

こと（令和 5 年度）。 

・健診担当医が⼥性の健康課題で就労

に困難を感じる⼥性に対応する際に

使⽤するツールを作成すること（令

和 6 年度）。 

・健診担当医が事前学習に⽤いること

ができる、⼥性特有の健康課題に関

するパンフレットを完成させること

（令和 7 年度）。 

 

Ｂ．研究⽅法 

本分担研究は、3 年間にわたり段階的

にツールを開発する設計で、各年度に専

⾨家インタビュー及び研究班での検討を

組み合わせて実施した。 
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１．令和 5 年度：労働者向けセルフ

チェックツール原案の作成 

就労⼥性がセルフチェックする際の対

象となる産婦⼈科疾患を設定し、続いて

臨床業務に従事する産婦⼈科医 9 名に対

してインタビューを実施した。インタビ

ューでは、対象となる産婦⼈科疾患ごと

に患者から得られる主訴や症状を抽出し

た。抽出された主訴・症状を症状分類別

に整理し、⾮医療職が⽤いることを想定

して平易な⾔葉での質問項⽬原案を作成

した。対象とする産婦⼈科疾患は、就労

世代における有病率や家庭・社会⽣活へ

の影響を参考に、悪性腫瘍、⼦宮筋腫、

⼦宮内膜症、⽉経前症候群・⽉経前不快

気分障害、更年期障害の 5 疾患群とした。 

 

２．令和 6 年度：健診担当医向け対

応ツールの作成 

対象期間は 2024 年 10 ⽉から 2025 年

4 ⽉とした。対象とする⼥性の健康課題

として⽉経随伴症状と更年期障害を取り

上げ、対象疾患群を⽉経困難症、過多⽉

経症、⽉経前症候群、更年期障害の 4 つ

に設定した。 

産婦⼈科医 2 名と健康診断を担当する

医師 4 名にインタビューを実施し、ツー

ルの概要を設定した。ツール設計におい

ては、令和 5 年度に作成したセルフチェ

ックツールから 4 疾患群を抽出可能な質

問項⽬を産婦⼈科医 2 名で選定し、就労

や⽇常⽣活の困難をトリアージできる構

成を検討した。さらに、産婦⼈科を専⾨

としない医師が、想定される疾患群と治

療⽅法の概略を情報提供でき、受診⾏動

を促せる内容を加え、ツール原案を作成

した。 

 

３．令和 7 年度：健診担当医向け事

前学習パンフレットの完成 

2025 年 11 ⽉に研究代表者と研究分担

者 7 名の参加のもと研究班会議を実施し、

その後メール審議を踏まえてパンフレッ

ト原案を作成した。 

作成プロセスは以下の段階を踏んだ。

第⼀に、原案を作成する⽬的、対象とす

る⼥性の健康課題（⽉経前症候群・⽉経

前不快気分障害、⽉経困難症、更年期障

害）を確認した。第⼆に、原案を構成す

る項⽬（後述）を選定した。第三に、産

婦⼈科診療に当たる 2 名の研究者でドラ

フトを作成し、研究代表者とともに修正

した。最後に、研究班内での確認を経て

完成した。 

パンフレット作成にあたっては、令和

6 年 11 ⽉公表の「労働安全衛⽣法に基づ

く⼀般健康診断の検査項⽬等に関する検
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討会」中間とりまとめの内容を踏まえ、

得られた情報に対するプライバシーの配

慮と受診者からの申出に基づく事業者対

応の重要性を明記する設計とした。さら

に、⼥性特有の健康課題を学習する上で、

ホルモン分泌の変動をイメージできる図

表（⽉経周期とホルモン分泌、年齢によ

るエストロゲン・プロゲステロン変動）

を盛り込み、症状から想定される病態の

フローチャートを設けた。 

 

Ｃ．研究結果 

１．令和 5 年度の成果：労働者向け

セルフチェックツール原案 

産婦⼈科医 9 名へのインタビューを通

じて抽出した主訴・症状を、以下の症状

分類別に整理し、計 18 の質問項⽬から構

成されるセルフチェックツール原案を作

成した。 

（１）症状分類と質問項⽬ 

【痛み】 

・毎回の⽉経時に痛み⽌めが必要であ

る 

・⽉経以外に痛み⽌めを必要とする痛

みが毎⽉出現する 

【⽉経異常や性器出⾎】 

・夜⽤の⽣理⽤品を使⽤しても 1-2時

間の交換が必要である 

・⽉経量が多い⽇が 2⽇以上続くこと

がある 

・⽉経以外の出⾎が毎⽉ある 

・⽣理⽤品を交換する短い時間でも⽉

経⾎が流れ出る 

【排泄の障害】 

・2-3時間おきに尿意を感じ排尿する 

・便秘になったり、便が細くなったと

感じる 

・排便時に痛みを伴うようになった 

【気分の障害】 

・⽉経前から⽉経中にかけていらいら

や不安、気分の落ち込みがあり、仕

事や家庭⽣活を充分に取り組めない

ことがある 

【体重や体の変化】 

・急にお腹だけが出てきて太ってきた

と感じることがある 

・姿勢を変えることでお腹に動きを感

じる 

・お腹がすかず、腹満感を感じる 

・（45歳以上は回答）突然の体熱感や

発汗、動悸を感じ、仕事や家庭⽣活

を充分に取り組めないことがある 

・（45歳以上は回答）寝つきが悪いこ

と、眠りが浅いことがあり、仕事や

家庭⽣活に影響を及ぼすことがある 

【⽣活機能の障害】 

・性交渉時に必ず出⾎を伴うようにな

った 
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・性交渉時に以前は感じなかった痛み

を感じることが増えた 

【職業⽣活の⽀障】 

・⽉経に伴う症状のため⽉経のたびに

⼀⽇以上の仕事を休むことがある 

（２）設計上の特徴 

特定の質問項⽬（更年期症状を捕捉す

る 2 項⽬）には対象年齢（45歳以上）を

設けて回答を促すよう設計した。質問項

⽬は⾮医療職が⽤いることを想定して平

易な⾔葉で構成され、就労世代の⼥性が

⾃⾝の症状を⾃⼰評価し、受診が必要な

場合に受診を促すツールの基盤として位

置付けられた。 

 

２．令和 6 年度の成果：健診担当医

向け対応ツール原案 

（１）ツールの構成 

健診担当医が⼥性の健康課題を対応す

る際に使⽤するツールの概要は、以下の

4要素で構成された。 

・症状確認の問診 

・想定される疾患群の提⽰ 

・疾患群に対する対処⽅法や治療⽅法

の概略 

・受診や相談が可能な窓⼝、Webサイ

トの提供 

（２）症状確認の問診の設計 

有症状の⼥性に対し就労や⽇常⽣活の

困難をトリアージできる内容となるよう

配慮した。令和 5 年度の分担研究で作成

した就労⼥性のセルフチェックツールか

ら、4 疾患群（⽉経困難症、過多⽉経症、

⽉経前症候群、更年期障害）が抽出でき

る質問項⽬を産婦⼈科医 2 名で選定した。

具体的には、痛み、⽉経異常、気分の障

害、体の変化、家庭⽣活（⾷事、睡眠）、

職業⽣活（アブセンティーズム）の質問

項⽬を選択し、排泄や性交渉などの⼀部

の家庭⽣活に関わるものは除外した。 

（３）想定される疾患群の提⽰ 

産婦⼈科を専⾨としない医師でも説明

が可能となる疾患群の特徴や背景にある

関連疾患を簡潔にまとめた。⽉経困難症、

過多⽉経症、⽉経前症候群、更年期障害

の 4 疾患群について、それぞれの病態の

概要、好発年齢、典型的な症状、放置し

た場合のリスクを整理した。 

（４）対処⽅法・治療⽅法の概略と窓

⼝情報 

産婦⼈科を専⾨としない医師が、簡易

な対処⽅法や治療⽅法を情報提供し、症

状で困難を感じる⼥性へ受診⾏動を促せ

る内容を加えた。また、各疾患の専⾨的

相談・受診先となる産婦⼈科医療機関の

探し⽅、信頼性の⾼いWebサイト等の窓

⼝情報を整理した。 
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３．令和 7 年度の成果：健診担当医

向け事前学習パンフレット原案 

研究班会議とメール審議を経て、健診

担当医向けの事前学習パンフレット「⼥

性の健康を⽀援する健診担当医向けのツ

ール／⼥性特有の健康課題に対応する際

のポイント」が完成した。 

（１）パンフレットの構成 

以下の 4項⽬から構成された。 

・⼥性特有の健康課題を健康診断で扱

う背景 

・健診担当医の役割 

・⼥性特有の健康課題とは？ 

・対応時の注意点 

（２）「⼥性特有の健康課題を健康診

断で扱う背景」 

令和 6 年 11 ⽉ 1⽇に公表された「労働

安全衛⽣法に基づく⼀般健康診断の検査

項⽬等に関する検討会」中間とりまとめ

において、定期健康診断における⼀般健

康診断問診票に⼥性特有の健康課題に関

する質問を追加することが適当とされた

経緯を説明した。⼥性の健康問診は、業

務との直接的な関連性や作業関連疾患と

しての位置付けが限定的であるため、事

業者に義務付けられているものではない

こと、⽬的は⼥性⾃⾝の健康状態への気

づきを促し、必要に応じて労働者が医療

機関へアクセスできるよう⽀援すること

にあることを明記した。 

（３）「健診担当医の役割」 

健診担当医の役割として、以下の点を

明確化した。 

・問診の回答が「はい」の者に対し

て、必要に応じ⼥性特有の健康課題

に関する情報提供や専⾨医の早期受

診を促す 

・健診担当医の役割は、健康状態への

気づきを促し、受診の必要性を⼝頭

で伝え医療機関へアクセスできるよ

うに⽀援することである 

・健診担当医に対して、⼥性特有の健

康課題の診断、受診勧奨に対する紹

介状の発⾏、受診後の追跡は求めら

れていない 

これにより、産婦⼈科を専⾨としない

医師にとっての⼼理的負担を軽減し、現

場で実施可能な対応の範囲を明確化した。 

（４）「⼥性特有の健康課題とは？」 

⼥性特有の健康課題が、⽉経やホルモ

ン分泌の変動に関連する病態を指すこと、

代表的な病態として⽉経前症候群／⽉経

前不快気分障害（PMS／PMDD）、⽉経

困難症、更年期障害があり、これらが⼥

性の⽣活や仕事に影響を及ぼすこと、適

切に理解し対応することで症状の改善や
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⽣活への影響軽減が可能であることを記

述した。 

学習を補助する図表として、以下を盛

り込んだ。 

・⽉経周期とホルモン分泌の図 

・更年期障害のメカニズム：年齢によ

るエストロゲンとプロゲステロンの

変動の図 

・性成熟期・更年期・⽼年期の卵巣の

状態の図 

さらに、症状から想定される病態のフ

ローチャートを設け、3 つの状況別に該

当病態を提⽰した。 

・⽉経の 3-10⽇前に精神的・⾝体的

症状があり、⽉経と同時に消失する

場合 → ⽉経前症候群／⽉経前不快

気分障害（PMS／PMDD） 

・⽉経時に下腹部痛、腰痛・頭痛、吐

気・⾷欲低下、下痢・便秘、腹満感

等の症状がある場合 → ⽉経困難症 

・40歳代後半以降でほてり・のぼせ、

冷え、息切れ、不眠、疲労、関節

痛、頭痛、抑うつ、いらだち等の症

状がある場合 → 更年期障害 

（５）「対応時の注意点」 

健診担当医が現場で留意すべき事項と

して、以下を明記した。 

・⼥性の健康課題はその性質から、特

にプライバシーに配慮した対応が必

要である 

・問診の回答内容や受診勧奨について

は、事業者へ直接提供されることは

ない 

・受診者は⼥性の健康課題の問診に回

答する義務はなく、本⼈の希望によ

り回答しないことでも構わない 

これらは「労働安全衛⽣法に基づく⼀

般健康診断の検査項⽬等に関する検討会」

の報告書において、得られた情報に対す

るプライバシー配慮と受診者からの申出

を踏まえた事業者対応が求められている

ことに対応した記述である。 

 

Ｄ．考察 

１．3 年間の研究で得られた中核的

成果 

3 年間の本分担研究を通じて、⼥性労

働者本⼈・健診担当医の双⽅を⽀援する

⼀連の医学的対応ツールを段階的に開発

した。各年度の成果は単独でも活⽤可能

であるが、3 年間を通じて⾒ると、以下

のような体系的な発展を遂げている。 

第⼀に、令和 5 年度のセルフチェック

ツールは、就労⼥性が⾃⾝の症状を⾃⼰

評価し、受診の必要性を判断する基盤と
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して、その後のツール開発の出発点とな

った。臨床現場の産婦⼈科医 9 名へのイ

ンタビューに基づき、5 疾患群を網羅す

る 6 症状分類・18 質問の構成は、就労世

代の⼥性が経験しうる症状の幅広さを反

映している。 

第⼆に、令和 6 年度の健診担当医向け

対応ツールは、令和 5 年度のセルフチェ

ックツールから疾患トリアージに資する

質問項⽬を厳選し、4 疾患群（⽉経困難

症、過多⽉経症、⽉経前症候群、更年期

障害）に焦点を絞ることで、健康診断と

いう時間的制約のある現場で実⽤可能な

構成とした。これにより、ツールの利⽤

主体が「労働者本⼈」から「健診担当医」

へとシフトし、健診の場での対応⽀援と

いう新たな機能が加わった。 

第三に、令和 7 年度のパンフレット原

案は、健診担当医が事前学習として活⽤

できる完成度の⾼い教材として整備され

た。令和 6 年 11 ⽉の検討会中間とりまと

めを踏まえ、令和 8 年から導⼊される健

診問診票への⼥性の健康課題追加に直接

連動する内容となっており、健診担当医

の役割の明確化、想定病態のフローチャ

ート、ホルモン分泌の図表、プライバシ

ー配慮等の実務上の留意点を体系的にま

とめた。 

 

２．我が国の産業保健・健診活動へ

の⽰唆 

本分担研究の成果は、我が国の産業保

健及び健診活動に対し、以下の⽅向性を

提⽰する。 

第⼀に、⼥性特有の健康課題に対する

健診を起点とした⽀援モデルが、本研究

のツール群によって具体化された。健診

担当医が産婦⼈科を専⾨としない場合で

も、本パンフレットを事前学習に⽤い、

対応ツールを現場で活⽤することで、⼥

性労働者の早期気づき・受診勧奨が体系

的に実施可能となる。これは、令和 8 年

から導⼊される健診問診票への⼥性の健

康課題追加と⼀体的に運⽤されることが

期待される。 

第⼆に、健診担当医の役割を「診断や

紹介状発⾏」ではなく「気づきの促進と

医療機関へのアクセス⽀援」と明確化し

たことは、現場の実務的負担を軽減し、

健診担当医が無理なく対応できる範囲を

提⽰する点で重要である。これにより、

産婦⼈科を専⾨としない健診担当医にも、

⼥性の健康課題への対応が現実的な業務

として組み込まれる素地が整った。 

第三に、プライバシー配慮、事業者へ

の情報提供は本⼈申出に基づくこと、問

診への回答が受診者の選択に委ねられる

ことを明記したことは、⼥性労働者の安
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⼼感を担保し、率直な相談を促進する基

盤となる。これは、健診における⼥性の

健康課題への取り組みが、労働者の⾃律

性と尊厳を尊重した形で実装されること

を保証する。 

 

３．本研究の限界と今後の課題 

本分担研究には以下の限界がある。第

⼀に、令和 5・6 年度のツール作成に⽤い

た専⾨家インタビューは、それぞれ産婦

⼈科医 9 名、産婦⼈科医 2 名・健診医 4

名と限定的な規模であり、より広範な臨

床現場の意⾒の取り込みが今後の課題で

ある。第⼆に、開発したセルフチェック

ツール、健診担当医向け対応ツール、事

前学習パンフレットは、いずれも研究班

での検討を経た原案の段階であり、実際

の現場（健診機関、職場、医療機関）で

の使⽤時の有⽤性、利便性、効果につい

ては未検証である。第三に、本ツール群

は⽉経困難症、過多⽉経、⽉経前症候群、

更年期障害を中⼼とした疾患群を対象と

しており、⼥性特有の健康課題のうち、

悪性腫瘍、⼦宮筋腫、⼦宮内膜症等のよ

り重篤な疾患の早期発⾒についての位置

付けは、令和 5 年度のセルフチェックツ

ールに含まれるものの、本研究の中⼼的

成果には含まれていない。 

今後の課題としては、（１）パンフレ

ットを補完する映像教材の制作（令和 7

年度の研究班でも次年度以降の課題とし

て位置付け済み）、（２）開発したツー

ル群の現場での有⽤性検証（健診担当医

を対象とした使⽤評価、⼥性労働者を対

象とした受診⾏動への影響評価）、（３）

健診担当医向けの研修プログラムへの組

み込みと普及活動、（４）健診後の医療

機関連携の標準フローの開発、（５）職

域・健診医療機関・婦⼈科医療機関の 3

者連携モデルの構築と評価、（６）悪性

腫瘍等のより重篤な疾患の早期発⾒に向

けたツール拡張、が挙げられる。 

 

Ｅ．結論 

3 年間にわたる本分担研究では、⼥性

労働者の医学的問題点の整理を通じ、

（１）労働者本⼈が⽤いるセルフチェッ

クツール、（２）健診担当医が⽤いる対

応ツール、（３）健診担当医向け事前学

習パンフレットを段階的に開発した。こ

れらは、令和 8 年から導⼊される⼀般健

康診断問診票への⼥性の健康課題追加と

連動する形で設計されており、健診を起

点とした⼥性労働者の健康⽀援モデルの

基盤を形成する。 

本研究の主要な結論は以下のとおりで

ある。 



- 12 - 

・就労世代の⼥性が産婦⼈科関連の健

康問題をセルフチェックできる質問

項⽬（5 疾患群、6 症状分類、18 質

問）を作成し、産婦⼈科受診のきっ

かけとなるツールの基盤を構築し

た。 

・健診担当医が⼥性の健康課題に対応

する際に使⽤するツール（症状確認

問診、想定疾患群提⽰、対処・治療

⽅法概略、相談窓⼝情報の 4要素構

成）を作成し、産婦⼈科を専⾨とし

ない医師でも現場で活⽤可能な設計

とした。 

・健診担当医向け事前学習パンフレッ

ト（背景、健診担当医の役割、⼥性

特有の健康課題の解説、対応時の注

意点の 4項⽬構成）を完成し、ホル

モン分泌の図表、症状から想定され

る病態のフローチャートを盛り込ん

だ実⽤的な教材として整備した。 

・健診担当医の役割を「診断や紹介状

発⾏」ではなく「気づきの促進と医

療機関へのアクセス⽀援」と明確化

することで、産婦⼈科を専⾨としな

い医師の現場負担を軽減した。 

・プライバシー配慮、事業者への情報

提供は本⼈申出に基づくこと、問診

への回答が受診者の選択に委ねられ

ることを明記し、⼥性労働者の⾃律

性と尊厳を尊重した運⽤設計を確保

した。 

今後は、パンフレットを補完する映像

教材の制作、開発したツール群の現場で

の有⽤性検証、健診担当医向け研修プロ

グラムへの組み込みと普及活動、健診後

の医療機関連携の標準フロー開発が、引

き続き重要な課題である。本研究の成果

が、令和 8 年から導⼊される健診におけ

る⼥性の健康課題への対応の現場で広く

活⽤され、⼥性労働者の早期気づき・受

診促進・就業継続に資することを期待す

る。 

 

Ｆ．健康危険情報 

特になし。 

 

Ｇ．研究発表 

１．論⽂発表 

（本研究で開発したツール群の現場での

有⽤性検証結果に基づく論⽂発表を、今

後予定） 

２．学会発表 

（本研究で開発したツール群について、

産業医学関連学会及び産婦⼈科関連学会

での発表を予定） 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録

状況（予定を含む） 

１．特許取得：なし 

２．実⽤新案登録：なし 

３．その他：なし 

 

Ｉ．参考資料 

【本研究で開発したツール群】 

・産婦⼈科受診のためのセルフチェッ

クツール原案（令和 5 年度作成、5

疾患群対象、計 18 質問） 

・健診担当医向け⼥性の健康課題対応

ツール原案（令和 6 年度作成、4疾

患群対象） 

・健診担当医向け事前学習パンフレッ

ト「⼥性の健康を⽀援する健診担当

医向けのツール／⼥性特有の健康課

題に対応する際のポイント」（令和

7 年度完成） 

 

【関連する政策・指針】 

・労働安全衛⽣法に基づく⼀般健康診

断の検査項⽬等に関する検討会 中

間とりまとめ（令和 6 年 11 ⽉ 1⽇

公表） 

・労働安全衛⽣法に基づく定期健康診

断 ⼀般健康診断問診票（令和 8 年

改定、⼥性特有の健康課題に関する

質問追加） 

 

【関連する分担研究報告書】 

・令和 5 年度分担研究報告書「産婦⼈

科受診のためのセルフチェックツー

ルの開発」（⾦城 泰幸） 

・令和 6 年度分担研究報告書「健康診

断の担当医に向けた⼥性の健康課題

に対する対応ツールの開発」（⾦城 

泰幸、松浦 祐介） 

・令和 7 年度分担研究報告書「健康診

断の担当医に向けた⼥性の健康課題

に対する対応ツールの開発②」（⾦

城 泰幸） 
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厚⽣労働科学研究費補助⾦ 

（労働安全衛⽣総合研究事業） 

 
 

職場における⼥性の健康保持増進のための 

効果的な産業保健活動の確⽴に向けた研究 

（23JA0501） 

 
 

分担総合研究報告書 

 
 

分担研究５：職場における⼥性の健康保持増進のための 

アクションチェックリスト・e ラーニング及び提⾔ 

―産業医・管理職・アドボケイト向け研修ツールと厚⽣労働省公表マニュアルの開発― 

 
 
 
 

研究代表者 ⽴⽯ 清⼀郎 

（産業医科⼤学 産業⽣態科学研究所 災害産業保健センター 教授） 

研究分担者 

古屋 佑⼦（東海⼤学医学部 基盤診療学系 衛⽣学公衆衛⽣学 講師） 

原⽥ 有理沙（産業医科⼤学 産業⽣態科学研究所 災害産業保健センター ⾮常勤講師） 

藤野 善久（産業医科⼤学 産業⽣態科学研究所 環境疫学研究室 教授） 

⼩⽥上 公法（産業医科⼤学 産業⽣態科学研究所 産業保健経営学 助教） 

⾦城 泰幸（産業医科⼤学 医学部 産科婦⼈科学 助教） 

⼤河原 眞（産業医科⼤学 医学部 公衆衛⽣学 准教授） 
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研究期間：令和 6 年度〜令和 7 年度 
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令和 6〜7 年度 厚⽣労働省科学研究費補助⾦ 

職場における⼥性の健康保持増進のための効果的な産業保健活動の確⽴に向けた研究 

 
分担総合研究報告書 

 
分担研究５：職場における⼥性の健康保持増進のためのアクションチェックリ

スト・e ラーニング及び提⾔ 

 
研究分担者  

⽴⽯ 清⼀郎 （産業医科⼤学 産業⽣態科学研究所 災害産業保健センター 教授） 

研究分担者 

古屋 佑⼦（東海⼤学医学部 基盤診療学系 衛⽣学公衆衛⽣学 講師） 

原⽥ 有理沙（産業医科⼤学 産業⽣態科学研究所 災害産業保健センター ⾮常勤講師） 

藤野 善久（産業医科⼤学 産業⽣態科学研究所 環境疫学研究室 教授） 

⼩⽥上 公法（産業医科⼤学 産業⽣態科学研究所 産業保健経営学 助教） 

⾦城 泰幸（産業医科⼤学 医学部 産科婦⼈科学 助教） 

⼤河原 眞（産業医科⼤学 医学部 公衆衛⽣学 准教授） 

 

研究要旨 

【背景・⽬的】本分担研究は、3 年間の研究計画における主研究 5「アクションチェック

リスト・e ラーニング・提⾔」を担うものであり、本研究班全体の最終的な実装成果物を

形にする位置付けにある。すなわち、分担研究 1〜4 で蓄積された⽂献的・疫学的・質的・

医学的知⾒を統合し、（１）職場で⼥性の健康管理を実装するためのアクションチェック

リスト、（２）対象者別の研修ツール（管理職・アドボケイト・産業医）、（３）健診を

起点とした⼥性の健康課題への対応に係る政策実装ツール（厚⽣労働省公表マニュアル）

の 3 層を完成させ、エビデンス・実装ツール・政策の三者を結びつけることを⽬的とし

た。 

【⽅法】令和 6 年度は、研究班全体の E ラーニングコンテンツ作成のための情報サイト

調査、専⾨家ヒアリング、コンテンツ作成⽅針の検討を実施した（古屋）。令和 7 年度
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は、4つのサブテーマを並⾏して実装した。①管理職向け Eラーニング動画コンテンツ 10

本の制作（古屋、各 5 分程度、9 項⽬）、②⼥性健康アドボケイト養成プログラムの開発

（⽴⽯・原⽥、Chapter 0〜10 の 11 章 E ラーニング、ロールプレイ Web シミュレータ

ー、統合ホームページ）、③産業医を対象としたアクションチェックリスト研修プログラ

ムの開発と評価（⽴⽯、5 領域 41 項⽬チェックリスト、3 会場・181 名の産業医を対象と

した研修と評価）、④健診機関向け及び事業者向け実施マニュアルの作成（⽴⽯、検討会

議論内容の内容分析、研究班分担研究のナラティブ統合、厚⽣労働省との 6 回の協議、検

討会構成員 10名からの個別意⾒の専⾨家合意形成⼿続きによる反映）。 

【結果】令和 6 年度は、職場のラインケアや産業保健スタッフ向け研修コンテンツが既

存サイトでは少数であることを踏まえ、対象者明確化・短時間化・パイロット併⾛を⽅針

として整理した。令和 7 年度の主要成果は以下の通りである。①管理職向け E ラーニング

は「なぜ、事業場で⼥性の健康管理を⾏うのか？」「医学的基礎知識」「業務パフォーマ

ンス」「関連法令」「会社制度・相談窓⼝」「相談体制の整備」「事業場内連携」「医療

機関連携」「⾃企業の現状把握のススメ」の 9 項⽬について、5 分程度の動画 10 本として

完成した。②アドボケイト養成プログラムは、Chapter 0「なぜ、今必要なのか」から

Chapter 10「繋ぎ先と最初の⼀歩」までの全 11章 Eラーニング教材、ロールプレイ Web

シミュレーター、統合ポータルとして完成し、YouTube プレイリスト及び Web サイトで

公開された。③アクションチェックリスト研修は、札幌市産業医協議会 2 回・熊本県医師

会研修 1回の計 3会場で実施し、産業医 181名から回答を得た。研修評価は、わかりやす

さ 88.0%、推進⽅法の理解 97.0%、実践可能性 90.3%、推進意欲 92.7%といずれも⾼い肯

定的評価が得られた。3 会場で選択率上位項⽬（多様性の尊重、休憩環境整備、相談窓⼝

設置）が⼀致し、本ツールの地域・対象を超えた適⽤可能性が⽀持された。④健診機関向

けマニュアル（全 25 ⾴）及び事業者向けマニュアル（全 21 ⾴）を完成させ、令和 8 年

（2026 年）1 ⽉ 19 ⽇付で厚⽣労働省より公表された。両マニュアルは「健診機関‐労働

者‐専⾨医‐事業者」の四者連携モデルを政策実装の枠組みとして提⽰した。 

【結論】3 年間にわたる本研究班の知⾒を、産業医・管理職・アドボケイト・健診担当

医・事業者の各ステークホルダーが現場で活⽤可能な実装ツール群へと結実させた。特

に、健診機関向け及び事業者向けマニュアルが厚⽣労働省より公表されたことは、本研究

班の知⾒が政策実装にまで到達したことを意味する。本研究の独⾃性は、業務起因性が明

確でない⼥性特有の健康課題を、産業保健の枠組みの中で実装可能な形に落とし込んだ
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点、及び、複層的な対象者（産業医・管理職・アドボケイト・健診担当医）に対する研修

ツールを統合的に整備した点にある。今後は、開発した各ツールの普及と運⽤実態のフォ

ローアップ、効果検証、必要に応じた改訂を進める必要がある。 

 
 
研究協⼒者 

新⾥ なつみ（⻄⽇本新聞プロダクツ 保健師） 

⼤久保 直紀（産業医科⼤学 産業⽣態科学研究所 環境疫学研究室 助教） 

松浦 祐介（産業医科⼤学 産業保健学部 広域・発達看護学 教授） 

中澤 祥⼦（東海⼤学医学部 基盤診療学系 衛⽣学公衆衛⽣学 助教） 

⽴道 昌幸（東海⼤学医学部 基盤診療学系 衛⽣学公衆衛⽣学 教授） 

川島 恵美（株式会社 Keep Health 代表、産業医） 

絹川 千尋（株式会社産業医システムズ 代表、産業医） 

澤島 智⼦（JR東海健康管理センター東京健康管理室 産業医） 
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Ａ．研究⽬的 

本分担研究は、研究計画における主研

究 5「アクションチェックリスト・e ラー

ニング・提⾔」を担うものである。本研

究班全体の最終的な実装成果物を形にす

る位置付けにあり、分担研究 1〜4 で蓄積

された知⾒（⽂献レビュー、事業場ヒア

リング、⼥性労働者疫学調査、医学的整

理）を統合し、エビデンスを実装ツール、

ひいては政策実装にまで結びつけること

を⽬的とした。 

１．我が国の政策動向と本研究の位

置付け 

近年、⼥性の就業率の増加に伴い、⼥

性特有の健康課題（⽉経困難症、⽉経前

症候群、更年期障害等）への対応の重要

性が⼀層⾼まっている。「⼥性活躍・男

⼥共同参画の重点⽅針 2023（⼥性版⾻太

の⽅針2023）」（令和 5 年 6⽉13⽇）、

「経済財政運営と改⾰の基本⽅針 2023

（⾻太の⽅針 2023）」（令和 5 年 6⽉ 16

⽇閣議決定）、続く「⼥性活躍・男⼥共

同参画の重点⽅針 2024（⼥性版⾻太の⽅

針 2024）」（令和 6 年 6⽉ 11⽇）にお

いて、事業者健診（労働安全衛⽣法に基

づく⼀般定期健康診断）に係る問診に⽉

経困難症、更年期症状等の⼥性の健康に

関連する項⽬を追加することが盛り込ま

れた。 

これを受け、厚⽣労働省において「労

働安全衛⽣法に基づく⼀般健康診断の検

査項⽬等に関する検討会」（座⻑：髙⽥

礼⼦聖マリアンナ医科⼤学予防医学教室

主任教授）が開催され、令和 6 年 11⽉ 1

⽇に中間とりまとめが公表された。続い

て令和 7 年 1⽉ 17⽇付け労働政策審議会

建議「今後の労働安全衛⽣対策について」

でも同様の⽅針が⽰された。研究代表者

は当該検討会の構成員として議論を主導

した⽴場にあり、研究班の知⾒を直接政

策実装へと反映する機会に恵まれた。 

経済産業省の試算によれば、⼥性特有

の健康課題による経済損失は年間約 3.4

兆円にのぼる。職場における⼥性の健康

管理を実効性のあるものとするためには、

エビデンスの整理にとどまらず、産業

医・管理職・同僚（アドボケイト）・健

診担当医・事業者が現場で実装可能な具

体的なツールの整備が不可⽋である。 

 

２．本分担研究の具体的⽬的 

以上を踏まえ、本分担研究は以下の 4

つのサブテーマを統合的に実装すること

を⽬的とした。 

・①管理職向け Eラーニングコンテン

ツの開発：管理職・⼈事労務担当

者・産業保健スタッフを対象とし、
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職場における⼥性の健康課題に関す

る知識普及と理解促進を図る Eラー

ニング動画教材の開発。 

・②⼥性健康アドボケイト養成プログ

ラムの開発：これまでの調査で「同

僚⼥性に対する相談のしやすさ・解

決のしやすさは専⾨医・産業医・産

業保健師よりも⾼い」との知⾒を踏

まえ、同僚⼥性を⽀援する⽴場の

「アドボケイト」を養成する包括的

プログラム（Eラーニング・シミュ

レーター・ポータル）の開発。 

・③産業医向けアクションチェックリ

スト研修の開発と評価：英国規格協

会（BSI）のガイドライン PAS 6553

を参考に、職場における⼥性の健康

管理に関する 5領域 41項⽬のアク

ションチェックリストを開発し、産

業医を対象とした研修プログラムを

実装・評価し、嘱託産業医を経由し

た事業場への普及戦略の有効性を検

証する。 

・④健診機関向け及び事業者向け実施

マニュアルの作成：検討会の議論及

び本研究班の分担研究知⾒を統合

し、健診を起点とした⼥性の健康課

題への対応の政策実装ツールとし

て、健診機関向け及び事業者向けの

実施マニュアルを作成し、厚⽣労働

省より公表する。 

 

Ｂ．研究⽅法 

本分担研究は、令和 6 年度に基礎調査

と⽅針策定、令和 7 年度に 4 サブテーマ

の実装、として段階的に実施した。 

 

１．令和 6 年度：E ラーニングコン

テンツ作成のための基礎研究 

職場の健康管理に精通した産業医学の

専⾨医 5 名で⼥性の健康管理に関する研

修資料やサイトの項⽬・内容を収集した。

収集した内容をリスト化して全員で共有

し、今後の研修⽤ E ラーニング作成に関

する⽅向性についてディスカッションを

⾏った。また、E ラーニングコンテンツ

のひとつとして取り⼊れられている動画

に つ い て は 、 動 画 作 成 の 専 ⾨ 家

（KayaLall 櫻井野乃太⽒）と作成にあた

っての意⾒交換を実施した。 

 

２．令和 7 年度サブテーマ①：管理

職向け E ラーニングコンテンツの開

発 

職場の健康管理に精通し、⼥性の健康

課題についての知識を有する産業医 3 名

と研究分担者（古屋）が、E ラーニング

コンテンツの項⽬リストを作成した。そ
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れぞれの⽴場や担当企業等の背景を踏ま

えてリストに意⾒を出し、必要な内容を

更新した。4 名で E ラーニング動画のも

ととなるパワーポイントを作成して全員

に共有し、過不⾜や表現についてディス

カッションしながらブラッシュアップを

⾏った。産業保健の研究者である 3 名は、

作成したリスト及び E ラーニングのパワ

ーポイントを確認し、表現⽅法や記載、

内容について意⾒を出した。最終的に、

リストとパワーポイントは全員で共有し

て合意した。作成したパワーポイントを

外部業者に依頼し、動画作成を⾏った。

各動画は約 5 分程度に抑え、興味のない

労働者にも視聴してもらえるよう短時間

化を徹底した。 

 

３．令和 7 年度サブテーマ②：⼥性

健康アドボケイト養成プログラムの

開発 

産業医、産業保健スタッフ、⼥性の健

康課題の専⾨家による検討会において、

アドボケイトに必要な知識・態度・スキ

ルを整理した。その上で、（１）短時間

で繰り返し視聴可能な E ラーニング教材、

（２）学んだ内容を体験的に定着させる

ためのロールプレイ・シミュレーター、

（３）両者へのアクセスを統合する情報

発信ポータル、の 3 層構造でプログラム

を設計した。 

E ラーニング教材は、章⽴て・主要メ

ッセージ・図表・出典の検討を経て、

Chapter 0からChapter 10までの全 11章

として構成した。各章はおおむね 5 分程

度で視聴できる分量とし、ファクトチェ

ックを研究代表者（⽴⽯）が担当し、資

料作成の専⾨業者（⻄⽇本新聞プロダク

ツ）に依頼してデザイン性・可読性の⾼

いスライドおよび動画として完成させた。

完成した Eラーニング動画はYouTube の

プレイリスト形式で公開した。 

ロールプレイ・シミュレーターは、

Web ブラウザ上で動作するロールプレイ

教材として開発した。受講者は、相談場

⾯を模した対話シナリオの中で、傾聴・

情報提供・専⾨職へのつなぎといったア

ドボケイトの⾏動を選択することで、⾃

⾝の対応の適切性をフィードバックとと

もに確認できる仕組みとした。Firebase

等のクラウド基盤上に構築し、Web ブラ

ウザから無償でアクセスできる形で公開

した。 

E ラーニングとシミュレーターへの導

線を⼀元化するため、研究班が運営する

⼥性健康管理ホームページ内にアドボケ

イトトレーニング専⽤ページを設置した。 
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４．令和 7 年度サブテーマ③：アク

ションチェックリスト研修の開発と

評価 

（１）アクションチェックリストの開

発 

英国規格協会（BSI）のガイドライン

PAS 6553、国際的なスコーピングレビュ

ー、及び国内のエキスパートオピニオン

を基盤として、「⼥性の健康管理アクシ

ョンチェックリスト」を開発した。本チ

ェックリストは、（１）組織⽂化・啓発

（8 項⽬）、（２）⽅針・制度（15 項

⽬）、（３）相談・⽀援体制（4 項⽬）、

（４）職場環境整備・物理的調整（8 項

⽬）、（５）働き⽅・柔軟性（6 項⽬）

の 5領域・計 41項⽬から構成される。 

（２）研修プログラムの構成 

嘱託産業医が事業場滞在時間の制約の

中で実装可能であることを意識し、研修

は約 90 分で「講義 → アクションチェッ

クリストを⽤いたグループ討議 → 年間衛

⽣計画への落とし込み」の 3 部構成とし

た。本構成は、産業医が安全衛⽣委員会

の場で（１）現状を解説し、（２）優先

施策を選定する議論を主導し、（３）年

間計画として組織決定する、という⼀連

の実装プロセスを研修中に擬似的に体験

できるよう設計した。 

・講義パート（約 45 分）：政策議論

の進展、⼥性労働者調査からみた健

康影響と職業関連因⼦、英国規格協

会のガイドラインを参考とした職場

での対応のヒント、アクションチェ

ックリストの構造と各項⽬の意図に

ついての解説。 

・アクションチェックリストを⽤いた

実習（約 35 分）：4〜6名程度のグ

ループに分かれ、5領域 41項⽬につ

いて「⾃⾝が担当する事業場で優先

順位が⾼いと考える項⽬」について

議論。 

・年間衛⽣計画への落とし込み（約 10

分）：選定した項⽬を、安全衛⽣委

員会の年間計画にどのように組み込

むかをテンプレートを⽤いてまとめ

る。 

（３）研修開催と評価 

研修は、札幌市産業医協議会（令和 7

年 8⽉、令和 7 年 10⽉の計 2回）及び熊

本県（令和 7 年中、医師会研修 1 回）の

3 会場で実施した。研修終了時に無記名

のアンケート調査を実施し、属性、研修

評価 4 項⽬（4 件法）、アクションチェ

ックリストの優先順位（複数回答可）、

⾃由記述を収集した。回答は会場ごと及

び統合データ（n=181）について単純集

計を⾏い、有効回答 178 名について選択
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率を会場間⽐較した。 

 

５．令和 7 年度サブテーマ④：実施

マニュアルの作成 

政 策 実 装 研 究 （ implementation 

research）の枠組みに従い、以下の三段

階で実施した。 

（１）検討会議論内容の内容分析 

「労働安全衛⽣法に基づく⼀般健康診

断の検査項⽬等に関する検討会」全 11回

のうち、⼥性特有の健康課題が議論され

た 4 回（第 4 回・第 5 回・第 6 回・第 8

回）の議事録、配布資料、及び中間とり

まと め について、内容分析（content 

analysis）を⽤いて論点を抽出しコード

化した。コーディング観点は、問診の位

置付け、問診項⽬の⽂⾔案、事業者への

情報提供の可否、健診担当医に求められ

る対応、労働者から事業者への相談の出

発点、衛⽣委員会での労使話し合い、男

性の更年期障害の取扱い、⽂書名称の妥

当性、の 8 項⽬。 

（２）分担研究知⾒のナラティブ統合 

本研究班が令和 5 年度・令和 6 年度に

実施した分担研究 1〜4 の知⾒を、ナラテ

ィブ統合（narrative synthesis）の⼿法

により、マニュアル各章へ対応付ける形

でマッピングした。具体的には、⽂献レ

ビュー（分担研究 1、原⽥）、事業場ヒ

アリング調査（分担研究 2、⽴⽯・藤

野）、労働者疫学調査（分担研究 3、⼤

河原・藤野）、⼤企業対象 POS調査（分

担研究 4、⼩⽥上）、健診担当医向けツ

ール開発（⾦城）、E ラーニング開発

（古屋）の知⾒を統合した。 

（３）マニュアル作成と専⾨家合意形

成 

研究代表者を中⼼とする研究班でマニ

ュアル原案を作成した。マニュアルの基

本構造は健診機関向けと事業者向けの 2

種類とし、両者の連携を可視化するため

共通のフローチャートを冒頭に配置する

こととした。原案は厚⽣労働省労働基準

局安全衛⽣部労働衛⽣課（産業保健⽀援

室）と計 6 回の協議を経て修正した。検

討会構成員からのフィードバックは、専

⾨家合意形成（expert consensus）の⼿

続きにより反映した。第 8 回検討会では

計 10名の構成員から個別意⾒が提出され、

それぞれに対する具体的な反映を⾏った。

⽂書名称については、医学的知⾒に基づ

き推奨度を⽰す「ガイドライン」と区別

する観点から「マニュアル」を採⽤した。 

 

（４）倫理的配慮 

本研究は、公開された検討会資料及び

議事録、並びに本研究班の既存分担研究
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知⾒を基に⽂書を作成するものであり、

新たな個⼈情報の収集を伴わない。マニ

ュアル本⽂では、⼥性の健康問診の回答

が個⼈情報として保護されること、健診

機関から事業者への直接提供を⾏わない

こと、集計情報を提供する場合の本⼈意

思確認⼿続きを明記し、個⼈情報保護法

及び労働者の⼼⾝の状態に関する情報の

適正な取扱いのために事業者が講ずべき

措置に関する指針（平成 30 年公⽰第 1号）

の遵守を⼀貫した⽅針とした。 

 

Ｃ．研究結果 

１．令和 6 年度：E ラーニングコン

テンツ作成⽅針の整理 

国や厚⽣労働省が発信している情報サ

イト以外にも、各都道府県・市町村、

NPO、製薬会社、⼀般企業が発信してい

る情報サイトなど、有償無償の様々なサ

イト・ホームページから⼥性の健康管理

に関する情報が発信されていることが分

かった。⼀⽅で、公開されている情報サ

イトでは⼥性⾃⾝のセルフケアに対する

コンテンツが中⼼で、職場のラインケア

や企業の取り組みに関するものはごく少

数であった。 

研究班でのディスカッションにより、

以下の課題が抽出された。 

・既存のものとの差別化を図り、職場

の健康管理として価値あるものをど

う作るか 

・企業の中でも⼀定数いる「興味のな

い⼈」にも⾒てもらえる Eラーニン

グコンテンツとはどのようなものか 

・動画を作成した場合、どのような形

式で作成するのがよいか 

・動画以外の Eラーニングコンテンツ

はどのように作るか 

・コンテンツは難しすぎると研修企画

側がついていけなくなるが必要⼗分

な情報を届ける⽅法 

・実際にパイロットスタディを⾏って

コンテンツ修正を⾏う必要性 

動画作成の専⾨家からは「興味のない

動画は短くないと研修として成り⽴たな

い」との助⾔を得た。これらを踏まえ、

令和 7 年度の E ラーニング開発では、対

象者の明確化、5 分程度の短時間化、産

業保健スタッフが企業内で⾏う研修の素

案としての位置付けを⽅針として整理し

た。 

 

２．令和 7 年度サブテーマ①：管理

職向け E ラーニング動画 10 本の完

成 

研究班での項⽬検討の結果、以下の 9

項⽬について、5 分程度の動画 10 本とし
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て完成した。 

（１）作成した E ラーニング動画の項

⽬構成 

・①なぜ、事業場で⼥性の健康管理を

⾏うのか？（事業者・⼈事労務担当

者・管理職・産業保健スタッフ・全

ての労働者） 

・②⼥性健康課題に関する医学的な基

礎知識（同上） 

・③健康課題が業務パフォーマンスに

与える影響（事業者・⼈事労務担当

者・管理職、産業保健スタッフ・全

ての労働者） 

・④関連する法令と企業の安全配慮義

務（事業者・⼈事労務担当者・管理

職） 

・⑤利⽤可能な会社制度や相談窓⼝に

関する情報（事業者・⼈事労務担当

者・管理職） 

・⑥相談体制の整備（事業者・⼈事労

務担当者・産業保健スタッフ） 

・⑦事業場内の連携（事業者・⼈事労

務担当者・管理職） 

・⑧医療機関との連携（産業保健スタ

ッフ） 

・⑨⾃企業の現状の把握のススメ（事

業者・⼈事労務担当者・産業保健ス

タッフ） 

（２）動画作成の特徴 

動画は 5 分程度に抑え、⽂字を⽬で追

ってもらう形式で作成した。企業内で誰

か講師を⽴てて研修する場合には、講師

がスピーカーとなるため、もと資料とし

ての役割も果たせるようにした。法令に

ついては法学の専⾨家に指導を仰ぎ確認

した。10 本の動画は統⼀した作成形式と

なるよう動画制作会社と連携し、それぞ

れの動画が完成した時点で内容を全員で

確認・修正を経て完成させた。 

 

３．令和 7 年度サブテーマ②：⼥性

健康アドボケイト養成プログラムの

完成 

（１）E ラーニング教材の構成（全 11

章） 

アドボケイト養成講座の E ラーニング

教材は、Chapter 0からChapter 10まで

の全 11章から構成され、各章は約 5 分程

度の動画として作成され、講座全体とし

ても 1 時間程度で完結する分量とした。

各章のタイトル及び主な内容は以下の通

りである。 

・Chapter 0「なぜ、今必要なのか」：

⼥性の健康課題による経済的損失、

健康経営と DE&Iの観点、アドボケ

イトがいる組織のメリットを解説。 

・Chapter 1「⼥性ホルモンとライフス

テージ」：エストロゲン・プロゲス
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テロンの基本的な働き、ライフステ

ージごとに変化する健康課題を解

説。 

・Chapter 2「アドボケイトの役割」：

アドボケイトが「やってよいこと

（傾聴・情報提供）」と「やっては

いけないこと（診断・抱え込み）」

を明確化し、組織的な連携と報告の

仕組みを⽰す。 

・Chapter 3「無意識の偏⾒」：「⼥性

は体調不良を訴えやすい」「更年期

は個⼈の問題」等のステレオタイプ

に気づくためのチェックリストを⽰

す。 

・Chapter 4「⽉経と⽉経随伴症状」：

ホルモンサイクルの基礎、⽉経困難

症・過多⽉経症・PMS／PMDDの症

状とサイン、低⽤量ピル（LEP）等

の治療選択肢、婦⼈科受診の判断⽬

安。 

・Chapter 5「働く⼥性と妊娠不妊」：

妊娠期から産褥期にかけての不調、

⺟性健康管理関連法規、不妊治療の

現状（夫婦の約 4.4組に 1組が経

験）、⺟性健康管理指導事項連絡カ

ード・不妊治療連絡カードの活⽤⽅

法。 

・Chapter 6「更年期とキャリア」：更

年期症状とキャリア継続に関する課

題、職場での配慮の在り⽅。 

・Chapter 7「⼥性特有の疾患」：婦⼈

科疾患（⼦宮頸がん・⼦宮体がん・

⼦宮筋腫・⼦宮内膜症等）、貧⾎、

甲状腺疾患（バセドウ病・橋本病）

など「だるさ」の背景にある疾患に

ついて、不調の背景に隠れる病気を

理解する視点を提供。 

・Chapter 8「傾聴」：アクティブリス

ニングの 3 原則（共感・受容・⾃⼰

⼀致）、安⼼感をつくる最初の⼀⾔

（歓迎の⾔葉・安全の宣⾔・秘密保

持の約束）、症状と影響・期間・対

処状況の確認⽅法、NGワード集、

沈黙への対処。 

・Chapter 9「守秘義務とハラスメン

ト」：アドボケイト活動における守

秘義務の徹底、緊急時の例外的な情

報共有、関連するハラスメントへの

対応。 

・Chapter 10「繋ぎ先と最初の⼀

歩」：産業医・産業保健師・⼈事部

⾨・婦⼈科等、状況に応じた具体的

な繋ぎ先と、本⼈の同意を得たうえ

で連携する⼿順。 

（２）動画コンテンツの YouTube 公

開 

全11章のEラーニング動画はYouTube

のプレイリスト形式で公開した。受講者

は事業場のPC・スマートフォン等からア
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クセスし、章ごとに必要な部分を選択し

て視聴することができる。 

プ レ イ リ ス ト URL ：

https://youtube.com/playlist?list=PL9k

RdyPoJLJmv5-7H_ai-OWUcpvQbW97n 

（３）ロールプレイ・シミュレーター

の開発と公開 

E ラーニング教材で学んだ内容を実践

的に体験するためのWebシミュレーター

を開発した。受講者は、相談者役の発⾔

に対して、⾃⾝がアドボケイトとして取

りうる対応を選択し、その対応の適切性

についてフィードバックを得ることがで

きる。傾聴の 3 原則の実践、NGワードの

回避、症状や期間・対処状況の確認、専

⾨職への適切なつなぎ⽅など、本講座の

各章の学習内容を統合的に活⽤するシナ

リオを実装している 

シ ミ ュ レ ー タ ー 公 開 URL ：

https://manopause-adobocate-sim-

v2.netlify.app/ 

（４）⼥性健康管理ホームページへの

アドボケイトトレーニングページの設

置 

E ラーニング動画とシミュレーターへ

の導線を⼀元化するため、研究班が運営

する⼥性健康管理ホームページ内に「ア

ドボケイトトレーニング」のページを設

置した。当該ページから、各章の動画・

PDF 教材、シミュレーター、関連リソー

スに統合的にアクセスできる構成とした。 

 

４．令和 7 年度サブテーマ③：アク

ションチェックリスト研修の実施と

評価 

（１）研修開催と回答者属性 

研修は、札幌市産業医協議会 2 回（令

和 7 年 8 ⽉：50名、令和 7 年 10⽉：56

名）及び熊本県医師会研修 1 回（令和 7

年中：75 名）の 3 会場で実施し、合計

181 名の産業医から回答を得た。年齢構

成は 60 代が 54 名（29.8%）と最多、参

加者の医師歴中央値は 33 年（範囲 1〜56

年）、産業医歴中央値は 8 年（範囲 0〜

35 年）、産業医歴／医師歴⽐中央値は

0.28（71.2%が 0.5未満）であった。専属

産業医／嘱託産業医の別は直接尋ねてい

ないが、医師歴と産業医歴の関係から、

嘱託産業医を多く含む集団であった可能

性が⾼い。 

（２）研修評価結果 

研修評価 4 項⽬（4 件法）について、

肯定的回答（最も肯定的＋やや肯定的）

の割合は以下の通りであった。 

・わかりやすさ（n=159）：「わかり

やすい／ややわかりやすい」合計

88.0%（うち最も肯定的 59.7%） 
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・推進⽅法の理解（n=167）：「理解

できた／やや理解できた」合計

97.0%（うち最も肯定的 47.3%） 

・実践可能性（n=165）：「対応可能

／⼀部対応可能」合計 90.3%（うち

最も肯定的 27.3%） 

・推進意欲（n=165）：「ぜひ対応し

たい／対応したい」合計 92.7%（う

ち最も肯定的 25.5%） 

いずれの評価項⽬においても肯定的回

答が⼤多数を占め、本研修プログラムが

産業医にとって受容性が⾼く、⾏動意図

を喚起しうる教育コンテンツであること

が⽰唆された。 

（３）アクションチェックリストの選

択率（有効回答 178 名） 

5 領域別の項⽬あたり平均選択率は、

「相談・⽀援体制」32.3%、「組織⽂

化・啓発」30.9%、「働き⽅・柔軟性」

28.2%、「職場環境整備・物理的調整」

26.2%、「⽅針・制度」22.7%であった。

「⽅針・制度」は項⽬数が最多（15 項⽬）

にもかかわらず、項⽬あたりの選択率が

最も低かった。 

選択率上位 10項⽬を表 1 に⽰す。 

 

（４）3 会場間の選択傾向の⽐較 

3 会場間の選択率を⽐較したところ、

上位項⽬には共通して「多様性の尊重」

（札幌 1: 52.1%、札幌 2: 53.6%、熊本: 

44.6%）、「休憩環境の整備」（札幌 1: 

47.9%、札幌 2: 41.1%、熊本: 56.8%）、

「⼥性の健康専⾨の相談窓⼝の設置」

（札幌 1: 37.5%、札幌 2: 60.7%、熊本: 

47.3%）が含まれ、上位項⽬構成は3会場

で概ね⼀致した。これは、本チェックリ

ストが特定地域に偏らず、産業医集団の

専⾨的判断を反映する⼀定の妥当性をも

って機能することを⽀持する予備的所⾒

である。 

⼀⽅、選択率最下位は「インクルージ

ョン・パスポートなどのツールの使⽤検

討」（4.5%）、「集中作業のための静か

な場所の提供や騒⾳対策」（9.0%）、

「症状悪化リスクのある職務における産

業保健職の活⽤」（9.6%）、「『擁護者』

の育成および権限付与」（11.2%）であ

り、⽇本の⽂脈では概念が浸透していな

い項⽬で選択率が低い傾向が確認された。 

（５）⾃由記述から得られた⽰唆 

⾃由記述からは、本ツールの実⽤性を

肯定的に評価する記述（「アクション・

チェックリストは有益と思いました」

「両⽴⽀援とおなじように、本⼈の希望

を尊重することで、プライバシーの問題

がクリアできることを教えていただき有

意義な研修会だった」）が複数得られた

⼀⽅で、アドボカシー、擁護者、インク
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ルージョン・パスポートといった概念は

⽇本の⽂脈で理解されにくいとの指摘、

⼥性の健康管理を⼥性に限定せず包括的

な健康管理の枠組みで捉えるべきとの意

⾒、実装段階の資源⾯の課題（⼈・モ

ノ・場所・システム・ルール・予算）に

関する指摘等があった。 

 

５．令和 7 年度サブテーマ④：実施

マニュアルの作成と厚⽣労働省公表 

（１）検討会議論で確認された前提条

件 

内容分析の結果、本マニュアルが踏ま

えるべき前提条件として以下の 8 項⽬が

抽出された。 

・①⼥性特有の健康課題と業務との関

係：業務起因性⼜は業務増悪性を⽰

す明らかなエビデンスがあるとまで

は⾔えない。 

・②問診の任意性：労働安全衛⽣法

上、事業者に義務付けられているも

のではなく、受診者本⼈への気づき

を促すことを⽬的とする任意のもの

である。 

・③事業者への情報提供：問診への回

答は健診機関から事業者へ直接提供

しない。労働者本⼈が希望する場合

は専⾨医の意⾒とともに事業者に申

し出ることを出発点とする。 

・④健診担当医の役割と限界：診断を

下す場ではなく、気づきを促し、専

⾨医受診につなげるための⽀援が役

割である。 

・⑤集計情報の活⽤：取り組みに活⽤

することは可能。1 健診機関あたり

受診者が 10 ⼈未満の場合は提供し

ない。本⼈の意思確認が必要。 

・⑥衛⽣委員会等での労使の話し合

い：協議事項として強制せず、「あ

らかじめ」体制整備として位置付け

る。 

・⑦⽂書名称：「ガイドライン」と区

別するため「マニュアル」を採⽤す

る。 

・⑧男性の更年期障害：業務起因性等

の知⾒が乏しく、現時点では事業者

健診への追加は抑制的とする。 

（２）推奨される問診項⽬ 

検討会で合意された推奨問診項⽬は以

下のとおりである。 

「⼥性特有の健康課題（⽉経困難症、

⽉経前症候群、更年期障害など）で職場

において困っていることがありますか。

①はい、②いいえ」 

回答選択肢を⼆択としたのは、第 6 回

検討会で従前案にあった「どちらとも⾔

えない」について「健診担当医が対応に

困る」との意⾒が⽰されたことを反映し
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た。健診担当医（健診機関で健康診断を

担当する医師。産業医が健康診断を実施

する場合も含む）は、「①はい」と回答

した労働者に対し、必要に応じて⼥性特

有の健康課題に関する情報提供や専⾨医

への早期受診を促すこととした。 

（３）「健診機関向けマニュアル」の

構成（全 25 ⾴） 

「⼥性特有の健康課題に関する問診に

係る健診機関実施マニュアル〜健診機関

向け〜」を作成した。構成は以下のとお

りである。 

・１．マニュアルのねらい：中間とり

まとめ及び建議を踏まえた本マニュ

アルの位置付け。 

・２．基本情報：⽉経困難症、過多⽉

経症、⽉経前症候群（PMS／

PMDD）、更年期障害について、症

状、原因、専⾨医受診の⽬安を整

理。 

・３．対応⽅法：（3.1）全体像、

（3.2）基本的な考え⽅、（3.3）実

施体制、（3.4）当⽇の流れ、

（3.5）受診者への情報提供・受診勧

奨、（3.6）受診者からの事業者への

相談に係る助⾔。 

・Q&A：受診者向け及び健診機関スタ

ッフ向け計 15問。健診担当医と産

業医が兼務する場合の運⽤上の注意

（守秘義務の説明、産業医以外の⾃

社産業保健スタッフへの⾮伝達等）

を含む。 

・巻末資料：受診者に⼿交するリーフ

レット例（症状チェックリスト 8 項

⽬から疾患群を提⽰）、参考になる

⽀援機関等の⼀覧。 

当⽇の流れは「①健診スタッフへの周

知と役割分担の確認、②個⼈情報に配慮

した環境の確保、③受付・問診票の配布、

④問診票の回収と確認、⑤医師による診

察、⑥健診終了後の対応」の 6 段階で整

理した。受診勧奨にあたっては、「鑑別

疾患を求められているものではないこと」

「専⾨医受診を希望する⼈について健診

担当医が不要との判断を⾏わないこと」

「セルフケア希望者については無理に受

診を勧めず選択肢として提⽰するに留め

ること」「仕事や⽇常⽣活に強く⽀障が

ある⽅については積極的に受診を推奨す

ること」を留意点として明⽰した。 

（４）「事業者向けマニュアル」の構

成（全 21 ⾴） 

「⼥性特有の健康課題に関する問診を

活⽤した⼥性の健康管理⽀援実施マニュ

アル〜事業者向け〜」を作成した。構成

は以下のとおりである。 

・１．マニュアルのねらい 
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・２．基本情報（健診機関向けマニュ

アルと整合する 4疾患群の概要） 

・３．基本的な考え⽅（共通フローチ

ャート、留意事項：健康課題への正

しい理解、労働安全衛⽣上の位置付

け、⾃発的な健康管理の促進、個⼈

情報の保護） 

・４．⽅針決定から相談体制の整備ま

で（準備）：基本⽅針の表明、衛⽣

委員会等による労使の⼗分な話し合

い、管理職向け研修と全従業員向け

研修、相談体制の整備、⽀援制度の

整備（⽣理休暇、時間単位の年次有

給休暇、傷病・病気休暇、時差出

勤、短時間勤務、在宅勤務、フレッ

クスタイム制） 

・５．専⾨医を受診した労働者からの

相談対応：ステップ 1（労働者から

の相談・申出）、ステップ 2（業務

上の⽀障と配慮の検討）、ステップ

3（⽀援の実施とフォローアップ）

の 3段階。「治療と就業の両⽴⽀援

指針」の枠組みを援⽤。 

・６．職場環境の改善：健診機関との

連携・集計情報の活⽤、職場改善。

10 ⼈未満の場合の制限、本⼈意思確

認の⼿続きを明記。具体的な配慮の

選択肢として、ホットフラッシュ・

発汗等、腹痛・腰痛等、頻尿・経⾎

漏れ、めまい・倦怠感、集中⼒・記

憶⼒の低下（ブレインフォグ）、気

分の落ち込み・不安・イライラの 6

つの症状群ごとに物理的・環境的配

慮を表形式で整理。 

・Q&A：制度の⽬的と企業の役割、従

業員への対応と環境整備、健診機関

との連携とデータ活⽤について計 8

問。 

・参考資料：労働者・事業者が利⽤で

きる⽀援制度（団体経由産業保健活

動推進助成⾦、両⽴⽀援等助成⾦、

くるみん助成⾦）、⽀援機関、⽀援

サイトの⼀覧。 

（５）両マニュアル間の連携モデル 

健診機関向け・事業者向けの両マニュ

アルは、各章の冒頭に共通の⼿順フロー

チャートを配置した。健診機関側の「対

応⽅法」（実施体制→事前準備→当⽇の

流れ→情報提供・受診勧奨→事業者への

相談に係る助⾔）と事業者側の「⽅針決

定から相談体制整備まで」（基本⽅針表

明→衛⽣委員会での労使話し合い→管理

職・全従業員研修→相談体制・⽀援制度

整備）が並列的に進⾏する構造とした。

その後、労働者を介して「専⾨医を受診

した労働者からの相談対応」「職場環境

の改善」へとつながることを可視化した。

各章番号を相互参照する形式とし、健診

機関と事業者の担当者が⾃分の側の対応
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を確認すると同時に相⼿⽅の動きも理解

できる構造とした。 

（６）厚⽣労働省による公表 

完成した両マニュアルは、令和 8 年

（2026 年）1 ⽉ 19 ⽇付で厚⽣労働省ウ

ェブサイト（労働安全衛⽣法に基づく⼀

般健康診断の検査項⽬等に関する検討会

のページ）にて公表された。 

・公表 URL：

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpa

ge_36255.html 

 

Ｄ．考察 

１．本研究班の 3 年間の集⼤成とし

ての位置付け 

本分担研究は、研究班全体の 3 年間の

知⾒を、産業医・管理職・アドボケイ

ト・健診担当医・事業者の各ステークホ

ルダーが現場で活⽤可能な実装ツール群

へと結実させた。本研究の独⾃性は、

（１）エビデンス（分担研究 1〜4）→ 実

装ツール（管理職向け E ラーニング、ア

ドボケイト養成プログラム、アクション

チェックリスト）→ 政策（厚⽣労働省公

表マニュアル）という 3 段階を 1 つの研

究班で完結させた点、（２）業務起因性

が明確でない⼥性特有の健康課題を、産

業保健の枠組みの中で実装可能な形に落

とし込んだ点、（３）複層的な対象者に

対する研修ツールを統合的に整備した点

にある。 

特に、検討会の議論及び本研究班の知

⾒を統合した健診機関向け・事業者向け

マニュアルが、令和 8年 1⽉ 19⽇付で厚

⽣労働省より公表されたことは、本研究

班の知⾒が政策実装にまで到達したこと

を意味する。これは、厚⽣労働科学研究

費補助⾦による研究としての社会的意義

を最⼤化する成果と位置付けられる。 

 

２．「健診機関‐労働者‐専⾨医‐

事業者」の四者連携モデルの新規性 

従来、職場における健康課題への対応

は、業務起因性が明らかな疾患（職業病）

と、業務との関連が乏しい⼀般的な疾病

（私傷病）の⼆分法で整理されてきた。

しかし、⼥性特有の健康課題は、業務起

因性が明確でない⼀⽅で就業上の⽀障は

確実に存在し、この⼆分法に収まらない

領域である。本研究で構築した四者連携

モデルは、業務起因性の有無に関わらず

就業上の⽀障への対応は産業保健の重要

な役割であるとの⽴場に⽴ち、本⼈の⾃

発的な健康管理を中核としつつ、専⾨医

の診断書を介在させることで個⼈情報保

護と職場配慮を両⽴させた点に独⾃性が

ある。これは「治療と就業の両⽴⽀援指
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針」の枠組みを応⽤しつつ、健診機関を

起点とした気づきの仕組みを組み合わせ

た新しいモデルである。 

国際的には、英国の更年期ポリシーや

⼀部の⾃治体・企業の取組はあるが、健

診を起点とした全国的な実装スキームは

類例が少なく、本マニュアルが提⽰した

連携モデルは国際的にも先進的である。 

 

３．3 つの対象者別研修プログラム

の統合的設計 

本研究で開発した 3 つの研修プログラ

ム（管理職向け E ラーニング、アドボケ

イト養成プログラム、産業医向けアクシ

ョンチェックリスト研修）は、それぞれ

職場における異なる役割を担う者を対象

としており、相互補完的な関係にある。 

管理職向け E ラーニングは、⼥性労働

者の最も⾝近な意思決定者である管理職

を対象とし、⼥性の健康課題に関する基

礎知識から法令、相談体制まで網羅的に

学ぶことを可能にする。研究班全体の調

査でも、男性管理職の理解不⾜とコミュ

ニケーション不全が⼥性労働者⽀援の最

⼤の阻害要因であることが繰り返し⽰さ

れており、管理職教育は最も実効性の⾼

い介⼊の⼀つである。 

アドボケイト養成プログラムは、これ

までの調査で「同僚⼥性に対する相談の

しやすさ・解決のしやすさは専⾨医・産

業医・産業保健師よりも⾼い」との知⾒

を踏まえ、新たに同僚⼥性を「権利擁護

者・代弁者」として位置付ける⾰新的な

試みである。アドボケイトの役割を「傾

聴」と「情報提供」に明確に限定し、診

断や抱え込みを避けて専⾨職へ確実につ

なぐことを徹底するとともに、無意識の

偏⾒への気づきを促す設計とした点は、

組織における⼼理的安全性の確保に直結

する。 

アクションチェックリスト研修は、産

業医が安全衛⽣委員会の場で⼥性の健康

管理を提案・推進する際の実装ツールと

して機能する。181 名の産業医を対象と

し た評価に おいて、推進⽅法 の 理解

97.0%、推進意欲 92.7%という⾼い肯定

的評価が得られたことは、本研修プログ

ラムが嘱託産業医を多く含む集団に対し

ても受容性が⾼いことを⽰している。こ

れは、我が国における産業医の中⼼的担

い⼿である嘱託産業医を経由して、専属

産業医を選任していない中⼩規模事業場

へも本テーマを普及させる戦略の有効性

を⽀持する所⾒である。 

 

４．産業医のリーダーシップ発揮可

能領域とその限界 

アクションチェックリスト研修におけ
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る選択率分析からは、産業医が優先する

施策には明確な特徴があることが⽰され

た。「組織⽂化・啓発」「相談・⽀援体

制」「職場環境整備」の項⽬が選択率上

位を占めた⼀⽅、「⽅針・制度」項⽬の

選択率は相対的に低かった。これは、産

業医が安全衛⽣委員会で議題として提案

しやすい性質をもつ施策（休憩環境、相

談窓⼝、啓発活動）と、事業者の経営判

断を要する性質をもつ施策（休暇制度、

⼈事制度の改定）の間に、提案のしやす

さの濃淡があることを反映している。 

特に嘱託産業医においては、限られた

事業場滞在時間の中で経営層への影響⼒

⾏使が難しいことが背景にあると考えら

れる。今後は、「⽅針・制度」領域につ

いても産業医が安全衛⽣委員会で議論を

主導できるよう、経営層への説得材料、

費⽤対効果の整理、他事業場の好事例集

など、追加的な⽀援ツールの開発が求め

られる。 

 

５．分担研究 1〜4 の知⾒の統合と

相互参照 

本マニュアルでは、分担研究 1〜4 の知

⾒が以下のように統合された。 

・分担研究 1（⽂献レビュー、原

⽥）：英国の更年期ポリシーや国際

的な研究知⾒を、マニュアルの基本

情報・配慮の選択肢の根拠として活

⽤。「管理職への教育」「上司から

の⽀援」については、Hardy Cらの

研修前後⽐較試験（2019年英国）で

ラインマネージャー対象更年期啓発

研修の効果が⽰されており、マニュ

アルでも管理職研修を最重要課題と

して位置付けた。 

・分担研究 2（事業場ヒアリング、⽴

⽯・藤野）：男性上司の理解不⾜、

制度認知度不⾜、⼼理的抵抗、業務

特性や⼈員不⾜、経済的負担、プラ

イバシー、既存制度との整合性とい

った阻害要因を、マニュアル各章の

運⽤上の留意点として組み込んだ。

これらは、相談しやすい職場⾵⼟の

醸成と⽀援制度の整備の必要性とし

て記述した。 

・分担研究 3（労働者疫学調査、⼤河

原・藤野）：3,332名の⼥性労働者

における⽉経随伴症状とプレゼンテ

ィーズムの関連分析の結果は、症状

の重さに応じた個別配慮の必要性の

根拠として活⽤した。 

・分担研究 4（POS調査、⼩⽥上）：

⼥性従業員 4,284名の調査で⽰され

た「相談体制の構築」「⽣理休暇取

得しやすい環境整備」の POS向上効

果は、マニュアルが相談体制と⽀援
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制度の整備に重点を置いた設計の根

拠として機能した。 

 

６．本研究の限界と今後の課題 

本研究には以下の限界がある。第⼀に、

各研修プログラムの効果は、研修直後の

⾃⼰記⼊式評価（受容性、理解度、⾏動

意図）にとどまっており、実際の事業場

での実装状況や⻑期的効果は未検証であ

る。第⼆に、研修参加者には選択バイア

スが存在する可能性があり、研修への参

加⾃体が⼥性の健康管理への関⼼の⾼さ

を反映している可能性がある。第三に、

アクションチェックリストの選択率分析

は 3 会場の産業医集団に基づくものであ

り、本ツールの⼀般化可能性については

より多様な地域・対象での追加検証が必

要である。第四に、マニュアルは政策実

装の起点として作成されたものであり、

運⽤過程で得られる知⾒を踏まえた改訂

を前提としている。 

今後の課題は以下の通りである。 

・管理職向け Eラーニング・アドボケ

イト養成プログラム・アクションチ

ェックリスト研修それぞれの、事業

場における普及戦略の確⽴と効果検

証。 

・各都道府県の産業医協議会・医師

会・産業医研修会と連携した、アク

ションチェックリスト研修の全国規

模での展開。 

・⽇本の⽂脈で理解されにくい概念

（アドボカシー、擁護者、インクル

ージョン・パスポート）について、

⽇本企業の既存の仕組みに親和性の

ある⽤語・概念への置き換えを検

討。 

・「⽅針・制度」領域については、嘱

託産業医が経営層を説得するための

補助ツール（費⽤対効果資料、好事

例集等）の開発。 

・健診機関向け・事業者向けマニュア

ルの普及状況の把握、運⽤上の困難

点（特に巡回健診における環境確

保、健診担当医の研修体制）、相談

対応の実績と効果（プレゼンティー

ズム指標、離職率、POS指標との関

連）、専⾨医受診率と受診後の職場

対応の実態、集計情報の活⽤実績に

ついての評価研究を、実装研究の⼿

法（RE-AIMフレームワーク等）を

⽤いて実施。 

・男性の更年期障害については、業務

起因性等の知⾒の集積を進め、男⼥

共通の枠組みでライフステージに応

じた健康課題に対応する産業保健の

枠組みの構築を⽬指す。 
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Ｅ．結論 

本分担研究では、研究班全体の 3 年間

の知⾒を、産業医・管理職・アドボケイ

ト・健診担当医・事業者の各ステークホ

ルダーが現場で活⽤可能な実装ツール群

として結実させた。 

本研究の主要な成果は以下のとおりで

ある。 

・①管理職向け Eラーニング動画 10

本（5 分程度×10 本、9 項⽬）を完

成させ、職場における⼥性の健康管

理に関する知識普及・理解促進ツー

ルを整備した。 

・②⼥性健康アドボケイト養成プログ

ラム（Chapter 0〜10 の 11章 Eラ

ーニング、ロールプレイWebシミ

ュレーター、統合ホームページ）を

完成させ、同僚⼥性が⽀援者として

機能する⾰新的なアプローチを開発

した。 

・③産業医向けアクションチェックリ

スト研修プログラムを開発し、3会

場・181名の産業医を対象とした研

修において、推進⽅法の理解

97.0%、推進意欲 92.7%という⾼い

肯定的評価を得た。3会場で選択率

上位項⽬（多様性の尊重、休憩環境

整備、相談窓⼝設置）が⼀致し、本

ツールの地域・対象を超えた適⽤可

能性が予備的に⽀持された。 

・④健診機関向けマニュアル（全 25

⾴）及び事業者向けマニュアル（全

21⾴）を完成させ、令和 8年 1⽉

19 ⽇付で厚⽣労働省より公表され

た。両マニュアルは「健診機関‐労

働者‐専⾨医‐事業者」の四者連携

モデルを政策実装の枠組みとして提

⽰し、業務起因性が明確でない⼥性

特有の健康課題を産業保健の枠組み

で扱う新しいスキームを構築した。 

本分担研究は、エビデンス（分担研究

1〜4）から実装ツール、さらには政策実

装にまで到達した本研究班の集⼤成であ

り、厚⽣労働科学研究費補助⾦による研

究としての社会的意義を最⼤化する成果

である。今後は、開発した各ツールの普

及と運⽤実態のフォローアップ、効果検

証、必要に応じた改訂を継続的に進める

ことで、⼥性労働者の健康保持増進と就

業継続⽀援に資する産業保健活動の実装

が、我が国の事業場全体に広がることを

期待する。 

 

Ｆ．健康危険情報 

特になし。 

 



- 24 - 

Ｇ．研究発表 

１．論⽂発表 

本研究班の活動成果に基づく英⽂原著論

⽂を準備中である。 

 

２．学会発表 

⽇本産業衛⽣学会、⽇本産業保健法学会

等での成果報告を予定している。 

 

３．成果物（公表済） 

【厚⽣労働省ウェブサイトでの公表（令

和 8年 1⽉ 19 ⽇付）】 

・厚⽣労働省．⼥性特有の健康課題に

関する問診に係る健診機関実施マニ

ュアル〜健診機関向け〜．

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpa

ge_36255.html 

・厚⽣労働省．⼥性特有の健康課題に

関する問診を活⽤した⼥性の健康管

理⽀援実施マニュアル〜事業者向け

〜．

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpa

ge_36255.html 

 
【Eラーニング及びWeb コンテンツ】 

・管理職向け Eラーニング動画コンテ

ンツ（全 10 本）：研究班ホームペ

ージに掲載 

・アドボケイト養成講座 Eラーニング

動画（全 11章）．YouTubeプレイ

リスト．

https://youtube.com/playlist?list=

PL9kRdyPoJLJmv5-7H_ai-

OWUcpvQbW97n 

・⼥性健康アドボケイト養成シミュレ

ーター．https://manopause-

adobocate-sim-v2.netlify.app/ 

・⼥性健康管理ホームページ「アドボ

ケイトトレーニング」 

 

４．書籍・寄稿（予定を含む） 

・古屋佑⼦．⼥性労働者の健康課題と

⽀援．⽇本疫学会ニュースレター65

号．特集「⼥性の健康管理に関する

動向」．2025 年 4⽉． 

・川島恵美．分担執筆「実務に⽣かす 

働く⼥性の健康⽀援 Q&A」第 1章 

⑥障害を通じた考慮すべき事項−プ

レコンセプションケア．Q21-25, 

Column12．産業医学振興財団．

2026 年 3⽉． 

・古屋佑⼦．分担執筆「実務に⽣かす 

働く⼥性の健康⽀援 Q&A」第 1章 

⑦両⽴⽀援．Q26-31．産業医学振興

財団．2026 年 3⽉． 

・澤島智⼦．分担執筆「実務に⽣かす 

働く⼥性の健康⽀援 Q&A」第 3章 
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①巡視で⾒いだす配慮の視点．Q42-

44．産業医学振興財団．2026 年 3

⽉． 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録

状況（予定を含む） 

１．特許取得：なし 

２．実⽤新案登録：なし 

３．その他：なし 

 

Ｉ．利益相反（COI）の開⽰ 

本研究の遂⾏及び本報告書の作成に関

して、開⽰すべき利益相反は存在しない。 

 

Ｊ．添付資料⼀覧 

本分担研究で作成された資料は、以下

の添付資料として取りまとめられている。

各資料は研究班ホームページ及び厚⽣労

働省ウェブサイトから取得可能であり、

事業場・健診機関・医療機関での活⽤を

⽬的として公開している。 

 

【サブテーマ①：管理職向け E ラー

ニング関連】 

【サブテーマ②：アドボケイト養成

プログラム関連】 

 

【サブテーマ③：アクションチェッ

クリスト関連】 

 

【サブテーマ④：実施マニュアル関

連（厚⽣労働省公表）】 

 
 

Ｋ．引⽤・参考⽂献 

・厚⽣労働省．労働安全衛⽣法に基づ

く⼀般健康診断の検査項⽬等に関す

る検討会 中間とりまとめ．令和 6 年

11⽉ 1⽇． 

・労働政策審議会．今後の労働安全衛

⽣対策について（建議）．令和 7 年

1⽉ 17⽇． 

・内閣府男⼥共同参画局．⼥性活躍・

男⼥共同参画の重点⽅針 2023（⼥性

版⾻太の⽅針 2023）．令和 5 年 6

⽉ 13⽇． 

・内閣府男⼥共同参画局．⼥性活躍・

男⼥共同参画の重点⽅針 2024（⼥性

版⾻太の⽅針 2024）．令和 6 年 6

⽉ 11⽇． 

・経済産業省．⼥性特有の健康課題に

よる経済損失の試算と健康経営の必

要性について． 
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・厚⽣労働省．健康⽇本 21（第三次）

の推進のための説明資料． 

・厚⽣労働省．事業場における治療と

仕事の両⽴⽀援のためのガイドライ

ン． 

・厚⽣労働省．労働者の⼼⾝の状態に

関する情報の適正な取扱いのために

事業者が講ずべき措置に関する指針

（平成 30 年公⽰第 1号）． 

・British Standards Institution. PAS 

6553: Menstruation, menstrual 

health and menopause in the 

workplace. Guide. 2024. 

・Hardy C, Griffiths A, Norton S, 

Hunter MS. Self-help cognitive 

behavior therapy for working 

women with problematic hot 

flushes and night sweats: a 

randomized controlled trial. 

Menopause. 2018;25(5):508-519. 

・O'Neill MT, Jones V, Reid A. Impact 

of menopausal symptoms on work 

and careers: a cross-sectional 

study. Occup Med (Lond). 

2023;73(6):332-338. 

・Hickey M, Riach K, Kachouie R, 

Jack G. No sweat: managing 

menopausal symptoms at work. J 

Psychosom Obstet Gynaecol. 

2017;38(3):202-209. 

・Glasgow RE, Vogt TM, Boles SM. 

Evaluating the public health impact 

of health promotion interventions: 

the RE-AIM framework. Am J Public 

Health. 1999;89(9):1322-1327. 

 

【関連する分担研究報告書】 

・令和 5 年度・令和 6 年度分担研究報

告書「更年期症状に対して職場が取

り組むべき⽀援や配慮に関する⽂献

レビュー」（原⽥ 有理沙） 

・令和 6 年度分担研究報告書「事業場

における⼥性の健康管理に関する質

的調査および質問紙調査票の作成」

（⽴⽯ 清⼀郎・藤野 善久） 

・令和 5〜7 年度分担研究報告書「⼥

性労働者を対象とした疫学調査・⼤

企業労働者調査」（⼤河原 眞・藤野 

善久・⼩⽥上 公法） 

・令和 5〜7 年度分担研究報告書「⼥

性労働者における医学的問題点の整

理及び対応ツールの開発」（⾦城 泰

幸） 

・令和 6 年度分担研究報告書「⼥性の

健康管理に関する職場の Eラーニン

グコンテンツ作成に関する研究」

（古屋 佑⼦） 
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表 1．アクションチェックリスト選択率上位 10 項⽬（全体 n=178） 

順
位 

カテゴリ 項⽬（要旨） 選択率 

1 組織⽂化・啓
発 

⽉経や更年期の経験は従業員⼀⼈⼀⼈によって異なること
を認識し多様性を尊重 

49.4% 

2 職場環境整備 休憩環境の整備（⼥性専⽤休憩室の設置等） 49.4% 

3 相談・⽀援体
制 

⼥性の健康専⾨の相談窓⼝の設置 48.9% 

4 職場環境整備 ⽴ち仕事や移動が多い職務での短時間着座の選択肢 43.3% 

5 組織⽂化・啓
発 

管理職を含む全従業員に対する⽉経や更年期の健康課題に
関する啓発活動 

42.1% 

6 ⽅針・制度 相談ルートの⾒直しと安⼼して相談できる体制整備 42.1% 

7 働き⽅・柔軟
性 

休憩時間を分割・延⻑するなど柔軟に時間を取れる⽅法の
提供 

40.4% 

8 働き⽅・柔軟
性 

フレックス休暇の選択肢の検討 38.8% 

9 ⽅針・制度 ⽉経困難症や更年期症状に特化した休暇制度を含む休暇制
度の整備 

38.2% 

10 組織⽂化・啓
発 

⽉経や更年期に関する職場における偏⾒やスティグマの払
拭に努める 

37.6% 
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女性の健康相談シミュレーター 利用マニュアル 

厚生労働科学研究費 23JA1005  ／  Page 1 / 25 

女性の健康相談シミュレーター 

─ アドボケート養成（産業保健リエゾン編） ─ 

ご利用マニュアル 

（研修受講者向け） 

厚生労働科学研究費補助金 

女性の健康の包括的支援政策研究事業 

「職場における女性の健康保持増進のための 

効果的な産業保健活動の確立に向けた研究」 

（課題番号：23JA1005） 

研究代表者：立石 清一郎（産業医科大学） 

v1.2 (2026 年 3 月版) 
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4. 利用の流れ（全体像） 

5. シミュレーション開始前の準備 

6. シミュレーションの 3 つのステップ 
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1. はじめに 
このマニュアルは、「女性の健康相談シミュレーター」を初めてご利用になる研修受講者の

方へ向けた利用案内です。 

このアプリは、職場で同僚から女性の健康（更年期症状など）に関する相談を受ける役割

（=アドボケート）を担う方が、適切な対応スキルをロールプレイで身につけるためのトレ

ーニングツールです。 

画面に表示される相談者役（田中陽子さん、45 歳・経理部主任）と 1 対 1 で対話を進めな

がら、信頼関係の構築から産業保健スタッフへの接続までの流れを体験的に学びます。 

📌📌 マニュアルの読み進め方 

・初めての方は「1〜7 章」を順に読みながら操作するのがおすすめです。 

・チャット画面に入ったら、迷ったときに「11 章 NG 例」「12 章 OK 例」を参照してくださ

い。 

・操作で困ったときは「13 章 FAQ」をご確認ください。 

2. このシミュレーターの目的 
このシミュレーターでは、以下の 3 つの力を養うことを目的としています。 

① 共感する力（Step 1） 

相談者が安心して本音を話せる土台を作る力です。「秘密は守る」「人事評価への不利益は

ない」という保証を伝えながら、相手の辛さに寄り添う姿勢を学びます。 

② 整理する力（Step 2） 

相談者の状況を 5 つの観点（症状・期間・対処・業務影響・職場環境）から整理し、問題

を構造的に把握する力です。原因探しをするのではなく、困りごとを聞き取ります。 

③ 接続する力（Step 3） 

相談者を産業保健スタッフ（産業医・保健師・看護師など）につなぐ力です。守秘義務があ
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る安全な場であることを伝え、本人の納得の上で情報連携の同意を得ます。 

⚠ アドボケートの役割について 

アドボケートは、相談者の悩みを解決する人ではなく、信頼関係を築き、適切な専門職につな

ぐ「橋渡し役」です。 

自分一人で解決しようとしたり、本人の同意なく上司に伝えたりすることは禁忌です。 

3. 動作環境とアクセス方法 

3-1. 推奨環境 

項目 推奨環境 

端末 パソコン（Windows / Mac）またはタブレット 

ブラウザ Google Chrome、Microsoft Edge、Safari、Firefox の最新版 

インターネット 常時接続が必要（会話ログをクラウドに保存するため） 

画面サイズ 13 インチ以上のディスプレイを推奨（スマートフォンでも使用可能です

が、操作性が低下します） 

 

3-2. アクセス方法 

1. ブラウザを起動します。 

2. アドレスバーに次の URL を入力します。 

  https://manopause-adobocate-sim-v2.netlify.app/ 

3. 最初の画面（トップ画面）が表示されたら、開始準備完了です。 

💡💡 ブックマーク登録のおすすめ 

繰り返しご利用される場合は、ブラウザのブックマーク（お気に入り）に登録しておくと、次

回以降ワンクリックでアクセスできます。 
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4. 利用の流れ（全体像） 
シミュレーション 1 回の所要時間は 10〜20 分程度です。以下の流れで進みます。 

ステップ 内容 目安時間 

① トップ画面で内容を確認し「シミュレーションへ進む」をクリック 1 分 

② 参加者情報（年代・性別・研修受講歴）を入力 1 分 

③ Step 1：ラポール形成（信頼度 50 以上を目指す） 3〜5 分 

④ Step 2：状況の整理（信頼度 85 以上を目指す） 5〜8 分 

⑤ Step 3：接続・同意取得（同意を得てゴール） 2〜4 分 

⑥ 結果（ランク SBC）とフィードバックの確認 2 分 

 

💡💡 1 回で終わらせる必要はありません 

うまく進められなくても、何度でもやり直しできます。途中でリセットすることも可能です

（画面右上の「リセット」ボタン）。 

5. シミュレーション開始前の準備 

5-1. トップ画面の確認 

アクセスすると、最初に「女性の健康相談シミュレーター」と書かれたピンク色のヘッダー

があるトップ画面が表示されます。 

画面には以下の情報が表示されています。確認してから次に進んでください。 

・ 研究費・研究代表者の情報（青色のバナー） 

・ 職場環境・設定（業種、規模、産業保健体制、所属、チーム構成、状況） 

・ 相談者プロフィール（田中陽子さん、45 歳、経理部主任の情報） 

・ プライバシー・セキュリティに関する案内（緑色のバナー） 
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5-2. 「シミュレーションへ進む」をクリック 

内容を確認したら、画面下部の大きなピンク色のボタン「シミュレーションへ進む」をクリ

ックします。 

「システム準備中...」と表示されてボタンが押せない場合は、5〜10 秒お待ちください。 

 

5-3. 参加者情報の入力 

研究データの集計のため、3 つの項目を選択していただきます。すべて匿名化して扱われ、

個人を特定する情報には使われません。 

項目 選択肢 

年代 20 代 / 30 代 / 40 代 / 50 代 / 60 代以上 

性別 男性 / 女性 / 回答しない 

アドボケート研修の受講歴 受講済み / 未受講 

 

3 項目すべてを選択すると「シミュレーションを開始」ボタンが押せるようになります。 
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6. シミュレーションの 3 つのステップ 
シミュレーションは 3 つの Step で構成されています。各 Step の開始時にガイドモーダル

（説明画面）が自動で表示されます。 

🎯🎯 各ステップに「ガイドモーダル」が表示されます 

Step 1 の開始時、Step 2 への移行時、Step 3 への移行時に、「目的」「目標」「ゴール」を示

すガイド画面が自動で表示されます。 

じっくり読んでから「理解しました」ボタンを押して進んでください。 

6-1. Step 1：ラポール形成（信頼構築） 

【目的】 

相談者が安心して本音を話せる「心理的安全性」を確保することです。 

【このステップの目標（4 つの要素を伝える）】 

要素 内容 重要度 

秘密保持 「ここでの話は他には漏らしません」と保証する ★必須 

不利益なし 「人事評価や処遇に影響しません」と明言する ★必須 

歓迎 「来てくれてありがとう」と来談を受け入れる 推奨 

傾聴 「辛いですね」「大変でしたね」と気持ちを受け止める 推奨 

受容 「どんな話でも否定せず受け止めます」と伝える 推奨 

自己一致(誠実) 「マニュアル対応ではなく、一人の人として向き合います」

と伝える 
推奨 

 

【ゴール】 

信頼度 50 以上に到達すると Step 2 に自動的に移行します。 

【ポイント】 
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・ 「秘密保持」と「不利益なし」は必須です。これが伝わらないと、相談者は本音を

話せません。 

・ 加えて「歓迎・傾聴・受容・自己一致」のうち 3 つ以上を伝えると次の Step に進み

やすくなります。 

・ いきなり症状や原因を聞き出そうとせず、まず「安心」を作ってください。 
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6-2. Step 2：状況の整理 

【目的】 

適切な支援につなげるために、相談者の状況を構造的に整理することです。 

【このステップの目標（5 つの観点を聞き取る）】 

観点 聞き方の例 推奨順序 

症状 「具体的に、お体でどのような症状がお辛いですか？」 ①最初 

期間 「その症状はいつ頃から始まりましたか？」 ② 

対処・受診 「病院への受診や、ご自身で何か対策はされていますか？」 ③ 

業務影響 「症状によって、お仕事で困っていることはありますか？」 ④ 

相談環境 「職場の皆さんに、今の状況を相談できる環境ですか？」 ⑤最後 

 

【ゴール】 

信頼度 85 以上に到達すると Step 3 に自動的に移行します。 

【ポイント】 

・ 順序が大切です。先に業務影響や職場環境を聞くと「自分の体のことを心配してく

れていない」と感じさせてしまいます。まず本人の症状（体）から始めてくださ

い。 

・ 「なぜミスが増えたの？」など原因を問う質問は避けてください。相手を追い詰め

てしまいます。 

・ 「困っていること」「辛いこと」に焦点を当てましょう。 

6-3. Step 3：接続・同意取得 

【目的】 

相談者を産業保健スタッフ（産業医・保健師・看護師など）に橋渡しすることです。 
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【このステップの目標（3 つの要素）】 

要素 発言の例 

接続の提案 「産業保健スタッフ（産業医や保健師）と面談して、専門的なアドバイス

をもらいませんか？」 

守秘義務の説明 「産業保健スタッフには守秘義務があり、安全な環境で相談できますよ」 

同意の取得 「先生にこれまでの経緯を私から事前に伝えておいてもよろしいです

か？」 

 

【ゴール】 

相談者から「同意」を得るとシミュレーション完了（信頼度 100）です。 

【ポイント】 

・ いきなり「同意していいですか？」と聞くのではなく、まず「専門家への接続」を

提案 → 「守秘義務」を説明 → 「同意取得」の順で進めると自然です。 

・ 守秘義務の説明を飛ばすと、「産業保健スタッフに話したことが筒抜けになりませ

んか？」と不安にさせてしまいます。 

・ 「私から事前に伝えてもいいですか？」と本人の合意を確認することが重要です。 
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7. チャット画面の見方 
シミュレーション中の画面構成を、上から順に説明します。 

7-1. ヘッダー（最上部） 

・ 左側：相談者「田中（陽子）」のアイコンと役職 

・ 右側：「学習モード」のチェックボックス、「リセット」ボタン 

7-2. 現在のフェーズ表示（ヘッダー直下） 

現在どの Step にいるかが大きく表示されます。色で区別できます。 

・ 青色 = Step 1（ラポール形成） 

・ 黄色 = Step 2（状況整理） 

・ ピンク色 = Step 3（接続・同意） 

7-3. 信頼度メーター（学習モード ON 時） 

ハートマーク横の数字（0〜100）が、相談者からの「信頼度スコア」です。 

・ 適切な発言をすると上昇します。 

・ 不適切な発言をすると下降します。 

・ メーターの下には、Step ごとに「達成すべき項目」のチェックリストが表示されま

す。 

・ 緑色のチェックマーク☑＝達成済み、グレー□＝未達成、赤字＝必須未達成。 

💡💡 「学習モード」のオン/オフ 

画面右上のチェックボックスで切り替え可能です。 

・オン：信頼度や達成項目が見えるので学習に最適 

・オフ：実際の面談に近い状態で練習したい時に 



女性の健康相談シミュレーター 利用マニュアル 

厚生労働科学研究費 23JA1005  ／  Page 12 / 25 

7-4. 会話エリア（中央） 

会話のやりとりが時系列に表示されます。発言者によって表示が異なります。 

発言者 表示位置 色 

あなた（アドボケート） 右側 ピンク色（背景） 

相談者（田中陽子・AI） 左側 白色（背景） 

コーチ（AI） 左側 黄色（警告アイコン付き） 

 

7-5. 入力エリア（最下部） 

・ 左側：�����電球アイコン（ヒントボタン） 

・ 中央：メッセージ入力欄（500 文字まで） 

・ 右側：✈紙飛行機アイコン（送信ボタン） 

・ 入力欄の右に「文字数 / 500」が表示されます。 

💡💡 送信方法 

・キーボードの「Enter」キーで送信できます。 

・改行したい場合は「Shift + Enter」を使ってください。 

  



女性の健康相談シミュレーター 利用マニュアル 

厚生労働科学研究費 23JA1005  ／  Page 13 / 25 

8. 便利な機能 

8-1. ヒントボタン（💡💡電球アイコン） 

入力欄の左側にある電球アイコンをクリックすると、現在のフェーズで使える「お手本フレ

ーズ」が 3 つ表示されます。 

表示されたフレーズをクリックすると、自動的に入力欄にコピーされます。そのまま送信し

てもよいですし、自分の言葉で書き換えても構いません。 

💡💡 ヒントの活用法 

発言に詰まったとき、「次に何を聞けばいいか分からない」ときに使ってください。 

ただし、ヒントを丸ごと使い続けると練習にならないので、まずは自分で考えて発言してみる

ことをおすすめします。 

8-2. 学習モード（信頼度メーター表示） 

画面右上の「学習モード」チェックボックスで切り替えます。 

・ オン（推奨）：信頼度スコア、達成項目チェックリストが表示されます。 

・ オフ：これらが非表示になり、実際の面談に近い状態で練習できます。 

8-3. ステップガイド 

各 Step の開始時に自動的に表示される説明画面です。「目的」「目標」「ゴール」を確認

できます。 

「理解しました（開始する）」ボタンを押して閉じます。 

8-4. コーチからの改善提案 

不適切な発言や会話の停滞があった場合、AI コーチが黄色の警告アイコンとともに改善提

案を表示します。 

具体的には、以下のような場合に表示されます。 
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・ NG 発言（原因追及、勝手な上司介入、軽視発言など）をしたとき 

・ 2 回連続で信頼度が上がらないとき（停滞時） 

・ Step の順序が早すぎるとき（業務影響を症状より先に聞いた等） 

⚠ 改善提案が出たら 

「責められている」と感じる必要はありません。実際の面談ではやり直しができないからこ

そ、ここで失敗から学ぶことが目的です。 

提案を読んで、次の発言を工夫してみてください。 

8-5. 個人情報（PII）の自動検出 

入力した内容に、実在する個人情報が含まれている可能性がある場合、オレンジ色の警告ダ

イアログが表示されます。 

検出対象は以下です。 

・ メールアドレス（example@xxx.com など） 

・ 電話番号（090-1234-5678 など） 

・ 氏名＋敬称（〇〇さん、〇〇部長 など） 

・ 長い番号（社員番号やマイナンバーの可能性） 

・ 住所（都道府県名＋番地など） 

警告ダイアログでは 3 つの選択肢があります。 

ボタン 動作 おすすめ度 

編集する 入力欄に戻り、自分で内容を修正 推奨 

自動マスクして送信 検出箇所を「◯◯さん」「[電話]」等に置換して送信 推奨 

そのまま送信 警告を無視して送信 非推奨 

 

⚠ 個人情報を入力しない理由 
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このシミュレーターはあくまで研修用ツールです。実在する同僚や家族の名前を出してしまう

と、研究データの匿名化に支障が出るほか、シミュレーションの趣旨から外れてしまいます。 

「田中さん」「○○課長」のような架空の名前を使ってください。 
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9. 結果の確認とフィードバック 
Step 3 で同意を取得すると、自動的に「結果画面」に遷移します。 

9-1. 結果画面の表示内容 

・ 到達フェーズ（Step 1 / 2 / 3） 

・ 最終スコア（0〜100 点） 

・ ランク（S / B / C） 

・ コーチからのフィードバック文 

・ クラウド保存ステータス 

9-2. ランクの目安 

ランク スコア 意味 

S 80 点以上 素晴らしい対応。信頼関係構築から接続まで一連の流れが完了。 

B 50〜79 点 良好。聞く姿勢は良いが、最後の同意取得まで届かなかった、ま

たは急ぎすぎた。 

C 0〜49 点 信頼関係の構築に課題あり。まず安心感を作ることから練習を重

ねましょう。 

 

9-3. もう一度トライする 

結果画面下部の「もう一度トライする」ボタンで、最初からやり直せます。 

ランク C で諦めず、何度も挑戦することで対応スキルが身につきます。研修の到達目標は

「ランク S」です。 

9-4. クラウド保存 

シミュレーションの会話ログは自動的にクラウドに保存されます。保存ステータスは結果画
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面に表示されます。 

表示 意味 

クラウドに記録を保存中... 保存処理が実行中です。少しお待ちください。 

面談記録をクラウドに保存しました 保存完了。後で履歴から確認できます。 

保存に失敗しました ネットワーク不調などで保存できなかった可能性。再度ログ

インしてやり直してください。 

10. 過去の履歴を確認する 
ご自身の過去のシミュレーション結果は、いつでも確認できます。 

10-1. 履歴へのアクセス方法 

4. トップ画面に戻ります。 

5. 画面右上の「⏱（時計）アイコン」をクリックします。 

6. 過去の結果が新しい順に一覧表示されます。 

10-2. 履歴で確認できる情報 

・ 実施日時 

・ 最終スコア 

・ 到達フェーズ 

💡💡 履歴の活用法 

繰り返し練習することでスコアが向上していくのを確認できます。 

「初回は C、3 回目で B、5 回目で S」のように成長を可視化することで、モチベーション維持

にも役立ちます。 
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11. やってはいけない発言（NG 例） 
以下のような発言は信頼度が大きく下がります。 

11-1. 原因を追及する発言 

NG 発言 なぜダメか 

「なぜミスが増えたんですか？」 相手は責められている気持ちになります。 

「原因はなんでしょうか」 本人も分からず混乱している段階で原因を聞かれる

と、自己否定が深まります。 

「どうしてそうなったの？」 問い詰める印象を与え、心を閉ざされてしまいます。 

 

👉👉 代わりに：「お辛いですね」「具体的にどんな症状で困っていますか？」と、状況に焦

点を当てましょう。 

 

11-2. 本人の同意なく上司に介入する発言 

NG 発言 なぜダメか 

「私が課長に話しておきますね」 「告げ口された」と信頼を失います。 

「業務量を減らすよう、上に伝えます」 本人の頭越しに動くと、職場での立場が悪くなる可能

性があります。 

「現場に伝えて配慮してもらいましょう」 本人が望む形ではない可能性があります。 

 

👉👉 代わりに：「産業保健スタッフ（産業医・保健師）におつなぎしましょうか？」と、専

門職への橋渡しを提案しましょう。 

 

11-3. 軽視・急かす発言 
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NG 発言 なぜダメか 

「気のせいじゃないですか？」 相手の苦しみを否定する発言。一気に心を閉ざしま

す。 

「誰でもあることですよ」 比較されると、自分の辛さを軽く見られたと感じま

す。 

「頑張ってください」 「これ以上どう頑張ればいい？」と限界の人を追い詰

めます。 

「結論を簡潔に教えてください」 急かすと、まとまっていない悩みを話せなくなりま

す。 

 

👉👉 代わりに：「お辛いですね」「ゆっくりお話しください」と、傾聴の姿勢を示しましょ

う。 
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12. 効果的な発言例（OK 例） 
以下のような発言は信頼度を効果的に上げます。各 Step で使える発言例を集めました。 

12-1. Step 1 で使える発言例 

要素 発言例 

秘密保持 「ここでお話しいただいたことは、絶対に他言しません。安心してください」 

秘密保持 「この部屋でのお話は、ここだけのものとして扱います」 

不利益なし 「ご相談されたことが、人事評価や処遇に影響することは一切ありません」 

不利益なし 「キャリアやお給料に関係するような不利益は決してありませんので、ご安心く

ださい」 

歓迎 「よく来てくださいました。ご相談いただけて本当に嬉しいです」 

歓迎 「お忙しい中、ここまで足を運んでくださってありがとうございます」 

傾聴 「お辛かったですね。ゆっくりお話しいただけますか」 

傾聴 「お一人で抱え込んでこられたのですね。さぞお辛かったことと思います」 

受容 「どんなお話でも、否定せずに受け止めます。何でもお話しください」 

自己一致 「マニュアル通りの対応ではなく、一人の人として真摯に向き合います」 

 

12-2. Step 2 で使える発言例 

観点 発言例 

症状 「具体的に、お体でどのような症状がお辛いでしょうか？」 

症状 「もう少し詳しく、お体の状態を教えていただけますか？」 

期間 「その症状はいつ頃から始まりましたか？」 

期間 「最近で変化はありましたか？どのくらい続いていますか？」 
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観点 発言例 

対処 「病院への受診や、ご自身で何か対処されていますか？」 

対処 「薬や漢方など、何か試されたものはありますか？」 

業務影響 「症状によって、お仕事で困っていることはありますか？」 

業務影響 「集中できなくなったり、ミスが増えたりすることはありますか？」 

環境 「職場の皆さんに、今の状況を相談できる環境ですか？」 

環境 「上司や同僚で、理解してくださる方はいらっしゃいますか？」 

 

12-3. Step 3 で使える発言例 

要素 発言例 

接続提案 「産業保健スタッフ（産業医や保健師）と面談して、専門的なアドバイスをもら

いませんか？」 

接続提案 「専門の方におつなぎして、医学的な視点からも相談されることをお勧めしま

す」 

守秘義務 「産業保健スタッフには法的な守秘義務があるので、相談内容が職場に漏れるこ

とはありません」 

守秘義務 「専門職の方も、ここと同じく安全な環境で安心して相談できますよ」 

同意取得 「先生にこれまでの経緯を私から事前に伝えておいてもよろしいですか？」 

同意取得 「お話しいただいた内容を産業保健スタッフに共有させていただいてよろしいで

しょうか？」 
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13. よくある質問（FAQ） 
Q1. シミュレーションの途中でやめたいのですが、どうすればよいですか？ 

画面右上の「リセット」ボタンを押すと、トップ画面に戻ります。途中までの会話は保存さ

れません。 

Q2. 何度も同じシミュレーションをやってもいいですか？ 

もちろん大丈夫です。むしろ繰り返し練習することで対応スキルが身につきます。研修目標

は「ランク S 到達」です。 

Q3. シナリオは 1 種類だけですか？ 

現在のバージョンでは、田中陽子さん（45 歳・経理部主任）のシナリオ 1 種類のみです。

今後のアップデートで追加予定です。 

Q4. 入力内容が反映されません 

ネットワークが不安定な可能性があります。一度ブラウザを再読み込み（F5 キー、または

Ctrl+R）してから再度お試しください。 

Q5. 「システム準備中...」のままシミュレーションが始まりません 

5〜10 秒お待ちいただいても変わらない場合は、ブラウザを一度閉じて再アクセスしてくだ

さい。 

Q6. PII 警告が出てしまいました 

実際の個人名や電話番号などが入力された可能性があります。「自動マスクして送信」また

は「編集する」を選んでください。 

Q7. ランク C しか取れません 

まず Step 1 を完璧にすることから始めてみてください。「秘密保持」「不利益なし」を必

ず伝え、傾聴・受容の姿勢を意識すると信頼度が上がりやすくなります。「ヒントボタン」

も活用してください。 
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Q8. 自分の発言は記録されますか？ 

シミュレーションが完了した時点で、会話ログがクラウドに保存されます。データは匿名化

され、研究目的のみで使用されます。 

Q9. スマートフォンでも使えますか？ 

使用は可能ですが、画面サイズが小さく操作性が低下します。可能ならパソコンまたはタブ

レットでのご利用を推奨します。 

Q10. 保存に失敗したと表示されました 

ネットワーク不調が原因の可能性があります。トップ画面に戻り、もう一度シミュレーショ

ンを実施してください。 

Q11. 会話の途中で困ったらどうすれば？ 

まず画面下部の「�����電球（ヒント）」ボタンを押してください。現在のフェーズで使える

模範フレーズが 3 つ表示されます。 

Q12. 順序を間違えたら最初からやり直しですか？ 

いいえ、そのまま続けて構いません。コーチ AI が改善提案を出してくれるので、次の発言

で軌道修正できます。 
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14. プライバシー・データの取扱について 

14-1. 取得するデータ 

このアプリでは以下のデータが匿名で保存されます。 

・ 年代、性別、研修受講歴（参加者情報） 

・ シミュレーション中の会話ログ 

・ 最終スコアと到達フェーズ 

・ 各 Step の所要時間と発言数 

・ 実施日時 

14-2. 取得しないデータ 

・ お名前、メールアドレス、電話番号などの個人を特定する情報 

・ 勤務先名、部署名などの所属情報 

・ IP アドレス、端末情報 

14-3. データの利用目的 

取得されたデータは以下の目的のみで利用されます。 

・ アドボケート養成プログラムの効果測定と改善 

・ 研究成果の集計・統計解析 

・ 学術論文・学会発表での発表（個人を特定できない形で） 

14-4. セキュリティ対策 

不正アクセスや情報漏洩を防ぐため、以下の技術的対策を講じています。 

・ Firebase App Check（reCAPTCHA v3）による不正アクセス防止 

・ Firestore セキュリティルールによるアクセス制御 
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・ 管理者権限は Google 認証＋カスタムクレイムで厳格に管理 

・ 会話ログは Cloud Functions で書込み内容を二重検証 

・ 個人情報の自動検出・マスキング機能 

⚠ 入力時のお願い 

シミュレーション中、ご自身の本名や同僚の名前、実在する連絡先などを入力しないようご協

力ください。 

シミュレーター内では「田中さん」のような架空の名前を使用してください。 

15. お問い合わせ先 
このシミュレーターのご利用に関するご質問・ご意見・不具合のご報告は、研修担当者まで

ご連絡ください。 

 

項目 内容 

研究事業 厚生労働科学研究費補助金 女性の健康の包括的支援政策研究事業 

研究課題 職場における女性の健康保持増進のための効果的な産業保健活動の確立に

向けた研究 

課題番号 23JA1005 

研究代表者 立石 清一郎（産業医科大学 産業生態科学研究所 災害産業保健センター） 

バージョン v1.2（2026 年 3 月版） 

 

ご利用いただきありがとうございます。 

研修受講者の皆さまの臨床的・実践的な対応力向上に役立つことを願っています。 
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ACTION CHECKLIST 

for Women's Health at Workplace 

CULTURE POLICY SUPPORT ENVIRONMENT FLEXIBILITY 

女性の健康管理 

アクションチェックリスト 

5 領域 41 項目 

産業医・産業保健職のための実践ツール 

厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 

「職場における女性の健康保持増進のための効果的な産業保健活動の確立に向けた研究」 

研究代表者 立石 清一郎（産業医科大学） 
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本チェックリストの使い方 

   

■ 目的 

事業場における女性の健康管理を産業医がリーダーシップをもって推進するためのツールです。安

全衛生委員会等の場で、事業者・労働者・産業保健スタッフが共通の枠組みで議論し、事業場の状

況に応じた優先施策を選定するために活用してください。 

■ 推奨される進め方 

STEP 1 
現状を共有 

安全衛生委員会で女性の健康課題

に関する現状を共有し、本チェッ

クリストの全体像を提示します。 

STEP 2 
優先項目を選定 

事業者・労働者代表・産業保健ス

タッフで議論し、自社で優先順位

の高い項目に〇をつけます。 

STEP 3 
年間計画に反映 

選定した項目を年間衛生計画に組

み込み、実施担当者・期限・評価

方法を明確にします。 

■ 5 つの領域 

領域 領域名 概要 項目数 

1 １．組織文化・啓発 
職場の偏見やスティグマを払拭し、月経・更年期につい

て語れる風土を醸成します。 8 

2 ２．方針・制度 
既存の人事制度・健康戦略との整合性を図り、組織とし

て継続できる仕組みを整えます。 15 

3 ３．相談・支援体制 
個別同意とプライバシー保護を前提に、相談しやすい窓

口と支援体制を構築します。 4 

4 職場環境整備・物理的

調整 

休憩環境・温度管理・トイレなど、症状に配慮した物理

的環境を整備します。 8 

5 働き方・柔軟性 
柔軟な休憩・勤務時間・休暇制度により、症状のある人

が働き続けられる選択肢を提供します。 6 
 

※ 番号は識別記号であり、優先順位を示すものではありません。 
※ 全項目を一度に実施する必要はありません。事業場の状況に応じて段階的に取り組むことが推奨されます。 
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CATEGORY 01    8 ITEMS 

１．組織文化・啓発 

 

ITEM 

1-1 
月経や更年期に関する職場における偏見やスティグマの払拭に

努めます。 
☐ 
優先 

  POINT  健康に関する問題を安心して提起できる信頼関係を構築することが重要であ

る。 

 

ITEM 

1-2 
月経や更年期に関する話題について、職場でのオープンな議論

に向けた教育や風土醸成を重視します。 
☐ 
優先 

  POINT  従業員が症状を上司に率直に申し出やすくなることが期待される。 

 

ITEM 

1-3 
月経や更年期の経験は従業員一人一人によって異なることを認

識し、経験の多様性を尊重する文化を醸成します。 
☐ 
優先 

  POINT  年齢、性別、人種、障害、神経多様性など、様々な特性が経験に影響するこ

とを理解する必要がある。 

 

ITEM 

1-4 
管理職を含む全従業員に対して、月経や更年期の健康課題に関

する理解促進のための啓発活動を実施します。 
☐ 
優先 

  POINT  e ラーニングやセミナーが有効な手段である。 

 

ITEM 

1-5 
月経や更年期に関する課題を、特定の啓発の日や月（例：月経

衛生デー、世界更年期デー）のトピックに含めます。 
☐ 
優先 

  POINT  既存の多様性・インクルージョンに関するイベントの議題に組み込むことも

効果的である。 
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ITEM 

1-6 
月経や更年期の健康に関する正確な情報源（証拠に基づいた外

部ウェブサイトなど）への案内を提供します。 
☐ 
優先 

  POINT  情報源の正確性を確認し、適切な資格を持つ提供者による情報を用いること

が望ましい。 

 

ITEM 

1-7 
従業員が自身の健康状態について、セルフアドボカシー（自己

権利主張）が困難な場合に支援を提供します。 
☐ 
優先 

  POINT  症状の自己認識と職場への伝達が困難な従業員への配慮が重要である。 

 

ITEM 

1-8 
月経や更年期に関連する話題にジェンダーに特化した言葉を用

いることを避け、ジェンダーに中立的な表現を使用します。 
☐ 
優先 

  POINT  トランス男性やノンバイナリーの従業員も影響を受けることを認識するため

に重要である。 
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CATEGORY 02    15 ITEMS 

２．方針・制度 

 

ITEM 

2-1 
月経や更年期に関する取り組みを、既存のウェルビーイングや

健康戦略などの組織方針に統合することを検討します。 
☐ 
優先 

  POINT  包括的な健康方針の中に組み込むことが有効であることが示唆されている。 

 

ITEM 

2-2 
多様性・インクルージョン、業績管理、病気と欠勤、柔軟な働

き方など、関連する既存の方針を見直し、整合性を図ります。 
☐ 
優先 

  POINT  月経や更年期に関連する健康課題に対応するために必要である。 

 

ITEM 

2-3 
方針や行動の実施をサポートするため、組織の手順を見直しま

す。 
☐ 
優先 

  POINT  制度の具体的運用における障壁の除去を目的とする。 

 

ITEM 

2-4 
組織内の全ての従業員に対し、関連する方針を効果的に伝達し

ます。 
☐ 
優先 

  POINT  特に管理職や人事が方針の内容と実施を理解することが重要である。 

 

ITEM 

2-5 
傷病や欠勤管理プロセスにおいて、月経や閉経前後の症状や経

験が適切に考慮されることを確認します。 
☐ 
優先 

  POINT  症状による必要な休暇に対して不利益な取り扱いを科すべきではない。 

 

ITEM 

2-6 
月経困難症や更年期症状に特化した休暇制度を含む、休暇制度

の環境整備を進めます。 
☐ 
優先 
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  POINT  既存の休暇制度の運用を見直すことも有効である。 

 

ITEM 

2-7 
インクルージョン・パスポートなどのツールの使用を検討しま

す。 
☐ 
優先 

  POINT  担当者変更時の継続性を促進するツールとなりうる。 

 

ITEM 

2-8 
相談ルートを見直し、健康に関する懸念を安心して相談できる

体制を整えます。 
☐ 
優先 

  POINT  POS（認知された組織的サポート）と関連することが示されている。 

 

ITEM 

2-9 
婦人科健診や検診の受診に対する就業時間認定や有給の特別休

暇付与などの制度を導入または維持します。 
☐ 
優先 

  POINT  従業員の症状の有無に関わらず、POS と関連することが示唆されている。 

 

ITEM 

2-10 
職場における健康教育を通じて、女性従業員のヘルスリテラシ

ー向上を図ります。 
☐ 
優先 

  POINT  月経症状がプレゼンティーイズムに影響しうることを従業員自身が認識する

ことが重要である。 

 

ITEM 

2-11 
月経症状のスクリーニングや医療機関への受診推奨を行いま

す。 
☐ 
優先 

  POINT  適切に受診を促すための情報提供がセルフケア支援の一部として重要であ

る。 

 

ITEM 

2-12 

全ての従業員に対し、月経や更年期の健康問題の兆候と症状、

およびそれが個人や仕事に及ぼす影響について研修を実施しま

す。 

☐ 
優先 
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  POINT  多様性・インクルージョンへの取り組み方を含めることが推奨される。 

 

ITEM 

2-13 
月経や更年期の健康課題に関する従業員を支援する『擁護者』

の育成および権限付与を検討します。 
☐ 
優先 

  POINT  擁護者には明確な役割、責任、エスカレーションポイントを設定し、必要な

資源と支援を提供することが望ましい。 

 

ITEM 

2-14 
管理職に対し、健康課題を持つ部下へのサポート方法に関する

研修を実施します。 
☐ 
優先 

  POINT  部下の変化を認識し、適切かつ繊細な介入を促進するためのガイダンスを含

めるべきである。 

 

ITEM 

2-15 
人事スタッフに対し、従業員および管理職をサポートするため

の研修を実施します。 
☐ 
優先 

  POINT  人事スタッフは文化変革の導入において重要な役割を担うため、ライン管理

者が研修を受ける前に実施することが望ましい。 
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CATEGORY 03    4 ITEMS 

３．相談・支援体制 

 

ITEM 

3-1 
健康情報について、個人情報保護ガイドラインを参照し個別同

意が必要であることを管理職や情報取扱者全員に周知します。 
☐ 
優先 

  POINT  女性の健康問題は繊細な問題であること、健康情報でも特に機微な情報であ

るため情報の収集・活用には個別同意が必要であることに留意する。 

 

ITEM 

3-2 女性の健康専門の相談窓口を設置します。 ☐ 
優先 

  POINT  相談しやすい窓口の設置は、女性の健康管理の効果的な施策として確認され

ている。 

 

ITEM 

3-3 女性特有の健康課題に対応可能な体制を構築します。 ☐ 
優先 

  POINT  産業医や婦人科医の配置、外部相談窓口の紹介等が含まれる。 

 

ITEM 

3-4 
配慮の申出を受けた際、医療機関への受診・治療状況を把握

し、情報提供を行う仕組みを検討します。 
☐ 
優先 

  POINT  健康診断を担当する医師が使用するツールにもこの情報提供が含まれてい

る。また、職場が勝手に更年期症状と決めつけ受診を強制しないように注意喚起が

必要。 
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CATEGORY 04    8 ITEMS 

職場環境整備・物理的調整 

 

ITEM 

4-1 休憩環境の整備（女性専用休憩室の設置等）を進めます。 ☐ 
優先 

  POINT  女性の健康管理の効果的な施策として確認されている。 

 

ITEM 

4-2 
換気、温度、湿度管理を適切に行い、従業員が涼しく過ごせる

よう調整を可能とします。 
☐ 
優先 

  POINT  職場の温度制御が更年期症状の報告率低下と関連していることが示されてい

る。 

 

ITEM 

4-3 
トイレや更衣室、シャワー室のアクセス確保とプライバシー配

慮を行います。 
☐ 
優先 

  POINT  重度の月経やホットフラッシュへの対応として重要である。 

 

ITEM 

4-4 冷たい飲料水に容易にアクセスできる環境を整備します。 ☐ 
優先 

  POINT  更年期症状や脱水や不快感を防ぐための基本的な支援環境である。 

 

ITEM 

4-5 
立ち仕事や移動が多い職務では、短時間の着座を可能にする選

択肢を検討します。 
☐ 
優先 

  POINT  身体的な負担軽減が期待される。 

 

ITEM 

4-6 座り仕事の場合、快適な座席と動作機会を提供します。 ☐ 
優先 
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  POINT  長時間同じ姿勢による身体的ストレスを軽減する。 

 

ITEM 

4-7 集中作業のため静かな場所の提供や騒音対策を行います。 ☐ 
優先 

  POINT  集中力の維持やストレス軽減に資する。 

 

ITEM 

4-8 
職務に関連する危険やリスクが症状を悪化させる可能性もある

ため積極的に産業保健職等を活用します。 
☐ 
優先 

  POINT  作業によって更年期症状が悪化するという強固なエビデンスは存在しない

が、個別に悪化している人がいる可能性を認識し医療職の関与できる環境を構築す

る。 
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CATEGORY 05    6 ITEMS 

働き方・柔軟性 

 

ITEM 

5-1 
休憩時間を分割・延長するなど柔軟に時間を取れる方法を提供

します。 
☐ 
優先 

  POINT  予定外の休憩は、特に月経量が多い従業員にとって重要である。 

 

ITEM 

5-2 
勤務時間数の調整や始業・終業時間の変更を可能とする柔軟な

勤務時間制度を導入または活用します。 
☐ 
優先 

  POINT  ラッシュ回避やテレワークなどが更年期症状のコントロールに寄与する。 

 

ITEM 

5-3 
フレックス休暇の選択肢を検討し、必要な時に休暇を取得でき

るようにします。 
☐ 
優先 

  POINT  従業員によっては、大幅な休暇や完全な休日が必要とされる場合がある。 

 

ITEM 

5-4 
スプリット・シフトやジョブシェアリングなど柔軟な仕事設計

を可能とします。 
☐ 
優先 

  POINT  チーム間での相互支援を促進する。 

 

ITEM 

5-5 
夜勤を含む交代制勤務が症状に与える影響を認識し産業保健職

等による確認の機会を提供します。 
☐ 
優先 

  POINT  週 1～3 回の夜勤がある人は症状が中等度以上であるという横断研究上のデー

タがあることを踏まえ、その影響について産業保健職等の積極的な活用を検討す

る。 
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ITEM 

5-6 健康状態や個別ニーズに応じて柔軟な対応を検討します。 ☐ 
優先 

  POINT  仕事の特性や人員配置上の制約への配慮も必要である。 
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選定した項目を年間計画に反映する 

   

選定した優先項目について、実施担当者・実施時期・評価方法を以下の表に記入し、安全衛生委員

会で共有してください。 

 

項目 No. 実施内容 担当者 実施時期 評価方法 
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はじめに 

  本書は、厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業）「職場における女性の健

康保持増進のための効果的な産業保健活動の確立に向けた研究」（課題番号 23JA1005）の

成果として開発された「女性の健康管理アクションチェックリスト」（5領域 41項目）の

解説本である。 

我が国においては、就労女性の急激な増加と少子高齢化の進行を背景に、女性労働者の健康

課題が経営課題・社会課題として注目されている。労働安全衛生法に基づく一般定期健康診

断には令和 7年度から女性特有の健康課題に関する問診の活用が加えられ、検討会報告書お

よび関連マニュアルが公表された。事業者には、健診を入口として把握された女性の健康課

題に対し、職場全体で対応する体制の構築が求められている。 

しかし、職場における女性の健康管理について、事業場が取るべき対応は事業場ごとに状況

が大きく異なり、画一的なガイドラインを示すことが困難である。本研究班では、令和 5年

度からの 3年計画の中で、文献レビュー・事業場ヒアリング調査・労働者調査・大企業調

査・臨床ツール開発・教育コンテンツ開発の 6つの分担研究を統合し、令和 6年度に 5領域

41 項目からなるアクションチェックリスト（案）を開発した。令和 7年度には、本チェッ

クリストを用いた産業医向け研修プログラムを札幌市・熊本県の 3会場で実施し、合計 181

名の産業医から評価を得た（理解度 97.0%、推進意欲 92.7%）。 

本書は、各項目の意図・エビデンス・具体的施策例・実装のヒント・注意点を体系的に整理

することにより、産業医・産業看護職をはじめとする産業保健職が、安全衛生委員会等の場

でリーダーシップを発揮し、事業場における女性の健康管理を実践的に推進するための支援

ツールとして開発された。とくに、我が国の産業医の中心的担い手である嘱託産業医が、限

られた事業場滞在時間の中で効率的に施策を提案・推進するための手引きとなることを意図

している。 

本書の構成は 3部構成となっている。第 I部では、政策動向と国内外の研究動向を整理し、

本チェックリストの位置づけを示す。第 II部では、5領域 41項目すべてについて、項目本

文・背景・エビデンス・具体的施策例・実装のヒント・注意点を詳細に解説する。第 III部

では、産業医が安全衛生委員会で本チェックリストを実装するための実践ガイドを提示す

る。 

本書が、職場における女性の健康管理を推進する産業医、産業看護職、衛生管理者、人事担

当者、経営層の皆様にとって、具体的な行動につながる手引きとなれば幸いである。 

令和 7年度 

研究代表者 立石 清一郎 

産業医科大学 産業生態科学研究所 
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第 I 部 

 

背景と政策的位置づけ 

 

―女性の健康課題が経営課題となるまでの軌跡― 
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第 1 章 女性の健康課題と職場 ― 国内外の動向 

   

■ 1.1 我が国における女性労働者の現状 

我が国では、男女雇用機会均等法の施行（1986年）以来、女性の社会進出が継続的に進ん

でいる。総務省統計局の労働力調査によれば、女性の労働力人口は 2022年度には 3,096万

人に達し、女性労働者は我が国の労働力の中核を担う存在となった。 

一方で、世界経済フォーラムが発表した 2022 年のジェンダーギャップ指数において、我が

国は教育や健康面では高得点を獲得しているものの、経済参画のスコアは 146 か国中 121位

と低位にとどまっている。これは女性が経済活動に参画するうえで、依然として様々な障壁

が存在することを示している。 

我が国は急速な少子高齢化により生産年齢人口が減少を続けており、より多くの国民が経済

活動に参加する『一億総活躍』の実現が求められている。女性の活動基盤となる健康面にお

いて、女性特有の事情（ライフイベントである妊娠・出産、更年期症状、月経困難症、不妊

など）と仕事との両立しやすい環境整備が、社会的課題となっている。 

■ 1.2 女性特有の健康課題の概観 

● 1.2.1 月経随伴症状 

月経に関連する症状には、月経痛（月経困難症）、月経前症候群（PMS）、月経前不快気分

障害（PMDD）、過多月経などがある。本研究班の労働者調査（n=3,332）では、71.8%の女性

が月経に伴う身体的痛みを、67.2%が心理症状を、57.1%が注意力・認知機能低下を経験して

いた。 

とくに月経困難症は、就労世代の女性の多くに何らかの影響を及ぼしている。プレゼンティ

ーズム（出勤しているにもかかわらず生産性が低下した状態）との関連について、本研究班

の解析では、症状の重症度が高くなるほどプレゼンティーズムの有所見割合が有意に増加す

ることが定量的に示された（p for trend < 0.001）。これは、月経症状が単なる『個人的

な不調』ではなく、職場の生産性に直接的な影響を与える健康課題であることを意味する。 

● 1.2.2 更年期症状 

更年期は、女性のホルモン環境が大きく変化する時期であり、ホットフラッシュ（のぼせ・

発汗）、夜間発汗、不眠、抑うつ気分、関節痛、認知機能の変化など、多彩な症状を呈す

る。発症時期は個人差が大きく、40 代後半から 50代前半に集中するが、若年からの早発閉

経や、60代以降まで症状が遷延する場合もある。 
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更年期症状は、職場における女性の活躍の中核となる管理職層の年齢と重なるため、人材戦

略上の重要課題となる。Geukes M ら（2020年）のオランダの研究では、産業医の 86.5%が

更年期症状によるプレゼンティーズムへの影響を認識していた。一方で、更年期症状は『誰

にでも起きる加齢現象』として軽視されがちであり、適切な医療や配慮を受けていない女性

が多い。 

● 1.2.3 その他の女性特有の健康課題 

妊娠・出産・育児に伴う健康課題、不妊治療、子宮筋腫・子宮内膜症などの婦人科疾患、乳

がんや子宮がんといった女性に多いがんなども、就労継続に影響する重要な健康課題であ

る。本研究班のチェックリストは月経・更年期を中心としているが、これらの隣接領域への

配慮も含めた包括的アプローチが望ましい。 

■ 1.3 政策動向の流れ 

● 1.3.1 ジェンダー平等と女性活躍推進 

持続可能な開発目標（SDGs）ではジェンダー平等の実現が掲げられ、我が国でも 2015年に

女性活躍推進法が、2023年 6月には『女性版骨太の方針 2023』が閣議決定された。生涯に

わたる健康支援が重要施策として位置づけられ、健康面からの女性活躍推進が政策課題とな

った。 

● 1.3.2 労働安全衛生法に基づく一般定期健康診断の見直し 

厚生労働省は 2023年 12月から『労働安全衛生法に基づく一般健康診断の検査項目等に関す

る検討会』を立ち上げ、女性特有の健康課題に関する問診項目の追加について議論を進めて

きた。2024年 11月には中間とりまとめが公表され、令和 7年度には検討会報告書および女

性特有の健康課題に関する問診マニュアル（健診機関向け・事業者向け）が公表された。 

問診の追加項目案として『女性特有の健康課題（月経困難症、月経前症候群、更年期障害な

ど）で職場において困っていることがありますか』という質問が想定されている。重要な点

は、本問診は『健診時に労働者個人の健康状態への気づきを促すこと』を目的としており、

健診機関から事業者に直接結果が通知されない仕組みが採用されている点である。事業者に

は、職場としての対応体制の構築が別途求められる。 

● 1.3.3 健康経営と女性の健康 

経済産業省が主導する健康経営優良法人認定制度では、近年、女性の健康課題への取り組み

が評価項目として重視されるようになっている。とくに『健康経営銘柄』『ホワイト 500』

においては、女性の健康関連の取り組みが認定要件の一部となっている。 

■ 1.4 国際的な動向 
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● 1.4.1 英国 

英国は職場における女性の健康課題への対応で先進的な国の一つである。2010 年平等法の

ガイダンス更新（2024年）では、更年期症状に対する『合理的配慮』の提供義務の可能性

について言及されている。また、英国規格協会（BSI）が 2024年に公表した PAS 6553（職

場における月経・月経の健康・更年期に関する仕様）は、職場対応のフレームワークとして

広く参照されている。 

PAS 6553は、本研究班のアクションチェックリスト開発の主要参照文献の一つである。本

書では、PAS 6553の枠組みを日本の事業場の文脈に合わせて翻訳・修正し、5領域 41項目

として再構成した。 

● 1.4.2 米国 

米国では、更年期は雇用主による『合理的配慮』の提供義務の対象とは位置づけられていな

い。しかし、北米閉経学会（NAMS）が職場対応のガイドラインを公表しており、企業の自主

的取り組みが進んでいる。とくにテック企業を中心に、女性の健康関連福利厚生（婦人科オ

ンライン診療、不妊治療補助、更年期症状サポート等）の拡充が進んでいる。 

● 1.4.3 オーストラリア・オランダ 

オーストラリアでは、Hickey M らの研究を中心に、職場での更年期対応の実態と支援策が

体系的に整理されている。オランダでは、産業医が病気欠勤の認定を行う制度の中で、更年

期症状を含む女性の健康課題に対する対応が議論されている（Geukes M ら）。これらの国

の知見は、本チェックリストの背景文献として活用された。 

■ 1.5 日本における対応の現状と課題 

本研究班の事業場ヒアリング調査（複数企業の人事・産業保健担当者を対象）では、日本企

業における女性の健康管理の現状について、以下の課題が浮き彫りとなった。 

【主な阻害要因】 

・男性上司の理解不足とコミュニケーション困難（知識不足、セクハラ懸念） 

・制度の認知度不足、利用への心理的抵抗感 

・業務特性や人員不足による制約 

・生理休暇の無給など経済的負担 

・健康情報のプライバシーと収集の困難さ 

【主な促進要因】 

・DEI（ダイバーシティ・エクイティ・インクルージョン）推進、女性活躍への意識向上 
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・経営層・人事の理解と協力 

・個別状況への配慮（相談窓口、在宅勤務、柔軟対応） 

・外部情報・他社事例からの刺激 

・啓発活動による知識向上 

これらの知見が示すのは、『制度の有無』だけでは女性の健康課題への対応は不十分であ

り、組織文化・コミュニケーション・運用の柔軟性を含む包括的なアプローチが必要である

ことである。本書のアクションチェックリストは、この包括的アプローチを 5領域 41項目

として体系化したものである。 
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第 2 章 本研究班の成果と本チェックリストの開発経緯 

   

■ 2.1 研究班の構成と研究計画 

本研究班『職場における女性の健康保持増進のための効果的な産業保健活動の確立に向けた

研究』（課題番号 23JA1005／23JA0501の継続）は、令和 5年度から令和 7年度の 3年計画

で実施されている。研究代表者は立石清一郎（産業医科大学産業生態科学研究所教授）であ

り、6名の分担研究者と多数の協力者により構成される。 

研究計画は 5つの主研究課題から構成され、それぞれが分担研究として展開されている。 

分担研究 内容 

分担研究 1 
更年期症状に対して職場が取り組むべき支援や配慮に関する文献調査（PubMed によ

るスコーピングレビュー、49 編の英語論文を分析） 

分担研究 2 
事業場における女性の健康管理に関する質的調査および質問紙調査票の作成（複数

企業の人事・産業保健担当者へのヒアリング） 

分担研究 3 
日本の女性労働者における月経随伴症状とプレゼンティーズムとの関連（n=3,332

の疫学調査の分析、英語論文として公表済み） 

分担研究 4 
職場における女性の健康に関する施策と知覚された組織的支援との関係性（9 社・

4,284 名の女性従業員調査、マルチレベル分析） 

分担研究 5 
健康診断の担当医に向けた女性の健康課題に対する対応ツールの開発（産婦人科を

専門としない健診医向け実用ツール） 

分担研究 6 
女性の健康管理に関する職場の E ラーニングコンテンツ作成に関する研究（産業保

健スタッフ向け教育資材） 

■ 2.2 各分担研究の主要成果 

● 2.2.1 分担研究 1：スコーピングレビューの成果 

PubMed を用いた検索により、更年期症状と職場環境に関連する 1,128件の文献から 49件の

英語論文を精査した。研究の種類は、横断研究 20件、質的研究 10件、RCT 3件、RCT 以外

の介入研究 3件、コホート 3件、混合研究 3件、その他 7件であった。 

結果は 3つのテーマに分類された。第一に『職場が取るべき支援策』として、更年期ポリシ

ーの策定または健康ポリシーへの包含、既存の産業保健体制・メンタルヘルス対策支援の強

化、プレゼンティーズムの評価、休みを取りやすい勤務形態や制度、騒音・換気等の作業環

境の改善、トイレや更衣室などのリフレッシュ空間の拡充、健康増進プログラム、管理職へ

の教育、当事者への教育、経験を共有できるツールや研修、健康をオープンに議論できる雰

囲気や組織風土が挙げられた。 
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第二に『特に支援が必要な症状』として、重度な症状、症状が多い、ホットフラッシュ、疲

労、激しい頭痛、メンタルヘルス不調、神経多様性等が挙げられた。第三に『特に支援が必

要な対象』として、女性管理職、燃え尽き症候群のリスクがある人、ワークライフバランス

が悪い人、健康に関して自己評価が低い人、仕事への不安や不満がある人、経済的に困窮し

ている人、特定の作業内容・職種に従事する人、交代制勤務者、長時間通勤者、特に支援が

必要な一時期にある人などが挙げられた。 

● 2.2.2 分担研究 2：事業場ヒアリングの成果 

9企業（業種：教育、医療、製造、情報、サービス、製薬）の人事担当者および産業保健ス

タッフを対象としたヒアリング調査を実施した。施策・阻害要因・促進要因・困難事項の 4

側面で整理した結果、女性の健康管理は『制度はあるが利用されない』『制度と運用の乖

離』が中核的課題であることが明らかとなった。 

とくに、男性上司の理解不足によるコミュニケーション不全、女性側の遠慮やスティグマ

が、施策の実効性を妨げる構造的要因として浮かび上がった。一方、DEI推進・経営層のコ

ミットメント・個別配慮の柔軟性が促進要因となっており、施策推進には『制度整備』だけ

でなく『文化醸成』が不可欠であることが示された。 

● 2.2.3 分担研究 3：プレゼンティーズム研究の成果 

月経のある 3,332名の女性労働者を対象とした疫学調査の分析から、月経随伴症状の重症度

とプレゼンティーズム（Work Functioning Impairment Scale で評価）に有意な量反応関係

が認められた（p for trend < 0.001）。集中力や判断力、注意力、記憶力の低下が『な

し』と回答した群に比べ、『とてもひどい』と回答した群では、年齢調整済 PRが 4.74

（95%CI: 3.46-6.50）、多変量調整済 PRが 2.95（95%CI: 2.12-4.11）であった。 

本成果は Journal of Occupational and Environmental Medicineに英語論文として公表さ

れている（Koh S et al., 2024）。日本人労働者のプレゼンティーズムの一般的発生率（約

20%）と比較して、重度の月経症状を抱える群では約 36%という高い割合を示しており、月

経症状が職場の生産性に与える影響が定量的に示された画期的な成果である。 

● 2.2.4 分担研究 4：知覚された組織的支援（POS）研究の成果 

9社の女性従業員 4,284名を対象とした調査の分析から、女性の健康関連施策のうち、5つ

の施策（『婦人科健診・検診の受診に対する就業時間認定や有給の特別休暇付与』『従業員

や保健師等による女性の健康専門の相談窓口の設置』『女性特有の健康関連課題に対応可能

な体制の構築』『妊婦健診等の母性健康管理のためのサポートの周知徹底』『生理休暇を取

得しやすい環境の整備』）の認知が、知覚された組織的支援（POS）スコアと有意な正の関

係を示した。 
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とくに、症状の有無で層別化した分析では、『女性特有の健康関連課題に対応可能な体制の

構築』は症状あり群で有意な正の関係を示し、症状のある女性にとって対応可能な体制の存

在が組織への信頼感に直結することが示された。これらの結果は、本チェックリストの優先

項目選定の根拠の一つとなっている。 

● 2.2.5 分担研究 5・6：実践ツールの開発 

分担研究 5では、健康診断を担当する医師（産婦人科を専門としない医師が多い）が、症状

による困難を伴う女性に対応する際に使用できるツールが開発された。月経困難症、過多月

経症、月経前症候群、更年期障害の 4つを対象疾患群とし、症状確認の問診、想定される疾

患群の提示、対処方法や治療方法の概略、受診や相談が可能な窓口・Webサイトの提供とい

う 4要素で構成されている。 

分担研究 6では、職場の Eラーニングコンテンツ作成に関する研究が行われた。既存の女性

の健康情報サイトには多くの資料が提供されているが、職場のラインケアや企業の取り組み

に関するものは少数であることが判明し、産業保健スタッフ向けの教材開発の必要性が示さ

れた。 

■ 2.3 アクションチェックリストの開発経緯 

アクションチェックリストは、上記 6つの分担研究の成果と、英国規格協会（BSI）の PAS 

6553、海外の好事例を統合し、令和 6年度の研究班討議を経て開発された。令和 7年度に

は、本チェックリストを用いた産業医向け研修プログラムを札幌市・熊本県の 3会場で実施

し、合計 181 名の産業医から評価を得た。 

研修評価では、研修のわかりやすさ 88.0%、推進方法の理解 97.0%、実践可能性 90.3%、推

進意欲 92.7%といずれも高い肯定的評価が得られた。アクションチェックリストの選択率は

3会場で類似した上位項目構成を示し、本ツールが地域や対象を超えて一定の適用可能性を

有することを支持する予備的所見が得られた。 

本書は、これらの成果を統合し、各項目の意図・エビデンス・具体的施策例・実装のヒント

を体系化することにより、産業医・産業保健職が事業場で本チェックリストを実装するため

の支援ツールとして開発された。 
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■ 2.4 本チェックリストの構造 

本チェックリストは 5領域 41項目から構成される。各領域の項目数は以下の通りである。 

領域 領域名 概要 項目数 

1 組織文化・啓発 
職場の偏見やスティグマを払拭し、月経・更年期

について語れる風土を醸成する。 
8 

2 方針・制度 
既存の人事制度・健康戦略との整合性を図り、組

織として継続できる仕組みを整える。 
15 

3 相談・支援体制 
個別同意とプライバシー保護を前提に、相談しや

すい窓口と支援体制を構築する。 
4 

4 
職場環境整備・物理的

調整 
休憩環境・温度管理・トイレなど、症状に配慮し

た物理的環境を整備する。 
8 

5 働き方・柔軟性 
柔軟な休憩・勤務時間・休暇制度により、症状の

ある人が働き続けられる選択肢を提供する。 
6 

 

次章以降では、これら 41項目すべてについて、項目本文・背景・エビデンス・具体的施策

例・実装のヒント・注意点を詳細に解説する。 
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―5領域 41項目を徹底解説― 



女性の健康管理アクションチェックリスト 解説本 

14 

第 3 章 領域 1：組織文化・啓発（8 項目） 

   

■ 1.1 領域の位置づけ 

本領域は、女性の健康管理を進める上での『文化的土壌』を整える項目群である。スティグ

マの払拭、オープンな議論の風土、多様性の尊重、啓発活動の実施など、目に見えにくい

『風土』を醸成する取り組みが含まれる。本研究班 R7研修における選択率は項目あたり平

均 30.4%で、5領域中第 2位の水準であった。とくに『多様性の尊重』は最高選択率

（49.4%）を記録し、産業医が文化醸成の重要性を強く認識していることが示された。文化

醸成は短期間で実現できるものではないため、年間衛生計画の中で複数年計画として位置づ

けることが望ましい。 

■ 1.2 ITEM 1-1 

ITEM 1-1 月経や更年期に関する職場における偏見やスティグマの払拭に努め

ます。 

原文解説：健康に関する問題を安心して提起できる信頼関係を構築することが重要である。 

 

▶ 背景 

我が国の職場では、月経や更年期は『個人的なこと』として扱われ、職場で話題にすること

が憚られる文化が根強く存在してきた。R6 年度の事業場ヒアリング調査では、女性従業員

側の『他者への遠慮』、男性上司側の『セクハラ懸念』、双方のスティグマによってコミュ

ニケーションが阻害されていることが明らかとなった。この相互の遠慮が、必要な配慮の申

出や提供を妨げる最大の構造的障壁となっている。 

▶ エビデンス 

Geukes M ら(2020)のオランダにおける産業医を対象とした横断研究では、56.6%の産業医が

職場で更年期について話すことがタブーであると認めていた。また、スティグマの存在は更

年期症状を抱える女性労働者のプレゼンティーズム悪化と関連することが複数の研究で示さ

れている。日本においては令和 5年度・6年度の研究班ヒアリングでも、スティグマが施策

利用の主要な阻害要因の一つとして繰り返し言及された。 

▶ 具体的施策例 

(1)経営層からのメッセージ発信：トップが『女性の健康は経営課題である』と明言する。

(2)正しい知識の組織的普及：管理職・全従業員への eラーニング、社内報での情報発信。
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(3)言葉の見直し：『生理が辛そう』ではなく『体調はどうですか』など、誰もが使える中

立的な声かけの推奨。(4)成功事例の可視化：他社事例や自社内の好事例を共有し、議論の

素地を作る。 

▶ 産業医による実装のヒント 

産業医として安全衛生委員会で本項目を提案する際は、『スティグマの払拭』という抽象的

な表現よりも、『管理職向け 15分 eラーニングの導入』『社内報での月経衛生デー特集』

など、具体的なアクションに落とし込んで提示すると採択されやすい。一度に大きな文化変

革を狙うより、小さな成功体験を積み重ねるアプローチが有効である。 

▶ 注意点 

スティグマ払拭の取り組みが、かえって『女性に注目を集める』『腫れ物扱い』とならない

よう注意が必要である。月経や更年期の話題を特別視せず、糖尿病や腰痛と同じく『誰もが

直面しうる健康課題の一つ』として位置づけることが望ましい。また、性自認の多様性に配

慮し、女性以外も含めて議論できる環境を整える。 

 

■ 1.3 ITEM 1-2 

ITEM 1-2 月経や更年期に関する話題について、職場でのオープンな議論に向

けた教育や風土醸成を重視します。 

原文解説：従業員が症状を上司に率直に申し出やすくなることが期待される。 

 

▶ 背景 

R6 年度研究班のスコーピングレビューでは、英国・オランダ・オーストラリア等で『更年

期は話題にしてよいもの』とする職場文化の醸成が、支援の実効性に直結することが報告さ

れている。文化醸成は単なる啓発活動の積み重ねではなく、組織として『話題にしてよい』

というメッセージを継続的に発することによって達成される。 

▶ エビデンス 

Targett R ら(2022)の英国自治体職員を対象とした質問紙調査では、更年期に関するポリシ

ーを明確に制定していなくとも、職場全体の健康・福祉戦略に更年期障害を統合してアプロ

ーチする方針を採用している組織で、ポリシーを持つ組織と同様の経験が報告された。包括

的な健康ポリシーの策定の重要性が示唆されている。 

▶ 具体的施策例 
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(1)『話してよい』場の創出：女性従業員交流会、ピアサポートグループの結成。(2)経営

層・管理職の率先：管理職が自身や家族の経験を率直に話す機会を設ける。(3)定期的なテ

ーマ設定：月経衛生デー(5月 28日)・世界更年期デー(10月 18日)を社内行事として位置づ

け、年間計画に組み込む。 

▶ 産業医による実装のヒント 

風土醸成は数ヶ月で実現できるものではないため、安全衛生委員会では年間計画として複数

年での取り組みを設計する。第 1年目は『管理職への基礎教育』、第 2年目は『全従業員へ

の展開』、第 3年目は『風土の定着確認(従業員調査)』というように段階的に進める。 

▶ 注意点 

オープンな議論を強制してはならない。話したい人が話せる環境を整えることが目的であ

り、話したくない人がプライバシーを守れる仕組みも同時に必要である。また、『女性だけ

の問題』として議論を矮小化せず、男性管理職や同僚も巻き込む設計が肝要である。 

 

■ 1.4 ITEM 1-3 

ITEM 1-3 月経や更年期の経験は従業員一人一人によって異なることを認識

し、経験の多様性を尊重する文化を醸成します。 

原文解説：年齢、性別、人種、障害、神経多様性など、様々な特性が経験に影響することを理

解する必要がある。 

 

▶ 背景 

更年期症状や月経随伴症状は、個人差が極めて大きい健康課題である。R6研究班の労働者

調査(n=3,332)では、月経随伴症状を経験する女性のうち重症度・症状種類は大きく異な

り、『すべての女性に画一的な対応』は実情に合わないことが定量的に示された。本項目は

『個別性の尊重』を組織文化として明文化することを求める。 

▶ エビデンス 

Hickey M ら(2017)のオーストラリア横断研究では、症状のある女性が望む配慮は人によっ

て大きく異なり、温度調整(72%)、柔軟な勤務時間(58%)、健康な老化に関するセミナー

(50%)、柔軟な勤務スペース(50%)など、多様な選択肢が支持されていた。R6 研究班スコー

ピングレビューでも、特に支援が必要な対象は『女性管理職、燃え尽き症候群リスクのある

人、ワークライフバランスが悪い人』など多様であり、画一的な施策では届かない層の存在

が示された。 
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▶ 具体的施策例 

(1)選択肢の提示：『この施策を全員に』ではなく『複数の選択肢から選べる』設計とす

る。(2)個別配慮の明文化：『標準的対応 + 個別協議』を制度に組み込む。(3)多様性に配

慮した広報：年齢・職種・ライフステージ別の事例を社内で紹介する。 

▶ 産業医による実装のヒント 

『多様性を尊重』を抽象的な理念で終わらせないために、具体的な選択肢を制度として用意

することが重要である。例えば休暇制度であれば『生理休暇 / 体調不良休暇 / フレックス

休暇』を併設し、本人が選べる構造にする。 

▶ 注意点 

個別性を尊重するあまり、産業医や人事担当者の負担が過大にならないよう、判断基準やフ

ローを事前に整理しておく。また、『個別対応』が『個別交渉』にならないよう、最低限の

基準は組織として担保する必要がある。 

 

■ 1.5 ITEM 1-4 

ITEM 1-4 管理職を含む全従業員に対して、月経や更年期の健康課題に関する

理解促進のための啓発活動を実施します。 

原文解説：e ラーニングやセミナーが有効な手段である。 

 

▶ 背景 

R6 年度の事業場ヒアリングでは、男性上司の知識不足が施策利用を妨げる最大の阻害要因

の一つとして指摘された。管理職教育は、女性従業員の声を拾い上げるための前提条件であ

る。本研究班 R7年度研修(n=181)でも『管理職を含む全従業員への啓発活動』は選択率

41.4%で上位に位置づけられた。 

▶ エビデンス 

Geukes M ら(2023)のオランダ非ランダム化試験では、産業医が担当職場で部門ごとの上

司・女性労働者・管理職・人事スタッフを対象とする教育ワークショップを実施したとこ

ろ、管理職の更年期に対する理解と対応能力が向上した。R6研究班分担研究 2(事業場ヒア

リング)でも、eラーニング・セミナーによる教育機会の提供は施策推進の促進要因として

複数の企業で言及された。 

▶ 具体的施策例 

(1)階層別教育：①全従業員向け基礎(15分 eラーニング)、②管理職向け対応(45分研修)、
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③人事・産業保健職向け実務(2-3時間ワークショップ)。(2)既存研修への組み込み：新任

管理職研修、ハラスメント研修、健康経営研修への一部組み込み。(3)外部講師の活用：産

業婦人科医、産業医、両立支援コーディネーターなど。 

▶ 産業医による実装のヒント 

産業医として研修を提案する際は、年間衛生計画の中に『年 1回の管理職向け女性健康研

修』を組み込むことが現実的である。新規開発が困難な場合は、既存の eラーニングサービ

ス(全国健康保険協会や民間ベンダー)の活用も視野に入れる。 

▶ 注意点 

管理職教育では、『男性が女性に配慮する』という構図に偏ると、かえってジェンダーバイ

アスを強化する恐れがある。誰もが配慮を必要とする可能性があるという視点で、メンタル

ヘルス・両立支援と接続させた教育設計が望ましい。 

 

■ 1.6 ITEM 1-5 

ITEM 1-5 月経や更年期に関する課題を、特定の啓発の日や月（例：月経衛生

デー、世界更年期デー）のトピックに含めます。 

原文解説：既存の多様性・インクルージョンに関するイベントの議題に組み込むことも効果的

である。 

 

▶ 背景 

啓発活動を組織的・継続的に行うためには、年間カレンダーへの位置づけが有効である。海

外では月経衛生デー(5月 28日)・世界更年期デー(10月 18日)が定着しており、日本でも近

年、企業の取り組み事例が増えている。年間行事化することで、単発のキャンペーンではな

く継続的な文化醸成に繋がる。 

▶ エビデンス 

海外の好事例として、英国・米国の大手企業では世界更年期デーに合わせた社内イベント

(オンラインセミナー、ピアサポートグループの開催等)が定着している。R6研究班スコー

ピングレビューでも、更年期を含む健康をオープンに議論できる雰囲気・組織風土の醸成が

支援策として挙げられている。 

▶ 具体的施策例 

(1)年間カレンダーへの組み込み：5 月 28日(月経衛生デー)、10月 18日(世界更年期デ

ー)、3 月 8日(国際女性デー)、10月の女性ヘルスケア月間など。(2)既存イベントへの組み
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込み：DEI推進月間、健康経営施策、ハラスメント防止月間と連動。(3)発信内容：社内報

特集、産業医による eラーニング、外部専門家のオンラインセミナー。 

▶ 産業医による実装のヒント 

本項目は R7 研修における選択率が 16.6%と相対的に低い。これは『啓発デーへの組み込

み』が安全衛生委員会の議題として馴染みが薄いためと推測される。提案時には『既存の健

康経営施策や DEI施策との連携』を強調すると採択されやすい。 

▶ 注意点 

啓発デーの取り組みが『単発のお祭り』に終わらないよう、年間を通じた継続的な情報発信

と組み合わせる必要がある。また、参加を強制せず、関心のある人が自発的に参加できる設

計が望ましい。 

 

■ 1.7 ITEM 1-6 

ITEM 1-6 月経や更年期の健康に関する正確な情報源（証拠に基づいた外部ウ

ェブサイトなど）への案内を提供します。 

原文解説：情報源の正確性を確認し、適切な資格を持つ提供者による情報を用いることが望ま

しい。 

 

▶ 背景 

インターネット上には女性の健康に関する情報が氾濫しているが、医学的に妥当でない情報

や商業的バイアスのかかった情報も多い。R6 研究班分担研究 6では、現在公開されている

女性の健康情報サイトには多くの資料が提供されているが、職場のラインケアや企業の取り

組みに関するものは少数であることが判明した。事業者として信頼できる情報源を従業員に

案内することが重要である。 

▶ エビデンス 

推奨される情報源として、厚生労働省『女性の健康推進室ヘルスケアラボ』、日本産科婦人

科学会、日本女性医学学会、NHK健康チャンネル等がある。海外では NICE(英国)、NAMS(北

米閉経学会)などのガイドラインが信頼できる。R6研究班分担研究 5では、健康診断医向け

の対応ツールが開発され、Web サイトへの案内機能が組み込まれている。 

▶ 具体的施策例 

(1)社内ポータルへのリンク集設置：信頼できる外部サイトへのリンクをまとめる。(2)産業

医監修の社内資料：自社のニーズに合わせた解説資料を産業医監修で作成。(3)健診結果通
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知への同梱：女性特有の検査項目に関する情報源を同封する。 

▶ 産業医による実装のヒント 

産業医・産業看護職が監修・推奨する情報源リストを社内イントラに掲載することは比較的

低コストで実装できる。リスト作成時は更新責任者を明確にし、年 1回の見直しを年間衛生

計画に組み込む。 

▶ 注意点 

外部情報源を案内する際は、『情報提供であり医学的助言ではない』ことを明示する。ま

た、商業的サービス(オンライン婦人科診療等)を推奨する場合は、利益相反に十分配慮し、

特定企業の宣伝にならないよう注意する。 

 

■ 1.8 ITEM 1-7 

ITEM 1-7 従業員が自身の健康状態について、セルフアドボカシー（自己権利

主張）が困難な場合に支援を提供します。 

原文解説：症状の自己認識と職場への伝達が困難な従業員への配慮が重要である。 

 

▶ 背景 

セルフアドボカシーとは『自分の権利・ニーズを自分で主張する力』である。月経や更年期

に関しては、本人が症状を『当たり前のこと』と考えて配慮を求めない、職場の雰囲気上申

し出にくい、若年層では制度を知らないなど、自己主張が困難な状況が多く存在する。R6

研究班分担研究 3では、女性自身もその影響を十分に自覚・関心を持っていない場合がある

ことが示された。 

▶ エビデンス 

R6 研究班分担研究 3(n=3,332)では、月経症状の重症度とプレゼンティーズムに有意な関連

が認められたが、女性自身が症状の影響を十分に認識していない場合があることが指摘され

ている。Hickey M ら(2017)の研究でも、症状の自己評価と実際の業務影響には乖離がある

ことが示されている。 

▶ 具体的施策例 

(1)代弁者(アドボケート)の配置：管理職・人事・産業保健職を『支援者』として位置づ

け、当事者に代わって配慮の申出を支援する。(2)申出ハードルの低下：オンライン相談、

匿名相談窓口、書式不要の口頭での申出受付。(3)プロアクティブな声かけ：管理職・産業
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保健職から『何か困っていることはないか』と定期的に問いかける。 

▶ 産業医による実装のヒント 

本項目は産業医・産業看護職が直接担いやすい役割である。健康相談や面談の中で、本人の

言葉だけに頼らず、『プレゼンティーズム尺度』『WHO-HPQ』などの客観的指標を併用する

ことで、本人が言語化しにくい困りごとを把握できる。 

▶ 注意点 

『支援』が『干渉』にならないよう注意が必要である。本人の同意なしに代弁することは避

ける。また、若手従業員に対しては教育的アプローチ(『困ったらこの相談窓口がありま

す』)、ベテラン従業員に対しては傾聴的アプローチが有効である。 

 

■ 1.9 ITEM 1-8 

ITEM 1-8 月経や更年期に関連する話題にジェンダーに特化した言葉を用いる

ことを避け、ジェンダーに中立的な表現を使用します。 

原文解説：トランス男性やノンバイナリーの従業員も影響を受けることを認識するために重要

である。 

 

▶ 背景 

月経や更年期は『女性の健康課題』として語られることが多いが、トランス男性やノンバイ

ナリーなど、多様な性自認を持つ人々も影響を受ける。本項目は、性自認の多様性に配慮し

た言葉遣いを職場に定着させることを求める。 

▶ エビデンス 

海外のガイドライン(英国規格協会 PAS 6553、米国 ACOG等)では、『menstruating 

people』『people with menopause』など、ジェンダー中立的な表現が推奨されている。R6

研究班スコーピングレビューでは『neurodiversity(神経多様性)』を含む多様性配慮の重要

性が指摘されている。 

▶ 具体的施策例 

(1)社内資料の用語見直し：『女性社員向け』を『該当する社員向け』『健康課題のある方

向け』に置き換え。(2)研修内容の調整：『女性の健康』だけでなく『ジェンダーと健康』

『多様性と健康』として位置づける。(3)申出書類のフォーマット：性別欄を必須項目から

外す、または『男性/女性/その他/回答しない』の選択肢を提供。 
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▶ 産業医による実装のヒント 

用語の見直しは小さな変更だが、組織全体で徹底するには時間がかかる。安全衛生委員会で

『次年度から社内資料を順次見直し』と決定し、各部署のテンプレート更新を計画的に進め

る。 

▶ 注意点 

ジェンダー中立化の取り組みが、かえって従業員に『何が正しい言葉か分からない』と萎縮

を生まないよう、ガイドラインを明示することが大切である。また、本項目は日本の文脈で

はまだ浸透途上であり、R7研修における選択率も 13.8%にとどまった。教育コンテンツによ

る丁寧な説明が必要である。 
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第 4 章 領域 2：方針・制度（15 項目） 

   

■ 2.1 領域の位置づけ 

本領域は、女性の健康管理を組織として継続的に推進するための『仕組み』を整える項目群

である。15項目という最多項目数を含み、既存の人事制度・健康戦略との統合、休暇制

度、相談ルート、研修制度など、組織の運用に深く関わる施策が並ぶ。本研究班 R7研修に

おける選択率は項目あたり平均 22.7%と 5領域中最も低く、産業医が『自分が主導する施

策』として認識しにくい構造があることが示唆された。これは、方針・制度の整備が事業者

の経営判断を要するためであり、産業医がこの領域でリーダーシップを発揮するには、経営

層への説明資料や費用対効果の整理など、追加的な支援ツールが有用である。 

■ 2.2 ITEM 2-1 

ITEM 2-1 月経や更年期に関する取り組みを、既存のウェルビーイングや健康

戦略などの組織方針に統合することを検討します。 

原文解説：包括的な健康方針の中に組み込むことが有効であることが示唆されている。 

 

▶ 背景 

女性の健康管理を独立した施策として進めると、『女性だけの特別扱い』との反発を招きや

すい。既存の健康経営戦略・ウェルビーイング施策に統合することで、自然な形で組織に定

着させることができる。 

▶ エビデンス 

Targett R ら(2022)の英国自治体研究では、独立した『更年期ポリシー』ではなく、職場全

体の健康・福祉戦略に統合した組織でも同等の支援効果が得られた。包括的な健康方針への

統合が示唆された。R6研究班分担研究 4では、健康経営に取り組む企業ほど女性の健康関

連施策の認知率が高いことが示された。 

▶ 具体的施策例 

(1)健康経営戦略への統合：健康経営優良法人認定の取り組み項目に女性の健康を組み込

む。(2)ウェルビーイング指標への組み込み：従業員エンゲージメント調査に女性の健康関

連設問を追加。(3)中長期経営計画への明記：人的資本経営の指標として位置づけ。 

▶ 産業医による実装のヒント 
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独立施策ではなく既存戦略への統合という方向性は、経営層の合意を得やすい。産業医とし

て安全衛生委員会で提案する際、『新たな取り組みを増やす』ではなく『既存施策の充実』

として位置づけると採択率が高い。 

▶ 注意点 

統合は『埋没』と紙一重である。既存戦略に組み込んだ結果、女性の健康課題が見えなくな

っては本末転倒である。施策の KPI(認知率・利用率・満足度)を独立して測定することが重

要である。 

 

■ 2.3 ITEM 2-2 

ITEM 2-2 多様性・インクルージョン、業績管理、病気と欠勤、柔軟な働き方

など、関連する既存の方針を見直し、整合性を図ります。 

原文解説：月経や更年期に関連する健康課題に対応するために必要である。 

 

▶ 背景 

新たな施策を導入する前に、既存の制度・方針が女性の健康課題に対応できる構造になって

いるかを点検することが重要である。例えば『欠勤管理ポリシー』が一律の基準で運用され

ていると、月経や更年期に伴う体調不良が不利益評価につながる可能性がある。 

▶ エビデンス 

R6 研究班分担研究 2の事業場ヒアリングでは、『既存制度・評価制度との整合性』が阻害

要因として指摘された。私傷病扱いと特別扱いの境界が不明確で、企業として制度設計に迷

いが生じている実態が報告された。 

▶ 具体的施策例 

(1)既存ポリシーの棚卸し：DEIポリシー、就業規則、業績評価制度、欠勤管理規程、テレ

ワーク規程を点検。(2)整合性確保：女性の健康課題が不利益評価につながらないよう運用

基準を見直す。(3)関連部署との連携：人事、労務、総務、産業保健の合同検討会を設置。 

▶ 産業医による実装のヒント 

本項目は単独施策ではなく『既存施策の点検プロセス』であるため、年間衛生計画とは別

に、人事部門との合同プロジェクトとして進めるのが現実的である。産業医はオブザーバー

またはアドバイザーとして参加する。 

▶ 注意点 
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ポリシー見直しは長期プロジェクトとなる。短期的成果が見えにくいため、経営層の継続的

なコミットメントが必要である。 

 

■ 2.4 ITEM 2-3 

ITEM 2-3 方針や行動の実施をサポートするため、組織の手順を見直します。 

原文解説：制度の具体的運用における障壁の除去を目的とする。 

 

▶ 背景 

R6 研究班分担研究 2では、『制度はあるが利用されない』という事例が複数報告された。

生理休暇制度はあっても運用上の障壁(申請の煩雑さ、上司への申告の心理的ハードル)が高

く、有給休暇で代替されているケースが多い。手順の見直しは『使える制度』にするための

必須プロセスである。 

▶ エビデンス 

R6 研究班分担研究 2の事業場ヒアリングで、生理休暇制度が機能していない企業の多く

は、申請手順や運用上の慣習が利用ハードルとなっていた。一方、申請を簡素化した企業で

は取得率が上昇した事例が報告された。 

▶ 具体的施策例 

(1)申請手順の簡素化：理由を詳細に記載しない、口頭申告可、システム上の選択肢を増や

す。(2)申請ルートの見直し：男性上司を経由せずに申請できるルート(人事直通、産業保健

経由等)。(3)プライバシー保護：申請内容の閲覧権限を最小限に。 

▶ 産業医による実装のヒント 

手順見直しは比較的低コストで効果が出やすい施策である。安全衛生委員会で『現行の申請

プロセスにおける障壁』をヒアリングし、具体的な改善ポイントを特定する。1 年目に手順

見直し、2年目に運用評価という段階的アプローチが有効である。 

▶ 注意点 

申請手順を簡素化しすぎると、不正利用や悪用の懸念が生じる場合がある。利便性と適正運

用のバランスを取る設計が重要である。 

 

■ 2.5 ITEM 2-4 
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ITEM 2-4 組織内の全ての従業員に対し、関連する方針を効果的に伝達しま

す。 

原文解説：特に管理職や人事が方針の内容と実施を理解することが重要である。 

 

▶ 背景 

R6 研究班分担研究 4(n=4,284)では、女性の健康関連施策の認知率にばらつきがあり、企業

によって 0.4%から 56.6%と大きな差が見られた。制度の存在だけでなく、認知の徹底が重要

である。 

▶ エビデンス 

R6 研究班分担研究 4の知覚された組織的支援(POS)分析では、施策の『認知』が POS スコア

と正の相関を示した。すなわち、制度があるだけでは組織への信頼感は高まらず、従業員に

認知されることで初めて効果が発現する。 

▶ 具体的施策例 

(1)複数チャネルでの周知：社内報、イントラ、ポスター、説明会、新入社員研修。(2)管理

職の役割強化：管理職が部下に直接説明できるよう研修を実施。(3)定期的なリマインド：

年 1回以上の周知活動を年間計画に組み込む。 

▶ 産業医による実装のヒント 

認知率を測定可能な指標として位置づけることが重要である。従業員エンゲージメント調査

に『当社には女性の健康に関する以下の制度があります。それぞれの認知状況を教えてくだ

さい』という設問を組み込む。 

▶ 注意点 

周知活動の負担が現場に過度にかからないよう、既存の社内コミュニケーションチャネルを

活用する。また、女性向けに偏った周知ではなく、全従業員(男性管理職含む)を対象とする

ことが重要である。 

 

■ 2.6 ITEM 2-5 

ITEM 2-5 傷病や欠勤管理プロセスにおいて、月経や閉経前後の症状や経験が

適切に考慮されることを確認します。 

原文解説：症状による必要な休暇に対して不利益な取り扱いを科すべきではない。 
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▶ 背景 

通常の私傷病管理プロセスでは、月経や更年期に伴う体調不良が『反復性のある欠勤』とし

て不利益評価される懸念がある。本項目は、女性特有の周期的・断続的な健康課題が公平に

扱われる仕組みを求める。 

▶ エビデンス 

Geukes M ら(2020)のオランダ研究では、産業医の 86.5%が更年期症状によるプレゼンティ

ーズムへの影響を、91.4%が病気欠勤への影響を認識していた。一方で、欠勤評価の文脈で

の更年期障害の診断には 62.5%の産業医が困難を感じていた。 

▶ 具体的施策例 

(1)欠勤管理基準の例外規定：医師意見書がある場合の特例、女性特有の周期的症状に対す

る除外規定。(2)産業医意見の活用：欠勤評価時に産業医意見を参照する仕組み。(3)管理職

向けガイドライン：欠勤対応における配慮事項を明示。 

▶ 産業医による実装のヒント 

本項目は人事部門の運用変更を伴うため、産業医単独では推進できない。安全衛生委員会で

人事部門との合同検討会の設置を提案し、産業医はエビデンス提供と医学的助言の役割を担

う。 

▶ 注意点 

『女性だけ特例扱い』とならないよう、メンタル不調や慢性疾患の管理基準とも整合性を取

る必要がある。両立支援の枠組みの中で位置づけることが望ましい。 

 

■ 2.7 ITEM 2-6 

ITEM 2-6 月経困難症や更年期症状に特化した休暇制度を含む、休暇制度の環

境整備を進めます。 

原文解説：既存の休暇制度の運用を見直すことも有効である。 

 

▶ 背景 

我が国の労働基準法第 68条には生理休暇規定があるが、有給/無給の運用には企業ごとに大

きな差がある。R6研究班分担研究 2では、生理休暇制度はあっても無給のため取得が経済

的負担となり、有給休暇で代替されている実態が確認された。 

▶ エビデンス 
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R6 研究班分担研究 4の知覚された組織的支援(POS)分析では、『生理休暇を取得しやすい環

境の整備』が POSスコアと有意な正の関係を示した(Coef=0.23, p<0.001)。これは特定症状

の有無に関わらず、すべての従業員の POS向上に寄与することが示唆された。 

▶ 具体的施策例 

(1)生理休暇の有給化：労基法上の生理休暇を有給扱いとする就業規則改定。(2)半日・時間

単位の取得：1日単位ではなく柔軟な取得方法。(3)更年期休暇の新設：時間単位で取得で

きる更年期対応休暇。(4)使途自由の体調休暇：理由を問わない『リフレッシュ休暇』とし

て運用。 

▶ 産業医による実装のヒント 

本項目は R7 研修における選択率 37.6%と相対的に高く、実装しやすい施策である。生理休

暇の有給化は経営判断が必要だが、半日・時間単位での取得は就業規則改定で対応可能なケ

ースが多い。段階的導入が現実的である。 

▶ 注意点 

休暇制度を新設すると『取りにくい』雰囲気が残り、活用されない事例が多い。制度導入と

同時に、管理職への研修・取得モデルケースの提示が必須である。 

 

■ 2.8 ITEM 2-7 

ITEM 2-7 インクルージョン・パスポートなどのツールの使用を検討します。 

原文解説：担当者変更時の継続性を促進するツールとなりうる。 

 

▶ 背景 

インクルージョン・パスポートとは英国発祥の『健康配慮事項を本人が管理し、人事異動・

上司変更時に円滑に引き継ぐためのツール』である。本人が自身の配慮事項を文書化し、新

しい上司に開示することで、毎回の説明負担を減らす仕組みである。 

▶ エビデンス 

Brown S ら(2023)の英国女性救急隊員研究では、職務の性質に応じた個別ポリシーの必要性

が示され、その文脈でインクルージョン・パスポートが言及された。本研究班 R7研修では

選択率 4.4%と最も低く、日本では概念がほとんど認知されていない。 

▶ 具体的施策例 

(1)健康配慮シートの導入：本人記入の配慮事項リスト。(2)異動時の引継ぎフォーマット：



女性の健康管理アクションチェックリスト 解説本 

29 

人事異動時に新しい上司・産業医に引き継ぐ標準書式。(3)個人情報保護との両立：本人同

意のもとでの開示、保管期限の設定。 

▶ 産業医による実装のヒント 

本項目は日本での認知度が低いため、安全衛生委員会で提案する際は『両立支援プラン』

『治療と仕事の両立支援ガイドライン』(厚生労働省)の文脈に位置づけると理解されやす

い。新規導入よりも既存の両立支援フォーマットの拡張として位置づける方が現実的であ

る。 

▶ 注意点 

本人が『開示すべき』と感じる圧力にならないよう、利用は完全に任意とする。また、開示

した情報がハラスメントや差別の根拠とならないよう、運用ルールを明確化する。 

 

■ 2.9 ITEM 2-8 

ITEM 2-8 相談ルートを見直し、健康に関する懸念を安心して相談できる体制

を整えます。 

原文解説：POS（認知された組織的サポート）と関連することが示されている。 

 

▶ 背景 

R6 研究班分担研究 4の POS分析で、相談窓口の存在は知覚された組織的支援に強く関連す

ることが示された。相談ルートの整備は『施策の入口』として機能し、他の支援につなげる

起点となる。 

▶ エビデンス 

R6 研究班分担研究 4の解析では、『従業員や保健師等による女性の健康専門の相談窓口の

設置』が POS スコアと有意な正の関係を示した(Coef=0.15, p<0.001)。本研究班 R7研修で

は選択率 41.4%と上位に位置づけられた。 

▶ 具体的施策例 

(1)複数チャネルの相談窓口：対面、電話、メール、オンライン、社内/社外。(2)女性産業

保健職による窓口：女性産業医・女性保健師による相談対応。(3)外部 EAP活用：内部相談

に抵抗のある従業員向けの選択肢。(4)プライバシー保護：相談内容が上司に伝わらない仕

組み。 

▶ 産業医による実装のヒント 



女性の健康管理アクションチェックリスト 解説本 

30 

新規窓口設置が困難な場合は、既存の健康相談窓口・EAP・ハラスメント窓口に『女性の健

康課題』を明示的に対象として加えることから始める。低コストで効果が見込める。 

▶ 注意点 

窓口を設置しただけでは利用されない。利用率を上げるためには、定期的な周知、相談者の

秘密厳守の明文化、相談実績の(プライバシーに配慮した)社内共有が必要である。 

 

■ 2.10 ITEM 2-9 

ITEM 2-9 婦人科健診や検診の受診に対する就業時間認定や有給の特別休暇付

与などの制度を導入または維持します。 

原文解説：従業員の症状の有無に関わらず、POS と関連することが示唆されている。 

 

▶ 背景 

婦人科健診は早期発見・早期治療のために重要だが、就業時間内の受診が困難なため受診率

が低い実態がある。本項目は受診支援の制度化を求める。 

▶ エビデンス 

R6 研究班分担研究 4の解析では、『婦人科健診・検診の受診に対する就業時間認定や有給

の特別休暇付与』が POSスコアと有意な正の関係を示した(Coef=0.11, p=0.01)。症状の有

無に関わらず POS向上に寄与することが示された。 

▶ 具体的施策例 

(1)就業時間認定：婦人科健診を就業時間として認める。(2)特別休暇の付与：年 1回の婦人

科検診休暇(有給)。(3)費用補助：自己負担分の一部または全額補助。(4)受診案内：年 1回

の自動案内、社内情報サイトでの医療機関リスト提供。 

▶ 産業医による実装のヒント 

健康保険組合との連携で実施可能なケースが多い。健保組合のオプション健診メニューに婦

人科項目を加える、巡回検診時に婦人科項目を実施するなど、コスト負担を分散できる。 

▶ 注意点 

受診を強制してはならない。あくまで『受診したい人が受診しやすくなる支援』として位置

づける。また、受診結果の事業者への通知は本人同意なしには行わない。 
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■ 2.11 ITEM 2-10 

ITEM 2-10 職場における健康教育を通じて、女性従業員のヘルスリテラシー向

上を図ります。 

原文解説：月経症状がプレゼンティーイズムに影響しうることを従業員自身が認識することが

重要である。 

 

▶ 背景 

R6 研究班分担研究 3では、女性自身が月経症状の業務影響を十分に認識していない場合が

あることが示された。当事者のヘルスリテラシー向上は、自己管理・受療行動・職場での申

出など、すべての対応の起点となる。 

▶ エビデンス 

R6 研究班分担研究 3(n=3,332)では、月経症状の重症度とプレゼンティーズムに有意な量反

応関係が認められた(p for trend <0.001)。しかし症状を『当たり前』と考えて治療を受け

ない傾向があり、教育的介入の必要性が示された。 

▶ 具体的施策例 

(1)女性従業員向け健康セミナー：年 1-2回の社内セミナー、外部講師(産婦人科医、産業

医)。(2)eラーニング：自分の症状をスクリーニングできるツール。(3)情報提供：信頼で

きる Webサイト、自己チェックツールへのリンク。 

▶ 産業医による実装のヒント 

女性従業員のみを対象とすると参加率が低くなりがちである。『家族の健康』『パートナー

の健康』も含めた包括的なテーマで開催すると、男性従業員の参加も促せる。 

▶ 注意点 

教育内容が『正しい知識』の押し付けにならないよう注意する。多様な症状・多様な対応が

あることを示し、本人の選択を尊重する姿勢が重要である。 

 

■ 2.12 ITEM 2-11 

ITEM 2-11 月経症状のスクリーニングや医療機関への受診推奨を行います。 

原文解説：適切に受診を促すための情報提供がセルフケア支援の一部として重要である。 
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▶ 背景 

R6 研究班分担研究 5では、健康診断の問診票に月経困難症や更年期障害に関する質問項目

が追加されたことを受け、健診担当医向けの対応ツールが開発された。スクリーニングは医

療機関受診の重要な入口となる。 

▶ エビデンス 

労働安全衛生法に基づく一般定期健康診断において、女性特有の健康課題に関する問診の活

用が令和 7年度に検討会報告書として公表された。スクリーニング後の受診支援が産業保健

の役割として位置づけられている。 

▶ 具体的施策例 

(1)健診時のスクリーニング：問診項目への女性特有症状の組み込み。(2)産業医面談での声

かけ：定期面談時のスクリーニング。(3)受診支援：医療機関リストの提供、受診時の特別

休暇。(4)受診後フォロー：治療と仕事の両立支援。 

▶ 産業医による実装のヒント 

健診機関と連携して問診項目を活用することが効率的である。健診機関から『要医療』判定

された場合のフォローフローを年間衛生計画に組み込む。 

▶ 注意点 

スクリーニングの結果が事業者に直接伝わると、プライバシー侵害となる。問診票の取扱い

は本人同意のもとで適切に管理する必要がある。R6年度の検討会でもこの点が重要論点と

なった。 

 

■ 2.13 ITEM 2-12 

ITEM 2-12 全ての従業員に対し、月経や更年期の健康問題の兆候と症状、およ

びそれが個人や仕事に及ぼす影響について研修を実施します。 

原文解説：多様性・インクルージョンへの取り組み方を含めることが推奨される。 

 

▶ 背景 

本項目は、女性のみならず男性を含む全従業員への教育を求める。同僚や上司の理解は、本

人が職場で配慮を求めやすい環境を作る前提条件である。 

▶ エビデンス 

R6 研究班分担研究 2の事業場ヒアリングでは、男性上司の知識不足が施策利用の最大の阻
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害要因として繰り返し指摘された。Geukes M ら(2023)の研究では、管理職・人事スタッ

フ・男性同僚を含む包括的な教育の有効性が示された。 

▶ 具体的施策例 

(1)全従業員必修 eラーニング：年 1回 15分程度。(2)新入社員研修への組み込み：基礎知

識として位置づけ。(3)男性向け追加コンテンツ：パートナーの健康、家族の健康として接

続。 

▶ 産業医による実装のヒント 

本項目はアクション#4(管理職向け啓発)とセットで実装すると効率的である。研修コンテン

ツを共通化し、対象別に時間配分を変える。 

▶ 注意点 

研修を強制すると逆効果となる場合がある。『家族の健康を支える知識』など、自分事とし

て捉えられる導入を工夫する。 

 

■ 2.14 ITEM 2-13 

ITEM 2-13 月経や更年期の健康課題に関する従業員を支援する『擁護者』の育

成および権限付与を検討します。 

原文解説：擁護者には明確な役割、責任、エスカレーションポイントを設定し、必要な資源と

支援を提供することが望ましい。 

 

▶ 背景 

擁護者(アドボケート)とは、当事者が自分で声を上げにくい状況を補完し、本人に代わって

配慮を求める役割を担う人材である。英国・米国では女性の健康課題に関するアドボケート

の育成が進んでいる。 

▶ エビデンス 

R6 研究班スコーピングレビューでは、職場におけるアドボケートの育成が支援策として複

数の研究で言及された。本研究班 R7研修では選択率 11.0%と低く、自由記述でも『アドボ

カシーは日本社会で理解されにくい』との指摘があった。 

▶ 具体的施策例 

(1)既存の役割の活用：人事担当者、衛生管理者、産業看護職、ピアサポーターをアドボケ

ートとして位置づけ。(2)研修の実施：傾聴技術、配慮提案、エスカレーション基準。(3)役
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割の明文化：職務記述書への組み込み、活動時間の確保。 

▶ 産業医による実装のヒント 

新規にアドボケートを育成するより、既存の産業看護職・両立支援コーディネーター・衛生

管理者を活用する方が現実的である。本項目を提案する際は、用語の説明から始め、日本企

業の文脈に翻訳することが重要である。 

▶ 注意点 

アドボケートが本人に代わって判断を下すのではなく、本人の意思決定を支援する役割であ

ることを明確にする。また、アドボケートが過度な責任を負わないよう、エスカレーション

先(産業医、人事)を明示する。 

 

■ 2.15 ITEM 2-14 

ITEM 2-14 管理職に対し、健康課題を持つ部下へのサポート方法に関する研修

を実施します。 

原文解説：部下の変化を認識し、適切かつ繊細な介入を促進するためのガイダンスを含めるべ

きである。 

 

▶ 背景 

管理職は、部下の体調変化に最初に気づきうる立場にある。一方で、女性特有の健康課題に

対しては『触れてはいけない話題』として距離を置く管理職が多い。本項目は、管理職に具

体的な対応スキルを提供することを求める。 

▶ エビデンス 

R6 研究班分担研究 2の事業場ヒアリングで、管理職の知識不足とコミュニケーション困難

が阻害要因として繰り返し指摘された。本研究班 R7研修では選択率 31.5%と上位に位置づ

けられた。 

▶ 具体的施策例 

(1)管理職向け 45分研修：症状の知識、声かけの方法、配慮の選択肢、相談先。(2)ケース

スタディ：実例を用いた対応シミュレーション。(3)相談先の明示：管理職自身が困った時

の相談先(産業医、人事)。 

▶ 産業医による実装のヒント 

新任管理職研修への組み込みが現実的である。既存の『部下のメンタルヘルス対応』研修に
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女性の健康課題を追加する形で実装可能。 

▶ 注意点 

管理職が『何でも対応しなければ』と過剰負担を感じないよう、『気づき→専門家への接

続』が役割であることを明確にする。 

 

■ 2.16 ITEM 2-15 

ITEM 2-15 人事スタッフに対し、従業員および管理職をサポートするための研

修を実施します。 

原文解説：人事スタッフは文化変革の導入において重要な役割を担うため、ライン管理者が研

修を受ける前に実施することが望ましい。 

 

▶ 背景 

人事スタッフは制度設計・運用の中心的役割を担う。女性の健康課題への対応では、人事ス

タッフの理解と推進力が組織全体の取り組みを左右する。 

▶ エビデンス 

R6 研究班分担研究 2の事業場ヒアリングでは、『人事部門の理解と協力』が促進要因とし

て繰り返し言及された。特に女性管理職や経営層に近い人事担当者の存在が、施策推進の鍵

となっていた。 

▶ 具体的施策例 

(1)人事スタッフ向け実務研修：制度設計、運用、相談対応、産業医連携。(2)外部研修への

派遣：両立支援コーディネーター養成研修等。(3)定期的な情報共有：年 1回以上の研究

会・勉強会。 

▶ 産業医による実装のヒント 

人事スタッフ研修は、管理職研修よりも先に実施すべきである。人事が施策を理解していな

ければ、現場への展開は困難である。 

▶ 注意点 

人事スタッフの異動が頻繁な企業では、研修内容が引き継がれない懸念がある。マニュアル

化と引継ぎ書類の整備が必要である。 
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第 5 章 領域 3：相談・支援体制（4 項目） 

   

■ 3.1 領域の位置づけ 

本領域は、女性の健康課題を抱える従業員が安心して相談し、適切な支援につながるための

『接点』を整備する項目群である。4 項目と最も項目数が少ないが、本研究班 R7研修にお

ける選択率は項目あたり平均 32.3%で 5領域中第 1位を記録した。これは産業医が、相談窓

口の設置や対応体制の構築を最も重要かつ実装しやすい施策として認識していることを示し

ている。とくに『女性の健康専門の相談窓口の設置』は選択率 48.9%と上位 3項目に入っ

た。本領域は産業医・産業看護職が直接担いやすい役割であり、嘱託産業医にとっても比較

的提案しやすい施策が多い。 

■ 3.2 ITEM 3-1 

ITEM 3-1 健康情報について、個人情報保護ガイドラインを参照し個別同意が

必要であることを管理職や情報取扱者全員に周知します。 

原文解説：女性の健康問題は繊細な問題であること、健康情報でも特に機微な情報であるため

情報の収集・活用には個別同意が必要であることに留意する。 

 

▶ 背景 

女性の健康情報は『要配慮個人情報』として特に厳格な取扱いが求められる。R6 年度の検

討会では、健康診断時の問診結果が事業者に直接通知されない仕組みが議論された。 

▶ エビデンス 

個人情報保護法上、要配慮個人情報の取得には本人同意が必要である。労働安全衛生法に基

づく健診情報の取扱いについては、厚生労働省『労働者の心の健康の保持増進のための指

針』『治療と仕事の両立支援ガイドライン』に詳細な規定がある。 

▶ 具体的施策例 

(1)管理職・情報取扱者への研修：個人情報保護法、労働安全衛生法、関連ガイドラインの

周知。(2)情報取扱フローの明文化：誰が、何を、どこまで、どう扱うかを文書化。(3)同意

取得の仕組み：紙ベース・電子ベースの同意書テンプレート。 

▶ 産業医による実装のヒント 

本項目は法令遵守の観点で必須項目である。新規取り組みではなく、既存の個人情報保護研
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修への女性の健康関連内容の追加として実装する。 

▶ 注意点 

情報の取扱いを過度に厳格化すると、必要な配慮が提供できなくなる。『同意のもとで適切

に共有する』バランスが重要である。 

 

■ 3.3 ITEM 3-2 

ITEM 3-2 女性の健康専門の相談窓口を設置します。 

原文解説：相談しやすい窓口の設置は、女性の健康管理の効果的な施策として確認されてい

る。 

 

▶ 背景 

本研究班 R7 研修における選択率 48.1%と最も高い項目の一つである。産業医として安全衛

生委員会で提案しやすく、効果も明確な施策である。 

▶ エビデンス 

R6 研究班分担研究 4の解析では、女性健康専門の相談窓口の設置が POSスコアと有意な正

の関係を示した(Coef=0.15, p<0.001)。R6 研究班分担研究 2でも、相談件数が少なくても

窓口の存在が企業の支援姿勢を示すメッセージとなり、安心感に繋がることが確認された。 

▶ 具体的施策例 

(1)社内産業看護職による窓口：常勤の保健師による定例相談。(2)外部委託：産業婦人科

医、女性産業医による相談。(3)複数チャネル：対面、電話、メール、オンライン。(4)匿名

相談オプション。 

▶ 産業医による実装のヒント 

新規窓口の設置が困難な企業では、既存の健康相談窓口・EAP・ハラスメント窓口に『女性

の健康課題』を明示的対象として加えるところから始める。 

▶ 注意点 

窓口を設置しただけでは利用されない。定期的な周知、利用者の秘密厳守、利用しやすい時

間帯の設定が必要である。 

 

■ 3.4 ITEM 3-3 
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ITEM 3-3 女性特有の健康課題に対応可能な体制を構築します。 

原文解説：産業医や婦人科医の配置、外部相談窓口の紹介等が含まれる。 

 

▶ 背景 

相談窓口があっても、その先の対応体制(専門医への繋ぎ、両立支援の仕組み等)が整ってい

なければ実効性が伴わない。本項目は包括的な体制構築を求める。 

▶ エビデンス 

R6 研究班分担研究 4の解析では、『女性特有の健康関連課題に対応可能な体制の構築』が

POS スコアと有意な正の関係を示した(Coef=0.22, p<0.001)。特に月経症状あり群・更年期

症状あり群で関連が強かった。 

▶ 具体的施策例 

(1)産業医・婦人科医の配置：自社産業医に女性の健康課題への対応スキルを求める。(2)外

部医療機関との連携：受診先リストの整備、紹介状フォーマット。(3)両立支援フロー：診

断後の職場対応、復職支援。 

▶ 産業医による実装のヒント 

嘱託産業医の場合、女性の健康課題に詳しくないことがある。研究班開発の教材を活用した

自己研鑽、または婦人科医との連携を整備する。 

▶ 注意点 

体制構築は時間がかかる。1 年で完成させるのではなく、3-5年計画で段階的に構築する。 

 

■ 3.5 ITEM 3-4 

ITEM 3-4 配慮の申出を受けた際、医療機関への受診・治療状況を把握し、情

報提供を行う仕組みを検討します。 

原文解説：健康診断を担当する医師が使用するツールにもこの情報提供が含まれている。ま

た、職場が勝手に更年期症状と決めつけ受診を強制しないように注意喚起が必要。 

 

▶ 背景 

配慮の申出があった際、本人が適切な医療を受けているかは配慮内容を決定する重要な要素

である。一方で、受診を強制することは個人の選択を侵害する。バランスの取れた仕組みが
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必要である。 

▶ エビデンス 

R6 研究班分担研究 5では、健診担当医が女性の健康課題に対応するツールが開発された。

受診推奨と本人の選択尊重のバランスが重要論点となった。 

▶ 具体的施策例 

(1)申出時の情報提供：受診可能な医療機関リスト、治療法の概略。(2)産業医面談の活用：

本人同意のもとで受診状況を把握。(3)情報共有の同意取得：会社の関係者間での情報共有

範囲を本人が選択。 

▶ 産業医による実装のヒント 

申出受付時に『情報提供のみ』『産業医面談を希望』『現状維持』など複数の選択肢を本人

に提示し、本人がレベルを選べる仕組みが望ましい。 

▶ 注意点 

更年期症状と決めつけて受診を強制してはならない。症状の自己定義を尊重する。 
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第 6 章 領域 4：職場環境整備・物理的調整（8 項目） 

   

■ 4.1 領域の位置づけ 

本領域は、症状のある従業員が職場で過ごしやすくなるための『物理的環境』を整える項目

群である。休憩環境、温度管理、トイレ・更衣室、飲料水アクセス、座席配置、騒音対策な

ど、目に見える形で実装できる施策が含まれる。本研究班 R7研修における選択率は項目あ

たり平均 26.2%で 5領域中第 4位だが、トップ項目である『休憩環境の整備』は選択率

49.4%と最高水準を記録した。物理的施策は産業医が職場巡視を通じて評価・提案しやす

く、効果が見えやすいため、嘱託産業医にとって取り組みやすい領域である。 

■ 4.2 ITEM 4-1 

ITEM 4-1 休憩環境の整備（女性専用休憩室の設置等）を進めます。 

原文解説：女性の健康管理の効果的な施策として確認されている。 

 

▶ 背景 

R6 研究班 R7 研修における選択率 48.6%と最も高い項目の一つ。物理的な施策で実装しやす

く、効果が見えやすいため産業医が提案しやすい。労働基準法第 65条の生理休暇規定の運

用を支える物理的基盤でもある。 

▶ エビデンス 

Hammam RA ら(2012)のエジプト質的研究では、不十分な衛生・休憩・リフレッシュ施設

(83.2%)が更年期症状を悪化させる職場環境の問題として挙げられた。O'Neill MT ら(2023)

のアイルランド研究でも、症状緩和に有効な配慮として休憩環境が言及された。 

▶ 具体的施策例 

(1)女性用休養室の整備(労働安全衛生規則第 618条準拠)：横になれるスペース、プライバ

シー確保。(2)パウダールームの整備：生理用品、鏡、洗面台。(3)清潔さの維持：定期清

掃、消耗品補充。 

▶ 産業医による実装のヒント 

労働安全衛生規則第 618条で常時 50人以上または常時女性 30人以上の事業場には休養室の

設置が義務付けられている。法令遵守を出発点として、施設の質的向上を提案するアプロー

チが有効である。 
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▶ 注意点 

『女性専用』とすることで男性スタッフの利用機会を奪わない設計が必要。誰もが利用でき

る休憩室と、必要な時に専用利用できる仕切りの併用などが現実的である。 

 

■ 4.3 ITEM 4-2 

ITEM 4-2 換気、温度、湿度管理を適切に行い、従業員が涼しく過ごせるよう

調整を可能とします。 

原文解説：職場の温度制御が更年期症状の報告率低下と関連していることが示されている。 

 

▶ 背景 

更年期症状の代表であるホットフラッシュは、温度環境に大きく左右される。職場の温度・

湿度管理は、症状緩和に直接的な効果がある。 

▶ エビデンス 

Ma L ら(2023)の中国の横断調査では、更年期早期化のリスク要因として騒音(HR=1.187, 

p=0.003)が同定された。O'Neill MT ら(2023)の研究では、勤務時間の 50%以上をホットフ

ラッシュで影響を受ける労働者と温度・換気制御に有意な関連があった。Hickey M ら

(2017)では、温度調整が支援策として最も支持された(72%)。 

▶ 具体的施策例 

(1)個別調整可能な空調：パーソナルファン、座席ごとの吹出し口調整。(2)服装規定の柔軟

化：薄手のジャケット携帯可、冷感素材の許容。(3)冷房効率の向上：直射日光の遮蔽、断

熱対策。 

▶ 産業医による実装のヒント 

全社空調の温度を下げると寒いと感じる従業員もいるため、個別調整可能な仕組み(デスク

ファン、卓上クーラー、ひざ掛け)の併用が現実的である。 

▶ 注意点 

温度を下げすぎると寒冷蕁麻疹悪化等のリスクがある(Stuckey BGA, 2018)。個別調整可能

な仕組みが望ましい。 

 

■ 4.4 ITEM 4-3 
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ITEM 4-3 トイレや更衣室、シャワー室のアクセス確保とプライバシー配慮を

行います。 

原文解説：重度の月経やホットフラッシュへの対応として重要である。 

 

▶ 背景 

重度の月経時には頻回のトイレアクセスが必要である。ホットフラッシュ後にはシャワーや

着替えが必要となる場合もある。職場の物理環境は症状対応の質を左右する。 

▶ エビデンス 

Hammam RA ら(2012)では不十分な衛生・休憩・リフレッシュ施設が更年期症状悪化の要因と

して挙げられた。O'Neill MT ら(2023)では、アクセスしやすいトイレと飲料水(9%)が支援

策として支持された。 

▶ 具体的施策例 

(1)トイレ数の確保：労働安全衛生規則第 628条の基準を上回る整備。(2)生理用品の常備：

トイレ個室への自由利用品設置。(3)シャワー室・更衣室の整備：プライバシー確保の個

室、ロッカーの拡充。 

▶ 産業医による実装のヒント 

新規設備投資が困難な場合は、既存施設の運用改善から始める。生理用品の常備は低コスト

で効果が見えやすい施策である。 

▶ 注意点 

費用負担が課題となる。施設改修と段階的整備を年間衛生計画に組み込み、計画的に進め

る。 

 

■ 4.5 ITEM 4-4 

ITEM 4-4 冷たい飲料水に容易にアクセスできる環境を整備します。 

原文解説：更年期症状や脱水や不快感を防ぐための基本的な支援環境である。 

 

▶ 背景 

ホットフラッシュ時の発汗による脱水を防ぐため、冷水へのアクセスは基本的な支援であ

る。低コストで実装でき、すべての従業員に恩恵がある施策である。 
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▶ エビデンス 

O'Neill MT ら(2023)の研究では、アクセスしやすいトイレと飲料水が支援策として挙げら

れた。 

▶ 具体的施策例 

(1)ウォーターサーバーの設置：各フロアまたは各部署。(2)自販機での無料提供：水・お茶

を社員に無料配布。(3)マイボトル文化：マイボトル持参の奨励、給水設備の設置。 

▶ 産業医による実装のヒント 

本項目は『当たり前』に思われがちで安全衛生委員会の議題に上がりにくい。健康経営の文

脈で『熱中症予防』『集中力維持』とセットで提案すると採択されやすい。 

▶ 注意点 

特になし。低コストで実装可能な基本施策である。 

 

■ 4.6 ITEM 4-5 

ITEM 4-5 立ち仕事や移動が多い職務では、短時間の着座を可能にする選択肢

を検討します。 

原文解説：身体的な負担軽減が期待される。 

 

▶ 背景 

立ち仕事は月経痛・更年期症状を悪化させやすい。本項目は、症状のある時の一時的な着座

を可能にする運用を求める。 

▶ エビデンス 

本研究班 R7 研修における選択率 42.5%と上位に位置づけられた。立ち仕事中心の業種(小

売、医療、製造)では特に重要な施策である。 

▶ 具体的施策例 

(1)スツール・椅子の配置：レジ、製造ライン、看護ステーションへの設置。(2)休憩取得の

柔軟化：時間より早い休憩、追加休憩の許容。(3)ジョブローテーション：立ち仕事と座り

仕事の組み合わせ。 

▶ 産業医による実装のヒント 

業務効率への影響を心配する管理者が多いため、海外の好事例(英国 NHS、米国 Walmart等)

を参照しながら提案すると採択されやすい。 
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▶ 注意点 

業務特性により対応困難な職種もある。すべての立ち仕事を一律に対応するのではなく、業

務分析を踏まえて優先度を付ける。 

 

■ 4.7 ITEM 4-6 

ITEM 4-6 座り仕事の場合、快適な座席と動作機会を提供します。 

原文解説：長時間同じ姿勢による身体的ストレスを軽減する。 

 

▶ 背景 

デスクワーク中心の職場でも、長時間同じ姿勢が腰痛・骨盤の血流不全を引き起こし、月経

症状を悪化させる。本項目は、座り仕事における動作の機会を求める。 

▶ エビデンス 

Verburgh M ら(2022)のオランダ病院職員研究では、上半身を使った歩行トレーニングが筋

骨格系の改善と関連した。 

▶ 具体的施策例 

(1)エルゴノミクス対応の椅子：腰部サポート、座面調節。(2)スタンディングデスクの導

入：座位/立位の選択。(3)休憩運動の推奨：1時間に 1回の伸び・歩行。 

▶ 産業医による実装のヒント 

新規家具購入は予算の壁があるため、まずは『1時間に 1回の伸び・歩行』を促す運用変更

から始めるのが現実的である。 

▶ 注意点 

立ち上がる文化を作るには上司の率先が必要。管理職への啓発が前提となる。 

 

■ 4.8 ITEM 4-7 

ITEM 4-7 集中作業のため静かな場所の提供や騒音対策を行います。 

原文解説：集中力の維持やストレス軽減に資する。 

 

▶ 背景 
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月経前症候群・更年期症状による集中力低下時には、騒音は症状を悪化させる要因となる。

静かな作業環境は症状管理に有効である。 

▶ エビデンス 

Ma L ら(2023)の中国研究では、騒音曝露が早期閉経のリスク要因として同定された

(HR=1.187, p=0.003)。Hammam RA ら(2012)でも、劣悪な物理的環境が更年期症状悪化の最

大要因(91.6%)とされた。 

▶ 具体的施策例 

(1)集中ブースの設置：個室・半個室の作業スペース。(2)静音エリアの設定：会話禁止ゾー

ン、図書館型のエリア。(3)騒音対策：吸音材、間仕切り。 

▶ 産業医による実装のヒント 

オフィス改装には大きな投資が必要である。テレワークの活用、空き会議室の集中作業利用

など、運用面での工夫から始める。 

▶ 注意点 

本項目は R7 研修における選択率 8.8%と低い。安全衛生委員会で提案する際は『集中力低下

による生産性損失』のデータを示すと説得力が増す。 

 

■ 4.9 ITEM 4-8 

ITEM 4-8 職務に関連する危険やリスクが症状を悪化させる可能性もあるため

積極的に産業保健職等を活用します。 

原文解説：作業によって更年期症状が悪化するという強固なエビデンスは存在しないが、個別

に悪化している人がいる可能性を認識し医療職の関与できる環境を構築する。 

 

▶ 背景 

化学物質曝露、極端な温度、振動、長時間労働などが症状を悪化させる可能性がある。産業

保健職が職場環境を評価し、個別配慮を提案する仕組みが重要である。 

▶ エビデンス 

R6 研究班スコーピングレビューでは、夜勤・セデンタリーワーク・特定の作業環境が症状

に影響を与える可能性が複数の研究で示された。一方で強固な因果関係を示すエビデンスは

限られている。 

▶ 具体的施策例 
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(1)職場巡視時の評価：症状悪化リスクのある作業環境の特定。(2)作業環境測定の活用：化

学物質、温熱、騒音の定量評価。(3)個別面談での聞き取り：症状と作業環境の関連の有

無。 

▶ 産業医による実装のヒント 

産業医・産業保健職が安全衛生委員会で職場巡視結果を報告する際、女性の健康関連の観点

を明示的に組み込む。 

▶ 注意点 

エビデンスが限定的なため、過度な業務制限は不利益取扱いとなる懸念がある。本人意向と

医学的根拠のバランスを取る。 
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第 7 章 領域 5：働き方・柔軟性（6 項目） 

   

■ 5.1 領域の位置づけ 

本領域は、症状の重い時期や個別ニーズに応じて柔軟に働ける『運用の柔軟性』を整える項

目群である。休憩時間の柔軟化、フレックスタイム、フレックス休暇、ジョブシェアリン

グ、夜勤対応、個別配慮など、勤務時間・勤務形態に関わる施策が並ぶ。本研究班 R7研修

における選択率は項目あたり平均 28.2%で 5領域中第 3位であった。『休憩時間の柔軟化』

『フレックス休暇』が比較的高い選択率を示した一方、『ジョブシェアリング』『スプリッ

トシフト』は日本企業での馴染みが薄く選択率が低い傾向にあった。本領域は人事制度の見

直しを伴うため、産業医単独では推進困難な項目も含まれるが、テレワーク・フレックスタ

イムなど既存制度の活用範囲拡張から始めるアプローチが現実的である。 

■ 5.2 ITEM 5-1 

ITEM 5-1 休憩時間を分割・延長するなど柔軟に時間を取れる方法を提供しま

す。 

原文解説：予定外の休憩は、特に月経量が多い従業員にとって重要である。 

 

▶ 背景 

月経量が多い時、月経痛が強い時、ホットフラッシュ時には、定時の休憩では対応できな

い。本項目は、必要な時に休憩を取れる柔軟な運用を求める。 

▶ エビデンス 

Hickey M ら(2017)のオーストラリア研究では、定期的な休憩を含む柔軟な勤務時間が更年

期症状のある女性に支援策として支持された(58%)。本研究班 R7研修における選択率 39.8%

と上位に位置づけられた。 

▶ 具体的施策例 

(1)休憩の分割：1時間休憩を 15分×4回などに分割可能。(2)休憩時間の柔軟化：予定外の

追加休憩を許容。(3)休憩室の確保：気軽に立ち寄れる場所。 

▶ 産業医による実装のヒント 

労働基準法上の休憩規定(34条)は最低基準であり、これを超える運用は事業者の判断で可

能である。年間衛生計画で運用ルールを明文化する。 
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▶ 注意点 

業務上の代替体制が必要となる職場(コールセンター、医療現場等)では、人員配置の調整が

前提となる。 

 

■ 5.3 ITEM 5-2 

ITEM 5-2 勤務時間数の調整や始業・終業時間の変更を可能とする柔軟な勤務

時間制度を導入または活用します。 

原文解説：ラッシュ回避やテレワークなどが更年期症状のコントロールに寄与する。 

 

▶ 背景 

通勤時間帯の混雑、満員電車、立ちっぱなしは症状を悪化させる。フレックスタイム・時差

出勤・テレワークは、症状管理に有効な働き方である。 

▶ エビデンス 

R6 研究班スコーピングレビューでも、柔軟な勤務時間が症状緩和に有効であることが複数

の研究で示された。 

▶ 具体的施策例 

(1)フレックスタイム制度の導入・活用：コアタイム短縮、フルフレックス。(2)時差出勤：

始業時刻の選択。(3)テレワーク：症状時のリモート勤務許可。(4)時間単位有給：1時間単

位での取得。 

▶ 産業医による実装のヒント 

新規制度導入はハードルが高いが、既存のフレックス・テレワーク制度の利用範囲を女性の

健康課題に拡張するのは比較的容易である。 

▶ 注意点 

テレワーク常態化は孤立感やコミュニケーション不全を生む。対面/リモートのハイブリッ

ド設計が望ましい。 

 

■ 5.4 ITEM 5-3 

ITEM 5-3 フレックス休暇の選択肢を検討し、必要な時に休暇を取得できるよ
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うにします。 

原文解説：従業員によっては、大幅な休暇や完全な休日が必要とされる場合がある。 

 

▶ 背景 

症状の重い日には、半日や 1時間ではなく 1日まるごとの休暇が必要となる場合がある。本

項目は、理由を細かく問わない柔軟な休暇制度を求める。 

▶ エビデンス 

本研究班 R7 研修における選択率 38.1%と上位に位置づけられた。 

▶ 具体的施策例 

(1)使途自由の体調休暇：理由不問のリフレッシュ休暇。(2)半日・時間単位有給。(3)突発

休の取りやすさ：当日朝の連絡で取得可能。 

▶ 産業医による実装のヒント 

新規休暇制度の創設はハードルが高い。既存の年次有給休暇の取得促進・取得理由の不問化

から始める方が現実的である。 

▶ 注意点 

突発休は周囲に負担をかけるため、業務の属人化解消とセットで進める必要がある。 

 

■ 5.5 ITEM 5-4 

ITEM 5-4 スプリット・シフトやジョブシェアリングなど柔軟な仕事設計を可

能とします。 

原文解説：チーム間での相互支援を促進する。 

 

▶ 背景 

1日の勤務を分割する『スプリット・シフト』、複数人で 1つの職務を担う『ジョブシェア

リング』は、症状のある日の業務負担を軽減できる柔軟な仕組みである。 

▶ エビデンス 

Hickey M ら(2017)では、ジョブシェアリングを含む柔軟な勤務時間が支援策として支持さ

れた。 
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▶ 具体的施策例 

(1)スプリットシフト制度：午前・午後の分割勤務。(2)ジョブシェアリング：1つのポジシ

ョンを 2人で担当。(3)バックアップ体制：相互カバーできるチーム編成。 

▶ 産業医による実装のヒント 

本項目は R7 研修における選択率 17.1%と相対的に低い。日本企業では『1人 1ポジション』

が一般的なため馴染みが薄い。試行的な導入から始める。 

▶ 注意点 

業務分担の明確化、引継ぎの仕組み、評価制度との整合性が課題となる。導入には人事制度

の見直しが伴う。 

 

■ 5.6 ITEM 5-5 

ITEM 5-5 夜勤を含む交代制勤務が症状に与える影響を認識し産業保健職等に

よる確認の機会を提供します。 

原文解説：週 1～3 回の夜勤がある人は症状が中等度以上であるという横断研究上のデータがあ

ることを踏まえ、その影響について産業保健職等の積極的な活用を検討する。 

 

▶ 背景 

夜勤・交代制勤務は更年期症状・月経症状を悪化させる可能性がある。職務上夜勤が必要な

業種(医療、製造、運輸)では、産業保健職による定期確認が重要である。 

▶ エビデンス 

Sawamoto N ら(2024)の日本の製造業女性社員 685名の調査では、週 1-3回の夜勤がある人

は中等度以上の更年期症状の割合が有意に高かった。R6研究班スコーピングレビューでも

夜勤の影響が複数の研究で言及された。 

▶ 具体的施策例 

(1)夜勤者向け定期面談：年 1回以上の産業医面談。(2)夜勤シフトの調整：症状に応じた配

慮。(3)夜勤からの離脱選択肢：希望者の日勤シフト変更。 

▶ 産業医による実装のヒント 

夜勤者全員に一律の制限を課すのではなく、産業医面談を通じた個別対応が現実的である。 

▶ 注意点 

夜勤者の絶対数が必要な業種では、配慮による業務継続性への影響を考慮する必要がある。 
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■ 5.7 ITEM 5-6 

ITEM 5-6 健康状態や個別ニーズに応じて柔軟な対応を検討します。 

原文解説：仕事の特性や人員配置上の制約への配慮も必要である。 

 

▶ 背景 

個別の健康状態は多様であり、画一的な対応では対応しきれない。本項目は『個別協議』の

余地を残すことの重要性を示す。 

▶ エビデンス 

R6 研究班分担研究 2の事業場ヒアリングでも、『個別状況への配慮』が促進要因として複

数言及された。 

▶ 具体的施策例 

(1)個別協議の仕組み：本人・上司・産業保健職の三者協議。(2)両立支援プランの作成：医

師意見書を踏まえた業務調整。(3)定期的な見直し：3ヶ月・6ヶ月毎の状況確認。 

▶ 産業医による実装のヒント 

両立支援ガイドライン(厚生労働省)の枠組みを女性の健康課題にも適用するアプローチが現

実的である。 

▶ 注意点 

『個別対応』が『個別交渉』にならないよう、最低限の基準と判断フローを組織として整備

する必要がある。 
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第 III 部 

 

実装のための実践ガイド 

 

―産業医が事業場で動かすための具体的手順― 
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第 8 章 産業医による安全衛生委員会での提案手順 

   

■ 8.1 なぜ安全衛生委員会から始めるのか 

本研究班の問題意識は、女性の健康課題は『産業医がリーダーシップを発揮することで動き

始める』性質を持つということである。事業者の経営判断単独でも、労働者の自助努力単独

でも実現できない、両者の橋渡しが必要な領域だからである。産業医は事業者と労働者の双

方に対して中立的な立場を保てる唯一の存在として、安全衛生委員会の場でこの議論を主導

することが期待されている。 

安全衛生委員会は労働安全衛生法第 19条に基づく事業場の公的な健康管理協議の場であ

り、月 1回以上の開催が義務付けられている（常時 50人以上の事業場）。ここで議題化さ

れることは、組織として正式に取り組むべき事項として位置づけられる。本チェックリスト

の実装は、この場での議論を起点として進めることが最も効果的である。 

■ 8.2 提案の 3 段階アプローチ 

本書は、産業医が安全衛生委員会で本チェックリストを実装するための手順として、以下の

3段階アプローチを推奨する。 

● STEP 1：現状共有（第 1〜3 回の委員会） 

最初のステップは、女性の健康課題の現状を委員会メンバーで共有することである。具体的

には以下の内容を 1〜3回の委員会で順次紹介する。 

(1) 国の動向：労働安全衛生法に基づく一般定期健康診断における女性特有の健康課題に関

する問診の活用、令和 7年度の検討会報告書、関連マニュアルの公表。 

(2) 自社の現状：従業員年齢構成、女性比率、既存制度（生理休暇、健康診断、相談窓口）

の利用状況、過去の健康相談・面談での女性関連事案の概要。 

(3) 本チェックリストの概要：5領域 41項目の構造、開発経緯、本研究班の研究成果。 

この段階では、まだ具体的施策の議論には踏み込まない。委員会メンバー全員が『女性の健

康課題は組織として取り組むべき事項である』という認識を共有することが目的である。 

● STEP 2：優先項目の選定（第 4〜5回の委員会） 

次のステップは、自社で優先順位の高い項目を選定することである。本チェックリストの

41 項目すべてに同時に着手するのは現実的でないため、自社の状況に応じて優先項目を選

ぶ必要がある。 
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(1) 配布と各自検討：チェックリストを委員会メンバーに配布し、次回までに各自が『優先

順位が高いと考える項目』に印をつけてくる。 

(2) 議論：次回委員会で各メンバーの選定結果を集約し、共通項目・相違点を議論する。本

研究班 R7研修における選択率上位項目（多様性の尊重、休憩環境の整備、相談窓口の設

置、立ち仕事への配慮、管理職への啓発、特化した休暇制度、休憩時間の柔軟化、フレック

ス休暇、相談ルートの整備、スティグマの払拭）を参考情報として提示する。 

(3) 決定：自社で取り組む優先項目を 3〜5項目程度選定する。 

● STEP 3：年間計画への反映（第 6回以降） 

選定した優先項目を、年間衛生計画に組み込む。具体的には以下の要素を明文化する。 

(1) 実施内容：何を、どの程度の規模で実施するか。 

(2) 実施担当者：人事、総務、産業保健スタッフのうち誰が主担当か。 

(3) 実施時期：いつまでに、どのスケジュールで進めるか。 

(4) 評価方法：どのような指標で実施効果を測るか（認知率、利用率、満足度等）。 

■ 8.3 経営層への説明アプローチ 

本チェックリストの実装には、しばしば経営層の理解と決裁が必要となる。とくに『方針・

制度』領域の項目は、就業規則の改定や予算確保を伴うため、経営層への説明資料が不可欠

である。産業医として経営層に説明する際は、以下の論点を整理することが有効である。 

【経営層への説明ポイント】 

(1) 法令対応：労働安全衛生法に基づく一般定期健康診断における女性特有の健康課題に関

する問診の活用への対応として位置づける。 

(2) 経営課題：本研究班分担研究 3で示されたように、月経症状の重症度はプレゼンティー

ズムと有意に関連する。すなわち、女性の健康管理は労働生産性に直結する経営課題であ

る。 

(3) 人材戦略：女性活躍推進、健康経営優良法人認定、ESG 経営の文脈での位置づけ。 

(4) 投資対効果：分担研究 4で示されたように、施策の認知が知覚された組織的支援

（POS）と関連する。POSの向上はエンゲージメント、定着率、生産性向上に寄与する。 
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第 9 章 嘱託産業医のための優先順位付けガイド 

   

■ 9.1 嘱託産業医の制約と優位性 

我が国の事業場における産業医の中心的担い手は嘱託産業医である。嘱託産業医は事業場滞

在時間が限られるため、限られた時間の中で効率的に施策を提案・推進する必要がある。一

方で、複数の事業場を担当する経験から、他社事例を持ち込めるという優位性もある。 

本書の優先順位付けガイドは、嘱託産業医が短時間で本チェックリストを実装するための実

践的な指針である。本研究班 R7研修（参加者の医師歴中央値 33年・産業医歴中央値 8年と

嘱託産業医を多く含む集団）の選択率データを基に作成された。 

■ 9.2 優先度 A（最優先）：選択率上位項目 

本研究班 R7 研修における選択率 TOP10項目を、嘱託産業医が安全衛生委員会で最初に提案

すべき『優先度 A』として位置づける。これらの項目は産業医が事業場で提案しやすく、効

果が見えやすい特徴を持つ。 

順位 カテゴリ 項目 内容（要旨） 

1 1.組織文化・啓発 3 多様性の尊重 

1 4.職場環境整備 1 休憩環境の整備 

3 3.相談・支援体制 2 相談窓口の設置 

4 4.職場環境整備 5 立ち仕事への配慮 

5 1.組織文化・啓発 4 管理職を含む啓発 

5 2.方針・制度 8 相談ルートの整備 

7 5.働き方・柔軟性 1 柔軟な休憩 

8 5.働き方・柔軟性 3 フレックス休暇 

9 2.方針・制度 6 特化した休暇制度 

10 1.組織文化・啓発 1 スティグマの払拭 

 

これらの項目に共通する特徴は、(1)安全衛生委員会で議題として提案しやすい、(2)産業

医・産業保健職が直接関与しやすい、(3)効果が比較的早期に見える、ことである。嘱託産

業医として最初に取り組む際は、この 10項目から自社の状況に合うものを 3〜5項目選んで

提案するのが効率的である。 

■ 9.3 優先度 B（準優先）：状況に応じて選択 
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選択率が中位（20-35%程度）の項目は、自社の状況に応じて選択すべき『優先度 B』として

位置づける。たとえば、夜勤・交代制勤務がある事業場では『夜勤を含む交代制勤務におけ

る産業保健職等による確認の機会』（選択率 18.8%）が重要となる。事業場の業種・規模・

人員構成を踏まえて選定する。 

■ 9.4 優先度 C（長期課題）：選択率下位項目 

選択率下位項目（インクルージョン・パスポート、擁護者の育成、ジェンダー中立的表現

等）は、日本ではまだ概念が浸透していない、または実装ハードルが高い『優先度 C』とし

て位置づける。これらは長期的な文化変革の中で取り組むべき項目であり、初年度から無理

に組み込む必要はない。 

■ 9.5 時間配分の目安 

嘱託産業医として、月 1〜2 回の事業場訪問の中で本チェックリストを実装する場合の時間

配分の目安を以下に示す。 

・第 1〜2か月：自社現状の把握、経営層・人事との事前対話（合計 2〜4時間） 

・第 3〜4か月：安全衛生委員会での現状共有、チェックリスト紹介（委員会 30分×2回） 

・第 5〜6か月：優先項目の選定、年間計画への反映（委員会 30分×2回 + 事前準備 2時

間） 

・第 7か月以降：選定項目の実装支援、進捗フォロー（委員会 15-30 分×複数回） 
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第 10 章 よくある質問と困難事例への対応 

   

Q1 経営層が『男性も含む全従業員の問題ではないため、女性の健康施策に予算を割けな

い』と消極的な場合、どう説得すればよいか？ 

A 本研究班分担研究 3で示されたように、月経症状の重症度はプレゼンティーズム

と有意に関連する。これは、女性の健康課題が個人の問題ではなく、組織の労働生産

性に直結する経営課題であることを意味する。また、分担研究 4で示されたように、

施策の認知は知覚された組織的支援（POS）と関連し、エンゲージメント・定着率にも

影響する。これらの定量的データを示すことで、経営層に『投資対効果のある経営課

題』として認識してもらうアプローチが有効である。また、健康経営優良法人認定の

評価項目との関連、女性活躍推進法の文脈、ESG経営の流れなど、外部環境変化を提

示することも有効である。 

Q2 男性管理職が『部下の女性に体調を聞くのはセクハラになるのではないか』と心配

し、声をかけられないでいる。どうすればよいか？ 

A 本研究班分担研究 2の事業場ヒアリングでも、男性上司の『セクハラ懸念』はコ

ミュニケーションを阻害する大きな要因として指摘された。解決策として、(1)『女性

に』ではなく『すべての部下に』体調を尋ねる文化を作る（『最近どう？』『何か困

っていることはないか』）、(2)月経や更年期と決めつけずに体調全般を聞く、(3)管

理職向け研修で具体的な声かけ事例を提示する、ことが有効である。本チェックリス

トの『管理職への研修』（ITEM 2-14）で、こうした具体的なスキルを学ぶ機会を提供

することが望ましい。 

Q3 生理休暇制度はあるが、ほとんど取得されない。どうすれば取得しやすくなるか？ 

A 本研究班分担研究 2では、生理休暇制度がある企業でも『有給休暇で代替してい

る』『申請が心理的に難しい』等の理由で利用率が低い実態が確認された。改善策と

して、(1)生理休暇の有給化（経済的負担の解消）、(2)申請手順の簡素化（理由を詳

細に書かない、システム上のチェックボックスのみ）、(3)申請ルートの見直し（男性

上司を経由しない経路）、(4)管理職への取得モデル提示（取得することが当たり前と

いう雰囲気作り）、(5)半日・時間単位での取得を可能にする、などが有効である。本

チェックリスト ITEM 2-3、2-6が該当する。 

Q4 従業員数 100名規模の中小企業で、専門相談窓口を設置するリソースがない。どうす

ればよいか？ 
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A 新規窓口の設置が困難な場合、既存の窓口に『女性の健康課題』を明示的に対象

として加えるアプローチが現実的である。具体的には、(1)既存の健康相談窓口・EAP

の対応範囲拡大、(2)健康保険組合の相談窓口の活用、(3)産業医面談時間の有効活用

（健康診断後の事後措置面談で女性の健康課題も拾う）、(4)外部の女性産業医・産業

看護職を委託契約で活用（オンライン面談）、(5)地域の産業保健総合支援センターの

活用、などがある。すべて自社で揃える必要はない。本チェックリスト ITEM 3-2、3-

3 が該当する。 

Q5 夜勤のある業種（医療・介護・製造）で、女性の健康配慮と業務継続をどう両立すれ

ばよいか？ 

A Sawamoto N ら（2024）の研究では、週 1-3回の夜勤がある人は中等度以上の更年

期症状の割合が有意に高いことが示された。一律の夜勤制限ではなく、(1)産業医面談

を通じた個別対応（症状の有無・重症度の確認）、(2)希望者のみシフト調整、(3)夜

勤前後の十分な休息確保、(4)夜勤手当の充実、(5)夜勤からの離脱選択肢の提示、と

いうアプローチが現実的である。本チェックリスト ITEM 5-5 が該当する。 

Q6 婦人科健診の受診促進をしたいが、業種上、就業時間内の受診が難しい。どうすれば

よいか？ 

A (1)健康保険組合との連携で、土日対応や巡回健診を組み込む、(2)健康診断時に

オプションとして婦人科項目を追加、(3)就業時間認定の特別休暇制度を新設（年 1回

の婦人科検診休暇）、(4)健診結果の取扱いを明確化（プライバシー保護の徹底）、

(5)既存の人間ドック補助の対象に婦人科項目を含める、などのアプローチが考えられ

る。本チェックリスト ITEM 2-9が該当する。 

Q7 更年期症状のある女性従業員から相談があったが、本人が『家族や上司には知られた

くない』と言う。どう対応すればよいか？ 

A 本人の意向を最優先する。(1)産業医・産業看護職の中での秘密厳守を明確に伝え

る、(2)就業上の配慮が必要な場合は、本人同意のもとで『健康課題』としてのみ上司

に伝え、具体的な疾患名は開示しない、(3)業務調整は『一般的な体調不良』として進

める、(4)受診支援は本人選択を尊重、(5)相談は継続的にフォローし、本人が職場で

の開示を選ぶタイミングを支援する、というアプローチが望ましい。プライバシー保

護は ITEM 3-1の核心である。 

Q8 本チェックリストの中で『擁護者（アドボケート）』『インクルージョン・パスポー

ト』など、日本では聞き慣れない概念がある。どう説明すればよいか？ 
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A 確かに、これらは英国発の概念であり、本研究班 R7 研修でも選択率が低かった項

目である。安全衛生委員会で説明する際は、日本企業の既存概念に翻訳することが有

効である。たとえば、『擁護者』→『相談窓口の担当者やピアサポーター』、『イン

クルージョン・パスポート』→『健康配慮事項の引継ぎツール（職場異動時に新しい

上司・担当者へ配慮事項を継続的に伝えるための様式）』として説明する。両立支援

プラン（厚生労働省『治療と仕事の両立支援ガイドライン』）の枠組みに位置づける

と理解されやすい。 

Q9 本チェックリストを実装した効果をどう測定すればよいか？ 

A 効果測定のレベルとして以下の 3段階を推奨する。(1)アウトプット指標：施策の

認知率、利用率（健康相談窓口の利用件数、生理休暇の取得率等）。(2)アウトカム指

標：プレゼンティーズム（WFun等で測定）、エンゲージメント、知覚された組織的支

援（POS）。(3)経営指標：女性管理職比率、女性離職率、健康経営優良法人認定等。

最初から経営指標を求めるのは難しいため、まずアウトプット指標から始め、段階的

にアウトカム・経営指標へ拡張するアプローチが現実的である。 

Q10 本チェックリストは女性向けの施策と理解されがちだが、男性従業員からの反発は

ないか？ 

A 本研究班 R7 研修の自由記述でも『女性に限らない包括的な健康管理として位置づ

けるべき』という意見が複数あった。実装の際には、(1)女性の健康課題を『誰もが直

面しうる健康課題の一つ』として位置づける、(2)休暇制度は『女性専用』ではなく

『体調不良休暇』として男女ともに利用可能にする、(3)管理職教育は『部下の体調管

理スキル』として位置づける、(4)男性の更年期症状や前立腺の健康なども含めた包括

的アプローチとする、などの工夫が有効である。ITEM 1-8（ジェンダー中立的表現）

も参考になる。 
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付録 A：アクションチェックリスト全項目（一覧） 

   

本チェックリストの全 41項目を、領域別に一覧表示する。実際の安全衛生委員会等での討

議資料として活用されたい。 

領域 1 組織文化・啓発（8 項目） 

No. 項目内容 
チェ

ック 

1-1 月経や更年期に関する職場における偏見やスティグマの払拭に努めます。 □ 

1-2 
月経や更年期に関する話題について、職場でのオープンな議論に向けた教育や

風土醸成を重視します。 
□ 

1-3 
月経や更年期の経験は従業員一人一人によって異なることを認識し、経験の多

様性を尊重する文化を醸成します。 
□ 

1-4 
管理職を含む全従業員に対して、月経や更年期の健康課題に関する理解促進の

ための啓発活動を実施します。 
□ 

1-5 
月経や更年期に関する課題を、特定の啓発の日や月（例：月経衛生デー、世界

更年期デー）のトピックに含めます。 
□ 

1-6 
月経や更年期の健康に関する正確な情報源（証拠に基づいた外部ウェブサイト

など）への案内を提供します。 
□ 

1-7 
従業員が自身の健康状態について、セルフアドボカシー（自己権利主張）が困

難な場合に支援を提供します。 
□ 

1-8 
月経や更年期に関連する話題にジェンダーに特化した言葉を用いることを避

け、ジェンダーに中立的な表現を使用します。 
□ 

 

領域 2 方針・制度（15 項目） 

No. 項目内容 
チェ

ック 

2-1 
月経や更年期に関する取り組みを、既存のウェルビーイングや健康戦略などの

組織方針に統合することを検討します。 
□ 

2-2 
多様性・インクルージョン、業績管理、病気と欠勤、柔軟な働き方など、関連

する既存の方針を見直し、整合性を図ります。 
□ 

2-3 方針や行動の実施をサポートするため、組織の手順を見直します。 □ 

2-4 組織内の全ての従業員に対し、関連する方針を効果的に伝達します。 □ 

2-5 
傷病や欠勤管理プロセスにおいて、月経や閉経前後の症状や経験が適切に考慮

されることを確認します。 
□ 
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No. 項目内容 
チェ

ック 

2-6 
月経困難症や更年期症状に特化した休暇制度を含む、休暇制度の環境整備を進

めます。 
□ 

2-7 インクルージョン・パスポートなどのツールの使用を検討します。 □ 

2-8 
相談ルートを見直し、健康に関する懸念を安心して相談できる体制を整えま

す。 
□ 

2-9 
婦人科健診や検診の受診に対する就業時間認定や有給の特別休暇付与などの制

度を導入または維持します。 
□ 

2-10 
職場における健康教育を通じて、女性従業員のヘルスリテラシー向上を図りま

す。 
□ 

2-11 月経症状のスクリーニングや医療機関への受診推奨を行います。 □ 

2-12 
全ての従業員に対し、月経や更年期の健康問題の兆候と症状、およびそれが個

人や仕事に及ぼす影響について研修を実施します。 
□ 

2-13 
月経や更年期の健康課題に関する従業員を支援する『擁護者』の育成および権

限付与を検討します。 
□ 

2-14 
管理職に対し、健康課題を持つ部下へのサポート方法に関する研修を実施しま

す。 
□ 

2-15 
人事スタッフに対し、従業員および管理職をサポートするための研修を実施し

ます。 
□ 

 

領域 3 相談・支援体制（4 項目） 

No. 項目内容 
チェ

ック 

3-1 
健康情報について、個人情報保護ガイドラインを参照し個別同意が必要である

ことを管理職や情報取扱者全員に周知します。 
□ 

3-2 女性の健康専門の相談窓口を設置します。 □ 

3-3 女性特有の健康課題に対応可能な体制を構築します。 □ 

3-4 
配慮の申出を受けた際、医療機関への受診・治療状況を把握し、情報提供を行

う仕組みを検討します。 
□ 

 

領域 4 職場環境整備・物理的調整（8 項目） 

No. 項目内容 
チェ

ック 

4-1 休憩環境の整備（女性専用休憩室の設置等）を進めます。 □ 
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No. 項目内容 
チェ

ック 

4-2 
換気、温度、湿度管理を適切に行い、従業員が涼しく過ごせるよう調整を可能

とします。 
□ 

4-3 トイレや更衣室、シャワー室のアクセス確保とプライバシー配慮を行います。 □ 

4-4 冷たい飲料水に容易にアクセスできる環境を整備します。 □ 

4-5 
立ち仕事や移動が多い職務では、短時間の着座を可能にする選択肢を検討しま

す。 
□ 

4-6 座り仕事の場合、快適な座席と動作機会を提供します。 □ 

4-7 集中作業のため静かな場所の提供や騒音対策を行います。 □ 

4-8 
職務に関連する危険やリスクが症状を悪化させる可能性もあるため積極的に産

業保健職等を活用します。 
□ 

 

領域 5 働き方・柔軟性（6 項目） 

No. 項目内容 
チェ

ック 

5-1 休憩時間を分割・延長するなど柔軟に時間を取れる方法を提供します。 □ 

5-2 
勤務時間数の調整や始業・終業時間の変更を可能とする柔軟な勤務時間制度を

導入または活用します。 
□ 

5-3 
フレックス休暇の選択肢を検討し、必要な時に休暇を取得できるようにしま

す。 
□ 

5-4 
スプリット・シフトやジョブシェアリングなど柔軟な仕事設計を可能としま

す。 
□ 

5-5 
夜勤を含む交代制勤務が症状に与える影響を認識し産業保健職等による確認の

機会を提供します。 
□ 

5-6 健康状態や個別ニーズに応じて柔軟な対応を検討します。 □ 
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付録 B：用語集 

   

■ アクションチェックリスト 

本研究班が令和 6年度に開発した、職場における女性の健康管理を推進するためのツー

ル。5領域 41項目から構成される。事業者・労働者・産業保健スタッフが共通の枠組み

で議論し、優先施策を選定するために活用する。 

■ アドボケート（擁護者） 

当事者が自分で声を上げにくい状況を補完し、本人に代わって配慮を求める役割を担う

人材。英国・米国では女性の健康課題に関するアドボケートの育成が進んでいる。日本

では『相談窓口担当者』『ピアサポーター』として位置づけることが現実的。 

■ インクルージョン・パスポート 

英国発祥のツール。健康配慮事項を本人が管理し、人事異動・上司変更時に円滑に引き

継ぐためのもの。本人が自身の配慮事項を文書化し、新しい上司に開示することで毎回

の説明負担を減らす。日本では『健康配慮事項の引継ぎツール』として位置づけること

が現実的。 

■ プレゼンティーズム 

出勤しているにもかかわらず、健康問題により業務遂行能力が低下している状態。アブ

センティーズム（欠勤）とは異なり、出勤データだけでは把握できない『見えない労働

損失』として注目されている。本研究班分担研究 3では、月経症状の重症度とプレゼン

ティーズムに有意な量反応関係が認められた。 

■ 知覚された組織的支援（POS） 

Perceived Organizational Support。従業員が組織から大切にされていると感じる程

度。エンゲージメント・定着率・労働生産性と関連する。本研究班分担研究 4では、女

性の健康関連施策の認知が POSスコアと正の関係を示した。 

■ スコーピングレビュー 

特定のテーマに関する文献を網羅的に収集し、研究の動向や知見を体系的に整理する手

法。システマティックレビューと比較して、より広範な研究設計を含む。本研究班分担

研究 1では、PubMedで 1,128件から 49件を精査した。 

■ 両立支援 

病気や治療を抱える労働者が仕事と治療を両立できるよう支援する取り組み。厚生労働

省『治療と仕事の両立支援ガイドライン』が基本枠組み。女性の健康課題への対応も、

両立支援の枠組みを応用できる場合が多い。 
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■ 産業医歴／医師歴比 

産業医として活動した年数を医師として活動した年数で割った値。本研究班 R7研修参

加者では中央値 0.28と低く、医師としてのキャリア後半に産業医業務を担う嘱託産業

医を多く含む集団であった可能性が示唆された。 

■ DEI（ダイバーシティ・エクイティ・インクルージョン） 

多様性・公平性・包摂性を重視する経営方針。女性の健康管理は、DEI推進の文脈の中

に位置づけられることが多い。本研究班分担研究 2の事業場ヒアリングでは、DEI 推進

が女性健康管理の促進要因として複数の企業で言及された。 

■ セルフアドボカシー 

自分の権利・ニーズを自分で主張する力。月経や更年期に関しては、本人が症状を『当

たり前のこと』と考えて配慮を求めない、職場の雰囲気上申し出にくいなど、自己主張

が困難な状況が多く存在する。本チェックリスト ITEM 1-7はセルフアドボカシーが困

難な場合の支援を求めている。 

■ PAS 6553 

英国規格協会（BSI）が 2024年に公表した『職場における月経・月経の健康・更年期に

関する仕様』。本研究班のアクションチェックリスト開発の主要参照文献の一つ。 

■ WFun（Work Functioning Impairment Scale） 

Rasch モデルを用いて開発された自己記入式のプレゼンティーズム尺度。7問構成で合

計点 7〜35点。21 点以上をプレゼンティーズムありと定義する。本研究班分担研究 3で

も使用された。 

■ 更年期症状 

閉経前後（一般的に 40代後半〜50 代前半）に女性のホルモン環境変化により生じる症

状群。ホットフラッシュ、夜間発汗、不眠、抑うつ気分、関節痛、認知機能の変化など

多彩。発症時期と重症度には個人差が大きい。 

■ 月経困難症 

月経時に生じる強い下腹部痛、頭痛、腰痛、悪心、嘔吐などの症状群。子宮内膜症など

の基礎疾患による『続発性月経困難症』と、明らかな基礎疾患がない『機能性月経困難

症』がある。前者は治療を要する。 

■ 月経前症候群（PMS） 

月経前 3〜10日に生じる身体的・精神的症状群。イライラ、抑うつ、頭痛、乳房痛、食

欲変化など。重症のものは月経前不快気分障害（PMDD）として区別される。 
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付録 D．アクションチェックリスト全項目選択率一覧 

（会場別および全体、有効回答数を分母とした割合） 

  

カテゴリ No. 項目（要旨） 
札幌 1 

(n=48) 
札幌 2 

(n=56) 
熊本 

(n=74) 
全体 

(n=178) 

1. 組織文化・啓

発 
1 

月経や更年期に関する職場における偏見

やスティグマの払拭に努める 
58.3% 28.6% 31.1% 37.6% 

 2 
月経や更年期に関する話題の職場でのオ

ープンな議論に向けた教育や風土醸成 
35.4% 35.7% 31.1% 33.7% 

 3 
月経や更年期の経験は従業員一人一人に

よって異なることを認識し多様性を尊重 
52.1% 53.6% 44.6% 49.4% 

 4 
管理職を含む全従業員に対する月経や更

年期の健康課題に関する啓発活動 
33.3% 42.9% 47.3% 42.1% 

 5 
月経や更年期に関する課題を特定の啓発

の日や月のトピックに含める 
12.5% 5.4% 28.4% 16.9% 

 6 
月経や更年期の健康に関する正確な情報

源への案内を提供 
33.3% 19.6% 21.6% 24.2% 

 7 
セルフアドボカシーが困難な場合の支援

を提供 
25% 32.1% 29.7% 29.2% 

 8 ジェンダーに中立的な表現を使用 16.7% 17.9% 9.5% 14% 

2. 方針・制度 1 
既存のウェルビーイングや健康戦略など

の組織方針への統合 
29.2% 23.2% 23% 24.7% 

 2 
多様性・インクルージョンなど関連する

既存の方針との整合性 
25% 21.4% 32.4% 27% 

 3 
方針や行動の実施をサポートするための

組織の手順見直し 
16.7% 14.3% 24.3% 19.1% 

 4 
全ての従業員に対する関連方針の効果的

な伝達 
18.8% 26.8% 13.5% 19.1% 

 5 
傷病・欠勤管理プロセスにおける月経・

更年期症状の適切な考慮 
10.4% 8.9% 18.9% 13.5% 

 6 
月経困難症や更年期症状に特化した休暇

制度を含む休暇制度の整備 
29.2% 46.4% 37.8% 38.2% 

 7 
インクルージョン・パスポートなどのツ

ールの使用検討 
6.2% 0% 6.8% 4.5% 

 8 
相談ルートの見直しと安心して相談でき

る体制整備 
50% 42.9% 36.5% 42.1% 

 9 
婦人科健診・検診受診への就業時間認定

や有給特別休暇付与 
20.8% 39.3% 18.9% 25.8% 

 10 
職場における健康教育を通じた女性従業

員のヘルスリテラシー向上 
29.2% 32.1% 29.7% 30.3% 

 11 
月経症状のスクリーニングや医療機関へ

の受診推奨 
8.3% 25% 20.3% 18.5% 

 12 全従業員への月経・更年期の健康問題と 12.5% 19.6% 21.6% 18.5% 
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カテゴリ No. 項目（要旨） 
札幌 1 

(n=48) 
札幌 2 

(n=56) 
熊本 

(n=74) 
全体 

(n=178) 

影響に関する研修 

 13 
従業員を支援する『擁護者』の育成およ

び権限付与 
4.2% 7.1% 18.9% 11.2% 

 14 
管理職への部下サポート方法に関する研

修 
31.2% 48.2% 20.3% 32% 

 15 人事スタッフへのサポートのための研修 12.5% 21.4% 13.5% 15.7% 

3. 相談・支援体

制 
1 

個人情報保護ガイドラインに基づく個別

同意の周知 
27.1% 23.2% 27% 25.8% 

 2 女性の健康専門の相談窓口の設置 37.5% 60.7% 47.3% 48.9% 

 3 
女性特有の健康課題に対応可能な体制の

構築 
31.2% 46.4% 31.1% 36% 

 4 
配慮の申出を受けた際の医療機関への受

診・治療状況把握と情報提供 
16.7% 23.2% 16.2% 18.5% 

4. 職場環境整

備・物理的調整 
1 

休憩環境の整備（女性専用休憩室の設置

等） 
47.9% 41.1% 56.8% 49.4% 

 2 換気・温度・湿度管理の適切化 29.2% 32.1% 21.6% 27% 

 3 
トイレや更衣室、シャワー室のアクセス

確保とプライバシー配慮 
25% 39.3% 25.7% 29.8% 

 4 冷たい飲料水へのアクセス整備 12.5% 17.9% 14.9% 15.2% 

 5 
立ち仕事や移動が多い職務での短時間着

座の選択肢 
41.7% 37.5% 48.6% 43.3% 

 6 
座り仕事における快適な座席と動作機会

の提供 
25% 35.7% 18.9% 25.8% 

 7 
集中作業のための静かな場所の提供や騒

音対策 
14.6% 7.1% 6.8% 9% 

 8 
症状悪化リスクのある職務における産業

保健職の活用 
6.2% 7.1% 13.5% 9.6% 

5. 働き方・柔軟

性 
1 

休憩時間を分割・延長するなど柔軟に時

間を取れる方法の提供 
45.8% 44.6% 33.8% 40.4% 

 2 
勤務時間数の調整や始業・終業時間の変

更を可能とする柔軟な勤務時間制度 
25% 32.1% 24.3% 27% 

 3 フレックス休暇の選択肢の検討 37.5% 35.7% 41.9% 38.8% 

 4 
スプリット・シフトやジョブシェアリン

グなど柔軟な仕事設計 
14.6% 14.3% 21.6% 17.4% 

 5 
夜勤を含む交代制勤務における産業保健

職等による確認の機会 
25% 14.3% 18.9% 19.1% 

 6 
健康状態や個別ニーズに応じた柔軟な対

応 
25% 32.1% 23% 26.4% 
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１．マニュアルのねらい 

令和 6 年 11 月１日に厚生労働省において公表した「労働安全衛生法に基づく一般健康

診断の検査項目等に関する検討会」の中間とりまとめにおいて、労働安全衛生法に基づく

定期健康診断（以下「事業者健診」という。）における一般健康診断問診票に、女性特有

の健康課題に関する質問を追加することが適当であるとともに、女性特有の健康課題で職

場において困っている労働者に対して、専門医の早期受診を勧奨することとされました。 

 

また、専門医の診断書を持って事業者に相談があった場合の事業者が行うべき望ましい

対応等について事業者向けガイドラインで示すこととされました。加えて、女性特有の健

康課題に配慮した職場環境を積極的に推進する企業においては、労働者に説明した上で、

女性特有の健康課題に係る質問における労働者の回答を集計した情報を健診機関より入手

し、取組みに活用することも示されました。 

 

この中間とりまとめを受け、令和 7 年 1 月 17 日付け労働政策審議会「今後の労働安全

衛生対策について（建議）」でも同様の内容が記載されました。 

 

本マニュアルは、一般健康診断の機会を活用して、女性特有の健康課題に係る職場で困

っている労働者に対し、事業者で対応していただきたい具体的な対応、対応に積極的な企

業における望ましい職場環境改善の取り組みや参考情報をとりまとめたものです。 

 

【女性の健康問診の位置づけ】女性の健康問診は、業務との直接的な関連性や作業関連

疾患としての位置づけが限定的であるため、事業者に義務付けられているものではありま

せん。その目的は、女性自身の健康状態への気づきを促し、必要に応じて労働者が医療機

関へアクセスできるよう支援することにあります。 また、女性の健康問診の回答を健診

機関から事業者に直接提供されることはありません。 

本マニュアルは、令和 5－７年度厚生労働省科学研究費補助金「職場における女性の健康保持増進の

ための効果的な産業保健活動の確立に向けた研究」（研究者代表者；産業医科大学 産業生態科学研

究所 教授 立石 清一郎）の研究成果を元に作成されたものです。 
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2.基本情報 

女性特有の健康課題は、主に女性ホルモン（エストロゲン・プロゲステロン等）の生体

的な作用に起因します。これらは個人の資質や管理不足によるものではなく、ホルモン量

の変動が主たる原因です。セルフケアは一定の効果を期待できますが、個人差が大きく、

それだけでは改善しないケースも少なくありません。症状が続く場合は医療機関での治療

が推奨されること、そしてこの仕組みを当事者のみならず社会全体が認識することが不可

欠です。以下に代表的な女性特有の健康課題について紹介します。 

月経困難症 

月経困難症（げっけいこんなんしょう）とは、月経（生理）期間中に起こる、日常生活

に支障をきたすほど強い症状のことを指します。月経は子宮内膜が脱落することにより発

生することから痛みが出てきますが、月経困難症は症状が強く、日常生活や仕事（学業）

に行けなくなったり、寝込んでしまったりするなど、治療の対象となる病態です。生体機

能性だけでなく、器質性月経困難症（子宮内膜症、子宮筋腫など）のように病気が隠れて

いる場合もあるため、安易に体質と決めつけないことが必要です。主な症状は、下腹部

痛、腰痛、頭痛、吐き気、疲労感、イライラなど多岐にわたります。専門医受診の目安は

「鎮痛剤が効かない」「年々痛みがひどくなる」「日常生活に影響が出ている」といった

場合となります。 

過多月経症（過多月経）  

月経（生理）の際の経血量が異常に多い病態を指します。自分で多いと感じていても、

他人と比較することが難しいために放置されやすいのですが、日常生活に支障をきたした

り、血液検査で貧血を認めたりする場合には、治療の対象となります。原因には、卵巣機

能の異常などによる機能性のものと、子宮筋腫や子宮内膜ポリープといった病気による器

質性のものがあります。専門医受診の目安は「昼でも夜用ナプキンを使う」「ナプキンが

1～2 時間もたない」「（食材の）レバーのような血の塊が出る」といった場合となりま

す。 
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月経前症候群（PMS: Premenstrual Syndrome） 

月経（生理）の 3～10 日ほど前から始まり、月経が来ると症状が軽くなるか消失する、

精神的あるいは身体的な不快な症状のことを指します。症状の種類や程度には個人差があ

りますが、日常生活や仕事、人間関係に影響を及ぼすほど症状が重い場合は治療の対象と

なります。特に精神的な症状が強い場合は「月経前不快気分障害（PMDD: Premenstrual 

Dysphoric Disorder）」と診断されることもあります。特に、PMDD は継続的な治療が必

要であること、休職が必要になるほど症状が悪化することもありうることから確実な診断

と治療を行うことが最優先となり、そのうえで治療と仕事の両立を目指すことが必要にな

ります。専門医受診の目安は「症状によって仕事や人間関係に支障が出ている」「毎月繰

り返す症状が辛い」といった場合となります。 

更年期障害 

閉経の前後５年ずつ計 10 年感程度（一般的に 45～55 歳頃）の「更年期」に現れる、

多様な心身の不調の中で、日常生活に支障をきたすほど症状が強い病態を指します。主な

原因は、女性ホルモン（エストロゲン）の急激な減少と、それによる自律神経の乱れで

す。症状は、ほてり、のぼせ、発汗といった身体的なものから、イライラ、不安、不眠、

うつ気分といった精神的なものまで 200 種類以上とも言われ、個人差が非常に大きいで

す。受診の目安は「複数の症状が重なって辛い」「日常生活に影響が出ている」「気分が

落ち込んで何もやる気が起きない」といった場合となります。更年期障害に甲状腺など

様々な臓器の異常がともなうこともありますので、複数の診療科による対応が必要なこと

もあります。なお、更年期症状の程度の評価には複数のものがありますが、簡略更年期指

数（SMI: Simplified Menopausal Index）、日本人女性の更年期症状評価表が参考とな

ります。 
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3．基本的な考え方 

3.1.基本的な手順（流れ） 
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3.2.取り組みにあたっての留意事項 

3.2.1.健康課題への正しい理解 

月経や更年期は病気ではありませんが、それに伴う「困りごと」は個人の努力だけで解

決できないこともあり、職場の理解と適切な配慮が必要です。症状の有無や程度には個人

差が大きく、画一的な対応ではなく、個々の状況に応じた柔軟な支援が求められます。さ

らに、更年期世代の全員が配慮を必要としているわけではないことを理解し、配慮を受け

やすい環境を整備することが重要です。 

3.2.2.労働安全衛生上の位置づけ 

事業者健診は、事業者に、その実施や健康診断結果の労働者への通知等が義務づけられ

ています。一方、女性特有の健康課題に関する問診（以下「女性の健康問診」という。）

は、女性特有の健康課題が業務によるものかどうか、その関係性が明らかにされていない

中にあって、事業者健診の機会を活用し、受診者本人への気づきを促すことを目的とする

ものであり、任意に行われるものです。 

3.2.3.自発的な健康管理の促進 

女性の健康問診の主体（労働者に対する直接的な介入者）は健康診断実施機関（以下

「健診機関」という。）であり事業者ではありません。別途作成された「女性特有の健康

課題に関する問診に係る健診機関実施マニュアル」に基づき、健診機関が、女性の健康問

診を実施し、健康課題により困っていることがあると回答した労働者に対し、女性特有の

健康課題に関する情報提供や専門医への早期受診勧奨を行います。 

【参考】    
「女性特有の健康課題に関する問診に係る健診機関実施マニュアル」にて推奨

されている女性特有の健康課題に関する質問は以下の通りです。 
女性特有の健康課題（月経困難症、月経前症候群、更年期障害など）で職場に

おいて困っていることがありますか。 ① はい、② いいえ 

健診機関で健康診断を担当する医師（産業医が健康診断を実施する場合も含み
ます。以下「健診担当医」。）は、この質問に「①はい」と回答した労働者に対
して、必要に応じて、女性特有の健康課題に関する情報提供や専門医への早期受
診を促すこととします。 
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したがって、女性の健康問診の結果は、健診機関から事業者に直接提供されません。労

働者からの申し出がない限り、女性の健康問診の結果やその結果に基づく専門医の受診状

況を事業者が把握することはありません。 

一方、健診機関における女性の健康問診によらず、労働者は、事業者に対して健康課題

に関する相談をすることは可能であり、事業者は労働者からの相談を通じて労働者の健康

課題を把握した場合は、労働者の健康課題に応じた適切な配慮が望まれます。 

また、望ましい職場環境の拡充等の観点から、女性特有の健康課題に配慮した職場環境

を積極的に推進する企業においては、労働者に説明した上で、女性特有の健康課題に係る

質問における労働者の回答を集計した情報を健診機関より入手し、取組みに活用すること

も考えられます。 

3.2.4.個人情報の保護 

全ての健康情報は個人情報として配慮すべき事項であり、個人情報保護法及び関連ガイ

ドラインを遵守する必要があります。こうした中、女性の健康問診は前述の位置づけによ

り、受診者の回答を、健診機関から事業者に直接提供しないこととしています。労働者の

女性特有の健康課題による情報は、本人が希望した場合に限り本人から提供されるものと

なります。こうしたことから、巡回健診による場合の問診の場所や問診票の回収等につい

ても、個人情報の保護に留意しつつ、健診機関と事前によく相談し、連携して進める必要

があります。 

また、6 の項で示すとおり、望ましい職場環境の拡充等の観点から、女性特有の健康課

題に係る質問における労働者の回答を集計した情報を健診機関より入手し、取組みに活用

することが考えられますが、この場合でも、労働者の個人情報に配慮するために、労働者

数が例えば 10 人未満の場合など個人が特定されやすい場合は、健診機関から集計情報の

提供を求めてはいけません。 
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4.方針決定から相談体制の整備まで（準備） 

個別の支援を円滑に進めるためには、その土台となる環境整備が不可欠です。なお、こ

れから述べる相談体制の整備や相談対応などについての基本的な考え方は、「治療と就業

の両立支援指針」に示されています。すでに治療と就業の両立支援に向けた取り組みを事

業場で実施している場合は、既存の仕組みも活用して取り組みを進めます。 

 

4.1.基本方針の表明 

 経営トップが、女性の健康支援に積極的に取り組む姿勢を「基本方針」として明確

に表明し、全従業員に周知します。 

 

【参考】経営トップの基本方針の例 
株式会社●●●●は、すべての従業員が心身ともに健康で、その能力を最大限

に発揮できる職場環境こそが、持続的な企業成長の基盤であると考えます。 
月経に伴う症状や更年期症状など、ライフステージによって経験する女性特有

の健康課題は、個人の問題だけでなく、働く環境や周囲の理解に大きく影響され
ます。 

私たちは、これらの健康課題に対する正しい理解を深め、誰もが安心して働き
続けられるインクルーシブな職場文化を醸成することを、経営の重要課題と位置
づけます。 

従業員一人ひとりが互いを尊重し、必要なときには気兼ねなく相談でき、適切
な支援を受けられる。そんな「働きがい」と「働きやすさ」を両立する職場を、
全社一丸となって実現することをここに宣言します。 

 

4.2.衛生委員会等による労使の十分な話し合い 

 労働者自らが事業者に女性特有の健康課題に関する相談を行うことは現時点でも可能で

すが、相談があった場合の手順やその後の対応についてあらかじめ労使で話し合いを行う

ことで、労働者はより安心して相談でき、その後の対応等も円滑に行うことができます。 
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 このため、衛生委員会等を活用し、労働者の理解と協力を得つつ、以下の点について労

使で話し合います。同様に、衛生委員会等がない事業場についても労働者の意見をよく聞

いて、労働者の十分な理解と協力のもと、取り組みを進める必要があります。 

 

 後述の相談しやすい職場風土の醸成に向けた体制整備 

 労働者が安心して相談ができるよう、相談があった場合の個人情報の取扱いや情報

管理の在り方 

 労働者から女性特有の健康課題について相談があった場合の対応手順や支援制度の

整備 

 

 なお、相談対応にあたり、専門医の診断があればより具体的な対応につながることか

ら、労働者からの相談にあたって専門医の診断書を持参することが望ましく、相談にあた

っての専門医の診断書の取扱いについても、あらかじめ話し合うことが望ましいです。 

 

4.3.管理職向け研修と全従業員向け研修 

4.3.1.管理職向け研修の重要性: 

相談しやすい職場風土を醸成するためには、管理職の理解を深めることが重要で

す。 

管理職は、部下の日常の業務遂行状況を最も把握しており、不調の最初の相談相

手となることが多い存在です。また、業務内容の変更や働き方の調整といった具体

的な配慮を決定・実行する権限と責任を持ち、支援プロセスの中心的な役割を担い

ます。したがって、管理職が適切な知識とスキルを持つことが、支援の成否を大き

く左右します。事業者は、管理職研修を最重要課題の一つとして位置づけ、継続的

に実施する必要があります。 
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4.3.2.管理職研修の具体的な内容 : 

知識の習得: 

 女性特有の健康課題（月経随伴症状、更年期障害等）に関する医学

的な基礎知識 

 健康課題が業務パフォーマンスに与える影響（プレゼンティーズム

等） 

 関連する法令（労働契約法、男女雇用機会均等法、女性活躍推進法

等） 

 利用可能な社内制度（休暇、勤務制度）や相談窓口（産業保健スタ

ッフ、人事）に関する情報 

スキルの向上: 

 傾聴とコミュニケーション: 部下が安心して相談できるような信頼

関係を築くための傾聴スキル、ハラスメントと受け取られないため

の適切な声かけの方法 

 問題解決と調整: 相談内容に基づき、本人、人事、産業保健スタッ

フと連携し、業務への影響を最小限に抑えつつ、実効性のある配慮

（実施プラン）を策定・調整するスキル 

 個人情報保護: 知り得た情報の適切な取り扱いと、守秘義務の重要

性の理解 

例えば、具体的な仮想事例を用いたロールプレイングやグループディ

スカッションを通じて、相談受付からプラン策定、フォローアップま

での一連の流れを実践的に学ぶ。 

4.3.3.全従業員向け研修: 

 e ラーニングやセミナー等を通じて、女性特有の健康課題に関する正しい知識を

普及させ、職場全体のヘルスリテラシーを向上させます。これにより、無理解や偏

見に基づく言動を防ぎ、協力的な雰囲気（ピアサポート）を醸成します。 
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4.4.相談体制の整備 

4.4.1.相談窓口の明確化 :  

 人事労務部門、産業保健スタッフ、外部 EAP（従業員支援プログラム）など、

複数の相談窓口を設け、従業員が選択できるようにします。相談窓口の存在と連絡

先を全従業員に周知徹底します。 

相談窓口については、相談が外部に漏れないよう、個室の相談室を確保する、オ

ンラインでの相談を可能にするなどの配慮を行います。 

 

4.5.支援制度の整備 

4.5.1.休暇制度の整備: 

o 生理休暇：  

労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）第 68 条に基づく休暇制度で、「使

用者は、生理日の就業が著しく困難な女性が休暇を請求したときには、そ

の者を生理日に就業させてはならない」とされています。 

生理による苦痛の程度、就労の難易やその期間は個人によって異なるもの

であり、客観的な一般基準は定められていません。そうしたことから、就

業規則その他により生理休暇の日数を限定することは許されていません。 

休暇の請求は、必ずしも暦日単位で行われなければならないものではな

く、半日又は時間単位での請求も可能です。 

「ウェルネス休暇」などと名称を変更することで、休暇の取得をしやすく

する方法も有効です。 

o 時間単位の年次有給休暇： 

労働基準法に基づく年次有給休暇は、１日単位が原則ですが、労使協定の

締結により、１時間単位で付与することが可能となります（年５日の範囲

内）。 
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o 傷病休暇・病気休暇： 

事業主が自主的に設ける法定外の休暇であり、入院や通院のために、年次

有給休暇とは別に休暇を付与するもの。取得条件や取得中の処遇（賃金の

支払いの有無等）等は事業場ごとに異なります。 

4.5.2.勤務制度の整備: 

o 時差出勤制度： 

事業主が自主的に設ける勤務制度であり、始業及び終業の時刻を変更する

ことにより、身体に負担のかかる通勤時間帯を避けて通勤するといった対

応が可能となる。 

o 短時間勤務制度： 

事業主が自主的に設ける勤務制度であり、療養中又は療養後の負担を軽減

すること等を目的として、所定労働時間を短縮する制度である。 

o 在宅勤務制度： 

事業主が自主的に設ける勤務制度であり、パソコン等の情報通信機器を活

用した場所にとらわれない柔軟な働き方（テレワーク）により、自宅で勤

務することで、通勤による身体への負担を軽減することが可能となる。 

o フレックスタイム制： 

労働基準法に基づくフレックスタイム制は、一定の期間についてあらかじ

め定めた総労働時間の範囲内で、労働者が日々の始業・終業時刻、労働時

間を自ら決めることのできる制度。 
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5.専門医を受診した労働者からの相談対応 

ステップ 1：労働者からの相談・申出 

（女性特有の健康課題に係る専門医受診前） 

女性特有の健康課題で職場において困っている労働者が、事業者に女性特有の健康課題

に関する相談を行うことは、健診担当医（健診機関で健康診断を担当する医師産業医が健

康診断を実施する場合も含みます。）に相談する場面以外であっても、事業者に直接相談

することが可能です。一方、職場への配慮の申出は、労働者が事前に医療機関を受診し、

自身の健康状態を把握していることが望ましいため、女性特有の健康課題について、労働

者から管理職や相談窓口に相談があった場合であって、本人がまだ専門医への受診を行っ

ていない場合には、本人の希望にも配慮しつつ、専門医への受診勧奨を行います。 

 

（女性特有の健康課題に係る専門医受診後） 

労働者が専門医の診断書を持って管理職や相談窓口に相談します。管理職が対応した場

合は、相談を受けた時点で一人で抱え込まず、本人の同意を得て、人事部門や産業保健ス

タッフと連携して対応します。 

 ポイント: 相談者は「どうしてほしいか」を具体的に伝えることが難しい場合もあ

ります。管理職はまず傾聴し、安心感を与えることが重要です。 

 また、ステップ２への移行を円滑にするため、相談窓口を産業保健部門などに設置し

て、労働者が直接、産業医や産業保健スタッフに相談できるようにすることも可能です。 

ステップ 2：業務上の支障と配慮の検討 

産業保健スタッフや人事労務担当者が中心となり、本人と面談します。 

 本人から聴取する内容: 

o どのような症状が、いつ、どの程度あるか。 

o それにより、どのような業務に支障が出ているか。 

o 希望する配慮は何か（本人が具体的に言えない場合は、後述の「配慮の

例」を提示し、選択肢を示すことも有効）。 
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o 配慮は本人と話し合いの上、労働者も事業者も納得感のある配慮を実施す

ることが望ましい。 

 医療情報の取扱い: 

o 原則として、労働者本人から主治医の診断や助言に基づいた就業上の配慮

に関する情報を提出してもらいます。診断名や治療内容などの詳細な医療

情報が必ずしも必要なのではなく、重要なのは「症状によって、どのよう

な業務への配慮が必要か」という医学的な見地からの情報です。 

o 事業場として医学的判断が必要な場合や、本人から提供された情報だけで

は判断が難しい場合は、本人の同意を得た上で、産業医を通じて主治医に

「意見書（勤務情報提供書を添えることが望ましい）」を依頼し、より具

体的な意見を求めます。 

ステップ３：支援の実施 

支援を開始します。必要に応じて、予め支援プランを作成しておくことが望まれます。 

 フォローアップ: 定期的に（例：1 ヶ月後、3 ヶ月後）本人及び管理職と面談し、

プランの効果や新たな問題がないかを確認します。 

 プランの見直し: 症状や業務の状況は変化するため、状況に応じて柔軟にプランを

見直します。 
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6.職場環境の改善 

ステップ 1：健診機関との連携・集計情報の活用 

（基本的な考え方） 

健診機関が実施した女性の健康問診の結果は、健診機関から事業者に直接提供されませ

ん。 

一方、望ましい職場環境の拡充等の観点から、女性特有の健康課題に配慮した職場環境

を積極的に推進する企業においては、労働者に説明した上で、女性特有の健康課題に係る

質問における労働者の回答を集計した情報（以下「集計情報」という。）を健診機関より

入手し、取組みに活用することが考えられます。ただし、この場合でも、労働者の個人情

報に配慮するために、受診できる健診機関が複数ある場合を含め、１つの健診機関あたり

の受診者が例えば 10 人未満の場合など個人が特定されやすい場合は、健診機関から集計

情報の提供を求めてはいけません。 

また、労働者が自分の回答を集計情報に使用されたくない場合は、これらの集計情報か

ら当該労働者の情報を外す必要があります。よって、健診機関に集計情報の提供を求める

場合は、事前の本人の意思の確認等について、労働者の個人情報に配慮しつつ、その確認

行為の実施分担や手段についてあらかじめ健診機関と相談して取り決めておく必要があり

ます。 

 

（具体的な実務） 

・衛生委員会等を通じた労使の十分な話し合い 

・健診機関との連携 

・個人が集計を拒否する場合であって、当該個人情報を使用しない場合の手続き 

ステップ 2：職場改善 

厚生労働省の『働く女性の心とからだの応援サイト』では企業の取り組み事例が紹介さ

れています。また、後述の「具体的な配慮の選択肢」には、個別の労働者に対する配慮の

具体例を掲載しています。これらの情報は職場環境の改善を進める上で有用ですが、実際
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の職場環境や労働者の状況は事業場ごとに異なるため、最適な対応も一様ではありませ

ん。したがって、これらの資料を参考にしつつ、衛生委員会等を通じて労使で十分に話し

合い、柔軟に対応を検討していくことが重要です。 

 

【参考】具体的な配慮の選択肢 
1.物理的・環境的配慮 

症状・困りごと 配慮の例 

ホットフラッシ
ュ、発汗、のぼ
せ、体温調節困
難 

 空調の温度設定を柔軟に変更、または個人が調整できるエ
リアへの座席移動 

 卓上扇風機や冷却シート、ひざ掛け等の使用許可 
 通気性の良い素材や、重ね着で調整しやすい制服・服装規

定の緩和 
 こまめな水分補給や一時離席の許可 

腹痛、腰痛、頭
痛などの痛み 

 休憩を柔軟に取得できる運用（時間や回数） 
 休憩室に横になれるスペース（ソファ、簡易ベッド）を確

保※ 
※労働安全衛生規則（昭和 47 年労働省令第 32 号）第 618 条では、事業者
は、常時 50 人以上又は常時女性 30 人以上の労働者を使用するときは、労働
者が床することのできる休養室又は休養所を、男性用と女性用に区別して設
けなければならないとされています。 

 カイロやブランケットの使用許可 
 身体的負荷の大きい業務（重量物の運搬、長時間の立ち仕

事）の一時的な軽減・免除 

頻尿、経血漏れ
の不安 

 トイレに近い座席への配置 
 業務中の離席を気兼ねなくできる雰囲気づくり 
 トイレに生理用品を常備 
 万が一に備え、更衣室やロッカーに予備の制服や衣服を置

けるようにする 

めまい、立ちく
らみ、倦怠感 

 休憩の柔軟な取得 
 危険作業（高所作業、機械操作等）の一時的な制限 
 移動の多い業務の軽減 
 在宅勤務の活用 
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集中力・記憶力
の低下（ブレイ
ンフォグ） 

 業務マニュアルやチェックリストの整備 
 一度に多くの指示を出さず、タスクを細分化して依頼する 
 複雑な判断を要する業務の一時的な軽減 
 静かな環境で作業できるよう配慮（座席変更、イヤホンの

使用許可など） 
 会議の議事録や指示内容を文書で共有する 

気分の落ち込
み、不安、イラ
イラ 

 コミュニケーションにおける配慮（高圧的な言い方を避け
る、評価のフィードバックは 1 対 1 で行うなど） 

 対人ストレスの大きい業務（クレーム対応など）の一時的
な軽減 

 定期的な 1on1 ミーティング等で、業務の悩みを聞く機会
を設ける 

 産業保健スタッフ等との面談を勧める 

 
2.働き方・業務に関する配慮 
業務量の調整: 一時的に業務量を 8 割程度に減らす、締切のある（または締め切りの短

い）業務の担当を減らすなど。 
業務内容の調整: 顧客対応から内勤へ、複数のプロジェクト兼務から単一の担当へ調整す

るなど。 
働き方の調整: テレワーク導入、症状の重い日の午後出社や早退を認めるなど。 
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7.Q＆A 

I.制度の目的と企業の役割について  

Q1：なぜ、女性の健康問診の結果を会社に提供してもらえないのですか？  

A1：この問診は、労働者本人の気づきを促し、セルフケアを支援することを目的として

います。回答内容は非常にデリケートな個人情報であり、個人情報保護の観点から、

本人の同意なく事業者に提供されることはありません。 

 

Q2：会社として、この問診の実施にあたり、法的に何か義務がありますか？ 

A2：いいえ、この問診の実施は事業者に法的に義務付けられているものではありませ

ん。しかし、生産性向上を目指す「健康経営」の観点から、実施することが推奨され

ています。 

 

Q3：女性の健康問診を実施することで、会社にどんなメリットがありますか？ 

A3：従業員が自身の健康課題に気づき早期に対処することで、プレゼンティーズム（出

勤しているが生産性が低い状態）やアブセンティーズム（欠勤）の改善が期待できま

す。また、女性従業員が働きやすい職場環境であることを示し、人材の定着や採用力

の向上にも繋がります。 

 

Q4：男性従業員から「女性だけ優遇されているようで不公平だ」という声が出た場合、

どう説明すればよいですか？ 

A4：「性別に関わらず、すべての従業員の健康を支援するのが会社の方針です。今回

は、女性特有の健康課題について、専門家につながるきっかけを作るための国が推奨

する取り組みを導入したものです」と説明してください。 
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II.従業員への対応と環境整備について  

Q５：従業員から診断書が提出され、「月経困難症のため、在宅勤務を増やしたい」と

相談されました。どのように対応すべきですか？ 

A５：まずは本人の体調を気遣い、相談してくれたことに感謝を伝えてください。その

上で、診断書の内容を基に、産業医や主治医の意見も参考にしながら、本人と具体的

な業務内容や頻度について話し合い、可能な範囲での配慮（在宅勤務、時差出勤、業

務量の調整など）を検討しましょう。 

 

Q６：「更年期障害で集中力が続かない」という相談がありました。配置転換などを検

討すべきですか？ 

A６：本人の意向を踏まえない配置転換は不利益な取り扱いと見なされる可能性があり

ます。まずは本人が現在の職場で働き続けられるよう、業務量の調整や休憩の取り方

の工夫など、環境改善を検討するなど、順を追った対応をするのがよいでしょう。 

 

III.健診機関との連携とデータ活用について  

Q７：女性特有の健康課題に関する問診に「『はい』と答えた人の数や割合」を教えて

もらうことはできますか？ 

A７：個人が特定されない統計データであれば、健診機関に依頼して提供してもらうこ

とは可能です。事前に健診機関との契約で、どのようなデータをどの範囲で提供して

もらうかを取り決めておきましょう。 

 

Q８：女性特有の健康課題に関する問診の集計結果を、今後どのように活用すればよい

ですか？ 

A８：例えば、「40 代の『はい』の割合が高い」という結果が出れば、管理職向けに更

年期症状に関する研修を行ったり、「労働者数に対して『はい』の回答の割合が多

い」のであれば、研修や相談窓口の充実を検討したりするなど、客観的なデータに基

づいた健康施策の立案に活用できます。 
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参考資料： 

資料 女性特有の健康課題に係る事業場の対応等に係る支援機機関等 

医療機関を受診しても解決しがたい課題があったりほかの意見を聞きたかったりという

事情などがあるときには、外部支援機関を活用することが可能です。女性特有の健康課題

の対応等に係る労働者や事業者が利用できる主な支援制度及び支援機関の一覧です。 

１．労働者が利用できる支援制度・機関 

類型 名称 概要 

医療機関 
労災病院の治療就労両立支

援センター 

労災病院併設の治療就労両立支援センターでは、治療と仕事の両立支

援を実施するとともに、事例を集積し、両立支援マニュアルの作成・

普及を行っています。 

支援機関 
健康増進法に基づき市町村

が行う健康相談窓口 

当該市町村の区域内に居住地を有する 40 歳～64 歳までの者を対象と

して、健康相談を行っています。 

支援サイト 

産業保健総合支援センター 

都道府県の産業保健総合支援センター(さんぽセンター)において、治

療と仕事の両立支援のための専門の相談員を配置し、以下のような支

援を行っています。 

・関係者からの相談対応 

▶労働者健康安全機構ウェブサイト 

https://www.johas.go.jp/shisetsu/tabid/578/Default.aspx 

 
女性の健康推進室ヘルスケ

アラボ 

女性の健康に関する情報を提供しています。 

▶ウェブサイト 

https://w-health.jp/ 

 

働く女性の心とからだの応

援サイト 

企業や労働者等が女性の健康課題の知識を得られ、働きやすい職場環

境につなげるために必要な情報を提供しています。 

▶ウェブサイト 

https://www.bosei-navi.mhlw.go.jp/ 

 

女性の健康保持増進のため

のサイト 

職域における女性の健康課題のとらえ方と対処法について記載してい

ます。 

▶ウェブサイト 

https://www.ryoritsu.dohcuoeh.com/closing_the_gender_gap/ 
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２．事業者が利用できる支援制度・支援機関 

(１)利用可能な支援制度 

制度 概要 

団体経由産業保健活動推進

助成金 

事業主団体等が傘下の中小企業等に対して、医師等による研修や職場環境改善支援

等の費用・事務の一部を委託する費用の一部を助成 

両立支援等助成金（不妊治

療及び女性の健康課題対応

両立支援コース） 

不妊治療に加え、女性の健康課題である月経に起因する症状や更年期における心身

の不調への対応と仕事との両立に資する職場環境の整備に取り組み、女性の健康課

題対応等を図るために利用可能な休暇制度等を導入し、労働者に制度を利用させた

中小企業事業主に対する助成 

くるみん助成金（中小企業

子ども・子育て支援環境整

備助成事業（内閣府所管助

成事業） 

「くるみん認定」「くるみんプラス認定」「プラチナくるみん認定」「プラチナく

るみんプラス認定」を受けた中小企業（常時雇用する労働者が３００人以下）に対

する助成 

 

（２）利用可能な支援機関 

機関 概要 

産業保健総合支援センター 

都道府県の産業保健総合支援センター(さんぽセンター)において、 

以下のような支援を行っています。 

・事業者等に対する啓発セミナー 

・産業医、産業保健スタッフ、人事労務担当者等に対する専門的研修 

・関係者からの相談対応 

・女性の健康課題に取り組む事業場への個別訪問指導 

 

 

▶労働者健康安全機構ウェブサイト 

https://www.johas.go.jp/shisetsu/tabid/578/Default.aspx 
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１.マニュアルのねらい 

令和 6 年 11 月１日に厚生労働省において公表した「労働安全衛生法に基づく一般健

康診断の検査項目等に関する検討会」の中間とりまとめにおいて、労働安全衛生法に基

づく定期健康診断（以下「事業者健診」という。）における一般健康診断問診票に、女

性特有の健康課題に関する質問を追加することが適当であるとともに、女性特有の健康

課題を抱える労働者と事業者をつなぐ観点から、望ましい対応を、健診機関向けマニュ

アルに示すこととされました。 

この中間とりまとめを受け、令和 7 年 1 月 17 日付け労働政策審議会「今後の労働安

全衛生対策について（建議）」でも同様の内容が記載されました。 

 

本マニュアルは、建議等を踏まえ、女性特有の健康課題に関する問診（以下「女性の

健康問診」という。）が実施され、健康課題があると回答した労働者に対し、健康診断

実施機関（以下「健診機関」という。）が適切な対応を行うことにより、健康課題に対

する配慮について申し出を行いやすい職場づくりにもつながるよう、事業者健診の際の

具体的な対応や参考情報をとりまとめたものです。 

 

【女性の健康問診の位置づけ】女性の健康問診は、業務との直接的な関連性や作業関

連疾患としての位置づけが限定的であるため、事業者に義務付けられているものではあ

りません。その目的は、女性自身の健康状態への気づきを促し、必要に応じて労働者が

医療機関へアクセスできるよう支援することにあります。また、女性の健康問診の回答

を健診機関から事業者に直接提供されることはありません。 

 

  

本マニュアルは、令和 5－７年度厚生労働省科学研究費補助金「職場における女性の健康保持増進の

ための効果的な産業保健活動の確立に向けた研究」（研究者代表者；産業医科大学 産業生態科学研

究所 教授 立石 清一郎）の研究成果を元に作成されたものです。 
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２.基本情報 

女性特有の健康課題は、主に女性ホルモン（エストロゲン・プロゲステロン等）の生

体的な作用に起因します。これらは個人の資質や管理不足によるものではなく、ホルモ

ン量の変動が主たる原因です。セルフケアは一定の効果を期待できますが、個人差が大

きく、それだけでは改善しないケースも少なくありません。症状が続く場合は医療機関

での治療が推奨されること、そしてこの仕組みを当事者のみならず社会全体が認識する

ことが不可欠です。以下に代表的な女性特有の健康課題について紹介します。 

月経困難症 

月経困難症（げっけいこんなんしょう）とは、月経（生理）期間中に起こる、日常生

活に支障をきたすほど強い症状のことを指します。月経は子宮内膜が脱落することによ

り発生することから痛みが出てきますが、月経困難症は症状が強く、日常生活や仕事

（学業）に行けなくなったり、寝込んでしまったりするなど、治療の対象となる病態で

す。月経困難症には機能性月経困難症と器質性月経困難症があります。機能性月経困難

症は子宮の過収縮が主な原因です。器質性月経困難症（子宮内膜症、子宮筋腫、子宮腺

筋症、など）は検査をしなければ見つからないので安易に機能性月経困難症や体質と決

めつけないことが必要です。主な症状は、以下の通りです。専門医受診の目安は「鎮痛

剤が効かない」「年々痛みがひどくなる」「日常生活に影響が出ている」といった場合

となります。 

 痛み：下腹部痛、腰痛、頭痛、骨盤周りの痛み 

 消化器系の症状：吐き気、嘔吐、下痢 

 全身の症状：疲労感、倦怠感、めまい 

 精神的な症状：イライラ、気分の落ち込み 
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過多月経症（過多月経） 

一般的な経血量は 20～140 ミリリットルとされています。過多月経では月経（生

理）の際の経血量が異常に多い病態を指します。自分で多いと感じていても、他人と比

較することが難しいために放置されやすいのですが、日常生活に支障をきたしたり、血

液検査で貧血を認めたりする場合には、治療の対象となります。過多月経の原因には、

卵巣機能の異常などによる機能性のものと、子宮の病気による器質性のものがありま

す。特に器質性のもの（子宮筋腫、子宮腺筋症、子宮内膜ポリープなど）は検査をしな

ければ見つからないため、経血量が多いことを安易に体質と決めつけないことが必要で

す。主な症状は、以下の通りです。専門医受診の目安は「昼でも夜用ナプキンを使う」

「ナプキンが 1～2 時間もたない」「（食材の）レバーのような血の塊が出る」といっ

た場合となります。 

 経血量の異常：昼でも夜用ナプキンが必要、ナプキンが 1 時間もたない 

 血の塊：レバーのような大きな血の塊（500 円玉大以上）が頻繁に出る 

 貧血に伴う症状：めまい、立ちくらみ、動悸、息切れ、疲れやすい（倦怠感） 

 日常生活への支障：経血の漏れが心配で外出できない、衣服や寝具を汚してしまう 

月経前症候群（PMS; Premenstrual Syndrome） 

月経（生理）の 3～10 日ほど前から始まり、月経が来ると症状が軽くなるか消失す

る、精神的あるいは身体的な不快な症状のことを指します。症状の種類や程度には個人

差がありますが、日常生活や仕事、人間関係に影響を及ぼすほど症状が重い場合は治療

の対象となります。原因ははっきりとはわかっていませんが、排卵後の女性ホルモンの

変動が関係していると考えられています。特に精神的な症状が強く、日常生活に大きな

支障をきたす場合は「月経前不快気分障害（PMDD; Premenstrual Dysphoric 

Disorder）」と診断されることもあります。とくに、PMDD は継続的な治療が必要であ

ること、休職が必要になるほど症状が悪化することもありうることから確実な診断と治
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療を行うことが最優先となり、重い症状が長く続く場合は治療と仕事の両立を目指すこ

とが必要になります。 

主な症状は、以下の通りです。専門医受診の目安は「症状によって仕事や人間関係に

支障が出ている」「毎月繰り返す症状が辛い」といった場合となります。 

 精神的な症状：イライラ、怒りっぽくなる、気分の落ち込み、不安感、涙もろくな

る、集中力の低下、眠気、または不眠、だるさ 

 身体的な症状：乳房の張りや痛み、下腹部の張り、頭痛、腰痛、むくみ、肌荒れ、

ニキビ、のぼせ、食欲不振 

更年期障害 

閉経の前後 5 年ずつ計 10 年間程度（一般的に 45～55 歳頃）の「更年期」に現れ

る、多様な心身の不調の中で、日常生活に支障をきたすほど症状が強い病態を指しま

す。症状は 200 種類以上とも言われ、その現れ方には個人差が大きいです。主な原因

は、卵巣機能の低下による女性ホルモン（エストロゲン）の急激な減少と、それによる

自律神経の乱れです。さらに、家庭や職場環境の変化といった心理的・社会的ストレス

が複合的に影響し、症状を悪化させることがあります。他の病気が隠れている可能性も

あるため、自己判断は禁物です。主な症状は、以下の通りです。受診の目安は「複数の

症状が重なって辛い」「日常生活に影響が出ている」「気分が落ち込んで何もやる気が

起きない」といった場合となります。 

 血管運動神経症状：ほてり、のぼせ（ホットフラッシュ）、異常な発汗 

 身体的な症状：肩こり、頭痛、腰痛、関節痛、疲れやすさ（倦怠感）、しびれ、  

膣の乾燥感、動悸、めまい 

 精神的な症状：イライラ、不安感、意欲の低下、不眠、うつ気分、記憶力の低下 

更年期障害に甲状腺など様々な臓器の異常がともなうこともありますの

で、複数の診療科による対応が必要なこともあります。 

なお、更年期症状の程度の評価には複数のものがありますが、簡略更年期指数（SMI: 

Simplified Menopausal Index）、日本人女性の更年期症状評価表が参考となります。  
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３．対応方法 

3.1.全体像 

女性特有の健康課題に関する推奨質問は以下のとおりです。 

 

女性特有の健康課題（月経困難症、月経前症候群、更年期障害など）で職場において困

っていることがありますか。 ① はい、② いいえ 

健診機関で健康診断を担当する医師（産業医が健康診断を実施する場合も含みます。以

下「健診担当医」。）は、この質問に「①はい」と回答した労働者に対して、必要に応じ

て、女性特有の健康課題に関する情報提供や専門医への早期受診を促すこととします。 
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3.2.基本的な考え方 

3.2.1.基本的な手順（流れ）: 
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3.2.2.取り組みに当たっての留意事項: 

 女性の健康問診の位置づけ: 

事業者健診は、事業者に、その実施や健康診断結果の労働者への通知等が義務づ

けられています。一方、女性の健康問診は、女性特有の健康課題が業務によるもの

かどうか、その関係性が明らかにされていない中にあって、事業者健診の機会を活

用し、受診者本人への気づきを促すことを目的とするものであり、任意に行われる

ものです。健診機関は、事業者と適切に連携する必要があります。 

 個人情報の保護: 

全ての健康情報は個人情報として配慮すべき事項であり、個人情報保護法及び関

連ガイドラインを遵守する必要があります。こうした中で、女性の健康問診は前述

の位置づけにより、受診者の回答を、健診機関から事業者に直接提供できません。 

 科学的知見に基づく適切な対応: 

健診担当医および医療専門職は、女性の健康に関する最新の医学的知見に基づ

き、女性特有の健康課題に関する情報提供や専門医への早期受診勧奨を行います。 

 自発的な健康管理の促進: 

女性の健康問診を通じて、受診者本人が自身の健康課題に気づき、専門医への早

期受診など、主体的に健康管理に取り組むことが期待されます。 
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3.3.実施体制 

3.3.1.実施担当者: 

女性の健康問診を実施するにあたり、健診対応スタッフにその意義と手順について

周知します。また、女性の健康問診は、健診担当医が、通常の健診診察と合わせて実

施します。ただし、健診機関の体制や効率的な運用を考慮し、以下のような役割分担

を行うことができます。 

 保健師・看護師: 健診担当医の診察前に、問診票に基づき予備的な聴き取り

（簡易サーベイランス）を行う。その中で、特に健診担当医による追加問診

が必要と判断した事項について、申し送りを行う。 

3.3.2.研修： 

健診機関は、健診担当医に対し、以下の内容を含む研修を定期的に実施、または定

例の打ち合わせ等の機会を通じて資料配付等を行い、健診担当医の資質の維持・向上

に努めていただくことが望ましいです。これらの研修にあたっては、健診機関の体制

等に応じ、産業保健総合支援センターの開催する専門研修等外部の研修機関を利用す

ることも検討します。 

 本問診の位置づけ 

 女性のライフステージに応じた健康課題（月経、妊娠・出産、更年期等） 

 主な婦人科系疾患に関する知識 

 個人情報保護と倫理的配慮 

 傾聴と共感に基づくカウンセリング技法 

 専門医療機関への紹介（受診勧奨）の具体的な方法 
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3.3.3.実施環境： 

巡回健診の場合は、健診会場が狭く診察室も必ずしも個室が確保できないことがあ

ります。この際、ほかの人に聞かれたくない話であることになることも踏まえ、パー

ティションを設置する場合においても、声が聞こえないくらいの距離をとったり小さ

な声で会話したりするなど特に注意して実施されることが望ましいです。これらの措

置の実施にあたり、委託元の事業者（企業の担当者）の協力が必要となりますので、

事前によく相談する必要があります。 

3.3.4.事前準備： 

健診当日に女性の健康問診を円滑に実施するため、健診機関は事前に以下の準備を

行います。 

（１）事業者（企業）との連携と情報共有 

健診機関は事業者健診の委託元の事業者（企業の担当者）に対し、以下の点を事前

に説明し、了解を得ておきます。また、下記の点のほか、具体的な問診結果の取り扱

いと対応などについては、必要に応じ、委託元の産業医や産業保健スタッフとも事前

に打ち合わせておく必要があります。 

 女性の健康問診の目的と任意性の説明: 

o 本問診が、事業者健診の機会を活用して、女性労働者本人の健康課題への

気づきを促し、セルフケアを支援するものであること。 

o 労働安全衛生法で定められた必須項目ではなく、回答は受診する労働者の

任意であること。 

o 本問診の目的から、回答内容に応じ、女性特有の健康課題に関する専門医

への受診勧奨を行うことがあること。（必要に応じ回答内容に応じて配布

する労働者向けのリーフレット等参考に手交します。） 
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o 受診勧奨については、受診者のセルフケアを支援する（またはセルフケア

の一環である）という位置づけであり、就業上の措置の必要性まで検討す

るものではないこと。 

o 受診勧奨について、原則として、健診担当医がその必要性を受診者に口頭

で通知するのみであり、紹介状が発行されたり受診の追跡などを行ったり

する性質ではないこと。 

o 事業者の求めに応じて、労働者に説明した上で「①はい」と回答した人数

を集計した情報を通知すること（別途、事業者との事前の取り決めが必

要）。当該情報については、事業者の健康施策の参考とするためのデータ

として提供するものであること。ただし、労働者の個人情報に配慮するた

め、依頼のあった事業者からの受診者が 10 人未満である場合など個人が

特定されやすい場合は、集計情報を当該事業者に提供できません。 

 個人情報保護に関する説明:  

o 本問診の回答内容（「①はい」と回答した事実を含む）及び専門医への受

診勧奨の有無は、労働者本人のみが把握し、健診機関から事業者へ直接提

供されることはないことを伝えます。 

 実施方法の確認: 

o 問診票の配布・回収方法について、事業者側の希望も確認し、当日の流れ

をすり合わせます。 

（２）必要物品の準備と確認 

健診当日に使用する以下の物品を、想定される受診者数に基づき、余裕をもって準

備します。 

 女性の健康問診票: 

o 「女性特有の健康課題（月経困難症、月経前症候群、更年期障害な

ど）で職場において困っていることがありますか。」という質問が記

載された問診票を準備します。 
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o 問診票には任意であることを付記しましょう。 

o 女性の健康問診の結果の取り扱いを予め説明するなどした上で、既存

の問診票に組み込むことも考えられます。 

 情報提供用の資材: 

o 「①はい」と回答した方に手渡すためのリーフレット（巻末資料１な

ど）を準備します。 

o なお、更年期症状の程度の評価には複数のものがありますが、簡略更

年期指数（SMI: Simplified Menopausal Index）、日本人女性の更

年期症状評価表が参考となります。 

  



13 

 

3.4.当日の流れ 

健診当日は、通常の健診と同様に、受診者の個人情報に最大限配慮し、以下の流れ

で対応します。役割分担は、健診機関の実情に合わせて調整します。なお、当日の流

れについては必ずしもこの流れの通りに実施する必要はなく、健診機関や健診会場の

実情に併せて運営することが望まれます。 

（１）健診スタッフへの周知と役割分担の確認 

女性の健康問診に関わる全てのスタッフ（健診担当医、保健師、看護師、医療資格

のないスタッフ等）に対し、事前にブリーフィングを実施します。 

 目的・趣旨の共有: 

o 本マニュアルの内容を共有し、女性の健康問診の実施目的と重要性につい

て、スタッフ全員の理解を統一します。 

 当日の流れと役割分担の確認: 

o 問診票の配布、回収、健診担当医への連携といった一連の流れを再確認し

ます。 

o 特に、問診票の「①はい」の回答を誰が最初に確認し、どのタイミングで

健診担当医に情報を引き継ぐのかを明確にします。 

 個人情報保護の徹底: 

o 問診票が他の健診書類と混在しないような管理方法や、会話時の注意点

（小さな声で話すなど）を再徹底します。 

（２）個人情報に配慮した環境の確保 

健診会場のレイアウトを事前に確認し、安心して話せる環境を準備します。 
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 問診・診察スペースの確認: 

o 健診担当医が問診内容について話を聞くスペースが、他の受診者の待機場

所から十分な距離が保たれているか、またはパーティションなどで区切ら

れているかを確認します。声が漏れないような配置を計画しておくことが

望ましいです。 

（３）受付・問診票の配布 

 担当者: 受付スタッフなど（医療資格のないスタッフも可）  

 内 容: 

o 通常の問診票と合わせて、「女性の健康問診票」を受診者に配布します 。

配布については事業者に任せてもかまいません。 

o 配布の際、「こちらの問診票は、ご自身の健康管理にお役立ていただくた

めのもので、ご回答は任意です」と一言添え、任意であることを明確に伝

えます。 

【重要ポイント】 この問診が、事業者への報告が義務付けられているものではなく、あく

まで受診者本人のための任意のものであることを最初に伝えることが重要です。 

（４）問診票の回収と確認 

 担当者: 受付スタッフ、看護師など 

 内 容: 

o 記入済みの問診票一式を回収します。 

o 「女性の健康問診」の質問項目「①はい」に回答があるかを確認します。

「①はい」の回答があった場合は、その回答を健診担当医が確実に把握で

きるよう伝えるようにします。 
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【重要ポイント】 「①はい」と回答したことが他の受診者に分からないよう、スタッフ間

でのみ分かる方法で仕分けを行うことが望ましいです。 

（５）医師による診察 

 担当者: 健診担当医  

 内 容: 

o 健診は、問診票の回答内容に基づき、通常の診察と合わせて問診を実施し

ます。 

o 「①はい」と回答した受診者に対しては、症状や困っている状況について

具体的に話を聞き、必要な情報提供や、産婦人科など専門医への早期受診

勧奨を行います。 

o 既に受診中の場合、主治医と患者の関係が悪化しないような配慮が必要で

す。 

o 説明の補助として、受診者に手渡すためのリーフレット（巻末資料１）な

どを活用し、確実に情報が伝わるようにします。 

【重要ポイント】 診断を下す場ではなく、あくまで受診者の気づきを促し、次のアクショ

ン（専門医受診）につなげるための支援であることを意識して対応します。 

（６）健診終了後の対応 

 担当者: 全スタッフ 

 内 容: 

o 記入済みの「女性の健康問診票」は、通常の問診票と同様、個人情報とし

て適切に管理し、健診機関から事業者へは提供しません。 

o 健診終了後、労働者から改めて相談があった場合は、丁寧に対応します。 

【重要ポイント】 収集した個人情報の適切な管理を徹底し、健診機関としての信頼性を確

保します。  
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3.5.受診者への情報提供・受診勧奨 

以下のコメント例を参考に、必要に応じて、受診者に情報提供や専門医への受診勧

奨を行います。確実に伝えるため、適宜、リーフレット（巻末資料１）などを手交す

ること等も有効です。 

例 ・お困りごとは何ですか？ 

・（女性特有の健康課題が疑われる場合）○○の可能性があります。 

・（必要な場合）専門の医療機関（産婦人科など）を受診してみてはいか

がでしょうか？ 

留意点  前提として、女性特有の健康課題の診断は大変難しく、通常診療の場

面でも苦慮することが多い。健診の問診で判断するには限界が多いこ

とについて健診担当医は十分に理解することが必要 

 困っていることがあると回答している人について健診担当医は鑑別疾

患を求められているものではないこと 

 専門医受診を希望する人について、不要であるといった判断などを健

診の診察の場面ではせずに、受診を促す行動をとること 

 困っていることがあると回答し、かつ、セルフケアで解決したいとい

う人について、「適切なセルフケアの方法について、婦人科医と相談

してみてはいかがでしょうか」などの助言にとどめ、無理に受診を勧

めないこと。あくまでも選択肢として存在することを伝えること。一

方、仕事や日常生活に強く支障がある方については、積極的に受診を

することを推奨すること 
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3.6.受診者からの事業者への相談に係る助言 

受診者本人から、勤務先に、健康課題を抱えていることを伝えたいという話があっ

た場合、以下を参考に助言を行います。 

 

  

例 ・（専門医受診前の場合）勤務先にご相談されるのであれば、まずは専門

医を受診し、現在の状況について診断書をもらうことをお勧めします。

その診断書を基に、会社の上司や人事・労務担当者、産業医などに相談

すると、具体的な配慮について話し合いが進めやすくなります。 

・（専門医受診後の場合）すでに診断書をお持ちの場合は、その診断書を

持参して、上司や人事・労務担当者、産業医などに相談してはいかがで

しょうか。 

留意点  診断書（意見書）の提出を持って直ちに事業者の配慮につながらない

ので安易な回答はさけること（「診断書を提出したら配慮を受けられ

ますよ」等） 

 診断書を基に事業者と労働者は建設的な解決策について話し合いを行

いますが、健診担当医が介入することはできないことを理解すること

が必要 

 調整機能として産業医による対応が必要となる場合もあること 
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【Q&A】 

【受診者（労働者）から相談があった場合の対応 Q&A】 

I.問診の基本と個人情報について 

Q1：「この問診票に回答すると、結果は会社に知られてしまいますか？」との質問に対す

る回答例 

A1：「①はい」と回答した人数を集計した情報を通知することがありますが、個人が特定

できない形で行いますのでご安心ください。 

 

Q2：「この問診票は必ず答えないといけませんか？」との質問に対する回答例 

A2：いいえ、この問診への回答は任意です。ご自身の健康管理に役立てていただくための

ものですので、ご自身の判断でご回答ください。 

 

II.回答の仕方と症状について 

Q3：「症状が月によって変動します。健診当日は症状が軽いのですが、どう答えるべきで

すか？」との質問に対する回答例 

A3：症状が重い時の状況を基準に「①はい」とご回答ください。健診担当医には「今日は

症状が軽いですが、ひどい時は…」と具体的にお伝えいただくとスムーズです。 

 

Q4：「妊娠中（または妊活中）ですが、この問診に回答してもよいですか？」との質問に

対する回答例 

A4：はい、ぜひご回答ください。妊娠や妊活に影響する症状の可能性もありますので、健

診担当医に伝えることが大切です。その際は、妊娠中（または妊活中）であることも併

せてお伝えください。 

 

Q5：「健診担当医にうまく症状を説明できるか不安です。」との質問に対する回答例 

A5：「いつから」「どんな症状が」「どのくらいの頻度で」「どんな時に困るか」などを

簡単にメモしておくと、伝えやすくなります。リーフレット（巻末資料１）の症状一覧

を指し示しながら説明するのも一つの方法です。 
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Ⅲ.健診後のアクションについて 

Q6：「会社に症状を伝えて配慮してほしい場合、どうすればよいですか？」との質問に対

する回答例 

A6：まずは専門医を受診し、現在の状況について診断書をもらうことをお勧めします。そ

の診断書を基に、会社の上司や人事・労務担当者、産業医などに相談すると、具体的な

配慮について話し合いが進めやすくなります。 

 

Q7：「受診を勧められましたが、仕事が忙しくて病院に行く時間がありません。」との質

問に対する回答例 

A7：ご自身の健康を守ることは、長く働き続けるためにも非常に重要です。半日単位の休

暇制度などを利用できないか、まずは上司に相談してみてはいかがでしょうか。治療が

遅れると、回復により時間がかかってしまう可能性もあります。 

 

【健診機関スタッフ向け Q&A】 

I.準備と受付等業務について 

Q8：問診票の配布を事業者に任せてもよいですか？ 

A8：はい、マニュアルにも記載の通り、事業者に任せても構いません。その際は、事業者

に対し、この問診の任意性や個人情報保護の重要性を十分に説明し、全受診者に確実に

配布されるよう依頼してください。 

 

Q9：外国籍の受診者で、問診票の日本語が理解できない場合はどう対応すればよいです

か？ 

A9：可能であれば、事前に多言語対応の問診票を準備しておくことが望ましいです。準備

がない場合は、翻訳ツールを使用したり、通訳ができるスタッフが対応したりするな

ど、可能な範囲でコミュニケーションを図ってください。 

 

 

 

 



20 

 

Q10：「①はい」の回答があった問診票を健診担当医に渡す際、他の受診者に内容が見え

ないようにするには、具体的にどうすればよいですか？ 

A10：例えば、問診票一式を裏返してクリップで留め、特定の色の付箋を目印に貼る、専

用のファイルに挟んで渡すなど、誰が見ても内容が分からないような物理的な工夫が有

効です。 

 

Q11：問診票に「①はい」と答えた労働者に手交するパンフレットについて、健診担当医

が非常勤などで不慣れなことがあるので事前に女性全員に配布したいのですが、そのよ

うな運用は問題ないのでしょうか。 

A11：このマニュアルで示されている手順はひとつの例示です。個人情報が漏洩しないこ

とを前提にそれぞれの機関において実態に即し、臨機応変に運用していただいて問題あ

りません。 

 

II.診察時の対応について 

Q12：健診担当医が婦人科領域の専門外で、受診者からの詳しい質問に答えられない場合

はどうすればよいですか？ 

A12：健診担当医は診断を下すのではなく、あくまで「気づきを促し、専門医への受診勧

奨を行う」ことが役割です。自身の専門外であると正直に伝えた上で、「だからこそ、

専門の産婦人科で一度相談してみてはいかがでしょうか」と、受診勧奨につなげること

が適切な対応です。 

 

III.事後対応と事業者連携について 

Q13：健診終了後、受診者本人から電話で「やはり詳しく相談したい」と連絡がありまし

た。 

A13：健診機関は診療機関ではないため、電話での医療相談に応じることはできません。

「申し訳ありませんが、電話でのご相談はお受けできません。健診時にお勧めしたよう

に、ぜひ専門の医療機関を受診してご相談ください」と丁寧にお断りし、受診を促して

ください。 
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Q14：事業者から「研修用に、どのような相談があったか具体的な事例を教えてほしい」

と依頼されました。 

A14：守秘義務があるため、個人が特定できる、あるいは推測できるような具体的な相談

事例を提供することはできません。「マニュアルに記載されている月経困難症や更年期

障害などの一般的な症状についてご説明することは可能です」と、個人情報を含まない

範囲での情報提供に留めてください。 

 

Q15：自社で健康診断を行っており健診担当医を産業医が兼務しております。そのような

場合の運用上の注意点について教えてください。 

A15：健診担当医と産業医が兼務することは多くのメリットがあり、実践されている企業

も見受けられます。本マニュアルの女性の健康問診は、女性労働者が会社外の医師と相

談できる枠組みを想定した手順になっています。産業医が健診担当医を兼務する場合に

おいては、相談した内容がそのまま産業医に伝わることになることから、労働者に対

し、①健診担当医が産業医と兼務していること、②産業医には守秘義務がありその場限

りの相談においては重大な健康問題がない限り秘匿される情報となること、について通

知する必要があります。また運用面に際しては、予め情報管理について定めた上で、産

業医以外の自社産業保健スタッフに情報が漏洩されないよう十分な配慮を行うことが必

要です。 
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（巻末参考資料） 

 資料１．受診者に手交するリーフレットの例 

 資料２．参考になる支援機関等 
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資料１．受診者に手交するリーフレットの例 
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資料２．参考になる支援機関等 

女性特有の健康課題の対応等に係る労働者や事業者が利用できる主な支援機関等の一覧

です。 

１ 事業者が利用できる支援機関 

名称 概要 

産業保健総合支援

センター 

都道府県の産業保健総合支援センター(さんぽセンター)において、以下のよう

な支援を行っています。 

・事業者等に対する啓発セミナー 

・産業医、産業保健スタッフ、人事労務担当者等に対する専門的研修 

・関係者からの相談対応 

・女性の健康課題に取り組む事業場への個別訪問指導 

 

▶労働者健康安全機構ウェブサイト 

https://www.johas.go.jp/shisetsu/tabid/578/Default.aspx  

 

２ 事業者・労働者が利用できる支援サイト 

名称 概要 

女性の健康推進室

ヘルスケアラボ 

女性の健康に関する情報を提供しています。 

▶ウェブサイト 

https://w-health.jp/  

働く女性の心とか

らだの応援サイト 

企業や労働者等が女性の健康課題の知識を得られ、働きやすい 

職場環境につなげるために必要な情報を提供しています。 

▶ウェブサイト 

https://www.bosei-navi.mhlw.go.jp/  

女性の健康保持増

進のためのサイト 

職域における女性の健康課題のとらえ方と対処法について 

記載しています。 

▶ウェブサイト 

https://www.ryoritsu.dohcuoeh.com/closing_the_gender_gap/ 
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３ 労働者が利用可能な支援機関等 

医療機関（産婦人科、女性外来など）に受診し正確な診断を受けることが重要ですが、

それのみで解決しなかったりほかでも相談を受けたかったりした場合、以下の支援機関が

利用可能です。 

名称 概要 

労災病院の治療

就労両立支援セ

ンター 

労災病院併設の治療就労両立支援センターでは、治療と仕事の両立支援を実施

するとともに、事例を集積し、両立支援マニュアルの作成・普及を行っていま

す。 

健康増進法に基

づき市町村が行

う健康相談窓口 

当該市町村の区域内に居住地を有する 40 歳～64 歳までの者を対象として、健

康相談を行っています。 

産業保健総合支

援センター 

都道府県の産業保健総合支援センター(さんぽセンター)において、治療と仕事

の両立支援のための専門の相談員を配置し、以下のような支援を行っていま

す。 

・関係者からの相談対応 

 

▶労働者健康安全機構ウェブサイト 

https://www.johas.go.jp/shisetsu/tabid/578/Default.aspx  
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